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１、開催年月日時刻及び場所

  平成３１年 ２月２０日

自  午後 １時３０分

至  午後 ２時４７分

於  委 員 会 室2

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 近藤 智昭 君

副委員長(副会長) 浅田眞澄美 君

委 員 三好 德明 君

〃 野本 三雄 君

〃 中山  功 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 深堀  浩 君

〃 中島 浩介 君

〃 ごうまなみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 麻生  隆 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

教育委員会教育長 池松 誠二 君

教 育 次 長 本田 道明 君

総 務 課 長 中尾美恵子 君

教育環境整備課長 野口 充徳 君

福祉 保健部 長 沢水 清明 君

福祉保健部政策監
(地域医療政策担当)

中田 勝己 君

福祉 保健課 長 渡辺 大祐 君

福祉保健課企画監
（福祉保健総合計画
・企画予算担当）

岩崎 次人 君

長寿 社会課 長 小村 利之 君

障害 福祉課 長 桑宮 直彦 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

こども未来課長 濱野  靖 君

こども家庭課長 今冨 洋祐 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（文教厚生分科会）

第 72号議案
平成 30年度長崎県一般会計補正予算（第 6
号）（関係分）

７、審査の経過次のとおり

― 午後 １時３０分 開会 ―

【近藤委員長】ただいまから、文教厚生委員会

及び予算決算委員会文教厚生分科会を開会いた

します。

審査に入ります前に、上田福祉保健部次長か

ら、所用により本日の委員会を欠席する旨の届

けが出されておりますので、ご了承をお願いい

たします。

これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を、慣例によりまして

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、野本委員、麻生委員のご

両人にお願いいたします。

本日の議題は、第72号議案「平成30年度長崎
県一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部
分及び平成31年2月定例会における本委員会の
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審査内容などについてであります。

審査方法についてお諮りします。

本日審査する議案は、国の経済対策補正予算

であり、即日審議する必要がありますので、付

託議案に限って審査を行います。

その後、平成31年2月定例会の審査内容（案）
についての委員間討議を行うこととしたいと存

じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めさせていただきます。

なお、理事者の出席については、付託議案に

関する範囲で、お手元に配付しております配席

表のとおり決定したいと存じますので、ご了承

をお願いします。

【近藤分科会長】それでは、分科会による審査

を行います。

予算議案を議題といたします。

教育長より、予算議案の説明を求めます。

【池松教育長】教育委員会関係の議案について

ご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第72号議案「平成30年度長崎県一般会計補正予
算（第6号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「防

災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策」
に伴う国の補正予算に適切に対処するため、必

要な予算を追加しようとするものであります。

歳入予算は、国庫支出金1億6,495万8,000円
の増、歳出予算は、特別支援学校費10億8,371
万2,000円の増となっており、諫早特別支援学校
校舎等改築工事外2校の改修工事に要する経費
を計上しております。

次に、繰越明許費についてご説明いたします。

今回補正予算に計上しております事業につい

ては、年度内に適正な工期が確保できないこと

から、10億8,371万2,000円について繰越明許費
を設定しようとするものであります。

以上で教育委員会関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【近藤分科会長】次に、教育環境整備課長より

補足説明を求めます。

【野口教育環境整備課長】教育委員会分の補正

予算につきまして、補足してご説明をいたしま

す。

お手元にお配りしております資料、「平成30
年度長崎県一般会計補正予算（第6号）補足説
明資料（特別支援学校校舎等整備費について）」

をご覧ください。

本事業につきましては、先ほどの教育長説明

にございました学校施設等の防災・減災、国土

強靭化対策のための国の補正予算が成立したこ

とを受けまして、児童生徒等の安全確保を図る

ため、老朽化対策として平成31年度に実施を予
定しておりました国庫補助事業である特別支援

学校3校の改築・改修事業について、財源とし
て補正予算債が活用できること等から、このた

びの交付金の対象として実施しようとするもの

であります。

事業の内容につきましては、表に記載をして

おりますとおり諫早特別支援学校校舎等改築工

事、桜が丘特別支援学校校舎外壁改修工事、佐

世保特別支援学校校舎外部改修工事であります。

まず、1の諫早特別支援学校校舎等改築工事
につきましては、これまでもご説明をしてきて

おりますとおり、老朽化が進んできている平屋

建ての校舎1・2棟と寄宿舎及び食堂を、現在の
運動場に2棟、2階建てで建設をするものであり
ます。
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この事業につきましては、先の11月定例会に
おいて、今年度分にかかる予算のご承認をいた

だいておりまして、現在、土木部において入札

手続が進められております。

次に、2の桜が丘特別支援学校校舎外壁改修
工事は老朽化した校舎の外壁改修工事を、3の
佐世保特別支援学校校舎外部改修工事は、同じ

く老朽化した高等部校舎の屋根と外壁の改修工

事を行うものでございます。

これらの事業につきましては、議決をいただ

いた後に、前倒しができるものについてはでき

るだけの前倒しに努めてまいりますが、年度内

には適正な事業期間の確保ができませんので、

予算計上と併せまして繰越明許費の設定につい

てもお諮りをしております。

補足説明は以上でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。

【近藤分科会長】次に、福祉保健部長より予算

議案の説明を求めます。

【沢水福祉保健部長】福祉保健部関係の議案に

ついてご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料【平成30年度2月補正予算（第6号）】」
の福祉保健部の1ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第72号議案「平成30年度長崎県一般会計補正予
算（第6号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「防

災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策」
等に伴う国の補正予算に適切に対処するため、

必要な予算を追加しようとするものであります。

歳入予算は、福祉保健部合計で3億4,953万
3,000円の増、歳出予算は、福祉保健部合計で4
億84万3,000円の増となっております。
なお、各科目につきましては記載のとおりで

あります。

補正予算の内容についてご説明いたします。

（プレミアム付商品券発行事務費について）

市町が平成31年度に発行する低所得者・子育
て世帯主向けプレミアム付商品券にかかる国、

市町との連絡調整等の事務に要する経費として、

30万3,000円の増を計上いたしております。
（介護福祉士修学資金等貸付事業費について）

介護福祉士を目指す学生の介護現場への就労

や、介護職員の介護福祉士資格取得による職場

定着等を促進することを目的とした学費や実務

研修受講料等の貸付に要する経費として、1億
6,561万1,000円の増を計上いたしております。
（特別養護老人ホーム等整備費について）

災害発生時における高齢者施設の安全・安心

を確保するため、事業者が実施するブロック塀

等改修や非常用自家発電設備の整備に対する助

成に要する経費として、8,641万5,000円の増を
計上いたしております。

（障害福祉施設整備費について）

社会福祉法人等が行う児童発達支援センター

の新設やスプリンクラーの整備等に対する助成

に要する経費として、1億4,851万4,000円の増
を計上いたしております。

次に、繰越明許費についてご説明いたします。

今回補正予算に計上しております国の補正予

算に対処するための事業については、年度内に

適切な事業期間を確保することができないこと

から、福祉保健部合計で2億3,492万9,000円に
ついて、繰越明許費を設定しようとするもので

あります。

以上をもちまして福祉保健部関係の説明を終

わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。
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【近藤分科会長】次に、福祉保健課長より補足

説明を求めます。

【渡辺福祉保健課長】総務運営費のプレミアム

付商品券事業事務費について、補足して説明を

させていただきます。

右上に「≪平成30年度2月補正予算（経済対
策）補足説明資料≫福祉保健課」と記載のある

1枚ものの資料をご覧願います。
今回、補正予算としまして30万3,000円を計

上させていただいておりますが、事業の概要と

しましては、今年10月に予定をされております
消費税・地方消費税率の10％への引き上げに対
する影響の緩和等を目的として市町が販売する

プレミアム付商品券事業につきまして、県が市

町への情報提供、説明会の開催、補助金交付関

係の事務等を行うための事務費となっておりま

す。

同様に、平成31年度の当初予算におきまして
も事務費として124万5,000円を計上する予定
としておりまして、財源としましては全額国庫

支出金となっております。

参考としましてプレミアム付商品券事業の制

度について記載をしておりますけれども、購入

の対象者としましては、（2）に記載のとおり
低所得者として住民税の非課税者、子育て世帯

としまして3歳未満の子を育てる世帯とされて
おりまして、県内の対象世帯数につきましては、

現在精査中でございますけれども、非課税者と

して対象の方は約32万人程度、3歳未満のお子
さんについては約3万2,000人いらっしゃると
いうことで、それぞれが制度の対象になる予定

でございます。

購入限度額としましては、販売額が2万円で、
これに5,000円のプレミアムがつきまして、2万
円で購入した商品券で2万5,000円の買い物が

できるということでございます。購入しやすい

ように分割販売を実施する予定となっておりま

す。

対象となる店舗は、市町でこれから公募を実

施することとしておりまして、使用可能期間と

しては、今年10月から翌年3月までを予定して
いるところでございます。

私からの説明は以上でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

【近藤分科会長】次に、長寿社会課長より補足

説明を求めます。

【小村長寿社会課長】 長寿社会課関係の2事業
について、補足して説明をさせていただきます。

まず、お手元の資料の「介護福祉士修学資金

等貸付事業について」でございます。

この事業は、介護福祉士の資格取得を目指す

学生や介護職員、介護現場への再就職を希望す

る者に対してそれぞれ、その学費や実務者研修

受講料、再就職に向けた準備経費等の費用を貸

し付け、一定期間、介護業務に従事した場合は

返済免除とする介護福祉士修学資金等貸付事業

の貸付原資等を、事業実施主体である長崎県社

会福祉協議会へ補助するものでございます。

この貸付原資等に対する補助率は、②に記載

のとおり国が10分の9となっていることから、
今回措置する貸付原資等の総額1億8,401万
3,000円のうち、その10分の9に相当する1億
6,561万1,000円の補正をお願いしたいと考え
ております。

この貸付原資等の10分の9については、本年
度一括して県社会福祉協議会へ交付いたします

が、貸付原資等の残りの10分の1の県負担分は、
貸付実績に応じまして、その貸付年度に補助を

実施することといたしており、平成31年度事業
費1億4,023万円の10分の1に当たる1,402万
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3,000円を平成31年度当初予算に計上している
ところでございます。

④のこれまでの経過でございますけれども、

下の表に記載のとおり、平成27年度補正予算に
より貸付原資として3億5,760万4,000円を確保
し、介護福祉士修学資金等貸付事業を創設、平

成28年度から貸付事業を実施しております。
平成27年度に措置した貸付原資が減少した

ことから、今回の国の補正予算を活用して貸付

原資の積み増しを行うものであり、積み増しの

結果、平成31年度の事業費が確保できることと
なりました。

なお、平成32年度以降も安定的に事業を実施
できるよう、貸付原資の確保について引き続き

国に対して強く要望してまいりたいと考えてお

ります。

次に、「特別養護老人ホーム等整備費につい

て」でございます。

この事業は、国の「地域介護・福祉空間整備

等施設整備交付金」を活用して、災害発生時に

おける高齢者施設の安全・安心を確保するため

に事業者が実施する①ブロック塀等改修、②非

常用自家発電設備整備を支援するものでござい

ます。

①のブロック塀等改修につきましては、補助

率は国が2分の1、都道府県が4分の1、補助対象
施設は特別養護老人ホーム、介護老人保健施設

など資料記載のとおりでございます。今回は、

改修予定の4施設分、541万5,000円を予算計上
いたしております。

②の非常用自家発電設備整備については、補

助率が国2分の1、上限が450万円となっており、
補助対象施設は特別養護老人ホーム、介護老人

保健施設、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、

介護医療院の5施設であり、非常用自家発電設

備を整備予定の18施設分、8,100万円を予算計
上いたしております。

それぞれの施設整備の概要は、裏面に記載の

とおりでございます。

以上をもちまして長寿社会課からの説明を終

わらせていただきます。

【近藤分科会長】次に、障害福祉課長より補足

説明を求めます。

【桑宮障害福祉課長】 第72号議案「平成30年
度長崎県一般会計補正予算（第6号）」のうち、
障害福祉課分について、お配りしております「障

害福祉施設の整備について」となっております

補足説明資料に基づいてご説明をいたします。

まず、1の社会福祉施設等施設整備補助金の
概要ですが、これは国の補助金を活用しまして、

社会福祉法人等が整備する施設の創設、増改築、

スプリンクラー設備整備、大規模修繕等に要す

る費用の一部を県の予算の範囲内で助成するも

のであり、補助率は国2分の1、県4分の1となっ
ております。

次に、具体的な整備内容として、2の施設整
備の概要をご覧ください。

今回、国の経済対策補正を活用し、第5期長
崎県障害福祉計画、第1期長崎県障害児福祉計
画において重点的に取り組むこととしておりま

す障害児支援の中核機関となります児童発達支

援センター設置で長崎市において新設1件、ま
た、施設利用者の防火安全対策としてスプリン

クラーの設置で諫早市において2件、計3件の施
設整備に要する経費の助成として1億4,851万
4,000円を計上いたしております。
以上で補足説明を終わります。

【近藤分科会長】次に、こども政策局長より予

算議案の説明を求めます。

【園田こども政策局長】こども政策局関係の議
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案についてご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料【平成30年度2月補正予算（第6号）】」
のこども政策局をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第72号議案「平成30年度長崎県一般会計補正予
算（第6号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「防

災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策」
等に伴う国の補正予算に適切に対処するため、

必要な予算を追加しようとするものであります。

歳入予算、歳出予算ともに合計で2億2,580万
4,000円の増となっており、各科目につきまして
は記載のとおりであります。

次に、補正予算の内容についてご説明いたし

ます。

（保育人材確保のための修学資金等の貸付につ

いて）

保育人材確保のため、資格取得のための修学

資金の貸付や未就学児をもつ潜在保育士の保育

所復帰支援に要する経費として、8,812万8,000
円を計上いたしております。

（児童養護施設退所者等に対する生活資金等の

貸付について）

児童養護施設等の退所者に対する進学・就職

時の安定した生活基盤の確保のための生活費や

家賃相当額の貸付及び同施設等入所者に対する

就職に必要な資格取得の費用の貸付に要する経

費として、6,422万1,000円を計上いたしており
ます。

（ひとり親家庭高等職業訓練促進資金の貸付に

ついて）

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関

に在学し、就職に有利な資格取得を目指すひと

り親家庭の親に対する入学準備及び就職準備金

の貸付に要する経費として、7,345万5,000円を
計上いたしております。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤分科会長】次に、こども未来課長より補

足説明を求めます。

【濱野こども未来課長】こども未来課所管の保

育士修学資金貸付等事業について、補足してご

説明をいたします。

資料は、「保育士修学資金貸付等事業につい

て」をご覧ください。

この事業は、保育士養成施設に通う学生等に

対する修学資金の貸付などを目的に平成28年
度から実施をしておりますが、今回、国の補正

予算に伴い、平成31年度から2年間の貸付枠を
拡大するため、貸付原資の増額を行うものでご

ざいます。

貸付の概要は資料に記載のとおりですが、保

育士修学資金貸付については、貸付期間2年間
で最大160万円の貸付を行い、卒業後5年間、保
育所等に実務従事することで返還免除となりま

す。事業開始後、今年度までの貸付実績は、合

計で306件となっております。
また、未就学児をもつ保育士に対する保育料

の一部貸付については、貸付期間1年間で32万
4,000円を上限に貸付を行い、再就職後2年間の
実務従事で返還免除となります。事業開始後、

今年度までの貸付実績は合計82件となってお
ります。

事業の実施主体は長崎県社会福祉協議会で、

事業費の負担割合は国10分の9、県10分の1であ
りますが、補正予算には国費分のみを計上し、

県費分は平成31年度当初予算に計上しており
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ます。

なお、これまでの残額と今回の補正を合わせ

て、保育士修学資金貸付が180人分、未就学児
をもつ保育士に対する保育料の一部貸付が80
人分、それぞれ貸付枠を確保できる見込みとな

ります。

以上で、こども未来課関係の補足説明を終わ

ります。どうぞよろしくお願いいたします。

【近藤分科会長】次に、こども家庭課長より補

足説明を求めます。

【今冨こども家庭課長】こども家庭課所管の経

済対策関係予算について、補足してご説明いた

します。

今回ご審議をお願いしております事業は2件
ございます。

まず1つ目は、表題が「児童養護施設退所者
等自立支援資金貸付事業について」となってい

る資料をご覧ください。

この事業は、児童養護施設や里親等から巣立

っていく子どもたちに対し、生活支援費、家賃

支援費、資格取得支援費を貸付け、自立を支援

するもので、平成28年度から実施しております
が、今回、平成31年度貸付分から4年間の貸付
原資を増額するものでございます。

貸付の概要は、資料に記載のとおりですが、

生活支援費は大学等に在学する者の生活費の支

援として限度額5万円、家賃支援費は大学等に
在学する者や就職者に対する家賃支援として生

活保護制度の住宅扶助額を限度として、また、

資格取得支援費は、就職等に必要な資格取得に

要する費用として、多くは運転免許証取得のた

めの費用となりますが限度額25万円、これらを
無利子で貸付け、元金についても、返還免除の

欄に記載しております条件によりまして返還を

免除するものでございます。

事業の実施主体は長崎県社会福祉協議会で、

事業費の負担割合は国10分の9、県10分の1であ
りますが、今回の補正予算には国費分のみ6,422
万1,000円を計上しており、県費分はそれぞれの
貸付年度の当初予算に計上いたします。

なお、これまでの貸付実績は、3種類の合計
で平成28年度は22件、平成29年度は25件となっ
ており、これらの実績をもとに今後の見込み額

を積み上げております。

次に2つ目ですが、表題が「ひとり親家庭高
等職業訓練促進資金貸付事業について」となっ

ている資料をご覧ください。

ご説明をする前に、資料の訂正をお願いいた

します。表題の部分ですが、「ひとり親家庭等」

の「等」という部分の削除をお願いいたします。

お手数をおかけしまして、まことに申し訳ござ

いませんでした。

それでは、内容についてご説明させていただ

きます。

この事業は、看護師や保育士など就職に有利

な資格の取得を目指しておりますひとり親家庭

の親に対して高等職業訓練促進資金を貸付け、

資格取得を促進し、ひとり親家庭の親の自立の

促進を支援するもので、平成28年度から実施し
ておりますが、今回、平成31年度貸付分から4
年間の貸付原資を増額するものでございます。

貸付の概要は資料に記載のとおりですが、入

学準備金50万円、就職準備金20万円を限度に、
保証人がある場合は無利子で、ない場合には利

率年1％の有利子で貸付けており、また、1年以
内に資格を活かして就職し、長崎県内において

5年間その職に従事した場合には元金・利子と
もに返還を免除するものでございます。

事業の実施主体は長崎県社会福祉協議会で、

事業費の負担割合は国10分の9、県10分の1であ
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りますが、今回の補正予算には国費分のみ7,345
万5,000円を計上しており、県費分は、それぞれ
の貸付年度の当初予算に計上いたします。

なお、本資金のこれまでの貸付実績は、平成

28年度は入学準備金26件、就職準備金7件、平
成29年度は入学準備金40件、就職準備金9件と
なっており、これらの実績をもとに今後の見込

み額を積み上げております。

以上で、こども家庭課関係の補足説明を終わ

ります。よろしくお願いいたします。

【近藤分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】 プレミアム付商品券事業事務
費について伺いたいと思います。

先ほど、対象が住民税非課税世帯32万人、3
歳未満の子が3.2万人ぐらいだろうというお話
がありました。

このプレミアム付商品券を市町が発売すると

ありますが、販売するところは市町の窓口なの

か、一般のお店なのか。

例えば、私とか一般の者は買うことができな

い。3歳未満の子どもさんがいらっしゃる方々
は提示しやすいかもしれないんですけれども、

①の住民税非課税世帯の方だと完全なる個人情

報になるというふうに思っております、所得の

関係ですので。

どういった取り扱いのもとに、そういう対象

者の方に販売をするのか、また、どのようなア

プローチをするのか、そのあたりをお聞かせく

ださい。

【渡辺福祉保健課長】市町の方で実務を取り扱

うことになりますけれども、現在、国からお話

があっているのは、この制度として、対象者の

方に、まず郵送で引換券を送付します。その方

が、市町の管理下にある窓口に出向いて商品券

の購入をしていただくと、その際に本人確認等

もやっていただく形で考えております。

ただ、窓口の利便性とかというところは市町

の方でできるだけ配慮をしてほしいということ

で、例えば市役所だけじゃなくて支所であった

りとか、もしくはどこかに委託をするとか、そ

ういうことは可能であるというふうにお聞きし

ております。

【山田(朋)委員】 それぞれ相当なお金をかけて
対象者に対して、32万人と3万2,000世帯ぐらい
にアプローチをするということですよね。

販売に関しては、窓口等は配慮をするという

ことでありますが、これは国が決めたことです

けど、事務費、郵送費、相当かかるかと思うん

ですけど、その経済効果はどうなのか。消費税

率が上がることによる、そういった世帯に対す

る影響の緩和が目的ではあると思うんですが。

ただ、利用する時ですよね。利用する店で、

明らかに子育て世代のお母さんとかが買い物を

していると、「あ、子育て世代だから、プレミ

アム付商品券で買い物できるんだな」と思うと

思うんですけど、それ以外の年齢の方々が買い

物をしていると、「あ、住民税非課税世帯なの

かな」と、そういったことにもなり得るのかな

と思いますけど、そういったことはどういうふ

うに考えているのか、ちょっとお聞かせいただ

きたいと思います。

【渡辺福祉保健課長】その商品券で買い物をし

ているところをほかの方がご覧になった時には、

そういったお話があるのかもしれませんが、今

のところ、それについて国の方から、何かこう

いう対策をとってくれとか、そういうところの

お話までは聞いていない状況です。国から説明
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会が2月に1度あっただけですので、そのあたり
はこれからもお話をして、どういう対応ができ

るのか、そういうところは市町にもしっかりお

伝えをしてまいりたいと思います。

【山田(朋)委員】 昔の地域振興券みたいに誰で
も買えたものだと非常にいいと思うんですけど、

そういう非常にデリケートな問題もあるなとい

うこと。

住民税非課税世帯ということであれば年収

200万円以下世帯等になると思いますが、そう
いった方々が本当に、まずもって買うことをさ

れるのかなと。私は、これは企画倒れというか、

なるんじゃないかなと思います。日々の暮らし

で精いっぱいの中で、確かに5,000円単位で買え
るかもしれないけど、5,000円で買ったら、20％
だから1,000円、6,000円か。そのメリットはあ
ると思いますけど、県として、それぞれの対象

者でどれぐらい販売が見込めているのか、その

あたりをお聞きしたいと思います。

【渡辺福祉保健課長】制度として国からこうい

う形でお示しをされている段階ですので、まだ

そこまでの精査というか、そういうところまで

はできておりませんけど、県としても各市町に

しっかり、この制度の趣旨と、活用していただ

けるような、活用しやすいような方策とか、そ

ういったところは今後もお話をしてまいりたい

と考えております。

【山田(朋)委員】 厳しいようですけど、予算を
計上されているので、このごろあった話かもし

れないけれども、ある程度の見込みとか、そう

いったものも立てていただかないといけないか

なということは申し上げておきたいと思います。

もう1点、児童養護施設退所者等自立資金貸
付事業について伺いたいと思います。

実績が平成28年に22件、平成29年に25件とい

うことでありますが、18歳等、卒業をして里親
のもとを離れる、施設を退所する子どもの数は

年間に大体どれぐらいで、そのうち希望する人

は全て、この3つのものを何らか使えているの
かどうか、そのあたりを教えてください。

【今冨こども家庭課長】まず、そういう施設等

を巣立っていく子どもたちの数は、年によって

差はあるんですけど、大体50名程度となってお
ります。

この事業の実施については平成28年度から
開始しまして、ちょっとずつですけれども、使

う方は増えている状況にあります。

【山田(朋)委員】毎年50人ぐらい退所をされて
いるということでありますが、この3つの種類
を複数利用することも可能なのかどうか。

今の答弁だとよくわからなかったんですけど、

希望する人全員が支援を受けられているのかど

うか、そのあたりを教えてください。

【今冨こども家庭課長】まず、重複して可能か

という部分ですけれども、できる部分とできな

い部分がございまして、学生ということであれ

ば生活支援と家賃の支援を重複して貸付を受け

ることが可能です。就職している方であります

と家賃支援ということになります。併せて在学

中でありますと、その資格を取得して就職する

ということであれば、資格取得と家賃支援を同

じ方が貸付を受けることはできます。（「希望

との状況は」と呼ぶ者あり）

この貸付の条件としまして、生活をする上で

経済的な支援が必要な方ということが条件にな

っておりますので、そういうものを満たす方で

あれば誰でも使うことができるようになってお

ります。

【山田(朋)委員】 わかりました。
最後に、保育士修学資金貸付等事業費につい
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て伺いたいと思います。

今回、国の補正がついて増額ができたという

ことは、とても評価をしたいと思っております

が、私は委員会でも何度も申し上げてきました

が、この制度は非常に人気があるんですけれど

も、平成29年度は申請件数186件に対して貸付
実績が153件、平成30年は申請件数187件に対し
て93件です。せっかく長崎県で就職をしようと
いう若い方がいらっしゃるにもかかわらず、現

在のこの国の制度だけでは不十分であり、半分

の人しか、その希望を達することができており

ません。

私は、今回の積み増しに関して、もちろん反

対するつもりはございませんが、人口減少の中

で、せっかく長崎県に若い人が、それも女性が

長崎県に就職を希望している場合に、こういう

財政状況が厳しい中でも、県単独でも、こうい

う方に対する積み増しをするべきだということ

を常々申し上げていますが、担当課としての見

解をお聞きしたいと思います。

【濱野こども未来課長】この保育士修学資金貸

付については、委員がおっしゃったように、私

どもとしても非常に必要な事業と考えておりま

すが、そもそもこの事業は平成28年度から5年
間の事業ということで、一括して国の方から私

どもに補助金をいただいて、社協にお渡しをし

て、その限られた原資の中で貸付けをしている

という状況があります。

ただ、言いましたように必要な事業ですので、

国が平成33年度以降どういうような取扱いを
するかというのを注視しながら対応していきた

いと考えております。

【堀江委員】幾つか私もお尋ねしたいと思いま

す。まず、教育環境整備課にお尋ねいたします。

今回、本来ならば平成31年度分としてやろう

としていた改修工事を、国の補正予算を活用し

てやると、その点については理解できます。そ

の上で、活用することの必要性をもう少しお尋

ねしたいんです。

というのは、平成31年度もやろうという工事
はほかにもたくさんあろうかと思いますし、あ

るいは交付金そのものが、これまで学校施設環

境改善交付金とかと比べてどうなのかというこ

とも含めて、今回さらに前倒しして特別支援学

校のというところでの必要性といいますか、そ

こをもう少し答弁いただけますか。

【野口教育環境整備課長】今回、補正予算債を

使うということで、補正予算債を使った場合と

使わなかった場合で比較をしたんですけれども、

3事業合わせまして県の負担としまして7,650
万円ほどの差がありましたので、その分の効果

があると考えております。

またもう1点、経済対策補正ということであ
りまして、佐世保特別支援学校と桜が丘特別支

援学校については、通常の平成31年度予算での
工事の場合よりも1カ月から2カ月程度の事業
の前倒しも可能ということでありますので、そ

ういった面でも効果があると考えております。

【堀江委員】答弁ありがとうございました。理

解できました。前々から必要だった特別支援学

校校舎等の整備ですので、ある意味、有利な補

正を活用して事業を進めるということなので、

了としたいと思います。

もう一つ、こども家庭課のひとり親家庭高等

職業訓練促進資金貸付事業について質問したい

と思います。

実績が、平成28年度、平成29年度とあるんで
すけれども、平成30年度の実績予想は出ないん
ですか。というのは、こども未来課では保育士

の修学資金貸付等事業の平成30年度の決定額
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が出されているんですけど、貸付事業の内容に

よって平成30年度は出ないのか、あるいは、平
成30年度のいわば実績予想があれば教えてく
ださい。

【今冨こども家庭課長】 ご質問の平成30年度
の実績についてですけれども、まだ受付を行っ

ていて確定していないということで書いており

ません。今の状況でいきますと、入学準備金の

方で21件、就職準備金で30件は既にもう貸付を
行っている実績がございます。

【堀江委員】 まだ平成30年度が終わっていな
いので、今の数は実績予想ということで理解を

いたしました。

それで、言われるように入学準備金、就職準

備金にしましても、平成28年度、平成29年度と
利用される方が多いということでありますね。

そこで私が不安なのは、補正で貸付事業の4
年間の原資を増額するんですけど、当初予算で

原資がくるとかじゃなくて補正でくるというと

ころでありまして。今回、4年間はもう保障さ
れることになるんでしょうけれども、これが周

知されていきますと利用する方たちは増えてい

くと思うので、予算の確保については、4年間
は大丈夫だよという今回の提案なんですけれど

も、補正ではなくて、きちっと当初予算で確保

するという方向が一番のあるべき姿ではないか

と思うんですが、その点の見解を教えていただ

けますか。

【今冨こども家庭課長】 委員ご指摘のとおり、

本制度に対するニーズとか効果については大変

高いものがあると我々としても考えておりまし

て、制度の継続を希望しているものでございま

す。

我々としましては、九州各県、政令指定都市

の母子福祉主管課長会議を通じた国への制度継

続の要望を行っているところでもありますし、

今後とも、機会を捉えまして国への要望等を行

ってまいりたいと考えております。

【堀江委員】 ぜひ、そういうあらゆる方策で、

この貸付事業が継続できるような方向で対処し

ていただきたいと思います。

最後に、福祉保健課のプレミアム付商品券事

業事務費ですが、この30万円をなぜ補正で上げ
るのか、当初の一括ではだめなのか、補正で上

げなければならない理由をもう少し説明してく

ださい。

【渡辺福祉保健課長】このプレミアム付商品券

事業事務費を補正予算で計上する理由につきま

しては、基本的にはこれは国が全額負担をして

やる事業で、今回、10月の消費税率引き上げの
影響緩和等を目的として実施するということで

ございますので、その準備等、各市町におきま

しては、対象者のリストの抽出とか商品券の作

成、申請書や引換券とか、そういったさまざま

な準備がございまして、そのスケジュールでい

くと今年度からスタートする必要があるという

ことで国が補正予算を措置されたと。それを受

けて、基本的には県、各市町の方でも補正予算

として計上していただくよう国から依頼があっ

たということで計上させていただいたものでご

ざいます。

【堀江委員】部長が述べられましたね。今回の

補正は、「防災・減災、国土強靭化のための3
か年緊急対策」等に伴う国の補正予算。このプ

レミアム付商品券は、「防災・減災、国土強靭

化のための3か年緊急対策」ではないですよね。
と思うんですけど、いわゆる根拠となる予算の

名称は何ですか。

つまりね、私が言いたいのは、当初予算で124
万円計上するんだったら、当初予算で本来は行
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っているものを今回経済対策で、国土強靭化の

ための緊急対策ということで、いわば便乗して

補正として上げているんじゃないのかという疑

問があるわけですよ。ここで上げられているの

は、さっき教育委員会の方でやったように補助

率とか、工事が前倒しできるとか、そういう意

味で補正に上げてできるということでしょう。

そうしたら、当初予算で上げられるものが、

なんでわざわざ30万円を補正で組まなきゃい
けないのか。根拠は「防災・減災、国土強靭化

のための3か年緊急対策」等、国の補正予算に
伴ってこれはやるんでしょう。どの補正予算に

基づいてやっているのかと。本来であれば当初

予算で上げるべきものを、便乗して30万円、補
正でやっていないのかという疑問があるので説

明してください。

【渡辺福祉保健課長】経済対策の中の国の補正

予算として、今回、プレミアム付商品券の予算

についても閣議決定がなされて、県の方にも国

からのそういう説明があったということで、

我々としては予算を計上させていただいている

わけでございますけれども、そこの国の整理と

いうか、そういったことはもう少し確認をさせ

ていただいてからご報告をさせていただければ

と思います。

【堀江委員】 要は、今回の補正予算に上げた、

適切に対処するための理由と、30万円を補正で
長崎県が上げている、これが私の中でよくわか

らないということが1点です。その内容につい
ては後で精査しますということですけれども、

今、これは決議をしなきゃいけないわけですか

ら。

先ほど、私は教育委員会とやり取りをしたで

しょう。そういうことじゃないわけでしょう、

はっきり言って。当初予算で124万円上げるん

だったら、30万円上げてもいいわけでしょう。
というふうに私は思うんです。ということが一

つ。その疑問は解けないということ。

それから、これは消費税率を10％に上げると
いうことが前提ですよね。今、上がっていない

でしょう。

しかも、3歳未満の子どもが属する世帯とか、
いわゆる商品券の購入対象者に該当できるかと

いうのは、6月1日でないとわからないでしょう。
なんでこんなに早く事務を進めるのか。

確かに国は消費税率を10％に上げると言っ
ているけれども、確定していないじゃないです

か。わからないですよ。報道によれば菅官房長

官は、予算が成立した後も消費税率10％につい
ては、場合によっては延期もあり得るような発

言もしているわけですから。

なんで、決まっていないことを前提にして仕

事をするのか、見解を求めます。

【渡辺福祉保健課長】補正予算の計上につきま

しては、国の説明会が2月12日に初めてあった
ところで、その中で確かに平成31年度の当初予
算で計上する形でできないのかというお問い合

わせがほかの団体からあったと思いますけれど

も、その中では、平成30年度分は平成30年度に
計上していただきたいというお話があったとこ

ろでございます。

市町村としては、10月の引き上げに間に合う
ような形で準備をするには、今の段階でもタイ

トなスケジュールというふうになっておりまし

て、県の方も実際、年度内に市町への説明とか

といったところ、国の説明会にも出席をしてお

りますし、そういった事務が発生しております

ので、必要な予算ということで計上させていた

だいたところでございます。

【堀江委員】 少なくとも5％から8％に上がっ
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た時は、4月から8％になったんです。議会で審
議したのは2月議会ですよ。2月、3月の議会で
結論づけて、4月から8％になったんですよ。で
きるわけでしょう。それがなんで、10月に上げ
るというのに、この2月、3月にやらなきゃいけ
ないのかというのは疑問として残りますが、こ

の程度にします。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【ごう委員】こども家庭課に確認をさせてくだ

さい。

児童養護施設退所者等の自立支援資金貸付事

業についてですけれども、先ほどのご説明の中

で、資格取得支援費の25万円は就職に必要な資
格の取得ということで、運転免許というふうに

おっしゃったんですけれども、これは運転免許

のみにしか使えないのかどうかが1点。
それから、この制度の支援を受ける対象とな

るのは、退所したタイミング、新規の1回のみ
なのか。一度は普通に就職をして、その後、何

らかの事情で何かの資格を取りたいという人が、

例えば2年後にこういった支援を受けることが
できるのかどうかを教えてください。

【今冨こども家庭課長】 まず1点目の運転免許
だけにしか使えないのかというご質問ですけれ

ども、これは運転免許の部分が多いということ

で、いろんな資格の取得に使えます。

2点目で、対象の方が施設等を巣立つ時だけ
なのか、それとも一旦出た後もいいのかという

ご質問ですけれども、この点については、出る

時、要は巣立つ時だけが対象となっております。

【ごう委員】巣立つ時だけが対象ということで、

家賃支援費については、就職者については退所

後2年以内と、ここだけが2年以内ということで
すね。

これはもしかしたら質問がずれるかもしれな

いんですけれども、年間約50名の方が退所をさ
れて、そのうちの半分くらいの方が、この対象

となって平成28年、平成29年に支援を受けてい
るわけですが、退所をする時には何らかの形で

就職ができて手を挙げなかった方が、その後、

例えば就職ができなくて生活保護を受けてしま

う方もいらっしゃるんです。そのような方々が、

もう一回働きたいからと就職のための資格を取

りたいと思った時に、相談する窓口があるのか。

例えば、この制度をいま一度使わせてくれと希

望することは可能なんでしょうか。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時２２分 休憩 ―

― 午後 ２時２３分 再開 ―

【近藤分科会長】 再開します。

【今冨こども家庭課長】委員ご指摘の点、確か

におっしゃる部分はあると思います。ただ、こ

の制度は、今は巣立つ場面において支援をする

ような制度となっておりますので、そういった

事情がある方については、また別の制度を活用

していただくということになるのかなというふ

うに思っております。

【ごう委員】別の制度の、活用する方法がある

ということですね。

【今冨こども家庭課長】その方が置かれている

状況で、いろんな場面があると思うんですけれ

ども、それぞれに応じた制度ということになり

ますので、これと全く同じような制度は、ない

という状況でございます。

【ごう委員】実際、そういう事例がありまして、

巣立った時、里親さんのもとを離れた時には就

職ができたんだけれども、その後、何らかの事

情でその職に就けなくなって生活保護になって、

そういう時に支援を求めたくても求める先がわ
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からなかったりとか、使える方法に何があるの

かわからなかったりと。ＮＰＯ法人の方々が支

援されたりもするんですけれども、その前に県

の制度の中で対応できる方法があればいいと思

っているんですが。

【今冨こども家庭課長】委員ご指摘の点につい

てはごもっともな部分と我々も感じるところは

ありますので、そこは国へ、運用の仕方とか、

そこが無理であれば制度の改正であるとか、そ

ういうものを含めて問い合わせであったり要望

をしていきたいと思います。

【ごう委員】ぜひそこをお願いしたいと思いま

す。新卒の時だけで完結するものではないと思

っているので、こういった制度の拡充ができる

ように、ぜひ今後、要望等していただければと

思います。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【深堀委員】特別養護老人ホーム等の整備費の

部分でお尋ねをします。

今回、ブロック塀の改修で4施設と非常用自
家発電設備の整備で18施設ということで計上
されているんですが、これは当然のことですが

対象となる施設に応募をかけて、そこで要望が

あったところは100％、これの対象になってい
るのかどうか、教えてください。

【小村長寿社会課長】ブロック塀及び非常用自

家発電設備の整備につきましては、関係の事業

所に調査をかけまして、今回の補正予算の国の

締め切りまでに書類が整った事業所については

全て計上をさせていただいております。

今回間に合わなかった事業所については、国

におきまして当初予算でも同じような予算が計

上されておりますので、必要であれば、今後、

県の補正も検討していきたいというふうに考え

ております。

【深堀委員】間に合わなかったところは当初予

算で対応ができるということですね。

裏面にその施設の一覧表が載っているわけで

すけれども、地域が偏っているなというふうに

正直感じたんですよね。だから、そのあたりが

どういう経過でこういうふうになったのか。

例えば、ブロック塀の改修が必要な事業所の

数が少ないということであったり、非常用電源

設備が他の地区ではほとんど整備がされている

のでこういう結果になったんだということであ

れば理解をするんですが、そのあたりはどうで

すか。ただ単に締め切りに間に合わなかったが

ゆえにこうなったのか。

全ての自治体は出ていませんよね、この状況

を見ればですね。長崎とか佐世保とか、大きな

ところが全然出ていないものですから、非常に

腑に落ちなかったものですからお聞きしている

んです。

【小村長寿社会課長】一応、全市町に対して調

査をかけておりますけれども、長崎市と佐世保

市は中核市でございますので、県の予算を通さ

ずに市の方で予算を計上する仕組みになってお

りますので、この表の中に長崎市と佐世保市の

事業所は出てきていないという状況でございま

す。

【深堀委員】私が懸念しているのは、漏れがな

いかというところの1点だけなので、そこは十
分対応されていると理解をしていいですね。あ

りがとうございます。

もう一つだけ。先ほども少し議論がありまし

たが、ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付

事業の件です。今回、4年間の貸付原資を増額
する補正予算で、その算定が7,345万5,000円と
いうことですが、どういう算定でそういう額に

なったのか。
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先ほど、実績の話がありました。入学準備金

と就職準備金の平成28年、平成29年、平成30
年の件数の紹介があったわけですが、平成30年
度は就職準備金の件数がかなり増えてきている

ような状況ですね。だから、どういう算定をし

たのかということをまずお尋ねしたいと思いま

す。

【今冨こども家庭課長】平成28年、平成29年、
平成30年はまだ見込みの部分となりますけれ
ども、ここらあたりの貸付の実績をもとに積み

上げをしております。

見込みの仕方としましては、今の給付金の実

績としまして毎年大体50件程度がございます。
その部分が、入学する場合と卒業する場合、両

方で50件掛ける2ということで、大体100件ぐら
いがマックスになるのかなと思っています。そ

ういう中で、先ほどの実績の中から、大体半々

で40件程度の80件、これを見込みとして考えて
おります。

【深堀委員】 算定の方法はわかりました。

制度の中身について、少しお尋ねをします。

入学準備金と就職準備金とそれぞれあるわけで

すね。入学準備金は当然養成機関に入学する時、

就職準備金というのは、その養成機関修了し資

格を取得する時ということですから、当然これ

は両方セットになっているのではないのかなと。

もしかしたら、入学する時に貸付金を使わない

で、就職準備金だけを使うということがあるの

かどうか。

これは返済免除という欄があって、養成機関

修了して1年以内に資格を活かして就職をした
時、原則、貸付を受けた長崎県の区域内におい

て、5年間その職に従事した時には返済を免除
と、ある意味これはハードルが高いような返還

免除だと私は見ているんですけれども、平成28

年度から制度がスタートしているので、返済を

している人は実際にいるんですか。

【今冨こども家庭課長】これまでの実績で、ご

指摘がありました返済の対象になる方は2名い
らっしゃいます。状況としましては、学校に通

っていたんですけれども、いろんな事情でやめ

ることになったということで返還の対象となっ

ております。

【深堀委員】そうしたら、免除者はいるんです

か。

【今冨こども家庭課長】 まだ期間が5年たって
おりませんので、免除が確定した方はおられま

せん。卒業されて就職をして、5年間の途中で
辞めたがために免除の対象から外れるというよ

うな方は、まだ生じてはいないという状況でご

ざいます。

【深堀委員】わかりました。職業訓練の促進の

ための貸付事業ですから、ものすごくいい制度

だとは思うんですけれども、いろんな福祉関係

の貸付金で返済が滞って、決算の時によくあり

ますよね、そういうことにならないかと非常に

危惧をして今、聞いているんです。

いい制度なので、こういった入学準備金、就

職準備金を活用した人が、返還免除の対象にな

るような働きかけというか支援は、こういう制

度をつくったからいいということではなくて、

そこをサポートしていかないと、不幸なことに

なってはいけないので、その点だけはお願いを

しておきたいと思います。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

（発言する者あり）

【渡辺福祉保健課長】先ほどの堀江委員のご質

問の中で、国の予算の中での位置づけでござい

ますが、大変申し訳ありません。

内閣府の予算の中で、地方創生であったり防
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災の予算等ございますけれども、その他の政策

ということで、プレミアム付商品券準備関係経

費という形で、国の方では全体で96億円の予算
を2次補正予算として計上されているというこ
とでございます。

【沢水福祉保健部長】ちょっと補足してご説明

させていただきます。

この事業につきましては、今、福祉保健課長

から説明がありましたように、今年度の補正予

算としてこの事業の部分が予算化されていると

いうことと、新年度においても当初予算として

10分の10の事業という格好で予算措置がされ
ておりまして、それを、市町村の事務もあり県

の事務もあると、2月からその準備が始まるこ
とから、我々としては、必要な事業については

ちゃんと事業費として確保してやりたいという

部分がありましたので、今回は新しい取組とい

うこともあり、国の動きも踏まえて今回の先議

に上げさせていただいたということでございま

すので、その点はご理解をいただきたいと思っ

ております。

【近藤分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって、質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 今、審議をしております第72号
議案につきましては、特別支援学校の校舎等の

整備費とか、各施設整備とか、それから各資金

の貸付事業とか、そういう部分については当然

行うべきだし、必要なことだと思っております。

しかし、総務運営費の30万円は認められませ
ん。

1つ目は、スケジュール的に間に合わないと
いうことで、2月から説明するので、そのため
の予算だということですけれども、私が取り上

げたように、消費税率を5％から8％に上げた時
は、それだけの準備期間はなかったわけですか

ら、それは理由にならないと思います。

2つ目は、何より消費税の増税については国
民世論を二分しているということです。確かに

国が決めたということで、長崎県としてはそれ

に従っているという言い分もありますが、増税

することによって不利益、大変に影響を及ぼす

からこの対策をとるということであれば、むし

ろ上げない方がいいわけですよね。

というふうに、少なくとも消費税増税に反対

をする立場から、10％へ引き上げることを前提
とした予算については認めることができません

ので、反対の態度をとらせていただきます。

【近藤分科会長】 ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第72号議案のうち関係部分について、原案の
とおり可決することに賛成の委員の起立をお願

いします。

（賛成者起立）

【近藤分科会長】 起立多数。

よって、原案のとおり可決すべきものと決定

されました。

審査結果について整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３６分 休憩 ―

― 午後 ２時３６分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開いたします。

これをもちまして、予算議案の審査を終了い

たします。
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【近藤委員長】この後、本定例会での委員会審

査内容案について協議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩します。

― 午後 ２時３７分 休憩 ―

― 午後 ２時３８分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

これより、3月5日からの本委員会の審査内容
等を決定するための委員間協議を行います。

審査方法についてお諮りします。

審査方法は、委員会を協議会に切り替えて行

うこととしたいと思いますが、ご異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

委員会を協議会に切り替えます。

しばらく休憩します。

― 午後 ２時３９分 休憩 ―

― 午後 ２時４６分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に正式に通知すること

といたします。

これをもちまして、本日の文教厚生委員会及

び予算決算委員会文教厚生分科会を閉会いたし

ます。

お疲れさまでした。

― 午後 ２時４７分 閉会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  平成３１年３月５日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ３時５４分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 近藤 智昭 君

副委員長(副会長) 浅田眞澄美 君

委 員 三好 德明 君

〃 中山  功 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 深堀 浩 君

〃 中島 浩介 君

〃 ごうまなみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 麻生 隆 君

３、欠席委員の氏名

野本 三雄 君

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

総 務 部 長 古川 敬三 君

総 務 部 次 長 神崎  治 君

学事 振興課 長 松尾 信哉 君

教育委員会教育長 池松 誠二 君

政 策 監 島村 秀世 君

教 育 次 長 本田 道明 君

総 務 課 長 中尾美恵子 君

総務 課企画 監 松﨑 耕士 君

総 務 課
県立学校改革推進室長

小野下和宏 君

福利 厚生室 長 竹中  望 君

教育環境整備課長 野口 充徳 君

教 職 員 課 長 柴田 昌造 君

義務 教育課 長 木村 国広 君

義務教育課人事管理監 高鍋 洋 君

高校 教育課 長 林田 和喜 君

高校教育課人事管理監 鶴田 栄次 君

高 校 教 育 課
児童生徒支援室長

本村 公秀 君

特別支援教育課長 池田 孝之 君

生涯 学習課 長 山口 千樹 君

生 涯 学 習 課
新県立図書館整備室長

吉田 和弘 君

学芸 文化課 長 草野 悦郎 君

体育 保健課 長 山本 忠敬 君

体育保健課体育指導監 小柳 勝彦 君

教育センター所長 長谷川哲朗 君

６、審査事件の件名

〇予算決算委員会（文教厚生分科会）

第1号議案
平成31年度長崎県一般会計予算（関係分）
第2号議案
平成31年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特
別会計予算

第14号議案
平成31年度長崎県国民健康保険特別会計予
算

第57号議案
平成30年度長崎県一般会計補正予算（第5
号）(関係分)

第69号議案
平成30年度長崎県国民健康保険特別会計補
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正予算（第2号）

７、付託事件の件名

〇文教厚生委員会

（1）議 案

第17号議案
長崎県手数料条例の一部を改正する条例(関
係分)

第18号議案
職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部

を改正する条例

第22号議案
長崎県こども・女性・障害者支援センター設

置条例の一部を改正する条例

第23号議案
長崎県地域医療再生臨時特例基金条例を廃

止する条例

第24号議案
長崎県看護職員修学資金貸与条例の一部を

改正する条例

第25号議案
長崎県の事務処理の特例に関する条例の一

部を改正する条例(関係分)
第26号議案
長崎県国民健康保険財政安定化基金条例の

一部を改正する条例

第27号議案
長崎県立児童福祉施設条例の一部を改正す

る条例

第28号議案
長崎県児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例

第29号議案
長崎県少年保護育成条例の一部を改正する

条例

第30号議案
県立高等学校等条例の一部を改正する条例

第31号議案
市町村立学校県費負担教職員定数条例及び

県立学校職員定数条例の一部を改正する条

例

第32号議案
学校職員の特殊勤務手当に関する条例の一

部を改正する条例

第33号議案
長崎県立長崎図書館の講堂の使用に関する

条例を廃止する条例

第34号議案
長崎県立五島海洋青少年の家条例を廃止す

る条例

（2）請 願

第2号請願
放課後児童クラブの質の確保を求める意見

書提出についての請願書

（3）陳 情

・海運・船員の政策諸課題に関する申し入れ

・長崎県庁舎跡地の利用計画に関する陳情書

・長崎奉行所西役所等遺跡群の調査・保存・活

用・公開・整備に関する陳情書Ⅱ

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【近藤委員長】ただいまから、文教厚生委員会

及び予算決算委員会文教厚生分科会を開会いた

します。

なお、野本委員から欠席する旨の届けが出さ

れておりますので、ご了承をお願いします。
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それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

17号議案「長崎県手数料条例の一部を改正する
条例」のうち関係部分の外14件であります。そ
のほか請願1件、陳情3件の送付を受けておりま
す。

なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を文

教厚生分科会において審査することとなってお

りますので、本分科会として審査いたします案

件は、第1号議案「平成31年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分の外4件であります。
次に、審査方法についてお諮りします。

審査は、従来どおり、分科会審査、委員会審

査の順に行うこととし、部局ごとに、お手元に

お配りしております審査順序のとおり、委員間

討議終了後、総務部、教育委員会、こども政策

局を含む福祉保健部の順に行うことといたした

いと存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めたいと思います。

それでは、これより審査内容等について協議

いたします。

各委員からの自由なご意見を賜りたく、委員

会を協議会に切り替えて行うことといたしたい

と存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

しばらく休憩します。

― 午前１０時 １分 休憩 ―

― 午前１０時 ２分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

これより、総務部関係の審査を行います。

【近藤分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

総務部長より、予算議案説明をお願いします。

【古川総務部長】 おはようございます。

総務部関係の議案について、ご説明いたしま

す。

総務部の「予算決算委員会 文教厚生分科会関

係説明資料」をお開き願います。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「平成31年度長崎県一般会計予算」
のうち関係部分、第57号議案「平成30年度長崎
県一般会計補正予算（第5号）」のうち関係部
分であります。

2ページをお開きください。
初めに、第1号議案「平成31年度長崎県一般

会計予算」のうち関係部分について、ご説明を

いたします。

総務部所管の歳入予算総額は、国庫支出金29
億3,561万8,000円であります。歳出予算総額は、
112億9,919万2,000円を計上いたしております。
この歳出予算の主な内容は、長崎県公立大学

法人に対する運営費交付金、地域を支える人材

育成や地元定着促進を図るための実践的教育に

対する県立大学実践的教育推進事業費補助金、

県立大学佐世保校の建て替えのための施設整備

事業費補助金等の経費として、大学法人費30億
2,863万9,000円、私立学校の教育条件の維持向
上、施設の安全性の確保及び保護者負担の軽減

を図る経費として、私立学校助成費81億7,982
万3,000円を計上いたしております。
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次に、第57号議案「平成30年度長崎県一般会
計補正予算（第5号）」のうち関係部分につい
て、ご説明いたします。

今回の補正予算額は、歳入予算1億6,357万
2,000円の減であります。歳出予算は4億1,247
万3,000円の減であり、この主なものは、私立学
校振興費に係るものとなっております。

最後に、平成30年度補正予算の専決処分につ
いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

平成30年度の予算につきましては、今議会に
補正をお願いいたしておりますが、今後、年間

の執行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要

が生じてまいりますので、3月末をもって平成
30年度の予算の補正について専決処分により
措置させていただきたいと考えておりますので、

ご了承を賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして総務部関係の説明を終わり

ます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【近藤分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 横長資料の4ページ、私立学校助
成費について質問したいと思います。

今回、前年比1億5,247万円の減がありますが、
この中で教えてほしいのは、私立学校助成費の

下から2番目、私立高等学校県内就職推進事業
2,500万円ですけれども、これは昨年度と比べて
100万円減になっていると思うんですが、県内
就職推進員の配置に要する経費だと思っている

んですけれども、私は、減らさずきちんと確保

してほしい。むしろ増やしてほしいと思ってお

りますので、予算の減が気になります。内容を

教えてください。

【松尾学事振興課長】 昨年度の2,600万円から
2,500万円ということで100万円減になってお
りますが、これは配置を希望する学校について

は、全て賄うことができる予算ということで積

算をしたところでございます。したがいまして、

実績に応じた形で100万円の減をさせていただ
いたということで、これで配置すべきところに

ついて配置できないとか、そういうことは全く

ございません。

【堀江委員】 予算的には減になったけれども、

現実的にはきちんと希望があるところには配置

ができているということで理解いたしました。

もう一つ、同じく5ページの私立大学・短期
大学外国人留学生支援事業の2,511万円ですが、
これは私が気になるのは、昨年に比べて99万円
減っている。平成29年度から平成30年度に比べ
たら100万円減っている。いわゆるそれぞれの
部課がコスト削減ということで減らす、その対

象になっているのではないかという不安があり

ますけれども、この私立大学・短期大学外国人

留学生支援事業というのは、私は貴重な事業だ

と思っているんですけど、減の意味を教えてく

ださい。

【松尾学事振興課長】この補助金につきまして

は、従前はメニューが2つございまして、一つ
が留学生を受け入れた時の授業料の減免、もう

一つが留学生の受け入れを促進するための大学

の取組に対する補助の2つでございました。そ
のうちの留学生に対する授業料の減免につきま

しては、県の予算だけでは全ての学生について

の希望額を全て賄うということはなかなか難し

いという状況がございます。そういったことで

財政当局とも協議をいたしまして、より有効な

手段に使っていこうということで、留学生の受

け入れを促進するための大学の取組に対する補

助に徐々にシフトしてきたというところでござ
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います。

その中で、実際に大学と話をさせていただき

まして、必要な額、必要な取組、そういったと

ころを精査いたしまして、結果的に最終的に残

りました大学の取組に対するメニューにつきま

しては、これだけの予算があれば十分に賄うこ

とができるということで、今回、こういった予

算にさせていただいたところでございます。

【堀江委員】事業の精査の中で留学生を受け入

れるということにシフトした、力点を置いたと

いうことですけれども、留学生にしてみたら授

業料の減免というのは大きな制度だったと思う

んですけど、そうなりますと、留学生が授業料

の減免はもう要らないというふうには言ってい

ないと思うので、ほかに制度があるんですか、

留学生の側からすると。

【松尾学事振興課長】基本的に大学独自の取組

として減免を行っております。したがいまして、

県が助成を今回取りやめたとしましても、そう

いった形で大学としての独自の取組は残るとい

うことでございますので、実質的に減免の制度

が後退するということにはならないと考えてお

ります。

【堀江委員】 わかりました。

すみません、もう一つ。最後に6ページの私
立学校振興事務費の中のＳＮＳ等を活用した相

談業務委託の109万円ですけれども、内容を説
明していただけますか。

【松尾学事振興課長】今回、新規事業といたし

まして、ＳＮＳを活用しました相談業務の委託

事業を始めております。これは教育委員会と一

緒に、公立と私立と併せたところでこういった

相談業務の事業を始めたところでございます。

基本的には、まずは公立の方が主体でございま

すので、公立の方で事業を組み立てていただき

まして、それに対して私立学校も併せてその中

に参加するということで枠組みをしているとこ

ろでございます。

その中で私学分の負担としまして109万
2,000円を計上しております。この事業につきま
しては継続的にやっていくということで、切れ

目のない形での契約をしていくということがご

ざいますので、その次の年度の平成32年4月1日
から契約ができるように、今回、債務負担行為

として上げさせていただいたところです。

【堀江委員】その具体的な中身をもう少し、事

業の継続ということはわかりましたけど、もう

少し教えてください。

【松尾学事振興課長】ＳＮＳ、具体的に言いま

すと、ライン等を活用した教育相談事業でござ

いまして、今現在、電話あるいはメールにより

ます相談については対応しているところであり

ますが、近年、若者が気軽に相談できるという

ことでＳＮＳを活用した相談体制を構築すると

いうことで、今回、事業を組み立てているとこ

ろでございます。

ＳＮＳでございますので、24時間いつでも相
談ができるということ、それと、電話等ではな

くて気軽に相談ができる、入り口を、ハードル

を低くするという意味、それから、さまざまな

媒体を使った形で相談ができるようにというこ

とで、そのバリエーションを増やすということ

で、今回、ＳＮＳによる相談体制を構築したと

ころでございます。

【近藤分科会長】ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】討論がないようですので、こ
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れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分及び第57号議案の
うち関係部分については、原案のとおり、それ

ぞれ可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】 異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり可決すべき

ものと決定されました。

【近藤委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

総務部長より、所管事項説明をお願いいたし

ます。

【古川総務部長】総務部関係の議案外の主な所

管事項について、ご説明いたします。

今回、ご報告いたしますのは、私立高等学校

新規卒業者の就職状況について、県立大学の一

般入試志願倍率及び卒業予定者の就職内定状況

についてであります。

まず、私立高等学校新規卒業者の就職状況に

ついてでありますが、私立高等学校においては、

県内就職推進員の配置を支援し、産業労働部や

長崎労働局とも連携して、県内企業面談会や名

刺交換会への参加等を各学校に促すとともに、

学校ごとの県内企業説明会や企業見学会を推進

するなど、私立高校生の県内就職率の向上を図

ってまいりました。

さらに、今年度は、高校と商工会議所商業部

会との意見交換会や進路指導担当教員の意見交

換会を初めて開催するなど、関係機関の連携強

化にも取り組んでおります。

1月末現在における私立高等学校の就職希望
者の就職内定率については、88.2％と、前年同
期比1.6ポイントの低下となっており、このうち

県内就職内定者の割合は67.6％と、前年同期比
0.6ポイントの低下となっております。

1月末現在の未内定者は102名であり、未内定
者の多い学校を中心に生徒の状況把握と継続的

な支援に取り組むよう指導をしております。

今後とも、長崎の暮らしやすさ等を周知する

「なっとく！ながさき」の配布や、県幹部職員

による県内定着に関する講演の開催など、県内

就職に向けた意識の醸成を図るとともに、1、2
年生向けの企業説明会の開催や保護者の企業説

明会等への参加などによる県内企業との交流の

拡大を推進するなど、私立高校生の県内就職の

促進に引き続き取り組み、若者の地元定着を図

ってまいります。

次に、県立大学の一般入試志願倍率及び卒業

予定者の就職内定状況についてでありますが、

長崎県立大学においては、社会人基礎力、社会

のグローバル化や情報化に対応する能力を有す

る人材の育成を目指して、海外での語学研修、

地元の企業人による授業、長期インターンシッ

プなどの実践的な教育を推進しております。

また、県教育委員会と連携し、離島の県立高

校においてオープンキャンパスを開催している

ほか、高校生向けの出前講座、大学教員と事務

職員による高校訪問、さまざまな媒体を活用し

た大学のＰＲなどを実施し、魅力ある、選ばれ

る大学となるための取組を進めております。

その結果、平成31年度一般入試における最終
志願倍率は、大学全体では、前年比0.7ポイント
増の6.2倍となりました。学部別の志願倍率につ
いては、記載のとおりであります。

また、平成31年3月卒業予定者の1月末現在に
おける就職内定率については93.3％で、前年同
期比0.1ポイントの減となっております。学部別
の就職内定率は、記載のとおりとなっておりま
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す。

このうち県内就職の割合は34.9％で、前年同
期比2.4ポイントの増となっております。
県立大学においては、引き続き、地域に根差

した実践的な教育によって学生の地元志向を育

むとともに、県内就職応援サイト「Ｎ なび」を

活用した県内企業情報の提供、県内企業を訪問

する企業見学会、県内のＩＴ企業と交流するＩ

Ｔ業界研究会など、「学生に県内企業を知って

もらう」、「学生と県内企業を繋げる」取組を

積極的に実施し、学生の県内就職促進を図って

まいります。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【近藤委員長】 次に、提出がありました「政策

等決定過程の透明性等の確保に関する資料」に

ついて、説明をお願いいたします。

【松尾学事振興課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出いた

しました総務部関係の資料について、ご説明を

いたします。

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

本年度11月から1月に県議会議長宛てにも同様
の要望が行われたものは、長崎県私立中学・高

等学校協会会長等からの、「私立学校等に対す

る助成制度の充実について」の1件となってお
り、それに対する県の対応を2ページから3ペー
ジに記載しております。

以上で資料の説明を終わらせていただきます。

【近藤委員長】以上で説明が終わりましたので、

所管事務一般に対する質問を行うことといたし

ます。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事項に対する質問を行うことといた

します。

【山田(朋)委員】 平成29年4月21日、長崎市内
の公園で私立高校に通う男子生徒が自殺をして

いるという事案が発生いたしました。「学校に

行くたびに頭痛がする」、「今が一番苦しい」、

「誰一人僕を見ていない場所に行きたい」など

と訴える生徒の遺書が5月に発見をされた。そ
の後、家族が学校に対して7月に第三者委員会
の設置を求め、この事案についての調査をお願

いをした。以後、50回以上に及ぶ第三者委員会
が開かれ、平成30年11月に報告書が出たという
ふうな新聞報道を見ております。

それで、報告書が出た後、第三者委員会では、

いじめがあったということでの報告だったけれ

ども、学校としては、いじめの認定をしない、

不服だということで疑義があるということで、

受け取りは拒否はしてないという話であります。

要は、今回のいじめのことを、遺族の方の感

情を思う時に、子どものそういったメモがあっ

て、何もなかったら高校2年生の男子生徒が自
ら命を絶つようなことは絶対ないと私は思って

おります。

県としては、この一連の状況に対してどのよ

うな働きかけをして、今、まさにどのような取

組をしているのか、ここの場所で話せる範囲内

で結構ですので話をしていただきたいと思いま

す。

【松尾学事振興課長】 平成29年度4月に、今の
ご説明に該当する自死事案が発生の報告を学校

法人から受けたところでございます。
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平成29年5月になりまして、いじめ重大事態
であるということの報告を受けました。それ以

降、いじめ防止対策推進法、それから、調査を

進める上でのいじめの重大事態の調査に関する

ガイドラインにのっとりまして対応するように

指導してきたところでございます。

まずは4月の発生当初につきましては、まず、
遺族に寄り添った対応をするということ、それ

から、外部からスクールカウンセラーの応援を

頼んで対応するということ、こういったことの

助言をしております。

それから、5月以降につきましては、いじめ
重大事態との報告を受けましたので、それを踏

まえまして第三者委員会の組織や調査のあり方、

それから、再発防止のための組織的な取組を行

うように、指導、助言を行っております。例え

ば、職員研修でありますとか、生徒に対する講

話、それから、学校としての組織的な対応がで

きる体制の見直し、こういったことにつきまし

ては、第三者委員会の結論を待たずに対応がで

きる部分であるということで、随時行うように、

助言、指導を行ってきたところでございます。

それから、昨年の11月に第三者委員会の方か
ら報告書が提出されたということで、私どもは

報告を受けたところでございます。

それ以降につきましては、報告書を真摯に受

け止めて、対応できることを迅速に検討して、

一刻も早く遺族にお示しするようにということ

で指導をしているところでございます。

それから、大前提といたしまして、遺族の心

情にしっかりと寄り添うということ、それから、

説明を尽くすということ、それについては繰り

返しお話をさせていただいてきたところでござ

います。

【山田(朋)委員】 学校に対して、寄り添い支援
は当然のことであって、在校生や、この3月1日

に同級生が卒業しています。そういった子ども

たちも含めて、子どもたちへの影響というのは

ないように最善を尽くしていただかないといけ

ないし、保護者に対しても寄り添い支援は当た

り前のことであります。

それで、第三者委員会がいじめを認定したに

もかかわらず、学校としては、それを認めてい

ないという、本当に異例なことだというふうに

文科省でも言っているようであります。

私は、遺族の感情を思った時に、早くいじめ

を認めて、再発防止、二度とこのように子ども

が自ら命を絶つようなことがないようにしてほ

しいという遺族の思いに学校は応えていないと

いうふうに思っています。

私立学校は、それぞれ独自の学校法人のもと

に運営をしています。しかしながら、県から

1,600万円の1校割の分と児童生徒に対する数
分の補助金も出しています。私は、この件に関

して、学校としてもっと誠意のある対応をすべ

きだと思いますが、そういったことに対して県

はどのように言っているのか、そのあたりをお

聞きしたいと思います。

【松尾学事振興課長】まず、私立学校につきま

してですが、学校教育法第5条に、学校の設置
者が、その設置する学校を管理することになっ

ております。

私立学校の場合につきましては、学校法人が、

その学校の設置者でございますので、まずは学

校法人が責任を持って管理運営を行うというこ

とがございます。

県は、私立学校法の第4条で、私立高校の所
轄庁というふうに規定されております。したが

いまして、指導監督をしていく立場になってお

ります。

県といたしましては、今回の事案につきまし

ては、先ほども申し上げましたけれども、いじ
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め防止対策推進法、それから、いじめ重大事態

の調査に関するガイドライン等にのっとって対

応するように指導、助言をしているところでご

ざいます。

ただ、県の指導に強制力がないということも

ございまして、行政指導を続けていくことにな

っております。

今の状態、報告書の提出があっている中で、

その対応に対するものがまだ示されていないと

いう状態が長く続くということは、それは適切

ではないと私どもは考えておりますので、そこ

は何度も繰り返し、まずは報告書について真摯

に受け止めて、それから早急に対応について検

討して、一刻も早くご遺族にご説明を差し上げ

るということを繰り返し指導、助言をしていき

たいと考えております。

【山田(朋)委員】 繰り返し言いますけど、何も
なかったら命を絶つようなことは絶対ないと私

は思っています。メモも残っています。一部報

道によると、学校としては、この自殺を突然死

とか、認めないような方向、本当にそういった

不適切な発言があったのかどうかはわかりませ

んが、いじめというと、学校は認めたがらない

傾向にあると思います。それは特に私立学校で

すので人気が下がっては経営に影響するという

ことが大きくあると思います。しかしながら、

今、やっと公立高校でもいじめを挙げてきたこ

とを評価するような方向に変わってきています。

私は、子どもが数多くいて、いじめがないこ

とがおかしいというか、いじめはあると思うん

ですよね。どうしても子どもの数がいっぱいい

る限り、大小さまざま、いろんなレベルのいじ

めはあるかもしれないけれども、ないはずがな

いと私は教育委員会にもいつも言っていますけ

ど、子どもがこれだけ何百人もいて、いじめが

ないはずがないという気持ちで、学校は真摯に

受け止めてほしいと本当に思っています。

長崎県における年間のいじめの件数、これを

公立の小中高と比べた時の発生の比率としてど

ういうふうな状況にあるのか、あと、全国的に

どのような状況にあるのかを併せてお聞きした

いと思います。

【松尾学事振興課長】 まず、平成29年度の長
崎県内の私立学校で認知されましたいじめの件

数は82件でございます。小学校が11件、中学校
が17件、それから高等学校が54件となっており
ます。児童生徒1,000人当たりで申し上げますと、
私立小学校が18.9件、私立中学校が9.1件、私立
高校が4.4件となっております。
これを公立と比べてみますと、公立小学校で

は22.5件、公立中学校では16.4件、公立高校で
は4.2件となっております。
それから、全国の平均でございますが、これ

は公立と私立に区分けしたデータはございませ

ん。公立と私立と併せたところでございますが、

小学校が49.1件、中学校が24.0件、高等学校が
4.3件となっております。
【山田(朋)委員】 今、数字をお示しいただきま
した。傾向として公立の学校の方が、高校以外

は高い傾向にあるようであります。先ほど申し

上げたように、やっと表に出すことが評価をさ

れるというか、今まではできるだけ学校ではな

かったようにしようということがあったかもし

れないけど、今はそういう方向になっています。

いじめは、子どもの命にかかわるような事案

であります。私立学校に対しても、表に出すこ

とを評価するような取組、そういうふうな制度

にしていただきたいと私は強く思っています。

このことに対して最後に総務部長の見解を求め

たいと思います。

【古川総務部長】 委員おっしゃいますように、

実際にあるいじめが隠された状態になるという
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ことがあるとすれば、そこは非常に問題だと思

っております。そこは私ども、指導する立場で

ございますので、そういうことを念頭にしっか

り置きながら、これから私立学校の指導に当た

っていきたいと思っております。

【近藤委員長】 ほかに質問はありませんか。

【中山委員】県立大学の一般入試志願倍率及び

卒業予定者の就職内定についてお尋ねします。

平成31年度一般入試における最終志願倍率
が0.7ポイント増えて6.2倍になったということ
ですから、一定評価したいと思います。ただ、

この中身を精査したいなと思います。この志願

者数の中で0.7ポイント増えたということは何
人になるのかということが一つ。

それと、県内、県外ですね。県内の高校卒業

生が県立大学を受けて増えたのか、県外の人が

県立大学を受けて倍率が増えたのか。まず、そ

の点についてお尋ねしたいと思います。

【松尾学事振興課長】昨年度の志願者が、前期、

後期合わせまして2,547名でございました。今年
度の志願者数が2,906名でございます。したがい
まして、359名の増となっております。
【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午前１０時３４分 休憩 ―

― 午前１０時３６分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【松尾学事振興課長】志願者のうちの県内生の

人数と割合でございますが、合計でいいますと、

県内生の志願者は1,091名でございます。割合と
しては37.5％、昨年度の割合が38.8％でござい
ましたので、比率としてはマイナス1.3ポイント
ということでございます。

【中山委員】私の理解不足かわからんけれども、

私の質問というのは、最終倍率が増えたので、

そのことはいいことなんですよと。それが359

人増えているわけですね。これが今言われたよ

うに政策的に魅力ある大学づくりを推進したた

めに県内が増えたのか、それとも政策以外で県

外が増えたのか。政策効果を聞くために尋ねて

いるわけでありますので、359人のうちの何人
が県内なのか、そこを聞きたかったわけです。

前年度から減っているの、県内は。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午前１０時３７分 休憩 ―

― 午前１０時４０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【中山委員】先ほど、予算審査の中で魅力ある

大学づくりという中で、一人でも多くの卒業生

に地域社会で活躍してもらうよう、県内就職の

向上に取り組みますということできちんとやっ

ているわけでしょう。これを前提に質問してい

るわけです。そのためには、県内の高校生をで

きるだけ、県立大学の方を増やすための魅力を

つくる。そして、それが県内就職につながって

いくわけでしょう。

今の質問の次に各学部の、経営学部とか、地

域創造学部とか、国際社会学部とか、情報シス

テム学部とか、栄養学部がありますよね。この

辺の中身の問題ですね。昨年度から今年度にか

けて県内就職率がどういうふうに増えたのか、

減ったのか、この問題が一つ。

もう一つは、就職の部分で就職の割合が2.4
ポイント、34.9％になったということでありま
すけれども、経済学部、そして国際情報学部、

栄養学部、これがどのような形で、その中身で

すよね、2.4％増えた中身、県内、県外がどうい
うふうになっているのか、この中身についても

ぜひお知らせいただきたいと思っているわけで

ございます。

それを含めて、資料が出ないようであります
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ので、一緒に答弁いただくようにお願いしてお

きたいと思いますが、いかがですか。

【松尾学事振興課長】まず、お答えできるもの

からお答えをさせていただきたいと考えており

ます。

2番目の質問の今年度の県内就職率につきま
してでございますが、平成31年1月末現在で申
し上げますが、経済学部が33.8％、これは前年
度が25.7％でございましたので、8.1％、増加し
ております。それから、国際情報学部につきま

しては35.1％、昨年度が40.8％でございました
ので、マイナス5.7ポイントでございます。それ
から、看護栄養学部が県内就職率が39.5％、昨
年度の同期比で49.4％、マイナス9.9ポイントと
なっております。今申し上げましたのは1月現
在の同期比の数字でございます。合計で34.9％、
昨年度の32.5％から2.4ポイントの増となって
おります。

【中山委員】 経済学部は8.1％増えたというこ
と、国際情報学部がマイナス5.7％、特に看護栄
養学部は9.9％減でありますが、この辺はどう分
析していますか。

【松尾学事振興課長】まず、経済学部につきま

しては、県内企業との交流を進める取組を積極

的に進めております。実際に大学の方に企業に

来ていただきまして、学生が交流するというこ

と。それから、企業に見学に行くということ。

もう一つが、実際に4年生になった時に企業に
マッチングをする、これを就職課が積極的にや

っておりまして、個別に相談に乗りながら、学

生の希望を聞いて個別に企業の見学に行く、そ

ういった取組をしております。こういった取組

が功を奏しまして8.1ポイントの増加につなが
っていると考えております。逆に、国際情報学

部、看護栄養学部はマイナスになっております。

まず、国際情報学部につきましては、県内企

業、県外企業のどちらとも内定をもらった学生、

特に女子学生が県外企業を選択したということ

がございます。都市部におきまして人材不足感

が非常にございまして、一部上場企業を含めた

ところでの企業に就職内定をもらった学生が、

どうしてもそちらを選択しているという状況が

ございます。

それから、看護栄養学部につきましては、今

年度、特に看護の方が比率としてはマイナスに

なっております。まず一つが、県内生の比率が

低下をしたということがございますが、それだ

けではございませんで、県外病院の待遇が非常

によくなっている、人手不足感を踏まえてよく

なっているということと、採用のスケジュール

が非常に早くなっているということで、採用に

積極的に県外の病院が取り組んでいるというこ

ともございまして、その影響があって、こうい

ったマイナスになっているというふうに分析し

ているところでございます。

【中山委員】女性が県外を重視しているという

ことで、大変ゆゆしい事態だなと考えておりま

す。これは目標は40％ですよね、何年でしたか
ね。

【近藤委員長】 平成31年度に44％。
【中山委員】 44％ならば40％より多いですね。
そうなると、先ほど予算を見たけれども、しっ

かり取り組んでいると言われるけれども、女子

学生に対してターゲットを絞ったかどうかは別

にして、目標達成に向けて平成31年度がその契
機になりますか。平成31年度に目標を達成する
ためのホップ、ステップ、ジャンプ、その一つ

じゃないかなと思うけど、それにたえきる予算

内容になっているんですか。

【松尾学事振興課長】県立大学の取組につきま

しては、まずは運営交付金の中で県立大学の方

で予算を配分いたしまして、県立大学の中での



平成３１年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月５日）

- 30 -

取組を進めているところでございます。

そういった中で、県立大学といたしましても、

重点的に県内就職の取組を進めているところで

ございます。

それから、もう一つが、県内志向を高めると

いうことで、実践的な教育というものをやる中

で県内志向を高めていくということも一つの取

組としております。それにつきましては県が補

助金を交付いたしまして、長期のインターンシ

ップでありますとか、そういったものに対する

助成をしているところでございまして、できる

だけ県内就職が高まるよう、それから、目標が

達成できるように取り組んでいるところでござ

います。

それから、予算にはなかなかあらわれないと

ころとしまして、就職課の取組、あと事業にお

ける取組、それから企業とのマッチングの取組、

そういったものは予算としてはなかなかあらわ

れませんけれども、そういった地道な取組を進

めているということ、それについては評価を

年々しているところがございますので、その点

についてはご理解いただきたいと考えておりま

す。

【中山委員】理解でけんですよ。ぼちぼち取り

組んでいるという状況じゃなかでしょう、今の

長崎県の人口減少の状況を見ると、待ったなし

じゃないですか。

そういう中で、確かに、今、長期インターン

シップとか、海外ビジネス研修とか、「しまの

フィールドワーク」とか取り組んでおられます。

その予算規模が十分なのかどうか。これは長崎

県ばかりじゃなくて他の県も取り組んでいるわ

けですよ。そこ以上にボリュームとかインパク

トのある政策じゃなければ追いつかんわけです

よ。長崎県だけやって、ほかの県が全然やって

ないというなら、それは追いつくかもしれんで

すよ。他県の状況を見ながら、長崎県の今の予

算で大丈夫と言われても、私は、そうですかと

いうことにはならんよ。

その辺はもう少し具体的に、目標があるなら

ば、それを達成するために、今後、補正予算を

組むにしても、やっていく必要があるんじゃな

いかと私は思っているんだけれども、どうなん

ですか。

【松尾学事振興課長】県立大学の取組につきま

しては、公立大学法人の方で取組を進めている

ところでございます。公立大学法人の取組につ

きましては、県としては運営交付金を交付する

という形で、それをいかに配分していくかとい

うことは、公立大学の方で検討した上で配分し

ていただいているところでございます。

私どもといたしましても、県内就職について

は強化をしてもらう。それから、目標の達成年

度が迫ってきているということは繰り返し申し

上げておりまして、その取組の強化については

常々申し上げておりまして、大学の方としても、

それは十分認識をしていただいているところで

ございます。

したがいまして、大学の中で、そこは交付金

につきまして、あと授業料の収入もございます

ので、そういったものをしっかりと活用した上

で必要な取組を進めてもらうように、私ども話

をしていきたいと考えております。

【中山委員】そうなると、やはり認識が甘いと

言わざるを得ませんよ。あなたたちも一生懸命

取り組んでいる。現状を大学に伝える、大学も

それは認識している。その結果として、こうい

う結果しか出てないわけだから。やはり結果で

すよ。あなたたちがいくら頑張ったとしても、

いくら思いがあったとしても、結果を出さんば

だめですよ。目標を設定したら、それに合わせ

て何が何でも達成するという意気込みが必要だ
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し、県民は皆さん方が頑張っているということ

は数字で理解するわけなので、頑張ったからだ

けでは、それは県民としては、私としても納得

できませんよ。

もう一回、どうすれば達成できるかについて、

具体的な数字も上げているわけですから、何と

いっても予算ですよ。予算をある程度投入しな

いことには結果は出てこんさ。今、30億円近く
交付金をやっているわけだから、大部分は県税

じゃないですか。その辺をもう少し重く考えて

取り組まなければいかんし、その辺の詰めがね、

あなたたちの思いが弱いんだろうと私は思う、

だから詰めきらない。何としてでもこれは達成

せんばいかんという強い思いがあれば、また変

わってくるんじゃないかと思うんだけどな。

課内が一丸となってもう一回、今までやった

ことについて否定するわけじゃないんですよ、

就職率が上がってきているしね、志願倍率も上

がってきているんだから。しかしながら、これ

では追いつきませんよということを言いたいん

です。努力をやっていることはわかっています。

しかし、他県も努力している。だから、目標を

立てた以上は、それを達成できるように、もう

一歩突っ込んだ取組が求められると思うんです

よ。今後の取り組む姿勢に対してどのように考

えているのか、課長の意見をぜひお聞きしたい

と思います。

【松尾学事振興課長】 1月現在で比較しますと
2.4ポイント伸びているということで、取組の成
果は徐々にあらわれてきていると考えておりま

すが、確かに、委員がおっしゃいますように、

最終的な目標からしますと、まだかなりの乖離

があると、その点に対して県の取組は甘いので

はないかというご批判につきましては、甘んじ

てお受けするしかないと私どもは考えておりま

す。

したがいまして、これまでも大学と連携を密

にして取組の強化を進めてきたところではござ

いますが、より一層その取組、特に、一つ一つ

の要因について分析しながら、その中で経済学

部が8.1％ほど伸びているという事実がござい
ます。そこに何かヒントがあるのではないかと

考えております。そういったことを他の学部に

も広げていく、そういった視点も持ちながら、

また、女子学生の県内就職率を上げるためには

どうすればいいか、まずその議論をして、それ

を実行に移すということをやっていきたいと考

えております。これからも精いっぱい頑張って

いきたいと考えております。

先ほど、中山委員からご質問がございました

入試の志願者における県内、県外生のデータに

ついてでございます。

平成30年度の入試が、県内の志願者が988名、
県外が1,559名、合計2,547名でございました。
これが平成31年度の入試が、県内生が1,091名、
プラス103名、県外生が1,815名、プラス256名
となっております。志願者の合計が2,906名でご
ざいまして、先ほど申し上げましたように、志

願者の増加数の合計としては359名ということ
でございます。

【中山委員】 103名、県内の志願者が増えてま
すよね。どの学部が増えておりますか。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午前１０時５６分 休憩 ―

― 午前１０時５７分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【中山委員】しつこく言うようだけど、県内の

生徒の動向をきちんとつかんでおくということ

は、基本的に大事な話なんですよ。そこがわか

らずに県内比率をどうしようとかこうしようと

か、就職率を上げるとかこうしようとか、それ
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はなかなか出てきませんよ。

ですから、今までの総論じゃなくて各論をき

ちんとつかんでおかなければいけないというこ

とを私は言いたかったわけですよ、はっきり言

えばね。いじめているわけじゃないんですよ。

一つ一つ、どの学部がどう増えたのか、どう減

ったのか、どういう原因があったのか、それを

分析した中で増やしていくという戦略を持って

おかなければいけないでしょう、その時にどう

いう施策が要るかとなるわけでしょう。

そのためには、部長、もう少し数字を的確に

把握して、委員会で答弁できるように、その辺

はきちんとやっておく必要があるんじゃないか

と思うんですが、どうですか。

【古川総務部長】まずもって、基本的な数字の

把握ができていないということにつきまして、

お詫びを申し上げたいと思います。

先ほど、県内就職の状況において、課長から

県内比率のお話、そこは下がったから低下して

いるような理由といいますか、そういう分析を

しているというお話もさせていただきました。

実際、県内生が県内にとどまる割合が約6割ぐ
らいということで、県外生に比べて非常に高い

という状況にあるわけでございまして、県内か

らの入学者をいかに高めるかということは非常

に重要な点になりますので、そこについてはし

っかり、県内就職というのは一番の本県の課題

でございますので、そこについてはしっかり取

り組ませていただきたいと思っております。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午前１０時５９分 休憩 ―

― 午前１１時 ０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質問がないようですので、

今日の委員会でも一緒ですが、学事振興課が、

ただ私立学校、県立大学、しっかり中に、指導

の権限はあるはずですから、資料の提出とか、

そしてまた、学校の指導内容までは入っていけ

ないと思うんですけれども、いろんな形でかか

わっていくということは大事なことですよ。

今、中山委員の資料提出とかなんとかも、向

こうからそういう形で出てくるぐらいの付き合

いというか、しっかり連携をとってやっていた

だきたいと思います。よろしくお願いします。

ほかに質疑がないようですので、総務部関係

の審査結果について整理したいと思います。

【近藤委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１１時 １分 休憩 ―

― 午前１１時 １分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、総務部関係の審査を終了

いたします。

どうもご苦労さまでした。

午前中の審議は、これにてとどめ、午後は1
時30分から再開いたします。
お疲れさまでした。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午前１１時 ２分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【近藤委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

これより、教育委員会関係の審査を行います。

【近藤分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

教育長より、予算議案の説明をお願いします。
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【池松教育委員会教育長】教育委員会関係の議

案について、ご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「平成31年度長崎県一般会計予算」
のうち関係部分、第57号議案「平成30年度長崎
県一般会計補正予算（第5号）」のうち関係部
分であります。

予算関係議案の説明に先立ちまして、平成31
年度教育行政の基本方針について、ご説明いた

します。

近年、我が国では、少子・高齢化の進行、技

術革新や高度情報化、グローバル化の進展など

により、教育を取り巻く環境が急速かつ急激に

変化しております。これからの社会を生きる子

どもたちには、夢と志に向かって自ら学び考え

行動できる力や多様な人々と連携・協働しなが

ら新たな価値を創造していく力が求められてい

ます。

こうした中、県教育委員会では、「長崎県総

合計画チャレンジ2020」や、「長崎の明日を拓
く人・学校・地域づくり」を掲げた「第三期長

崎県教育振興基本計画」に基づき、急速な社会

状況の変化への対応力を身につけ、自己の能力

と可能性を高め、社会で活躍する人材の育成を

目指すとともに、様々な喫緊の教育課題や社会

情勢に対応した諸施策を実施してまいります。

平成31年度の主要事業については、1ページ
から11ページに記載のとおりであります。

12ページをご覧ください。
第1号議案「平成31年度長崎県一般会計予算」

のうち関係部分について、ご説明いたします。

教育委員会所管の歳出予算総額は1,362億
3,501万3,000円で、平成30年度当初予算額
1,415億2,828万8,000円と比較いたしますと、
52億9,327万5,000円、3.7％の減となっており

ます。

歳入歳出予算の内訳及び平成32年度以降の
債務負担行為を設定するものについては、12ペ
ージから16ページに記載のとおりであります。

16ページ中段をご覧ください。
第57号議案「平成30年度一般会計補正予算

（第5号）」のうち関係部分について、ご説明
いたします。

教育委員会所管の補正予算額は、歳入予算で

は2億6,576万6,000円の減、歳出予算では12億
4,774万6,000円の減であります。
歳入歳出予算の主な内容は、事業執行見込み

の減等によるもので、16ページから18ページに
記載のとおりであります。

18ページ下段をご覧ください。
繰越明許費について、ご説明いたします。

年度内に適正な工期が確保できないことから、

校地等整備費2,760万円、特別支援学校施設整備
費4,935万6,000円、文化財保存費639万2,000円、
対馬歴史民俗資料館費1億7,839万5,000円につ
いて繰越明許費を設定しようとするものであり

ます。

繰越理由及び内容については、18ページから
19ページに記載のとおりであります。
最後に、歳入歳出予算の確定に伴う整理等を

行うため、3月末をもって平成30年度予算の補
正を知事専決処分により措置させていただきた

いと考えておりますので、あらかじめご了承を

賜りますようお願いいたします。

以上で教育委員会関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【近藤委員長】 次に、提出がありました「政策

等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」、政策的新規事業の計上状況について、説



平成３１年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月５日）

- 34 -

明をお願いします。

【中尾総務課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づきまして、本分科会に提出い

たしました教育委員会関係の資料について、ご

説明いたします。

今回ご報告しますのは、政策的新規事業の計

上状況についてでございます。

資料の2ページをお開きください。
教育委員会関係では、上から7つ目でござい

ますが、サイエンステクノロージー人材育成事

業費以下、7件の事業を新規事業として要求を
行い、事務費の精査が5件、事業内容等の精査
が2件ございました。
説明は、以上でございます。

【近藤分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 第1号議案、当初予算で横長資料
の35ページ、いじめ不登校対策事業費のスクー
ルカウンセラー、スクールソーシャルワーカー

活用事業について質問します。

質問の前に教えてほしいんですが、本年度か

らスクールカウンセラー活用事業、スクールソ

ーシャルワーカー活用事業は、このページの上

にあるように高校教育課の予算の範囲にありま

す。去年までは義務教育課だったんですが、そ

こで質問の前に教えてほしいのは、同じく横長

資料の1ページに、義務教育課の歳入ですけれ
ども、義務教育課が本年度4億4,681万円とあり
ます。そして、前年度が4億3,693万円と表記さ
れています。

これを見ると義務教育課の昨年度の当初予算

は4億3,693万円というふうに思いがちですが、
昨年度の横長資料を見ますと、義務教育課の予

算は7億2,093万円という数字になります。この
差はどういうことなのか教えてください。

【木村義務教育課長】 昨年度の7億2,093万円
が、本年度4億3,693万円になっているというこ
とですが、昨年度まで義務教育課内にありまし

た児童生徒支援室が、本年度から高校教育課内

に組織改編されたことに伴い、児童生徒支援室

分の予算2億8,399万8,000円が高校教育課内に
移管されたことによるものであります。

【堀江委員】つまり昨年度の文教厚生委員会で

審議をした時は組織改正の前だった。そして、

今回は1年たって新たな年度の審議をするわけ
ですけど、いわば組織改正をした後なので、去

年、文教厚生委員会に報告された数字とは違っ

て、前年度という部分を、いわば現状に合わせ

て予算を少なくして、本年度に合わせた数字を

表記しているということですよね。

これは、結局は決算額というふうにとれませ

んかね。つまり義務教育課、高校教育課、生涯

学習課というふうに、要するに前年度の当初予

算ということで表記した数字と違うんですよね。

そうなりますと、教育長が読みましたでしょ

う、平成30年度当初予算額と比較すると、こう
ですという数字を読まれましたね。昨年の、平

成30年の2月定例会の時に教育委員会所管の歳
出予算額は1,415億2,749万1,000円ということ
で79万7,000円の違いが出てくるわけです。
長崎県の予算の中で分割付託だから、教育委

員会の予算が1年間の間に、調べますと、こど
も政策局との事業の入れ違いがあって、平成30
年度の予算はこれこれですと言った額と、今年、

平成30年度の当初予算はこれこれですと言っ
た額が合わなくなるわけですよね。

そういう意味では、委員会に出します横長資

料の前年度という額が、はっきり言って議員が

知らない間に訂正されて出されたということに
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なるんですけど、それって、決算額ということ

にならないのかという疑問があるんですが、見

解を、これは総務の方になるんですか、教えて

ください。

【中尾総務課長】横長資料の数字につきまして

は、今、委員のご指摘のとおりでございます。

組織の改編や業務の移管があった場合について

は、その前年度予算額については、組織の改編

後や業務の移管後の所属の方で計上する整理と

しております。

これについては、本資料が平成31年度の当初
予算案をご審議いただくための説明資料であり

ますので、審議をお願いする本年度予算案、そ

れに対応する昨年度の状況がどうであったかと

いうことで整理をさせていただいております。

こういった考え方で整理をしているものです

が、これについては全庁的な取り扱いというこ

とになっております。

【堀江委員】 一定理解をしましたが、しかし、

平成31年度の1ページで見るように、義務教育
課の予算は余り変わってない、だから、わかん

ないですよ。7億円の予算が4億円になったのは
どうしてかというふうに疑問に思うわけで、私

は、当初予算は当初予算で比較をするべきだと

いう私の意見もありますので、そういう意見が

出たということも財政課に伝えていただきたい

と思います。

その上で質問いたします。

35ページのスクールソーシャルワーカー、そ
してスクールカウンセラーですけれども、これ

は予算額としては前年度と変わらないんですけ

れども、新年度、増はないのか、その点はどう

理解したらいいですか。

【本村児童生徒支援室長】スクールカウンセラ

ー活用事業、それから、スクールソーシャルワ

ーカー活用事業については、昨年度とほぼ同額

ということで事業展開をさせていただきたいと

思っております。

【堀江委員】 新しい年度、平成31年度は増や
さないという見解ですけど、それは教育振興基

本計画の目標率と比べてどうですか。

【本村児童生徒支援室長】教育振興基本計画の

目標値が、平成35年のスクールカウンセラーが
300校となっておりまして、本年度、平成30年
度は280名の配置でございます。また、次年度
につきましても、スクールカウンセラーの配置

等を少し増やして、生徒一人ひとりにきめ細か

い教育相談体制の充実に努めていきたいと思っ

ております。

【堀江委員】例えば、スクールカウンセラーの

配置校が280名、これはスクールカウンセラー
の配置校率じゃないですよね。スクールカウン

セラーは、配置数と配置校率とこの間ずっと変

わってきていて、少なくとも第二期の教育振興

基本計画では平成30年度の時点で33％の配置
校率が目標達成ということになっていたんです

が、私が言いたいのは、平成30年度の時点で、
例えば目標を達成しているので、平成31年度は
増やさないよということなのか、そこら辺をお

聞きしたいんですけど。

【本村児童生徒支援室長】 すみません。280校
というのは校数でございます。小中高、特別支

援を合わせて280校となっております。
第二期の教育振興基本計画では33％という

目標を掲げておりましたけれども、平成30年度
は49％ということになっておりまして、一定、
目標の数はクリアしているのかなと思っており

ます。

ただ、まだまだ支援に必要な子どもたちもお

りますし、カウンセラーの配置につきましては、

今後も校数等を増やしていくような対応をして

まいりたいと思っております。
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【堀江委員】 一応掲げた、例えば、教育振興基

本計画の目標にすれば達成しているのでという

ことで増やさないということではあっても、必

要に応じて対応するということだと理解してお

りますので、ぜひその方向でお願いしたいと思

います。

もう一つお願いしたいのは、横長資料の34ペ
ージの統合型校務支援システム構築事業という

ことで、先生方の業務の負担を軽減するために

統一的なシステムを使っていろいろ校務の軽減

をしましょうということです。

私に寄せられた要望の中で、保健室、養護の

先生が健診であったりとか、あるいは保健室に

何人来たであったりとか、養護の先生のそうい

う指標も、この統合型校務支援システムに入れ

てほしいという要望をいただいたんですけれど

も、この新予算の中ではそういったものが入っ

ているのかどうかということの確認をさせてく

ださい。

【木村義務教育課長】保健日誌の作成とか、健

康診断結果の取りまとめなど、養護教諭の業務

内容につきましても、本システムの導入により

まして、様式等、県内全市町で統一し、養護教

諭の職務内容が軽減されるように努めておりま

す。

【堀江委員】しかし、この統合型校務支援シス

テムは、県内の21自治体の全部にはまだ入って
ないんですよね。その現状はどうですか。

【木村義務教育課長】本年度、国の予算をいた

だきまして開始した事業でありまして、おかげ

さまで21市町が同じ方向で取り組むというこ
とが定まりました。そして、長崎県推奨版を構

築することができ、本年度はモデル地域の3市
町で導入することができました。残り18市町に
つきましても、今、前向きに検討していただい

ており、私の知ったところによりますと、来年

度から導入する市町も何市町かあると伺ってお

ります。

【堀江委員】 そうすると、3市町がこの統合型
校務支援システムに対応できるけれども、18市
町はこれからということになりますと、めどと

しては、21市町全部がこの統合型校務支援シス
テムに入るという見通しなり方向性なり、つま

りそれぞれの市町の持ち出しがあるということ

だと思うので、その辺の財政負担も含めての見

通しはどうなんでしょうか。

【木村義務教育課長】ご指摘のとおり、各市町

の財政負担によるところでありますが、長崎県

推奨版をつくった時の私どもの各市町との話し

合いの中では、何とか5年以内に達成すること
ができないものだろうかということで話を進め

ておりますが、今、委員からも話があったとお

り、各市町の予算等のこともありますので、5
年ということを確約したわけではありません。

そういう方向性でどうだろうかという目標にし

たところであります。

【堀江委員】 ぜひその意味では、県内21の市
町で対応できるようにお願いしたいと思います。

もう一つ最後に、横長資料の26ページの教育
環境整備課、長崎・福岡・山口3県における共
同運航実習船「海友丸」の運営費に該当するか

どうかということなんですけど、私に寄せられ

た要望の中で、実習船の乗組員の方が海外実習

をした場合の保険の扱いですね。例えば、ハワ

イなど海外では日本の保険は使えない。それで、

海外旅行保険というんですか、それに加入する

ことが必要になると。しかし、これが個人負担

なので公費で見てほしいという要望があると聞

いたんですが、そういった乗組員の皆さんの海

外実習、これは必然としなければいけない内容

だと聞いたんですけれども、この海外旅行保険

というのが公費で負担に組み込まれているのか。
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ここになるのか、それともほかのところになる

のか、海外旅行保険が公費の負担となっている

かどうかということの答弁をお願いします。

【野口教育環境整備課長】今、ご指摘いただい

た件については、懸案事項として3県の中でこ
れまで検討してきた中身であります。

そういう中にあって、今年度からは公費によ

り負担しております。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】 障害のある子どもの医療サポ
ート事業についてお聞きしたいと思います。

特別支援教育の中において、特別支援が必要

な児童生徒の数が増えている中、看護師の配置

は変わらないというのがずっと続いておりまし

たが、今年度の予算に看護師を増員するという

ふうにありますが、増員計画について伺いたい

と思います。

【池田特別支援教育課長】 横長の37ページに
あります発達教育推進費の中に、障害のある子

どもの医療サポート事業費があります。昨年度

からこの事業費につきましては648万3,000円
の増としております。主な要因としては、先ほ

ど委員がおっしゃっていただいたように、看護

師を3名、増員したいと思っております。
【山田(朋)委員】 今回、3名増やしていただけ
るということでありますが、サポートが必要な

児童生徒が増えている中でありますので、その

確保の問題については、以前、こう委員がご質

問されたと思いますが、身分の問題で、雇用形

態の問題で、人がなかなか見つからないという

話もあるようでございますので、そこはしっか

りと身分保障していかないと、なかなかいい人

材は集まらないと思います。もう3人確保のめ
どがついているのかどうか、今、どういうふう

にやっているのか、その辺を教えてください。

【池田特別支援教育課長】身分としては、非常

勤看護師ということで雇用していきたいと思っ

ております。

来年度追加して配置する学校につきましては

3校ですけれども、ハローワーク等を活用して
いただいたり、私どもも看護師センターに行き

まして看護師を紹介していただきながら、次年

度に向けて進めているところです。

【山田(朋)委員】 今、看護師さんはどこも人手
不足で必要になっていて、前に聞いた話による

と、長期休暇の時とかに仕事がなくなるみたい

な話を聞きました。そういったことをしている

と通常の病院に勤務しようとなったりするんで

すけど、そのあたりはどういうふうにするのか。

ハローワークとか、看護師派遣のセンターみた

いなところにお願いしているかもしれませんけ

ど、その人たちが選んでくれる要件なのかどう

かですね、そもそも。そういったことも含めて

どういうふうに考えているのか。

【池田特別支援教育課長】 看護師については、

週に29時間の勤務になります。この29時間の勤
務につきましては、子どもたちが学校に登校し

ている時と夏季休業中がありますので、年間を

通して弾力的に調整していただいているところ

です。

看護師の雇用については、私たちも一定数を

増やしていきたいと思っておりますので、今の

条件の中で、そして、先生たちと連携して取り

組んでいく中で進めていきたいと思っておりま

す。

【山田(朋)委員】 夏季休業中は、多分、仕事が
なくなる取り扱いなのかなと思いますけど、そ

うすると、本当に選んでもらえなくなると思う

んですよね。そういった保障もしながら、夏季

休業中でも、例えば、日頃できていない子ども

の個別のいろんな計画を立てたりとか、さまざ

ま業務を担っていただくとか、安定して雇用す



平成３１年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月５日）

- 38 -

る方法を本当に考えていただきたいということ

を強く要望しておきたいと思います。

もう1点伺いたいと思います。平成31年度に、
以前からお願いをしておりましたＳＮＳを活用

した教育相談体制を行っていただくということ

で当初予算もついているようでありますが、こ

の実施予定とか、そのあたりを教えてください。

【本村児童生徒支援室長】中高生が抱える悩み

の解決を図るためにＳＮＳを活用した教育相談

体制に係る事業を次年度から開始したいと思っ

ております。

年度当初に予算計上させていただきまして、

業者選定等を行ってまいります。

また、生徒への周知、それから、教職員への

しっかりした周知も行ってまいりますので、開

始につきましては、今、8月中をめどに実施す
る予定です。

【山田(朋)委員】 ぜひ夏休みに入る前に子ども
たちにカードなり、そういった情報がいくよう

にしていただきまして、夏休み明けはさまざま、

心配事が多くありますので、対応いただきたい

ことをお願い申し上げます。

もう1点伺いたいと思います。障害者雇用に
ついてです。

今回、選考の中で教員2名、実習助手4名、教
育事務2名ということで、平成31年4月から採用
いただくということでありますが、今回の試験

でも障害の種別に精神障害者と知的障害者も加

えたところで試験を行ったと理解しているんで

すけれども、結果としては身体障害者の方のみ

だったのか、そのあたりをまず教えてください。

【鶴田高校教育課人事管理監】障害者雇用の中

で教員、それから実習助手等の採用につきまし

てお答えいたします。

今回の追加の募集につきましては、身体障害

者のみということで、知的、それから精神障害

の方は、今回までは除いております。来年度か

らは含めた形で実施することにしております。

【山田(朋)委員】 これは随分昔に3障害は一つ
の取り扱いをするような社会的な流れがあって、

これは平成32年度からは3障害全部を対象にし
ないといけないとなっているのか。そもそも現

状においても、本来であれば3障害全て募集を
かけるべきだったけれども、身体障害者に限っ

たのかどうか、そのあたりを教えてください。

【鶴田高校教育課人事管理監】障害種別の見直

しをこれまでしなかったことについては、私ど

もも深く反省をしているところでございます。

この夏に障害者雇用の問題が出て、私どもも

再度検討して、来年度実施の分から障害種を見

直して全ての障害種で実施するということを考

えた次第でございます。

今年につきましては、教員採用試験について

は、通常の選考作業を10月初旬までしておりま
す。その後、追加の募集を約2週間後にやると
いうことで、さまざまな観点から今年は障害種

については見直しを見送ったということでござ

います。

【柴田教職員課長】 教員については、今、人事

管理監が申し上げたとおりでありますけれども、

事務職員につきましては、追加の募集を本年行

いまして、正規の採用として当初の採用と合わ

せまして3名、合格を出しております。
追加の試験からは、知的障害者、精神障害者

を対象といたしまして募集いたしました。その

結果、その3名のうち1名は精神障害者の方を採
用する予定でございます。

【山田(朋)委員】 事務職員に関しては、精神障
害者の方を1名採用予定ということであります。
私は、障害者施設の運営にかかわっているので、

特性とかは比較的よくわかっておりますが、障

害の程度にもよるんですけれども、長時間、一
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般の皆さんと同じように9時から5時とか6時ま
で働くのが難しい方も多くいらっしゃるので、

働き方をしっかりと、短時間勤務とかいろいろ

柔軟に対応する形でこういった募集をかけてい

ただきたいと思っていますが、そのあたりをど

のように考えているのか、伺いたいと思います。

【柴田教職員課長】知的障害者の方、精神障害

者の方、対人対応が苦手な方、やっぱりいらっ

しゃいます。そういうことがございますので、

まず、学校の職員の理解を十分深めた上で、例

えば、小規模な学校への配置でありますとか、

対外交渉等が少ないような内部的な給与であり

ますとか旅費の事務、そういったことに従事し

ていただきたいと考えております。

【山田(朋)委員】 内容のこととか学校規模のこ
とはご配慮いただくようでありますが、働き方

というのは、募集としてはフルタイム一本とい

うことで理解していいわけですよね。

今後、障害者雇用を増やす中では、さまざま

な働き方というものも検討いただきたいと思い

ますが、いかがでしょうか。

【柴田教職員課長】 事務職員につきましては、

正規の採用に加えまして、非常勤の職員も採用

を進めることといたしております。介助員とい

うような形で特別支援学校に雇用、それから、

離島の県立学校に軽作業を行う職員の採用を平

成32年度から採用したいということで、今、準
備を進めておるところでございます。

【中島(浩)委員】 1点だけですけれども、資料3
ページのグローバル化に対応した教育の推進と

いうことで、平成31年度から小学校の英語教育
ボトムアップ事業として、民間企業と連携して

キャンプを実施されたり、あるいはコンテスト

の開催、大学と連携した研究事業等、多岐にわ

たり指導力の向上を図られるということで事業

をうたってあるんですけれども、横長の資料の

33ページを見ますと、昨年度が4,900万円の予
算でありまして、本年度が370万円ということ
です。これは一定、前年度に初期投資的な費用

がかかって、実際の運営に関しましては370万
円でおさまるような形になるんでしょうか。

【木村義務教育課長】減額の大きな理由は、本

年度まで3カ年計画で行っていましたながさキ
ッズ イングリッシュ チャレンジ事業の中のイ

ングリッシュキャンプであります。これが3年
間にわたりまして、県内全ての中学1年生を対
象に実施しておりまして、約4,729万円かかりま
した。この事業を3年間で終えまして、この事
業につきましては、各市町がそれぞれ独自に取

り組むということでお願いしているところです

が、その分がなくなった総額ということになり

ます。

【中島(浩)委員】 ということは、キャンプに関
しては市町でやっていただくと。

あと、小中学生のイングリッシュパフォーマ

ンスコンテスト、これも各市町でやられるんで

しょうか。

【木村義務教育課長】イングリッシュキャンプ

につきましては、3年前の事業開始の時に21市
町と話をしまして、ぜひ21市町に引き継ぐ事業
として取り組んでいただきたいということで、

市町と協力してやってまいりました。本年度は

13市町が既に独自にイングリッシュキャンプ
を始めてくださいました。全ての市町までは進

んでいないんですが、他の市町につきましても、

例えばでありますけれども、ＡＬＴを学校に集

めて、1日、英語づけの日程にするとか、それ
ぞれ取組を進めているところです。

本年度は、その発展としてイングリッシュパ

フォーマンスコンテスト、各市町が取り組んで

いる延長線上に英語で発信する力を出せる場、

発揮する場を備えようということで、このイン
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グリッシュパフォーマンスコンテストを開催し

ます。

加えて、今年度から新しくするものとしてイ

ングリッシュサポートキャンプ、これは小学校

の外国語教育が小学校3年生から始まるという
ことで、ほとんど外国語教育をしたことがない

先生たちが多うございますので、その先生方に

今度は違ったキャンプのやり方で、2日間、英
語づけになってもらいまして、学級で話すクラ

スルームイングリッシュ、そういう英会話を身

につけていただき、楽しい授業をしていただき

たい、そういう願いを持って、こちらに変えた

ということであります。

【中島(浩)委員】 わかりました。地域で縛りを
入れると高校との連携はどうなのかなという面

もあるんですけれども、その辺はどうお考えな

んでしょうか。

【木村義務教育課長】 委員ご指摘のとおりで、

高校との連携はとても大切でございます。それ

が3つ目の事業になるんですけれども、県内の
大学教授等をメンバーとした長崎県英語教育推

進協議会を中心とした校内研修を充実する事業

であります。例えば、南島原であれば、本年度

も口加高校と連携をさせていただいております。

そういう取組を県内で進めていこうということ

であります。

【近藤分科会長】 ほかに。

【深堀委員】施設整備関係でお尋ねしたいんで

すけれども、横長資料の26ページから27ページ、
この分厚い説明書では154ページです。学校施
設整備費で、事業名は校舎等整備費、それから

設備整備費が、それぞれ前年度から減額されて

います。校舎等整備費については、率にすれば

10％程度、設備整備費については7.4％ほど、前
年度に比べて減額になっておりますけれども、

その中身はどういう中身で前年度より減ってい

るのか、その点について説明をお願いいたしま

す。

【野口教育環境整備課長】横長資料でいいます

と、27ページの校舎等整備費の前年度比較で1
億1,308万円の減ということです。
この主なものとしましては、説明事項のとこ

ろにあります危険校舎の改築費としまして、昨

年度よりも約1億円の減になっております。こ
れは計画の中でクラブハウスの解体のみを来年

度は実施するということでございます。

それと設備整備費につきましては、産業教育

に必要な備品の整備をしているものであります

けれども、来年度の見込みが13校20カ所で94
品を入れようとしておりまして、これは年度年

度で更新が必要な備品が異なってまいりますの

で、年度ごとに差が出てくるということでござ

います。

校舎等の整備については、1億円からの減に
なっておりますけれども、校地等整備の中で

4,000万円ほど増しております。来年度について
は、ブロック塀の改修などがまだございまして、

そちらの方に力を入れていくということがござ

いますので、そういったところが影響している

ということでございます。

【深堀委員】わかりました。校舎等整備費の大

きな減は、危険校舎改築費等の実績の減という

ことですね。

これを聞いているのは、通常の学校の老朽化

に伴ういろんな補修工事であったりとか、そう

いった整備費が減額されているんじゃないかな

という懸念があったから聞いているんですけど、

そういったたぐいのものはないですね。

【野口教育環境整備課長】施設の整備につきま

しては、大きく高校に対する整備と特別支援学

校に対する整備とございまして、その二つをト

ータルしますと例年と変わらないぐらいの整備
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の費用でやっております。年度によって高校が

大きかったり、特別支援学校が大きかったり等

するところでありますので、全体として削って

いるということではございません。

【深堀委員】 わかりました。

次に、同じような観点からですが、横長資料

の46ページ、体育保健課の体育施設費ですけれ
ども、これも前年度と比較すると6,000万円ほど
減額になっています。率にすれば15％ほどです
が、分厚い説明書の中でも理由がわからなかっ

たので、このあたりが減額されている理由を教

えてください。

【山本体育保健課長】減額の理由といいますか、

ここで対応している工事につきましては、一般

修繕については、例年どおり今年度と来年度、

一緒の金額を計上させていただいております。

あと、大規模な改修といいますか、実際、平成

30年度は県立武道館の空調工事をさせていた
だきました。

そういったことで年次計画に基づいて必要な

箇所を、毎年、大きなものについては計画的に

実施している状況でございまして、来年度は県

立総合体育館のエレベーターと空調の工事を予

定しておりまして、そちらは金額的に落ちると

いうことで、実際の規模の大きさによって工事

費が変動している状況でございます。

【深堀委員】わかりました。説明をるる聞いて、

減額されている理由が明らかになりました。

先ほどから聞いているのは、厳しい財政状況

の中で、いろんなシーリングがありながら、と

はいえ、学校とか体育施設の整備、いろんな修

繕に関して、厳しい財政だからできないという

ことではいけないというふうに私は思っている

ので、しっかり、今回、前年度と同額程度の予

算をとっているというお話だったので、引き続

き、長期的に使うという観点でも、そういった

整備は絶対怠ってはいけないと思いますので、

ぜひお願いしておきたいと思います。

【中山委員】 先ほど、教育長から平成31年度
教育行政の基本方針のさわりについては説明が

ありましたが、方向性については、「以下記載

のとおり」ということでございました。

そこで、1のふるさと長崎、基本方向が7つあ
る中で、ふるさと長崎から、7番目が文化スポ
ーツの推進とありますが、このふるさと長崎を

トップにもってきているということについては、

教育委員会の狙いが少しわかるような感じがし

ますので、ふるさと職業教育について少しお尋

ねしたいと思います。

少し読ませてもらいます。「本県の重要課題

である人口減少対策に対応するため、従来のふ

るさと教育の取組をより一層強化し、児童生徒

のふるさとへの愛着や誇りを育むとともに、本

県の未来を担う人材を育成し、若者のふるさと

への定着につなげてまいります」と、こういう

ふうに書いてありますので、この辺を少し検証

してみたいなと思います。

この説明書を見ますと、「ふるさと長崎県」

の資料とか、ふるさとを活性化するキャリア教

育の充実事業とかありますけれども、このふる

さと職業教育に関する事業名、事業の内容、そ

して、どの程度、事業費を組んで取り組もうと

しているのか、まずこの点からお尋ねしたいと

思います。

【木村義務教育課長】 横長資料は33ページの
一番下になりますが、義務教育課では次年度か

ら、ふるさとを活性化するキャリア教育充実事

業を行います。予算は268万8,000円であります。
内容ですが、これまでの職場体験学習にとど

まらず、県内で活躍する企業等の協力を頂戴し、

例えば、模擬会社を設立するなど、主体的、探

求的に職業体験学習を行うことを通して、ふる
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さとを愛し誇りに思う心情を育てるとともに、

今、委員からご指摘がありました地域を担う人

材としての資質、能力として、問題解決力や企

画力、プレゼンテーション能力やコミュニケー

ション能力等を育成しようとするものでありま

す。

事業内容といたしましては、県内8地区に拠
点となる中学校を1校ずつ指定し、ふるさとの
強みを生かして地域を活性化する職業体験学習

を実施し、その成果を保護者や地域、県下全域

に情報発信するとともに、県内全中学校の職業

体験学習プログラムの開発につなげたいと願っ

ているところであります。

【林田高校教育課長】高校におきましても、直

接、高校卒業後、就職するという生徒がたくさ

んおりますので、そういう生徒のためにいろん

な事業を展開しております。

まず、県内就職の促進ということで、これは

本課の予算で計上しているわけではないんです

けれども、産業労働部で予算を計上しておりま

す、高校生のためのふるさと長崎就職応援事業

というものがございます。いわゆるキャリアサ

ポートスタッフを配置する事業でございますが、

来年度は6,371万9,000円を計上しております。
それと、義務教育課のふるさと教育をベース

に、高校においても、当然、ふるさとへの愛着

だけではなくて、ふるさとを担っていく使命感

をしっかり育成するという観点から本年度から

進めている事業がございます。これがふるさと

の未来を担う高校生育成事業でございます。こ

れは3カ年の事業でございまして、次年度も161
万円の予算を計上しております。

さらに、産業教育指導費ということで教育指

導費の中に含まれておりまして、農業高校、工

業高校の人材育成のために、いろんな研修、あ

るいは事業等を組み入れたものですが、これが

1,508万5,000円ということで、かなりの予算規
模を使ってふるさと教育、あるいは県内定着を

図っているところでございます。

【中山委員】それで全てですか。ふるさと教育

推進対策費の中で今話があったのは2つだけで
ございましたけれども、それ以外は、これに関

してないわけですか。しまの魅力に出会う日本

の宝「しま」交流事業とか、しま体験活動支援

事業というのは、ふるさと教育には入ってない

んですか。

【木村義務教育課長】先ほどご説明させていた

だきました横長資料の33ページの一番下であ
ります。委員ご指摘のとおりでございまして、

郷土教育推進事業費の中で郷土学習資料作成事

業費として397万9,000円、今ご指摘のあった、
しま体験活動支援事業費として61万4,000円で
す。先ほど、私、聞き間違いまして職業指導と

いうふうに伺ったものですからキャリア教育に

絞ってお話をさせていただきました。失礼いた

しました。

【中山委員】それでは、ふるさと教育事業推進

対策費が1,130万円になってますよね。
そこで、中身について少しお尋ねしますけれ

ども、ふるさとを活性化するキャリア教育充実

事業で中学生を対象にしたキャリア教育をやろ

うということであります。事業費が289万円で
す。この対象中学生の数、それと、どの程度の

時間をこれに当てるのかということが1つ。
もう一つは、ふるさと未来を担う高校生育成

事業の中で、平成30年度から161万円かけて始
めていますね。そうすると、このノウハウを指

定されていないところに広げていこうという考

え方があるようですけれども、1年間の成果に
ついてどのように評価しているのか、この2点
についてお尋ねしたいと思います。

【木村義務教育課長】まず、前段のふるさとを
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活性化するキャリア教育充実事業の対象生徒に

対するお答えでございます。生徒数が幾らとは

言えないんですけれども、県内を大きく8地域
に分けまして、1地域に1校ずつを対象とした取
組をしたいと思っております。総生徒数は、そ

の学校の和ということになります。

続きまして、その内容でございますけれども、

中学校1年生と2年生の総合的な学習の時間を
対象として、時数的には教育課程を各学校が組

みますので何時間とは言えないのですが、やは

り一定の時間が必要だと認識しております。そ

れは少なくとも10時間なり20時間、各学年ごと
に必要だという考え方を現時点では持っており

ます。

【林田高校教育課長】本年度から進めておりま

すふるさと未来を担う高校生育成事業ですけれ

ども、本年度の指定校が普通校ですと小浜高校、

そして工業高校ですと長崎工業高校、鹿町工業

高校、商業高校で諫早商業高校、そして、総合

学科ですと五島海陽高校、島原翔南高校の6校
を指定しております。

それぞれの指定校におきましては、今までの

学校の強み、例えば、五島海陽高校ですと、商

品開発をやってみたりですとか、あるいはデュ

アルシステムと申しまして、実際の事業所で研

修をしながらキャリア教育を積んでいく試みを

かねてよりやっております。そういったものを

さらに一層強めた地域密着型の取組を進めてい

るところです。

また、小浜高校は、今回初めての取組になる

わけですけれども、島原半島の中で小浜温泉、

雲仙温泉を抱えている観光地でございます。そ

ういうことを意識してフリーペーパーをいろん

な方々と一緒に高校生が作成したり、あるいは

黒糖プリンという商品開発をやったりというこ

とで、地域の方々の協力をいただきながら連携

して取り組んでおります。

このことについては、2月22日に県下全体で
研究指定校の発表会を開きました。それぞれの

ニーズに合った取組を全ての高校の先生が見る

というようなことで、波及効果としては、その

研究発表会を見ていただいて、その成果を共有

するということを進めております。

また、平成33年度までには、「ふるさと教育
体系図」なるものを各学校でつくっていくこと

になります。そういった方針でおりますので、

各学校とも何らかの形で独自のふるさと教育の

取組を進めていかなければならないという前提

に立っておりますので、来年度以降、6校の研
究指定であっても、早晩、そういった関係の学

校に広がっていくものと期待しております。

また、取り組んだ生徒の感想とか成果を見て

みますと、これまで地域に対しての関心が薄か

った生徒が随分と関心を持つようになったとい

う研究成果が各校とも出ております。

【中山委員】それぞれの教育効果を推進してい

くということであれば、今の義務教育課長、高

校教育課長の答弁で了としたいと思います。

ただ、この前提が、本県の最大の課題の人口

減少対策ということ、ここが一番もとになるわ

けですね。そして、若者の定着につなげていき

たいということであるならば、もう少しスピー

ドアップしてやっていかないことには、ここに

書いてある目的は達成できるのか疑問を持つわ

けです。

というのは、今、モデル校を8地区に1校とか、
6校を指定するとかいう段階じゃないんじゃな
いですか、そのように私は思います。これは検

証して、ふるさとを愛する心とか、企業と接し

て醸成していくことは間違いないかもしれんけ

れども、人口減少対策ということを前提として

きちんとうたっている以上は、もう少しスピー
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ディーに、少なくとも中学生全員で取り組んで

いくとか、高校についても全体で取り組んでい

くとか、そういう形で底上げをしていかないと、

従来のモデル地区だって、こうやっていくんで

すよ、こうやっていくんですよということでは、

スピード感が足りないし、人口減少に対する認

識がどうなのかなという感じがします。

どうなんですか、その辺は、二人とも。

【木村義務教育課長】人口減少対策に対する教

育の役割は、十分認識しているつもりでありま

す。現時点におきましては、特に、小中学校と

言っていいかと思うんですけれども、一番大切

なことは、今までの、ふるさとを愛している、

誇りに思うというところにとどまらず、この地

域を担っていかんばいかんという思いが必要で

はないかという立場に立っています。

全中学校におきまして、既にまちづくりの主

催者となるような活動、例えば、ふるさとの課

題を取り上げて、その解決に向かって自分たち

で企画をするとか、実際にやってみるとか、そ

ういう取組は既に全ての学校でやっています。

そのうえで、さらにこういう取組を進めていく

ことによって、今やっていることが重層的に強

化されないか、人口減少対策につながっていか

ないかという視点で発想しました。

全ての学校ですることが望ましいという委員

のご指摘は十分承知はいたしますが、まず、全

国的にもそんなにある事例ではありませんので、

県内8地域で取り組ませていただきまして、そ
の結果を速やかに県内全体に広げていくという

ことでご了解を願えないものかなというふうに

思っております。

【林田高校教育課長】先ほどのモデル地区とい

いましょうか、モデル校については、6校ずつ
でありますけれども、この6校の取組は、それ
ぞれほかの学校にも伝わっておりますので、今

までやってきたふるさと教育を、さらに深化し

ていくということに関しては、各学校でやって

いくものと了解しております。

ただ、高校においては、県内就職率というの

は、今、非常に大きな課題でございまして、な

かなか伸びていかないというようなジレンマも

ございます。そこを突破していくためにも、私

どもとしては、教職員の意識、そして保護者の

意識、そして子どもたちということで、考え方、

意識を変えていかなきゃならないというふうな

使命を持っております。できるだけそういう危

機感を持って、学校と共有しながら、前倒しし

て計画をしっかり進めていきたいという気持ち

でございます。

【中山委員】一定理解はできますが、もう少し

質問させていただきたいと思います。

先ほど、保護者の話が出ました。保護者が我

が子を育てていくためには、郷土を愛する気持

ちというものをつくっていかんばいかんわけね。

そこで、「保護者に対しては、ＰＴＡ研修会

等を通じて、ふるさとを愛し、ふるさとで生き

ていく子どもたちを育てていく意義や重要性を

啓発します」とあります。啓発だけで大丈夫で

すか。この辺なんですよ。

【林田高校教育課長】各学校で行っております

企業説明会ですとか、あるいは振興局などと連

携して行っている企業バスツアー、そういった

ものに保護者に参加していただいて、できるだ

け参加した保護者から口コミで県内企業のよさ

が伝わっていくような仕掛けもしていきたいと

考えております。

【中山委員】 これには「ＰＴＡ研修会等」とあ

りますよ。そうすると、ＰＴＡ研修会の内容、

保護者の対象者はどうなっていますか。

【山口生涯学習課長】高等学校、特別支援学校

に関しましては、県内8カ所で私どもが地元の
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ＰＴＡと共催で各地区で研修会を行っておりま

す。ここでは必ず、今、委員がおっしゃったよ

うなことを私どもの口から保護者にお願いして

おります。

それから、テーマは、各地区で任意に決めら

れるわけですけれど、例えば、島原半島の3地
区で行われている研修会では、「島原の子ども

は島原で育てる、半島の子どもは半島で育てる」

というテーマで、保護者もしっかりと受け止め

て研修を行うなど、一定の方向性は見えている

と思っております。

【中山委員】ここは一歩踏み込んで、人口減少

対策をするということなら保護者の協力が要る

わけだから、啓発だけでは足らんですよ。もう

一歩踏み込んで取り組んでほしいというのが私

の考え方なんですよ。啓発より一歩踏み込んだ

政策が要ると思います。ぜひこの辺はよく考え

て取り組んでほしいなと思います。

それと、この中に児童生徒ということで入れ

ているので、そうすると小学校を含むというこ

とになるけれども、小学校、中学校、高校、大

学、長崎大学、県立大学もあるけれども、体系

的に平成31年度はどのように取り組もうとし
ているのか、わかりやすく説明してくれますか。

【木村義務教育課長】ふるさと教育の全体計画

をつくっておりまして、それが義務教育の中で

言えば小学校から高等学校までであります。

まず、ふるさとへの愛着や誇りの育成、この

ことにつきましては、自然や歴史、文化、産業

のすばらしさとか、ふるさとに住む人々の苦労

とか工夫、努力の尊さを知るということでござ

いますので、どちらかというと小学校を中心に

学んでいきます。

その後、先ほども話しましたが、人口減少、

環境保全、産業振興等の課題に向き合った学習

が小学校高学年から特に中学校まで、そして、

今ほど説明いたしましたように、産業または長

崎県の企業への正しい理解等が中学校から始ま

りまして高校につながっていく。高校につきま

しては、先ほど課長から説明があったとおりで

あります。この中学校から高校までの一体的な

取組の中で、委員からお話があっている子ども

たちの育成を目指しているところであります。

【中山委員】私の勉強不足かわかりませんけれ

ども、小学校、中学校、高校が連携した取組が

ちょっとまだ、私は非常にわかりにくかった。

最後になりますけれども、1ページに「人口
減少対策によって若者のふるさと定着を図る」

と書いているわけです。

そうすると、これはどのような形で検証する

の、検証の方法は。

【木村義務教育課長】まず、小中学校段階では、

まだ就職というところまでいきませんものです

から、子どもたちの意識調査を毎年しておりま

す。簡単に申しますと、ふるさと長崎県、また、

自分の住むところに愛着や誇りを持っているか

という意識調査、加えて、ふるさとのために何

かしようということを考えているか、また、そ

ういう取組をしているかという意識調査であり

ます。前段の「ふるさとへの愛着」につきまし

ては、平成30年度の調査によりますと、小中学
生で約80％、そして、「地域のために何をしな
ければならないかということを考え、行動して

いるか」というのが約40％であります。小中学
校段階では、この回答割合を高くしていこうと

いうことを目標に掲げて取り組んでいます。

【中山委員】義務教育はわかるわけです。とこ

ろが、義務教育じゃなくて、「人口減少対策に

対応するため……若者のふるさと定着を図る」

と、はっきり書いているじゃないか。この検証

をどうするのかと、教育委員会としてどうする

のかということを私は聞いているんです。
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【林田高校教育課長】高校教育課としては、最

終的には県の総合計画に掲げている、県内就職

率について平成32年度までに公私立合わせて
65％という目標の達成に向けて動いてきたと
考えております。

【中山委員】そのふるさと教育が、それにどの

ような形で効果を出しているの。

【林田高校教育課長】今年、研究指定を受けた

ある高校においては、昨年度よりも2割、3割と、
県内、島内の就職率が高くなっているというこ

とがございます。いろんな事情もございますの

で、全ての学校がそうとは言えませんけれども、

確実にふるさと教育の成果というのは、翌年、

翌々年にあらわれてくるというふうな確信を持

っております。

【中山委員】課長、ぜひそういう形にせんばい

かんわけよ。ところが、全体の高校生の県内就

職率を見ると、公立は少なくなかったかもしれ

ないけれども、私立は下がっている。全体では

人口がものすごく減っているわけよ。その辺を

検証せんばいかんし、部分的なことじゃなくて、

一つの事業について今のような発想じゃなくて、

全体の問題でしょう、人口減少というのは、若

者の定着というのは。そのために教育委員会は、

こういう事業をしますよと、ふるさと教育は有

効なんですよということでしょう。

だから、私はさっき言ったように、今の人口

減少、長崎市なんかは日本一じゃないですか。

そういうふうに減少している中で、もう少しめ

り張りをつけた事業が必要じゃないんですかと

私は言っているんですよ。しかしながら、こう

いう事業で、こういう形で効果が上がってます

よと。そういうことだから、それを見ると、そ

うかもしれないけれども、全体としてどうなの

かと私は言っているわけです。ここにそういう

ふうに書いているじゃないですか。「県教育委

員では、人口減少対策に対応するため、児童生

徒のふるさとへの愛着と誇りを育んで、本県の

未来を担う人材を育成して、若者のふるさと定

着へつなげてまいります」と書いているから、

どうつながっているんですかということで聞い

たけど、私はよくわかりません。1ページの1番
目に堂々と書いているじゃないか。

【池松教育委員会教育長】委員ご指摘のとおり、

若者の県内定着というのは、長崎県政の最重要

課題であります。若者定着課という新しい組織

もつくってやっております。

それで、委員おっしゃるように、総合戦略と

いいますか、全体の戦術、戦略を持ってやって

いかなければいけない。それは若者定着課が司

令塔としてやっていきます。教育委員会が一つ

のパーツ、役割として担うべきものは、即効性

のあるものは、先ほど、県内就職率の話の中で

保護者等も含めて県内企業の情報を十分に知っ

てもらうことで選択肢の中に県内企業を入れて

もらうというのが即効性といいますか、目の前

の方法としてやっていかなければいけないこと

ですから、これは産業労働部と併せて各学校で

取り組んでいることが1点。
このふるさと教育は、委員がおっしゃるよう

に、即効性のあるものと、先ほど申し上げたと

おり、小学校、中学校のいわゆる子どもたち、

保護者も含めて意識を変えていかなければいけ

ない部分があると思うんです。例えば、我々が

子どもの頃は、「おまえは長男だから帰って来

いよ」と言われていた。それは保護者も言わな

くなった、子どもの自由ですと。それからまた、

島の住民も、大人自身が、「島はもうこれから

すたれるから、おまえは都会に出てサラリーマ

ンになりなさい」と言うようになりました。そ

ういった意味で、子どもたちが非常に長崎県の

将来に対して、どっちかと言えばネガティブな
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発想を持っているのではないかということを一

つの危機感として持っております。

そういったことで、ふるさと教育は即効性が

ないかもしれない部分が大部分だと思うんです

が、やはり教育として子どもたちが、今後、ま

さにグローバル化が進んでいく中で、自分が生

まれ育ったところがどういうところか、よく知

り、また、誇り、愛着を持って外国人も含め、

日本の他の地域の子どもたち、大人になっても、

自分のふるさとを誇りに思う気持ちを育ててい

くことがふるさと教育だと思っております。

結果として、だから自分が長崎県を元気にす

るんだということで、一回、都会に出ても戻っ

てくれれば、それは大変すばらしいことだと思

いますし、初めから自分は長崎に就職して長崎

県のために頑張るんだという子どもたちが生ま

れてくれば大変すばらしいことだと思っており

ますが、委員がおっしゃるように、即効性を出

して数字を出せと言われると、なかなかそれは

難しいものがあります。

それで、数字で表すとなると、先ほど言った

アンケート、それから県内就職という即効性の

あるものの結果として、これはふるさと教育だ

けではないんですが、全体的な県庁の中での役

割分担として、県教委はそういう務めを果たし

ているというふうに認識しております。

【中山委員】教育長の言うことは、よくわかり

ます。それは理解してます。

ただ、私が言いたいのは、長崎県の教育委員

会も頑張っています。ところが、大阪、東京も、

青森も、それぞれ頑張っているわけよ。頑張っ

た結果として、ふるさと教育をさらに力強くや

っていかんばというのは、長崎県ばかりじゃな

くて、ほかの県も同じようなレベルでやってい

るわけですよ。そういう中で、長崎県はものす

ごく人口が減ってきたと。そういうことですか

ら、もう少し踏み込んでやるべきじゃないんで

すかと。

そして、さっき言ったように、予算にしても、

ふるさと教育推進対策費というのは、5あって
1,100万円ですよ。1,100万円というのは、児童
生徒一人当たり幾らになるのかわからんけれど

も、100円もならんとじゃないですか。
だから、この辺を現状をもう少し認識して、

即効性を上げて、予算の裏づけをもってやって

ほしいというのが私の考え方なんですよ。言葉

では必要ないですよ、やります、やりますとい

うことじゃなくて、やっぱり予算ですよ。予算

の規模がこれだけでやれるのかなということが

最初から疑問で質問しているんですよ。

あなたたちが言葉で言うならば、予算をきち

んとつけて裏づけていただかないと理解できま

せんよ。長崎県の現状を打破するためには、相

当の知恵と予算が要りますよ、金ばかりじゃな

いけれども。保護者あたりをどう巻き込んでい

くのか、啓発だけでやれるなら、こんな簡単な

ことはあるもんかい。

ぜひひとつ、人口減少を止めるためには、ふ

るさと教育というのは非常に大事だと思うので、

もう一回表に出して、1番目に出ているので評
価するので、こういう取組姿勢はいいから、あ

と、問題は予算ですよ。予算をもう少し入れて、

やはり長崎は違うんだなというようなことを見

せてほしいなということを申し上げて、とりあ

えず今日はこれで終わります。

【近藤分科会長】 よろしくお願いします。

ほかに。

【松本委員】 横長資料の40ページ、生涯学習
課のところで質問をさせていただきます。

先ほどの中山委員の質問にもありましたふる

さと教育というのは、本当に今後の長崎を左右

する重要な教育であると思いますが、教育と申
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しましても、学校教育だけではなくて、やはり

地域の教育、家庭の教育、この3つが連携をと
っていかないと、なかなか進んでいかないので

はないかと思います。

そういった中で、40ページの真ん中にある長
崎っ子を育む地域・家庭教育力向上推進事業費

というのが、前年度613万4,000円が、本年度ゼ
ロになっております。なぜこれをゼロにしたの

か。

その下の段に、かわりになったのかもしれま

せんが、学校・家庭・地域教育力向上推進費と

いうのが131万8,000円ついております。この事
業概要も併せてお尋ねいたします。

【山口生涯学習課長】まず、上の長崎っ子を育

む事業でございますが、これは5年間の事業で
ございまして、平成30年度をもちまして終了し
た事業でございます。それから、その下の学校・

家庭・地域教育力向上推進事業は、平成31年度
から新規で始めるもので、簡単に説明いたしま

すと、昨今、地域と学校をつないで地域を元気

にする、あるいは学校を元気にするということ

で、コミュニティースクールの導入がうたわれ

ております。コミュニティースクールを導入し

ていく中で最も問題になりますのが、地域の側

で学校に協力する方々を地域コーディネーター

と申しますが、この育成が多少遅れぎみである

ということです。学校の方は、教頭先生や職員

を中心に学校コーディネーターがしっかりいら

っしゃるんですが、地域の側にいらっしゃらな

い。そういう問題が上の事業を5年間やってき
た中で明らかになりましたので、今回、私ども

は、新しい事業の中で各市や町に地域コーディ

ネーターを育成するような研修とか、そういっ

たものを行うような新規事業をつくったところ

でございます。

【松本委員】 私もＰＴＡ会長をしている時に、

学校支援会議というものに参加させていただい

て、地域の方々が一緒になって、学校教育に対

して地域に何ができるかということをしました

が、おっしゃるとおり、街部とか、人口が多い

ところでは地域でかかわってくださる人がいな

いというお話もよく伺います。親であればＰＴ

Ａで参加しますけれども、そこの部分の接点を

いかにつくっていくかという部分は踏み込んで

いかないといけないところだと思いますが、予

算が大幅に、613万円から131万円に減っていま
すけれども、実際、131万円で何をするのか、
お尋ねします。

【山口生涯学習課長】ここは各市や町に私ども

が出かけていって市教委などと協力しながら地

域の人材を育てていく研修会等を行うという予

算でございます。

【松本委員】研修会をすることによって地域の

かかわりが出てくるというところが大事だと思

いますが、その研修会の内容や、また、参加者

によって影響が違うと思うんですね。ですから、

実際に事業を執行される時に、市教委や地域の

協力をかなりお願いしないと、なかなか集まら

ないのではないか。研修会だけをして、それで

本当に地域の方々が協力してくれるかという、

そこの研修会をするまでの過程が大事だと思い

ますので、そこをしっかり取り組んでいただき

たいと思います。

それともう一つ気になるのが、その下の段の

読書活動推進事業費でございます。議案外でも

質問しようと思うんですけど、今回、縦長資料

の6ページに子どもの読書活動の推進というの
が上げられておりまして、「第四次長崎県子ど

も読書活動推進計画」というのも出しておられ

ます。実際に、目標値をほとんど達成していら

っしゃって、すごく頑張っていらっしゃるなと

思うんですが、でもやっぱり予算は半分ぐらい
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に減らしているということで、この減らすこと

によって、また数値が影響するのではないかと

いう、ちょっと後ろ向きではないのかなと思う

んですが、減額した部分と、また新たにどうい

うところに取り組まれたのか、限られた予算で、

お尋ねをいたします。

【山口生涯学習課長】まず、予算が減っている

ように見えますのは、平成30年度に予算を少し
積み増して、それで今、委員がおっしゃった第

四次計画をつくったということです。それで大

体100万円ぐらい、謝金や印刷費等でとってお
り、平成31年度は通常ベースに戻しているわけ
です。

この新しい事業では、今度新しく大村市に図

書館ができますので、ここを舞台に県民や子ど

もたちの読書に関する関心や興味を高めていこ

うということで二本柱でやっていこうと思って

おります。

一つは、興味、関心を高めるために、中学生

を対象とした、ビブリオバトルと申しまして、

本を紹介する大会みたいなものの県大会を新図

書館でやるというようなことを一つ計画してお

ります。

それから、県内に5,000人ほど、読書に関する
ボランティアさんがいらっしゃるんですが、こ

の方々のための研修会を県内で行っていくとい

ったことで、この予算を計上しているところで

ございます。

【松本委員】 10月5日ですか、県立図書館がオ
ープンいたします。駐車場も今までよりも10倍
の200台の駐車場がありますし、ぜひこの5,000
人のボランティアの方々の研修を県立図書館で

どんどんやって、限られた予算ではありますが、

ぜひ推進していただきたいと思います。

【麻生委員】私から離島留学の関係でお尋ねし

たいと思います。

今回、対馬高校で一部定員も増やした形なん

ですけれども、聞くところによると、定員以上

に募集があって、足切りじゃないですけど、選

考もあったというぐらいに来ているという話を

聞いております。併せて県外からも応募があっ

ているということ。また、今回、学び直しです

か、五島南高校のそういう状況もあって、離島

留学関係の予算も増やされておりますので、こ

の背景について、また、現状の取組についてお

尋ねしたいと思います。

【林田高校教育課長】離島留学に関しては、い

ろんな目的があるんですけれども、一つは、ま

ずは離島の子どもたちにとっていろんな生徒と

交わることで刺激をいただくということが一つ

の大きな目的だと思います。

もう一つは、これが地方創生の今の時代に合

っているのかなというふうに思うんですけれど

も、離島留学で入ってきた子どもたちが、その

地域に残るということで、少なくとも3年間は
いるということで地域の活性化につながる。そ

して、さまざま多様性を持った子どもたちです

から、なおさら、いろんな形で地域にかかわっ

てくる。さらには、できることならば卒業して

そのまま、もしくは大学に行って、その後、こ

の地域のつながりで戻って来るということを期

待しているわけでございます。

特に、今、対馬高校の定員の話がございまし

たが、もともと対馬高校は国際文化交流コース

ということで定員20名程度を今年度から40名
ということで学科に昇格させて募集しました。

これは韓日の今の交流というのが民間ベースで

は非常に盛んに行われているということ。特に、

国境の島ですのでそういった環境にあるという

ことを踏まえた対応でございます。

全体を総括して申し上げますと、委員ご指摘

のとおり、今年の志願者は119名、定員の総枠
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は110名でございまして、創設以来と言ってい
いかと思うんですけれども、定員を超えたとい

うようなことでございます。

ただ、取消者もおりましたので、最終的には

115名の受検に対して108名が合格という状況
です。

これに関して申しますと、奈留高校とか五島

南高校の後発校に関しては、もっと独特の特色

ある教育活動を表面に出しております。奈留高

校は英語、そして、五島南高校は、先ほど学び

直しと言われましたけれども、リセットをして

高校生活をやり直してみたいという子どもたち

を募集しているわけでございます。

この五島南高校についても、県外から5名、
県内の島外から8名、13名が地域外から来ると
いうようなこともありまして、非常に高い人気

を誇っているところでございます。

入ってきた子どもたちも、先ほどの1つ目、2
つ目の目標に合致できるようにしっかりと指導

してまいりたいと思っております。

【麻生委員】 各学校が、今、生徒たちがいなく

て統合したりしている中で、これだけ離島留学

で着目されているというのは、どういった仕掛

けをしながらやっているのか、ただ単にプログ

ラムをつくって来てくださいという話じゃない

でしょう。各学校を訪問されて、どういう魅力

を発信されているのか。逆に言えば、このこと

が各学校に何が足らないのかとか、そういう一

つの教訓になるかと思いますけれども、この離

島留学が魅力的な形で、やってこようとする仕

掛けづくりがあったのか、その点を教えていた

だきたいと思います。

【林田高校教育課長】まず、生徒募集の中心に

なっているのが、専任のコーディネーターでご

ざいます。平成28年度から3年間、ずっとこの
仕事をしているんですけれども、この専門職を

置くことによって、継続して広報活動を行うに

当たって効果的な施策と、それほど効果的でな

いものが見えてくるわけでございます。例えば、

市町教育委員会に訪問するにしても、反応がい

い市町教育委員会、協力してくれる教育委員会

と、全く無反応な教育委員会に分かれてきます。

そういうところを足でずっと回って丹念に精査

をして、一番効率的な生徒募集をすることがで

きるようになったというのが、この3年間の大
きな変化なのかなと思っています。

もう一つは、離島留学、しま留学というのは、

全国的な潮流です。全国の表舞台では、ご承知

のとおり、島根県の隠岐島前高校というのがご

ざいますが、ここが非常に中心的な役割を果た

しておりまして、島前に引き込まれる形で全国

のしま留学、離島留学の学校がつながっている

という状況です。そこの全国舞台でも我々の5
つの学校がきちんと説明ができるように、そう

いう場を設けて、連携して今取り組んでいると

ころです。

そういった経験値を積んでいくことと、新た

に全国の中でも名前を出して紹介したことが全

国から集まってきている要因になっていると分

析しております。

【麻生委員】 わかりました。今回、予算が少し

減らされておりますが、全国から人が集まって

くる、また、学び直しをしながらやってもらう。

そういう離島留学の取組をぜひ続けていただき

たいと思います。

一昨年、対馬高校の国際文化交流コースを見

学させてもらいました。先生がしっかり取り組

んでいらっしゃるし、一人ひとりにきめ細かく

取り組まれているなということを実感した次第

です。コーディネーターの皆さんがしっかりと

連携してやれるようにお願いしたいと思います。

あと1点、グローバルチャレンジ関係で、今
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回、国際理解教育推進費が組まれておりますけ

れども、前年度対比で850万円ほどマイナスに
なっています。

今、教育方針の中でグローバルチャレンジに

力を入れていくんだという話からいうと、若干

予算が減っているので、多分、外国語指導員の

補助費用が減ったのかなという感じがしますけ

れども、グローバルチャレンジについて実績と

今後の見通しについてどのように取り組もうと

されているのか、お尋ねしたいと思います。

【林田高校教育課長】 横長の36ページの国際
理解教育推進費に係るご指摘かと思います。外

国語指導助手の招致費を600万円ほど減額して
おります。外国語指導助手というのは非常にあ

りがたい存在で、本県の県立高校におきまして

は、今、51名を任用しているところでございま
す。通常、財源でいいますと、これは地方交付

税措置がなされるわけですけれども、ただ、帰

国費用とか赴任費用は県が出さなければいけな

いということもございます。そういった事情も

あって、できるだけ効率的な運営が求められる

ところでございます。

そのため、他県の状況ですとか、生徒数が減

ってきておりますので、現在のＡＬＴの活動状

況等を精査した結果、昨年よりも1名定員を縮
めて50名で運用しようということで、その分減
額になっているところでございます。

【麻生委員】グローバルチャレンジ関係につい

て1,700万円の予算が組まれていますけれども、
対外的にこっちから出かけるんじゃなくて、各

大使館と連携しながら交流させて、多くの子ど

もたちに機会を与える取組ができなかったのか

どうかとか、過去の例があったら教えていただ

きたいと思います。

【林田高校教育課長】大使館という話でござい

ますと、これは一部の学校でございますけれど

も、いろんな研修の機会をいただく、そういう

要請の話がございまして、長崎東高校は国際科

という学科を持っておりますが、長崎東高の生

徒を対象に、某大使館から、その国で行ってい

る事業に参加しないかというふうなことでお話

がありまして、その生徒の派遣に絡む費用等も

この予算の中に入っております。

【麻生委員】 次に、26ページの長崎・福岡・
山口3県における共同運航の実習船の「海友丸」
の件でお尋ねしたいと思います。

この「海友丸」は3県で合同してやっている
んですけれども、1億円を超える予算が組まれ
ております。

今、水産高校は鶴洋高校ですけれども、水産

関係について生徒たちも少なくなってきている

という状況かと思います。あと、中に乗ってい

る乗組員の皆さんも資格が結構難しくて、更新

といいますか、新しい取得者がなかなか入って

こないという状況があるということを聞いてお

ります。

今後、「海友丸」について、大事な水産業の

後継者を育てるという状況があろうかと思いま

すけれども、今後の運営方針、また、予算も昨

年度からすると若干上がっておりますけれども、

上がった要因にどういうことがあったのか、お

示しいただきたいと思います。

【野口教育環境整備課長】実習船の運営費につ

いて2,800万円ほど、昨年度と比べて増額してお
ります。これは「海友丸」自体が5年に1回の定
期検査が必要でございまして、それに要する金

額として1億1,000万円ほどかかります。それを
3県で分担するということでございまして、来
年度については、このような理由で増額させて

いただいているということでございます。

【麻生委員】先ほど申し上げましたように、乗

組員さんとか特殊技術があるということで、な
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かなか若手が入ってこないということを聞きま

した。今後、運営していく中には、人材育成と、

それにつながる人を育てなくちゃいけないんで

すけれども、それについてのお考えはいかがな

んでしょうか。

【鶴田高校教育課人事管理監】「海友丸」の乗

組員、船員の方ですけれども、先ほど言われま

したとおり3県合同で実施しております関係で、
大体3分の1ずつ、船員が乗船しているというこ
とで、本県の乗組員、船員さんは11名でござい
ます。

ご指摘のとおり、だんだん高齢化といいます

か、当然、年を重ねていくと退職等もございま

す。その中で補充を採用していくということで、

これが先ほど申し上げたように11名で、2年に1
人とか、そういった形の採用になります。民間

が好調ということもございまして、採用につい

て厳しい状況ではありますけど、鶴洋高校の卒

業生とか、そういった方を中心に今後とも採用

についてはしっかり確保していきたいと考えて

おります。

また、研修会につきましても、3県合同で船
員さんの研修も毎年実施しているところでござ

います。

【麻生委員】わかりました。3県合同で、今後、
継続してしっかりと取り組んでいただくことを

お願いしたいと思います。

最後に、スポーツの競技力向上で予算を少し

上げていただきました。前回の委員会で、国体

で41位になって相当厳しいご指摘をしていま
したが、今後、予算を付けて、遠征費だとか、

また、専任の人たちの予算増額もありますけれ

ども、改めて今後の目標と、今回予算を付けら

れたことでどういう強化をしようとされている

のか、お尋ねしたいと思います。

【山本体育保健課長】国体が終わった後、課題

の整理をいたしまして、少年種別、特に団体種

目が今回振るわなかったということで、競技団

体からのヒアリング、その中でも少年種別の遠

征費とか合宿費を助成してほしいというご要望

がありましたので、それについて今回、特に国

体少年種別の団体の重点強化ということで、ジ

ュニアの遠征費、合宿費、あるいは中学生段階

からの早い育成強化、発掘というところを見据

えたところで重点的に予算を拡充しているとこ

ろでございます。

あと、ジュニアについて、これまでベスト8
までを重点強化の対象としていたものをベスト

16まで広げるといった次の次を目標にしたと
ころの拡充も行っているところでございます。

今年度、41位ということでございましたが、
下がったものを上げるというのは、なかなか難

しいところではございますけれども、一定、20
位台前半を目指して、30位台、20位台というふ
うに順位を上げていきたいと思っています。

目途といたしましては、当面3年で20位台に
もっていって、5年のうちには、その定着を図
るというような考えでおります。

【麻生委員】 2014年の長崎国体では、皆さん
が大いに頑張っていただいて総合優勝をされま

した。多くの子どもたちが、それを目指して頑

張って、多くの試合も組まれた。もちろん、予

算も多く付けられました。

今後、少子化で子どもたち自体がいなくなっ

てくると、大型といいますか、多くの県と競合

することはなかなか難しいのかなと思いますけ

ども、小学校時代から長期的な取組をお願いし

たいということが1点。
あと1点は、指導者のモチベーションをしっ

かりと上げてもらって目標を共有しながらやっ

ていくような形が大事かなと思っております。

これは教員採用にもかかるので、今回、クラブ
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活動の補助員もなりましたので、総合的な連携

をとりながら目標をしっかり定めてもらいたい

と思います。

そういうことで小学校から連携しながら、指

導者の育成だとか、それと併せて子どもたちも

活動するだとか、指導者に対する講習会だとか

いうことについてはどう考えていらっしゃるん

でしょうか。

【山本体育保健課長】指導者のことでございま

すけれども、本県出身の有望選手が帰ってこら

れるようにといいますか、そういった受け皿の

ところにつきましては、県の体育協会等と連携

して民間の会社等に情報を提供していきたいと

考えております。あと、指導者の研修について

も、競技力向上対策本部の方で各競技団体から

推薦いただいた方を引き続き中央の方に派遣す

るなどして研修等に努めてまいりたいと思って

おります。

今後とも、競技団体や県体育協会と一緒にな

って競技力向上に努めてまいりたいと考えてお

ります。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時 ０分 休憩 ―

― 午後 ３時１６分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第1号議案「平成31年度長崎県一
般会計予算」の関係部分につきましては、教育

委員会の予算は約88％が職員の給与にかかわ
る予算だと認識しております。当然、この部分

は賛成です。

日常の多忙な業務の中で、生徒たち、児童た

ちに寄り添って、どの子の能力も大きく伸びて

いけるようにご尽力されておられる教員、職員

の皆さんに心からの敬意を表します。しかし、

以下の事業は認められません。

一、長崎県学力調査実施事業費653万円。
平成25年に約300万円で始まり、平成28年に
は1,000万円を超え、現在、この予算で実施され
ている事業です。本予算ではありませんが、国

の学力調査と併せて学力テストについては、点

数至上主義になっていくとの危惧を拭えません。

さらに、多忙な現場の先生たちに負担がないと

は言えず、事業の見直しを求めます。

二、この後、委員会で審議をされます第30号
議案は値上げの条例改正、第31号議案は職員減
の条例改正、条例改正に反対の立場から関係す

る予算にも同意できません。

三、債務負担行為の中に消費税増税を前提と

した契約変更、経費が盛り込まれております。

消費税につきましては、増税ストップを求め、

その運動にかかわっている立場から、増税を前

提とした予算編成は認められません。

教育予算を増やし、学校の司書、ケースワー

カー、スクールソーシャルワーカーを増やすこ

と、少人数学級をさらに増やすことを求めて、

予算の反対討論といたします。

【近藤分科会長】 ほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】ほかに討論がないようですの

で、これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

まず、第1号議案のうち関係部分について採
決いたします。

第1号議案のうち関係部分について、原案の
とおり可決することに賛成の委員の起立を願い

ます。

〔賛成者起立〕
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【近藤分科会長】 起立多数。

よって、第1号議案のうち関係部分は、原案
のとおり可決するものと決定されました。

次に、第57号議案のうち関係部分については、
原案のとおり可決することにご異議ございませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第57号議案のうち関係部分は、原案
のとおり可決するものと決定されました。

【近藤委員長】 委員会による審査を行います。

議案を議題といたします。

それでは、教育長より総括説明をお願いしま

す。

【池松教育委員会教育長】教育委員会関係の議

案について、ご説明いたします。

「文教厚生委員会関係議案説明資料 教育委員

会」の1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いたしておりますのは、

第18号議案「職員の勤務時間、休暇等に関する
条例の一部を改正する条例」、第30号議案「県
立高等学校等条例の一部を改正する条例」、第

31号議案「市町村立学校県費負担教職員定数条
例及び県立学校職員定数条例の一部を改正する

条例」、第32号議案「学校職員の特殊勤務手当
に関する条例の一部を改正する条例」、第33号
議案「長崎県立長崎図書館の講堂の使用に関す

る条例を廃止する条例」、第34号議案「長崎県
立上五島海洋青少年の家条例を廃止する条例」

であります。

はじめに、条例議案について、ご説明いたし

ます。

第18号議案「職員の勤務時間、休暇等に関す
る条例の一部を改正する条例」は、平成30年10
月5日に行われた県人事委員会の職員の給与等

に関する報告及び勧告や国家公務員の取扱いの

状況等を踏まえ、時間外勤務命令の上限を設定

するため、所要の改正をしようとするものであ

ります。

第30号議案「県立高等学校等条例の一部を改
正する条例」は、県立高等学校等証明手数料に

ついて、他県の状況等を踏まえ、所要の改正を

しようとするものであります。

第31号議案「市町村立学校県費負担教職員定
数条例及び県立学校職員定数条例の一部を改正

する条例」は、児童生徒数等により算定される

教職員定数の増減や県単独による定数の減など

に伴い、所要の改正をしようとするものであり

ます。

第32号議案「学校職員の特殊勤務手当に関す
る条例の一部を改正する条例」は、教員特殊業

務手当について、義務教育費国庫負担金の算定

基準の見直しに準じ、所要の改正をしようとす

るものであります。

第33号議案「長崎県立長崎図書館の講堂の使
用に関する条例を廃止する条例」は、平成31年
度に県立長崎図書館を解体することから、図書

館の講堂の使用に必要な事項を定めた条例を廃

止しようとするものであります。

第34号議案「長崎県立上五島海洋青少年の家
条例を廃止する条例」は、県立上五島海洋青少

年の家を平成31年4月1日に新五島町へ移譲す
るに当たり、当該施設の設置及びその管理に関

する事項を定めた条例を廃止しようとするもの

であります。

なお、移譲後も新上五島町立の施設として現

行の青少年教育を目的とした施設運営が継続さ

れることとなっており、建物及び備品等の県有

財産については、無償で譲与を行う予定であり

ます。
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なお、この件につきましては、後ほど生涯学

習課長から補足説明をいたします。

続きまして、議案外の報告事項について、ご

説明いたします。

（契約の締結の一部変更について）

平成29年2月定例会で可決された「長崎県
立・大村市立一体型図書館及び大村市歴史資料

館」（仮称）新築工事ほか2件の工事の契約の
一部変更について、地方自治法第180条の規定
に基づく軽易な事項として専決処分させていた

だいたものであり、その内容については、記載

のとおりでございます。

次に、議案外の主な所管事項について、ご説

明いたします。

4ページをご覧ください。
（新規高等学校卒業者の就職状況について）

本県の公立高等学校における新規卒業者の就

職内定率は、高校教育課の調査結果によると1
月末現在で96.6％と、前年同期（95.8％）を0.8
ポイント上回っており、高校生を取り巻く雇用

情勢は、改善傾向にあります。一方で、県内就

職割合は59.3％と、前年同期（59.9％）を0.6
ポイント下回っており、県外企業の採用意欲が

引き続き強い状況にあることから、これまで以

上に県内就職希望者への支援の充実が必要と考

えております。

県教育委員会では、これまで、キャリアサポ

ートスタッフの配置など県内就職希望者を支援

する事業を展開するとともに、長崎労働局や産

業労働部など関係機関と連携して県内企業に対

して採用枠拡大と早期求人を要請するなど、高

校生の就職支援に取り組んでまいりました。

また、就職未内定者に対しては、県教育委員

会作成の就職支援の手引書を配布するとともに、

ハローワーク等との連携により求職登録の促進

を図るなど、就職決定に向けた継続的な支援に

努めているところです。

平成31年度においても、多様化する進路希望
に応える教育を充実していくとともに、関係機

関とのさらなる連携強化を図り、就職を希望す

る高校生の就職支援に努めてまいります。

（第四次長崎県子ども読書活動推進計画の策定

について）

平成31年度からの5年間を計画期間とする第
四次長崎県子ども読書活動推進計画については、

平成30年9月定例会で素案へのご意見をいただ
くとともに、10月5日から11月2日の期間におい
て、パブリックコメントを実施しました。いた

だいたご意見を踏まえ、外部有識者からなる「第

四次長崎県子ども読書活動懇談会」で協議を重

ね、昨年12月に計画を策定いたしました。
今後、本計画に基づき、子どもの発達段階に

応じた読書習慣の形成や読書関係者の資質向上

と連携を強化する取組を通じて、子ども読書活

動を推進してまいります。

（新県立図書館の整備について）

大村市に整備を進めてまいりました「ミライ

ｏｎ図書館」については、去る1月31日に竣工
しました。現在、県立図書館の資料や執務室等

の移転作業などに着手したところであり、10月
5日の開館に向けて、引き続き、大村市とも連
携協力しながら計画的に準備を進めてまいりま

す。

また、ミライｏｎ図書館では、全国トップク

ラスとなる202万冊の収蔵能力を活かし、県民
の多様なニーズに応えるとともに、日常生活に

おける様々な課題解決への支援を行うなど、多

様な学習機会を提供する生涯学習の拠点となる

よう取り組んでまいります。

「文教厚生委員会関係説明資料（追加1）」
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の1ページをお開きください。
（障害者雇用について）

障害者の雇用を促進するため、障害者を対象

とした平成31年度の採用選考試験を追加して
実施しました。

教員の選考試験には、「高校化学」、「特別

支援学校」それぞれ1名の志願があり、実習助
手については4名、教育事務については7名の志
願がありました。

選考の結果、教員2名、実習助手4名、教育事
務2名を平成31年4月から採用する予定であり
ます。

今回の追加試験では、実習助手において障害

者特別選考枠を新設し、教育事務の選考試験で

は、受験対象者をこれまでの身体障害者に加え、

精神障害者や知的障害者に拡大し、併せて受験

年齢制限の引き上げを行いました。

今後、教員等においては、平成32年度の障害
者特別選考試験から、知的障害者、精神障害者

を受験対象者に加えるとともに、年齢制限の見

直し等を行うこととしております。

障害者を対象とした採用選考試験の実施に当

たっては、今後とも具体的な受験資格の要件や

職務内容について周知を行い、志願者の確保を

図るとともに、働きやすい職場環境づくりに取

り組むなど障害者雇用の一層の推進に努めてま

いります。

（教職員の不祥事について）

平成28年7月ごろから平成31年1月にかけて、
校内の体育館等に、女子児童を個別に呼び出し、

一対一の環境下で、わいせつ行為を行った県内

の小学校教諭を2月15日付で懲戒免職処分とし、
当該教諭を管理監督する立場にあった同校の校

長を懲戒戒告処分といたしました。

また、平成30年9月に、生徒間のトラブル相

談に関して、関係生徒及び保護者に大きな失望

感と喪失感を与え、結果として転学することに

なる不適切な発言を行った長崎市内の中学校教

諭を同じく2月15日付で懲戒戒告処分とし、当
該教諭を管理監督する立場にあった同校の校長

を懲戒戒告処分といたしました。

さらに、平成31年2月3日に、長崎市内の路面
電車内で女子生徒の体を触ったとして、大村市

内の中学校教諭が長崎県迷惑行為等防止条例違

反の疑いで逮捕されました。当該案件につきま

しては、今後、事実関係を慎重に確認の上、厳

正に対処してまいります。

県内の教育関係者が総力を挙げて不祥事根絶

と信頼回復に向けて取り組んでいる中、教職員

によるこのような不祥事が相次いで発生したこ

とは、学校教育に対する信頼と期待を裏切り、

県民に失望と不信感を与えるものであり、県議

会をはじめ県民の皆様に対し、深くお詫び申し

上げます。

県教育委員会といたしましては、引き続き、

あらゆる機会を通して、全ての教職員に対し、

児童生徒の教育に携わる職にあることの自覚を

厳しく促してまいります。

特に、わいせつ行為等の防止に向けては、次

年度から、「わいせつ行為等防止のための自己

分析チェックシート」を全教職員を対象に実施

する予定であり、これまでの不祥事防止の取組

とあわせて、不祥事根絶と信頼回復に向けて、

教職員の使命感や倫理観の高揚、服務規律の徹

底を一層図ってまいります。

そのほか、「長崎県の未来を創る『ふるさと

教育』応援フォーラムについて」、「『子ども

県展』の開催について」、「スポーツにおける

活躍について」、「文化財の指定について」の

内容と所管事項の詳細については、文教厚生委
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員会関係議案説明資料に記載させていただいて

おります。

以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますよう、お願い申し

上げます。

【近藤委員長】次に、生涯学習課長より補足説

明を求めます。

【山口生涯学習課長】お手元に配付しておりま

す横長の「平成31年2月定例県議会文教厚生委
員会説明資料」及び縦長1枚ものの「『県立上
五島海洋青少年の家』の新上五島町への移譲に

ついて」をご準備ください。では説明いたしま

す。

まず、横長7ページをお開きください。
1の要旨及び2、施設移譲の経緯についてです

が、現在、県立の青少年教育施設は、県内に6
施設ございます。

県の行財政改革に基づき、県有施設としての

あり方を検討してきたところ、上五島海洋青少

年の家については、敷地が町有地であり、また、

平成元年度の供用開始以来、町が管理運営をし

てきたことなどを理由に、施設の移譲について

新上五島町と協議を重ねてまいりました。その

結果、平成30年末をもって、町に移譲すること
となりましたので、県有施設としての設置及び

その管理に関する事項を定めた本条例につきま

して、廃止しようとするものであります。

3の施行日でございますが、平成31年4月1日
としております。

4の経過措置についてでございます。
条例廃止後に、利用料金の還付や施設を毀損

した利用者に対して損害賠償を求める可能性が

考えられるため、条例の附則として経過措置を

定めております。

次に、縦長1枚ものの資料をご用意ください。
まず、1、施設の概要についてですが、本施

設は、平成元年に供用開始し、施設としては80
名宿泊可能な本館、体育館、艇庫及び炊飯棟が

あり、敷地は町有地を県が借り上げております。

供用開始以来、町が管理運営を行い、現在は、

指定管理者として町を指定しております。

2、施設移譲の主な経緯についてですが、平
成29年度に移譲に関して町の同意が得られま
した。同年9月の本委員会において、平成31年3
月の移譲に向けて協議を進めていくことをご報

告いたしました。

なお、同年度に、当分の間は、町での大規模

改修工事が必要とならないように、県において

内外部の改修工事を実施しております。

2ページをご覧ください。
今後の予定としましては、県有財産の譲渡契

約を町と締結し、平成31年4月1日からは新上五
島町立の施設として運営することとしておりま

す。

4、県有施設の処分方法については、移譲後、
「新上五島町立上五島海洋青少年の家」の名称

で、現在の設置目的である青少年教育施設とし

て活用するため、長崎県県有財産の交換、譲与

等に関する条例第3条により、無償で譲与を行
う予定でございます。

今後も、県内の青少年教育施設として県立施

設との共同した体験プログラムの開発や利用促

進のための広報など、引き続き連携を図りなが

ら、支援を行ってまいります。

以上、よろしくご審議をお願いします。

【近藤委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。
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【堀江委員】文教厚生委員会説明資料、横長資

料の5ページ。
まず、第33号議案「長崎県立長崎図書館の講

堂の使用に関する条例を廃止する条例」。これ

は、長崎図書館の講堂を解体するので、定めた

条例を廃止するというのは理解をします。

しかし、郷土資料センターと言ったらいいん

ですかね、新たに建て替わった時に、ここで使

われていた講堂ということを住民の皆さんも利

用する機会もあるかと思うんですが、これは郷

土資料センターに新たに講堂なり研修室なりが

できるということでいいんですか、教えてくだ

さい。

【吉田新県立図書館整備室長】 平成33年まで
に整備する予定の郷土資料センターにおきまし

ては、今までも長崎ゆかりの文学等に関して図

書館での主催講座等も行ってまいりましたし、

今後とも郷土資料の収集・提供の拠点として情

報発信していく必要がございますので、一定の

集会、研修のスペースは整備したいと考えてお

ります。

【堀江委員】研修のスペースが確保できるとい

うことは、それができた時点で、また新たに、

こういう使用条例という形の条例を再度その時

に設けるということに理解していいんですか。

【吉田新県立図書館整備室長】確かに、これま

でも一般の方のご利用もございました。今後と

も、新たな集会、研修スペースにおいて、図書

館運営に支障がない範囲で一般の方には開放し

ていきたいと思っております。その際は、光熱

費でありますとか、維持管理費に必要な経費と

しての使用料というのは想定されると考えてお

ります。

【堀江委員】 了解いたしました。今回、講堂が

解体するので、このかかわる条例を廃止するん

だけれども、新たに郷土資料センターがつくら

れた時には、市民の皆さんが利用できる研修セ

ンターというのは確保できるということで認識

をいたしました。

同じ資料の3ページ、第31号議案「市町村立
学校県費負担教職員定数条例及び県立学校職員

定数条例の一部を改正する条例」ですが、これ

は毎年、年度初めに児童生徒数によって算定さ

れる職員の定数の増減を決めるという内容なん

ですが、特別支援学校が9人の増、小学校、中
学校が11人の減、あるいは県立学校の中学校、
高校が18人の減ということです。私はいつも主
張するんですが、児童生徒、または生徒が少な

くなる、そしたら先生方を少なくするんじゃな

くて、そのまま先生たちは残して、それこそ少

人数学級をさらに進めていくという立場には立

てないのかと思うんですけど、見解をお示しく

ださい。

【柴田教職員課長】教職員の定数につきまして

は、こちらに記載しておりますとおり、標準法

に定めます教職員定数の増減等、それから、県

単定数の増減等に伴いまして改正をしてきたと

ころでございます。

基本的に児童生徒数等によって算定されます

自然増減につきましては、国の方から措置をさ

れるということでございますので、この分が非

常に大きくございまして、予算的なことから、

その定数を削減せずに、そのまま残すというの

は非常に厳しい状況でございます。

【堀江委員】 私の立場からすれば、新幹線に

187億円使うんだったら、ここに使ってほしい
という思いがあります。私の意見です。

同じく、その2ページの第30号議案「県立高
等学校等条例の一部を改正する条例」で質問し

ます。
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これは県立学校等の、いわゆる証明手数料を

350円から400円に改定すると。その理由が「他
県の状況を踏まえ」と。これは他県と合わせな

きゃいけないということですか。

【野口教育環境整備課長】改定の理由でござい

ますが、他県と同じ並みで手数料を設定させて

いただきたいということも一つはございます。

といいますのが、この400円の設定の理由とし
ましては、証明書発行のコストというものを検

証的に見ました時に、そのコストには職員がか

かわるコストというものもございますし、また、

経常的な経費として紙代や印刷代というものも

ございます。そういったものを検証した場合に、

1件当たり400円というのは、決して高いもので
はなくて妥当な金額という判断をしております。

全国においても、7割ぐらいの県で400円に設定
がされております。

そういったことで、他県に合わせるというよ

りも、その400円が妥当なのだというふうな考
えを持っているというところでございます。

【堀江委員】 7割の県が400円ということは、3
割の県は400円じゃないんですよね。
九州でも、お話によりますと沖縄は200円、

それが平成31年度から350円、長崎が今350円な
のに合わせるんですよね。

そういう意味では、改正の理由が、「他県の

状況を踏まえ」というだけでは、別に合わせな

くてもいいのであれば、上げなくてもいいので

はないかというふうに思います。

なんで私がこれにこだわるかというと、長崎

県は財政が厳しいと、財政が厳しいから歳出、

どういう事業に何をやるかということをすごく

精査をして削る、あるいはそのまま維持すると

するじゃないですか。同時に歳入、これは県民

に負担をかけるんでしょう、ここをどれだけ精

査したかということですよ。

知事部局と合わせるという理由も事前にお聞

きしたんですが、例えば、第30号議案では、ケ
アマネジャーの証明書の交付をするとかという

のも同じような条例の中で改正があるんですね。

100歩譲って、ケアマネジャーの人たちは仕事
をしているじゃないですか。収入があってケア

マネジャーの証明書を受けるのに、例えば上が

ったにしてもできますよね。

この高校の証明というのは、大学進学、就職

のため、資格取得のため、長崎で学んだ高校生

が第二のステージに行く時に必要とする証明で

しょう。そこを値上げをする。そこまでやるか

長崎県はという思いがですね、私は、この条例

改正を見てすごく思ったんですよ。そこまです

るのか、長崎県は。これだけ長崎で学んだ子ど

もたちを大事にしようと言いながら、自らの高

校の証明料を取るのに350円から400円。わずか
な額かもしれないけれど、対する精査の段階の、

ここまでしなくてはいけないのかという思いが

あるわけですよ。これを上げたところで長崎県

の収入にどれだけ影響があるのというふうに思

うんですけど、そのことに対する見解をお示し

ください。

【野口教育環境整備課長】 350円から400円に
することによって、本年と同じ証明の件数であ

ればですね、42万円ほどの収入増となってまい
ります。

先ほど委員からご指摘がありましたように、

知事部局の改定に合わせた改定ということにし

ておりまして、現在の350円といいますのは、
平成7年に300円から350円に知事部局の改定に
合わせて設定をしたものでありまして、24年間、
そのまま改定を行っていないということであり

ます。今回、先ほど申しましたように上げさせ
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ていただいて、県の収入増を図りたいというふ

うな考えがございます。

それで、卒業した学校の証明を取るのに50円
上げないといけないのかというようなご指摘で

ございますけれども、高校卒業後の進路という

のは、就職する生徒もおれば、進学する生徒も

おって、さまざまでございます。この証明手数

料については、在学生からは一切いただいてお

りません。全額免除をしております。

そういうこともございまして、在校生を除い

て、受益者負担の原則というところからも、卒

業生については証明手数料について負担をして

いただきたいというような考えを持っていると

ころであります。

【堀江委員】この程度にとどめますけど、私と

しては、歳出のところを厳しく精査するのであ

れば、歳入のところも十分な精査をした上で、

こういう部分については上げなくてもいいとい

う意見を私は持っております。

【近藤委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもちまして質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第30号議案「県立高等学校等条
例の一部を改正する条例」につきましては、値

上げの条例改正であり、県民への負担を押しつ

けるということで反対をいたします。

それから、第31号議案につきましては、児童
生徒の減で先生の数を減らすということではな

くて、先生の数はそのままに、少人数学級の実

施を進めてほしいという立場から反対をいたし

ますので、よろしくお願いいたします。

【近藤委員長】 ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

まず、第30号議案について採決いたします。
第30号議案について、原案のとおり可決する
ことに賛成の委員の起立をお願いします。

〔賛成者起立〕

【近藤委員長】 起立多数。

よって、第30号議案は、原案のとおり可決す
ることに決定されました。

次に、第31号議案について採決いたします。
第31号議案について、原案のとおり可決する
ことに賛成の委員の起立をお願いします。

〔賛成者起立〕

【近藤委員長】 起立多数。

よって、第31号議案は、原案のとおり可決す
ることに決定されました。

次に、第18号議案、第32号議案ないし第34
号議案については、原案のとおり可決すること

にご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第18号議案、第32号議案ないし第34
号議案は、原案のとおり可決するものと決定さ

れました。

次に、提出されました「政策等決定過程の透

明性等の確保などに関する資料」について、説

明をお願いします。

【中尾総務課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づきまして、本委員会に提出い

たしました教育庁関係の資料について、ご説明

いたします。
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対象期間は、平成30年11月から平成31年1月
まででございます。

まず、提出資料1ページです。
これは、県が箇所づけを行って実施します市

町等に対し内示を行った補助金についての実績

でございまして、直接補助金は、指定文化財保

存整備事業補助金の1件となっております。
次に、2ページでございます。
これは、1,000万円以上の契約案件についての

実績であり、計4件となっております。そのう
ち競争入札については3件、公募型プロポーザ
ルは1件であり、その結果につきましては、3ペ
ージから7ページに記載のとおりでございます。
最後に、8ページから10ページは、附属機関

等会議結果の報告であり、第三期長崎県高校改

革推進会議 第4回会議及び第四次長崎県子ど
も読書活動懇談会の会議結果を掲載しておりま

す。

説明は以上でございます。

【近藤委員長】以上で説明が終わりましたので、

陳情審査を行います。

お手元に配付しております陳情書一覧表のと

おり、陳情書の送付を受けておりますので、ご

覧願います。

陳情書について何か質問はありませんか。

【浅田委員】 陳情書第７、第8は、同じ県庁跡
地に関する陳情書かと思うんですが、この中に

書かれております、この県庁跡地については非

常に歴史あふれるものであるということに関し

まして、県民、市民の意見、学識者、専門家な

どの見解を聞いて決定していただくよう陳情を

申し上げるというふうになっておりますが、こ

の間、一般質問でも質問させていただいた時に、

埋蔵文化財に関しましてはしっかりと調査をす

るということだったんですけれども、現在、こ

の部分に関してこちらの所管になっております

ので、どのような状況でここの文化財を守ろう

とする見識と、あとは専門家等の意見を聞いて

決定しようというような予定があるのかどうか、

そのあたりの庁内での話がどのようになってい

るのかという点、1点だけお伺いしたいと思い
ます。

【草野学芸文化課長】旧県庁舎の敷地は、周知

の埋蔵文化財の包蔵地ということで、工事等の

開発行為を行う場合には、事前に発掘調査をす

る必要がございます。

現在、旧県庁舎自体は解体工事を始めており

まして、本年10月の中旬ぐらいまで、その工事
が進められる予定となっております。発掘調査

は、それ以降になるかと考えております。

平成21年、22年に、まちづくり推進室の依頼
を受けて、予備調査を実施しております。石垣

も含めまして13カ所ほど予備調査をしたんで
すけれども、その場合には、旧県庁舎の議会棟

のれんがづくりの遺構とか、江戸時代の石垣等

の遺構等が確認されております。

本来、埋蔵文化財の包蔵地というのは現状維

持というのが原則でございますけれども、こう

いった学術的な調査もするということで、私ど

もとしては、次の調査の中で18カ所ぐらい、ピ
ットという試掘坑を掘って、学術的な調査をし

ていこうという計画を持っております。

そういったことで必要な発掘調査を進める方

向で今後進めていきたいと考えております。

【浅田委員】この間も知事から、しっかりとや

っていくというご答弁はいただきました。

なぜ、この陳情書を出された方々がこだわっ

ているかといいますと、長崎市が、埋蔵文化財

はもうほぼ、そこは今まで建物も建っていたし、

調査とかもしてきたので、大事なものはないと
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言った後に、そういったものが実際出てきて、

かなり紛糾したというようなことがございます。

そういうこともしっかりと留意していただいた

上で、ここはやっぱり日本全体、長崎だけでは

なくて、日本中、鎖国時代から全ていろんなこ

とが行われているところでありますし、長崎の

基礎となるような場所であります。そういう意

味においても、地域の声、有識者の声もしっか

り聞きながら、また、検討の方も進めていただ

ければと思っております。埋蔵文化財だけに限

らず、ここに書かれていることに関しましても、

しっかりとご留意いただきたいと思います。こ

れは要望にとどめます。

【近藤委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問ありません

か。

【中島(浩)委員】 6、7ページの入札結果一覧表
についてですけども、新図書館情報システム等

ということで、ネットワーク機器の賃貸借及び

保守と。もう1件が業務用端末等の賃貸借及び
保守ということで、同じシステムの中で2つに
分けて入札をされておりまして、別の業者さん

がおのおの取られていらっしゃるという状況で

す。これは保守等で考えれば、1者の方がうま
くいくんじゃないかなという考えなんですけど

も、逆に2つに割った方がいいのかどうかとい
うお尋ねなんですけれども、いかがでしょうか。

【吉田新県立図書館整備室長】ネットワーク工

事に関しましては、図書館内の、いわゆるネッ

トワークでございますが、これと今回別の業務

用端末というのは、ネットワークの最終的には

端末という、いわゆるパソコンでございまして、

ネットワークを管内に引く少し工事的な部分が

ございます。もう一つの業務用端末というのは、

いわゆる備品の賃貸ですが、調達ということで

分けたというところでございます。

【中島(浩)委員】 そしたら別物と考えてよろし
いわけですね。端末と、中のシステムの工事が

別ということですね。わかりました。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時５３分 休憩 ―

― 午後 ３時５３分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質問もないようですので、

本日の審査はこれにとどめ、明日は午前10時よ
り、引き続き教育委員会関係の審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時５４分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  平成３１年３月６日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時１１分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 近藤 智昭 君

副委員長(副会長) 浅田眞澄美 君

委   員 三好 德明 君

〃 野本 三雄 君

〃 中山  功 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 深堀 浩 君

〃 中島 浩介 君

〃 ごうまなみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 麻生 隆 君

３、欠席委員の氏名

       な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

教 育 長 池松 誠二 君

政 策 監 島村 秀世 君

教 育 次 長 本田 道明 君

総 務 課 長 中尾美恵子 君

総務 課企画 監 松﨑 耕士 君

県立学校改革推進室長 小野下和宏 君

福利 厚生室 長 竹中  望 君

教育環境整備課長 野口 充徳 君

教 職 員 課 長 柴田 昌造 君

義務 教育課 長 木村 国広 君

義務教育課人事管理監 高鍋 洋 君

高校 教育課 長 林田 和喜 君

高校教育課人事管理監 鶴田 栄次 君

高 校 教 育 課
児童生徒支援室長

本村 公秀 君

特別支援教育課長 池田 孝之 君

生涯 学習課 長 山口 千樹 君

新県立図書館整備室長 吉田 和弘 君

学芸 文化課 長 草野 悦郎 君

体育 保健課 長 山本 忠敬 君

体育保健 課 体 育 指 導監 小柳 勝彦 君

教育センター所長 長谷川哲朗 君

福祉 保健部 長 沢水 清明 君

政策監(地域医療政策担当) 中田 勝己 君

福祉保健部次長 上田 彰二 君

福祉 保健課 長 渡辺 大祐 君

福祉保健課企画監
（福祉保健総合計画
・企画予算担当）

岩崎 次人 君

監査 指導課 長 磯本 憲壮 君

医療 政策課 長 伊藤 幸繁 君

医療人材対策課長 石田 智久 君

薬務 行政室 長 本多 雅幸 君

国保・健康増進課長 小田口裕之 君

長寿 社会課 長 小村 利之 君

長寿社会課企画監
（地域包括ケア担当）

峰松 茂泰 君

障害 福祉課 長 桑宮 直彦 君

原爆被爆者援護課長 橋口 俊哉 君

こども政策局長 園田 俊輔 君
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こども未来課長 濱野  靖 君

こども家庭課長 今冨 洋祐 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【近藤委員長】 おはようございます。

委員会を再開いたします。

なお、野本委員から所用により本委員会への

出席が遅れる旨の連絡があっておりますので、

ご了承をお願いします。

昨日に引き続き、教育委員会関係の審査を行

います。

議案外所管事項に対する質問を行うこととい

たします。

質問はありませんか。

【松本委員】 それでは、まず、子ども読書推進

計画、議案説明資料の4ページから、昨日も質
問しましたが、「第四次長崎県子ども読書活動

推進計画」がつくられております。

こちらもすごくよく頑張っておられて、ほと

んどの数値目標を達成しておられることには、

大変評価をいたすところでございます。

その中で一つ気になったのが、16ページに書
いてあるところなんですが、昨日の答弁でも、

図書ボランティアグループの活動の中で、ボラ

ンティア数はすごく増えております。平成26年
に3,633人が、平成29年には5,062人ということ
で、当初の目標の3,700人を大幅に超えていらっ
しゃる。これは非常に評価するところですが、

ただ、ちょっと気になるのが、その下のボラン

ティアネットワークを対象とした研修会の開催

という中で、平成26年に31講座、20団体が受け
て1,275人が受講したのに対して、平成29年は
17講座、12団体、701人ということで、半分近

くに減っているということです。ボランティア

の数が増えているのに、地域における研修会と

いうのがあまり活発に行われていないこの状況

に対してどのようにお考えか、お尋ねします。

【山口生涯学習課長】まさに委員がご指摘され

ているとおりでございます。この講座は、図書

ボランティアさんたちが自主的に手を挙げて、

研修会をするということで私どもに申し込んで

こられて、それを支援するものでございます。

平成30年度、今年度の実績です。今のところ
18講座、17団体で、受講者が1,195名というこ
とで、受講者数は少し戻っておりますが、おっ

しゃるとおり、団体数や講座数は減っておりま

す。

この原因につきまして、私どももいろいろ考

えているところですが、2つあると思っており
ます。ボランティア数は増えていますが、一個

の団体が小さく、人数が少ないということで、

それぞれが隣の団体と連携をしたり、それから、

自ら研修をしたりするまで至っていないという

のが一つだと思います。それから、私どものこ

のような講座があるということの周知が徹底で

きていないという、この2点であると思ってお
ります。

そこで、平成29年度と今年度は、国の委託事
業を活用しまして、昨年は県内5カ所、今年は3
カ所で、ボランティア対象の私たちが行う主催

の講座を行いましたところ、それぞれ207名と
か、160名とか参加がありました。
このことから、自主的なところはやられるん

だけれども、私どもも出ていって講座を打たな

ければいけないという結論に達しましたので、

平成31年度、新年度からは、5カ年で県内の全
市町で講座をやっていこうということで予算化

をしているところでございます。
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【松本委員】私の娘の通う学校でも、図書ボラ

ンティアという活動があっていまして、お母さ

んたちが仕事の合間を縫って10名ほど、図書の
先生のお手伝いをしようということで活動をさ

れてらっしゃるんですけれども、おっしゃると

おり、やっぱり少人数、10人前後のグループで
やっているものですから、限界もあるし、活動

の幅も広がらないという中で、先日、地元の福

重の「白馬様（しらうまさま）」という物語を

紙芝居にして、子どもたちに読み聞かせをして、

その活動が、ただ、なかなか人が変わっていく

もので、継承できていかないというご相談を受

けたことがあります。幸い県立図書館ができて、

場所も整ってまいりますので、やはり家庭での

図書の教育というのは大事だと思いますし、Ｐ

ＴＡさんたちの協力も必要だと思います。

ただ、そういったところで後押しを、やはり

研修会というのは、確かに負担も出てきますけ

れども、することによって事業の内容も、また、

参加者も増やすことによって周知も広がってい

くと思いますので、そちらのほうの周知の徹底

をしていただきたいと思います。

2つ目に、県立図書館についてでございます。
議案説明資料の5ページのところに書いてあり
ます。1月31日に竣工いたしました。2月17日に、
完成に伴っての内覧会がございまして、私も三

好委員と一緒に見させていただき、すばらしい

図書館だと思いました。

ただ、でき上がって建物があるにもかかわら

ず、オープンが10月5日ということで、かなり
時間があります。この期間を利用して、もちろ

ん本の引っ越しをするんでしょうけれども、ま

ず、県民への周知等は、どのようにこの期間取

り組んでおられるか、タイムスケジュール等も

含めてお考えをお尋ねいたします。

【吉田新県立図書館整備室長】 10月5日まで半
年以上ございますので、当然、移転作業を優先

して作業を行ってまいりますが、委員のおっし

ゃるとおり、県民の皆様への周知広報は重要か

と思っております。

既存のさまざまな県政の広報手段を活用しな

がら、当然やっていきますし、新年度予算では、

開館に向けたイベントの経費も予算計上させて

いただいております。

このあたりは、大村市と一緒になって、さま

ざまな広報活動を行っていきたいと考えており

ます。

【松本委員】せっかく新しくオープンして、駐

車場も200台あるわけですから、長崎市から移
らせていただいた中で、いかに県民の方に、大

村市民だけじゃなくて、県民皆さんが活用して

いただくためには、やはりそこにあるんだとい

う周知を、この期間を利用してやっぱりするべ

きだと思いますし、ただ本を借りるだけではな

く、企画にもあるように、やっぱり地元の小中

学生、高校生や県内の小・中・高校生も利用で

きるような図書イベントをどんどん積極的に開

催をしていただきたい。その中での新しい県立

図書館という役割を、やはり使っていただかな

いと、せっかくつくったものもただの箱になっ

てしまいますから、そこの部分をしっかり頑張

っていただきたいと思います。

特に合築ということで、今、市とも協議して

いますが、市の職員と県の職員が一緒に働くわ

けでございまして、そこの部分に対しても、や

はり準備というのは十分に必要であると思いま

すが、新しい雇用とかも生まれるのかという県

民の方からの問い合わせも出ております。

また、今、障害者雇用に対しても県教委が一

生懸命頑張っておられますが、その辺も含めま
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してどのようにお考えか、お尋ねいたします。

【吉田新県立図書館整備室長】 ミライon図書
館につきましては、全国2例目の県と市の合築
による図書館ということで、県の職員、市の職

員が一体となって共同で運営する図書館でござ

います。

そういう意味では、お互いのノウハウを生か

しながらやっていくということで、人を増やす

ということはなかなか難しくはございますが、

欠員等の補充があれば、適切な人材を確保して

いきたいと考えております。

障害者雇用につきましても、図書館でできる

業務が、どういう業務があるかというのを精査

しながら、募集をしていきたいと思っておりま

す。

【松本委員】何か、本当にやる気があまりにじ

み出てこない。真面目に、本当に一生懸命やっ

てらっしゃるのはわかるんですけれども、そこ

の部分は、ぜひ室長も、10月5日のオープンに
向けてやるんだという意気込みを答弁の中にも

感じられるように取り組んでいただきたいんで

す。

ただ、調べたら、障害者のほうももう既に求

人が非常勤でハローワークのほうで上がってい

ましたので、やはりそういうところは配慮をし

ていらっしゃると思いますし、また、県民の方

が集うカフェ等も公募するという話も聞いてお

ります。やはりそういったところで地域と密着

してやっていくことも大事だと思います。

また、その期間中には夏休みがございますの

で、やはりそこの部分をどう活用するかという

のを、今の段階から早く取り組んでおかないと、

間際になってから周知しても遅いわけでござい

まして、部分開業できるのか、イベントをする

のかというのも夏に向けて、4月、新年度が始

まってからもしっかりと協議していただきたい

と思います。

最後に、伝統文化についてご質問いたします。

私の地元の地区で「郡三踊」という伝統芸能

がございまして、「黒丸踊・寿古踊・沖田踊」

というこの三踊りが県指定の重要無形民俗文化

財だったんですが、平成26年3月に、ご尽力賜
りまして、国指定重要無形文化財に登録をいた

だきました。それから、早いもので4年がたつ
わけでございます。

そのときは、ちょうど文部科学副大臣が谷川

先生で、文科省の方も視察に来られて、地元も、

国指定をとった時は祝勝ムードのような雰囲気

だったんですが、先日、そこの保存会の総会に

お伺いした時に、あれから4年間たっても何の
補助も、1円もないと。国指定になったけれど
も、どういった支援を国がしてもらえているの

かという疑問があるということで、私も、とっ

てしまったことに一つの区切りがついたと思っ

て、反省をしているわけでございますが、この

4年間で、三踊に対して、国指定になってどの
ような取り組みがあったのか、お尋ねをいたし

ます。

【草野学芸文化課長】 大村の郡三踊は、平成

26年3月に国指定の重要無形民俗文化財に指定
されております。国指定の重要無形民俗文化財

に指定されますと、国の方から鉦や太鼓などの

用具、それと衣装などのそういった道具を新調

する際には、国が事業総額の2分の1を補助する
と。県のほうからも、残りの3分の1を継ぎ足し
ということで補助するようなシステムはできて

おります。

そういったところでありますけれども、黒丸

踊等については、自分たちで道具をつくってお

られるようなこともありまして、事業スキーム
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の基準であります総額200万円を超えるような
事業はまだなされてないということで、今のと

ころ、そういった申請は上がってきておりませ

ん。そういう状況でございます。

【松本委員】せっかく国指定をいただいたけれ

ども、この200万円という金額以上じゃないと
補助ができないという、今答弁であったとおり、

自分たちで手弁当でつくってらっしゃるもので

すから、結局補助の対象にならないということ

で、4年間補助がなかったという状況にあるわ
けでございます。

国指定というのは大変名誉なことであります

が、実際その保存会に行った時に、もう何百年

も地域で伝承をしているんですけれども、結局

踊り手、特に子どもさんが、なり手がいないと。

なり手も踊り手も総勢50人以上がボランティ
アでやっているものですから、練習だけでもか

なりの負担になるということで、どうにか継承

できないかと。黒丸踊も厳しいんですけど、そ

の中の寿古踊は、あと5年しかもたないんじゃ
ないかと。せっかく国指定をいただいたのに、

本当に残念だという話を聞いている中で、何か

できることはないかと考えているんですが、国

のほうで何か施策等はないかどうか、お尋ねを

いたします。

【草野学芸文化課長】現実的には、国の基準が、

新調する際に補助をするというスキームですか

ら、国、県ではそういった少額の援助というの

は補助事業としてはなかなか難しい点もござい

ます。

大村市のほうからも一定支援はされているか

と思いますけれども、文化庁の一つの事業で、

伝統文化親子教室事業というのがございます。

これは長期休業中などに子どもたちを集めて体

験活動や伝承教室などを開いた場合に支援する

事業で、放課後であったり土曜日、そういった

ものも活用した事業も対象となります。上限50
万円ですけれども、そういった部分で文化庁が

やっている事業もございますので、大村市を通

じまして、そういった事業を紹介していきたい

と思います。

【松本委員】 ぜひ50万円でも、ボランティア
でやっている方にとってはかなりありがたい制

度でございます。この制度も活用されなければ

意味がないので、そこの部分で、県のほうから

も市のほうに指導をしていただきまして、ぜひ

50万円の補助ができるように取り計らいをい
ただきたいと思います。

国のほうも、伝統文化芸能の維持に関しては

予算をつけていくという政府の方針もあると伺

っておりまして、ここの保存会の会長も東京の

大会に呼ばれて、そして政府のほうからも、ぜ

ひ頑張ってくださいという激励をいただきまし

たが、具体的な支援制度がないと、やはり制度

をしっかりと使うような、つなぐ役目が私たち

の仕事だと思っております。どうか市とも連携

をして、国のほうに働きかけをお願いしたいと

思います。

【堀江委員】 幾つか質問したいと思います。

手元にあれば、平成31年度当初予算案の主な
事業の概要版の5ページの高校生の県内就職促
進対策ということで、産業労働部でありますが、

キャリアサポートスタッフの配置について、質

問したいと思います。

関係議案説明資料の4ページでもあるんです
が、所管が産業労働部に移ったキャリアサポー

トスタッフの配置で、22名の配置ということな
んですが、これは教育委員会の所管の時に比べ

て、人員数というのは変わっていますか、同じ

ですか。
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【林田高校教育課長】今、委員ご指摘の配置人

数についてですけれども、平成28年度から平成
30年度までは25名、その前の平成27年度が22
名、平成25年度、平成26年度が25名という状況
でございました。

【堀江委員】だから、これは減っているんです

よね、近年に比べますと。このキャリアサポー

トスタッフの働きの度合いといいますか、県内

就職率を高めるための、ある意味いい仕事をさ

れているということで、教育委員会も力を入れ

てきたと思うんですけれども、産業労働部に移

って、これは人数が少なくなったというのは、

何か理由があるんですか。

むしろ高校生の県内就職促進対策ということ

で、若者定着課も、県としては組織的につくっ

たわけだから、このキャリアサポートスタッフ

もせめて横ばい、あるいは増やしてほしいとい

うふうな思いがあるんですけど、そこら辺につ

いての見解があれば、教えてください。

【林田高校教育課長】 ご指摘のとおり、平成

31年度の予算では3名減員して22名の配置とな
っております。

そもそもこれが産業労働部に移管をした理由

というのは、国庫事業ということで、国の地域

創成人材事業委託金というのを活用して、

100％国庫で賄えるということで、25名の配置
をここ3年間続けてやってきたわけです。この
委託事業が今年度で終了するということで、次

年度以降は県単で、このキャリアサポートスタ

ッフというのは配置していく必要がございます。

そういう中で、キャリアサポートスタッフの

働きぶりといいましょうか、成果というのは非

常に高いと我々は認識をしております。ここ数

年、高校生の県内就職率が向上してきた、ここ

2年間は横ばいですけれども、そういう状況を

支えてきたのは、この力が非常に大きいという

ふうに考えております。

特に平成28年度からは、従来のキャリア教育
に加えて、県内就職支援というのを色濃く打ち

出した業務を当てております。そういう意味で

は、我々も非常に欲しい人材でございます。

ただ、県の財政状況も厳しい中で、どこで、

この効果等も含めて折り合っていくかというと

ころで、最後の最後まで、我々は一生懸命努力

をしてまいりましたけれども、やはり県単独事

業ということで、この22名、6,371万円という
非常に厚い予算をつけていただいたことはあり

がたいというふうな認識でおります。

【堀江委員】 課長としては、22名を県単で継
続できているということを評価するんですが、

私としては、25名いたじゃないかと。3人減ら
す。要は、これまで国からの補助だったけれど

も、県単になったので減らすということでは、

高校生をこれだけ県内にと言っていながら、体

制といいますか、そういう環境をとってこそ、

県内の就職もできると思うので、私としては、

こういうところには予算はつけていただきたい

ということをこの際申しておきたいと思います。

もう一つ、手元に資料があれば、平成31年度
当初予算のポイントの中の27ページ、学校での
消費者教育強化事業費500万円、これは新規の
事業ということで、県民生活部の所管になりま

す。

これは、民法改正に伴う成年年齢引き下げに

よる若者等の消費者被害防止のために、学校現

場での実践的な消費者教育を強化するというこ

との新たな事業なんですが、これまで教育委員

会の中で消費者教育というのはもちろん行われ

ていたと思うんですけど、今回の新たな学校で

の消費者教育強化事業費と、これまでの事業と、
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今回の500万円で何がどう変わるのか。これは
予算で言うと所管外になりますので、教えてく

ださい。

【林田高校教育課長】高校だけではございませ

ん。義務教育の段階から、当然教育は進めるべ

きものだと思っておりますが、18歳成人という
ことで、改正民法に対応する中で、国のほうで

は、若年者への消費者教育に関するアクション

プログラムというのが、昨年の2月に決定をさ
れております。

それに基づいて、従来から消費生活支援とい

うことでやっておりました「ヤング講座」とい

う卒業生を中心とした生徒に対して、社会に出

る前に、契約ですとか、消費者問題等について

十分な理解と啓発を図るような講座を実施して

まいりました。

さらに、ここ数年の中で家庭科と公民科等の

授業の中で授業支援を行うと。これは県の消費

生活センターのほうから派遣をしていただいて、

先生方の授業に入っていただいたり、あるいは、

この授業にかわって独自の授業を展開していた

だいたりして、消費者問題に対応するような授

業支援というのを実施してまいりました。

この二本立てで推進をしてきているわけです

けれども、今回の予算に関して申し上げますと、

授業支援というものについて、より充実した取

組が必要であろうということで、この両輪の中

でも、特に高校1年生、2年生段階、そして3年
生のところまでの教科の指導の中で、もっとし

っかりした消費者教育を整えていくというとこ

ろで予算づけが行われているものと思っており

ます。

ちなみに、平成29年度のヤング講座の受講数
が31校、3,266名、平成29年度の授業支援の派
遣実績が8校、913名となっております。これを

平成32年度以降になるかもしれませんけれど
も、来年度までに、少なくとも全校でこの両方

の講座を実施していこうということで、県立学

校のほうでは考えているところです。

【堀江委員】高校ですと、卒業予定者を対象に

して、いわゆるヤング講座ということで、具体

的に契約の時に何をどう注意するのかという話

を具体的にやるんだよと。そして、中学校にな

ると、中学生に対応した消費者教育をやるんだ

よということで、その授業に消費生活センター

の相談員が先生を補佐する形で授業をやるとい

うことですよね。

それで、現場の先生から言われたのは、もち

ろん中学生、それから高校1年、2年、3年とそ
れぞれに応じてするんだけれども、高校1年生
とか2年生で消費者教育をやるといっても、も
ちろんひとり暮らしで高校に通っている生徒も

いるんですけど、大方家庭から高校に通ってい

るのでなかなか、卒業前だと何をどうするかと

いう実感としてわかると。でも、高校1年生、2
年生というと、なかなかそこまで実感が湧かな

い。

この一つの目玉は、要するに、18歳が成人に
なったということで、今まで高校3年でやって
いたのを、それじゃ遅いと。それをもっと前、

成人になる前にやれということで、高1、高2で
やってほしいという要望があったと聞いており

ます。現場の先生たちは、高1、高2でやるとい
うのは、子どもたちが実感として受け取るには

非常に難しいと。だから、逆に言えば、これま

でどおり、高3でやったヤング講座をさらにも
っと強めた形での消費者教育をやるべきではな

いかという意見が私のもとに届いたんですけど、

そこら辺はどういうふうに理解したらいいです

か。
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【林田高校教育課長】先ほど申し上げましたと

おり、高校3年を中心としたヤング講座、それ
と、高校1・2年生の授業支援、この両輪をうま
く生かしながら、しっかりとした土台のもとに

18歳を迎えられるような教育体制を整えてい
くべきだと考えております。

【堀江委員】 そうしますと、、再度確認ですけ

れども、学校での消費者教育強化事業費のこの

500万円の使い方というのは、それぞれの学校
に応じてやってもいいんですか。

例えば、学校によっては高1でちゃんとやろ
うと、もちろん、課長が言われたように両輪で

すよ。授業でやるというのと、あと、就職予定

者を対象にヤング講座をやると、2つをやるん
だけれども、学校によっては、改めてヤング講

座にぐっと力を入れて卒業前にやりたいという

学校もあるというふうに、学校によって違うん

だというような話も聞いたんですけど、そこら

辺はそれぞれの学校に応じて、考え方によって

違ってやるということですか。

【林田高校教育課長】今まで学校によってばら

つきがあったのは事実でございます。この両方

の事業に関して全くやってないところもありま

すし、片方だけをやっていたところもあります。

平成32年度以降になるかと思いますが、2022
年には改正民法は施行されますので、そこに合

わせて、この両方をすべての学校で取り組めな

いかということで、我々としては進めようとい

うところでございます。

【堀江委員】いずれにしても、学校での消費者

教育強化事業の500万円を新たに使って、要は、
すべての学校で授業でこれまでやったこととあ

わせてヤング講座ということで、消費生活セン

ターの相談員が授業の補佐をして、すべての生

徒が授業を受けるという事業を改めて強化する

んだという理解でいいですか、そうしますと。

【林田高校教育課長】その方向で進めていると

いうことでございます。

【堀江委員】 もう一つ、お尋ねいたします。

今回の一般質問の中で、同僚議員が、高校の

エアコン設置の問題で質問いたしました。その

ときに、今、県内の自治体では、小学校、中学

校の普通教室へのエアコン設置がどんどん進め

られています。市の予算で進むので、保護者の

負担はもちろんありませんし、いわゆる電気代

もありませんが、公立高校ですと、いわゆるＰ

ＴＡで設置をするので、保護者の負担がありま

すね。その負担の額を、改めて、総額どれぐら

いだったかというのを教えてください。

【野口教育環境整備課長】標準的なところでの

学校から推計したところでの推計値ではありま

すが、総額で、年間約1億8,000万円程度になろ
うかと考えております。

【堀江委員】 1億8,000万円保護者の負担とい
うことになるわけですが、そうしますと、これ

は予算上あらわれないので、ＰＴＡから徴収を

されて、支払いは直接業者ということで理解を

いしますが、もう一つ、気になるのは、中学校

が、県立中学校がありますよね、県内に3つあ
るかと思うんですけれど、それぞれの自治体、

例えば長崎市内だったら長崎市内の市立中学校

に通う子どもたちと、長崎市内で県立中学校に

通う子どもたちと、これは保護者の負担がある

ということでしょうか。あるいは、その3つの
中学校の額がもしわかれば、教えてください。

【野口教育環境整備課長】まず、額の件につい

てでありますけれども、3つの中学校に個別に
お尋ねしたということもございませんので、こ

れも推計ということになりますが、高校と同じ

考え方をしたとした時に、3校で27教室ござい
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ますので、その辺の推計からいきますと、約500
万円から600万円程度の負担になるのではない
かと考えます。

【堀江委員】推計ということで理解をいたしま

した。

その際、本会議でも一般質問で同僚議員が述

べましたが、こうした高校でのエアコンの電気

代、いわゆる使用料については、県教育委員会

が負担すべきではないかというふうなことが言

われましたけれども、私も実際そう思うんです

が、改めて見解を求めます。

【野口教育環境整備課長】高校のそういった負

担については、47都道府県それぞれが置かれた
状況によっての考え方、対応ということもあろ

うかと思います。一般質問での質疑でもござい

ましたが、本県と同様のやり方をされていると

ころが、全国でも32の県があるということでご
ざいまして、財政状況が許せば、そのような考

え方にもなっていくのではないかと思うんです

が、現状から申し上げて、対応すべき老朽化対

策というものが、どうしても優先度としては高

いというふうに考えております。また、公費で

設置をしておりますエアコンについても、その

改修等があるわけでございますが、今年度の対

応としまして、12カ所ほど改修をしております
が、学校からの要望があって応えきれていない

ところがまだ50近くございます。年次的な計画
として、緊急度の高いものから対応しておりま

すが、次年度以降に待ってもらっているという

ような状況もございまして、私どもとしては、

限られた予算の中で優先順位をつけながら、優

先度が高いものに対して財源を振り分けて対応

しているというのが現状でございまして、ご理

解をいただきたいと思います。

【堀江委員】財源が厳しいという答弁をいただ

きました。

もう一つ、最後にしたいのは、高校の制服に

ついて質問したいと思います。

これは2月10日の長崎新聞に、諫早市多良見
町の県立西陵高校の女子生徒の制服にスラック

スを導入したという報道がありまして、女子生

徒がこれまでスカートだったのが、選択肢とし

てスラックスを選べるというふうに制服を変え

るという報道があっております。

この新聞報道を見られた保護者の何名かの方

からも、こういう動きをさらに広げてほしいと

いうふうな意見が私のところにも寄せられまし

た。もちろん制服については、そこの学校、そ

れから生徒たちが考えるべきことだと思うんで

すが、こうした高校の制服で、女子生徒がスカ

ートであったり、スラックスであったり、ある

いは生徒自身が選べる選択肢が増えるというこ

とについて、県教育委員会の考え方があれば、

どなたが答弁なのかわかりませんが、教えてい

ただけますか。

【本田教育次長】どなたもありませんので、私

のほうから答弁をさせていただきます。

制服の問題、確かにスラックスでありますと

か、あるいは、古い時代でしたら、女子の寒い

時にはきますタイツでありますとか、そういう

ところも問題になってきたこともございます。

この西陵高校の公立高校の考え方としては、

非常に斬新的な、今からそういう考えを広げて

いく、大事な転機になったというふうに考えて

おります。

地域性もあります。私は対馬におりましたが、

対馬は大変寒うございました。そこでスラック

スということも一度考えたことがございました

けれども、やはり経費というところでＰＴＡと

の折り合いがつかなかったという現状もござい
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ます。

そういうことも踏まえながら、今からそうい

うことを進めていくようなことも進めてまいり

たいと考えております。

【堀江委員】 いずれにしても、男性、女性と限

らず、それぞれが自分らしく生きていくために、

高校生活を楽しく過ごすために選べる、選択肢

があるというのは、私は非常に大事なことだと

いうふうに思っておりますので、ぜひこうした

動きが広がってほしいということを希望して、

質問を終わります。

【近藤委員長】 ほか、質問ございませんか。

【山田(朋)委員】 いじめ防止対策推進法を受け、
長崎県では、今、「長崎県いじめ防止基本方針」

に基づいてさまざまな対策をとっていただいて

いるところであります。

今、いじめについて、私の手元に資料があり

ますが、平成27年度小学校において、認知件数
が1,221件、平成28年度は1,385件、平成29年度
は1,582件、中学校では、平成27年度は514件、
平成28年度は554件、平成29年度は574件、高
等学校で平成27年度に201件、平成28年度に
109件、平成29年度に112件というふうになって
おり、特別支援学校が、平成27年度に4件、平
成28年度に3件、平成29年度に2件という状況に
あります。

小学校と中学校においては、それぞれ毎年、

子どもの数は少なくなっている中ではあります

が、認知件数というものが増えてきています。

それは、昨日の質疑にもかかわってまいります

が、いじめというものを決して抑えるのではな

くて、ちゃんと表に出して早期発見、早期対応

をしようというのが、この長崎県いじめ防止基

本方針のほうにも書いてありますが、そういっ

た方向性になってきているのかなと評価をして

いるところではありますが、高等学校において、

平成27年と平成28年を比べると半減ぐらいし
ております。これをどのように分析しているの

かをまず伺いたいと思います。

【本村児童生徒支援室長】今のいじめの件につ

きましては、委員のご指摘のとおり、小・中学

校とも、いずれも増加の傾向にあるというふう

に考えております。

高等学校の平成27年、平成28年の減少につき
ましては、いじめが発生する事案に対して、取

組等もよくなされていたようなことがあったん

じゃないかというふうに思いますけれども、今

現在、たまたまその年が少なかったのかもしれ

ませんし、平成27年度は200台ということで極
端に多かったのかもしれないんですけれども、

全体的に、小・中・高とも、いずれも増加傾向

にあるというふうに認識をしております。

私どもも、このいじめにつきましては、委員

おっしゃられるように、いじめがあっているこ

とを早く認知して、そして早期対応、早期発見

に努めて、子どもたちが落ち着いた生活ができ

るようにということで対応を進めております。

いじめの認知件数の増加というのは、そうい

うところからきているというふうに思っており

ます。

【山田(朋)委員】 そうですね、数が減っている
ことに関しては、極端に半減というのはどうな

のかなと思っております。年に何回か子どもた

ちに対するアンケートをやっていただいたりし

ていると思いますが、それがちょっと形骸的に

なってないのかどうかとか、していただきたい

なと思っております。

それぞれの世代に応じたいろいろないじめの

問題、種類も違うかもしれませんし、高等学校

とかになると、もっと将来にかかわる悩み事も
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抱える中で、複合的な悩みも多く抱えていくと

思いますので、特にしっかりと子どもたちから

そういったものを聞き出す仕組みというか、手

法をしていただきたいなと思っております。

高校生ですけれども、県内においても、先日、

県立高校に通う高校3年生が自殺をするという
事案が発生をいたしました。この内容は、セン

ター試験直後ということであり、保護者の方も、

その受験の悩みではなかったかというふうな報

道があっているようでございますが、県として、

今、この重大事案に対してどのような取組をし

ているのか、そのあたりをお伺いしたいと思い

ます。

【本村児童生徒支援室長】委員ご指摘の事案に

ついてでありますけれども、高校生の飛び降り

ということで、非常に残念な事件で、私たちも

大変驚くとともに、子どもたちの命を守ること、

そして、そういう覚悟をまた強くしたこともあ

りますし、危機管理に対してもより強く対応し

ていかなければならないというふうに思ってお

ります。

学校からの聞き取りも、事案が起こって行っ

ておりますし、また、こちらのほうからＳＣ等

も派遣して、各子どもたちの心のケア等にも早

くから対応を進めているところでございます。

現在のところ、特に変わった状況というのは

報告はなされていないんですけれども、今後も、

遺族の方に寄り添った対応をずっと続けていき

たいと思っております。

【山田(朋)委員】 重大事案が発生した場合に、

いじめであった場合は、学校のもとにいじめ対

策委員会、教育委員会のもとにいじめ等学校問

題対策チームというのを設置しますが、今回の

この事案は、お聞きをすると、今の話の中では

なかったですけれど、受験以外の複合的な悩み

もあったんじゃないかというのもちょっと聞い

たんですけど、その辺はどのように把握をして

いるのか。

【本村児童生徒支援室長】自殺の場合は、一つ

の要因ではなくて、いろんな要因が重なってお

る場合も多いんじゃないかと思っております。

ただ、今回の場合は、受験のことが一つの要

因ではなかったかなということの報告を受けて

おります。

【山田(朋)委員】 受験のことが大きな要因で、

決してほかの問題は、例えばいじめとかそうい

った問題はなかったというふうに認識をしてい

るということで理解をしていいですね。わかり

ました。

いじめで自殺をした場合は、先ほど申し上げ

たように、いじめ対策委員会とか、いじめ等学

校問題対策チームというのを設置するようです

けれども、このように生徒が自殺をした案件、

それもいじめじゃなかった場合は、特段、学校

の中でのさまざま、在校生や、今回、3月1日に
卒業しました生徒さん、また保護者、遺族に対

するケアということと、学校でさまざまな対策

をするというだけでとどまっているというふう

に理解をしていいんでしょうか。

【本村児童生徒支援室長】こういうふうな大き

な事態が発生した場合は、学校のもとにいじめ

対策委員会を設置して、その中に第三者の方に

入っていただいて、いじめの認定なり、事案の

状況について、また対応、そして、今後の防止

策等を話す場合もございますし、市町が主体と

なってこの対策チームをつくって、同じように

防止策、あるいは対応等を協議するという場合

がございます。

【山田(朋)委員】 私の質問が悪かったようです
けど、今回の事案はいじめではなかったけれど
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も、生徒が自ら命を絶つということがあったと

いう中において、内容としては、学校だけにお

任せをしている。スクールカウンセラーを配置

したりはしているでしょうけれども、教育委員

会としてこの事案を重く受け止めて、何らか対

策チームじゃないけど、そういったものをとっ

ているのかどうか、そのあたりをお聞きしてい

るんですけど。

【本村児童生徒支援室長】今回の事案につきま

しては、学校の報告等もいろいろ伺って、こち

らもその報告をもとに協議を重ねてまいりまし

たけれども、特に第三者を交えた委員会等の設

置は予定をしておりません。

【山田(朋)委員】 わかりました。私たち大人に
とってみたら、高校3年生、18歳ぐらいの子ど
もが自ら命を絶つようなことが、どのような理

由であってもあってほしくないと、皆さん誰も

が共通で思うところと思いますので、生徒それ

ぞれ受験の時はナーバスにもなっていますし、

先生方も多忙だとは思いますけれども、それぞ

れの子どもに寄り添いながら、この子たちが受

験を終え、無事に卒業を迎えられるように、教

育委員会としても、長崎県の通うすべての子ど

もたちのために、細心の注意を払っていただき

たいということをお願い申し上げたいと思って

おります。

長崎県いじめ防止基本方針の中で、何点か伺

いたい思っております。

いじめの防止等のために、県が実施すべき施

策という中で、長崎県いじめ問題等対策関係機

関会議というものを設置するとなっております。

この中には、構成委員として学校、教育委員会、

総務課学事振興課、こども政策局、県こども・

女性・障害者支援センター、長崎地方法務局、

県警察、県弁護士会、県医師会、長崎大学、県

の臨床心理士会という構成になっています。

この目的は、市町立の学校のいじめ防止等に

活用されるよう、市町の連絡協議会と連携を図

るものとするとありますが、この中に、学事振

興課が入っています。そういった意味がどのよ

うなものなのかをまず伺いたいと思います。

【本村児童生徒支援室長】今の長崎県いじめ問

題調査委員会の条例につきましては、委員がお

っしゃられた構成メンバーで行うようになって

おります。

学事振興課につきましては、私立学校のほう

もございますので、そちらの場合の対応という

ことで考えられると思います。

【山田(朋)委員】 私立学校がある、でも、目的
の中には私立学校のことは書いてはいなかった

んですけれども、構成委員にあるということは、

私立学校のことも、こういった中で取組をする

というふうな考え方でいいのか、そのあたりを

伺いたいと思います。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午前１０時４４分 休憩 ―

― 午前１０時４４分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【本村児童生徒支援室長】長崎県のいじめ問題

対策関係会議につきまして、学事振興課が入っ

ているというところですけれども、こちらは知

事部局の担当として学事振興課が入って、こど

も政策局とか、長崎こども・女性・障害者支援

センターと同様に、この会議に入って、いじめ

の問題について協議をしていただくということ

になります。

【山田(朋)委員】 知事部局を代表して入ってい
るということでありますが、これは、今どのよ

うな会議を、その事案が発生した、重大事案が
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発生した時だけやっているのか、定期的に会議

を持っているのか、そのあたりを教えてくださ

い。

【本村児童生徒支援室長】この長崎県いじめ問

題等対策関係機関会議につきましては、事案が

あった時はもちろんですけれども、年間に複数

回、定期的に会議を持って、このメンバーで協

議をしているところであります。

【山田(朋)委員】 重大事案が発生した時はもと
より、定期的にこういういじめ防止に有効な策

が、他県であった時とか、そういった時に共有

をしたりしているというふうに理解をいたしま

す。

ご存じのとおり、私立学校においていじめの

問題で自殺をするという事案が発生をしており

ます。教育委員会に関しては、特段、私立学校

のことに関わりを持つところではないかと存じ

ますが、私立学校で重大事案が発生した場合も、

一応、学事振興課を通して知事のもとに報告が

あった場合に、必要があると認めた場合は、知

事のもとに調査委員会を設置して、再調査をす

るというふうにもなっております。

私は、私立だから、公立だからは関係なく、

長崎県にいる子どもたちにおいて、いじめ等で

自殺をするような事案が発生することが今後な

いように、本当に望んでいますし、また、必要

に応じては、よく私立だから、公立だからとい

うのが、結構いろんな部分で多くあると思いま

すが、教育委員会も問題認識は、当然していた

だいていると思っておりますが、今回、たまた

ま私立だったけれども、公立でも同じようなこ

とが十二分に発生する可能性もあると思ってお

りますので、本当に子どもたちに対して細心の

注意を払っていただき、このようなことがない

ようにお願いを申し上げて、終わりたいと思い

ます。

【近藤委員長】 ほか、ございませんか。

【深堀委員】 幾つか質問させてください。

まず1点目なんですが、「つながるナガサキ」
の件で、先般の全国ニュースにも少し取り上げ

られた件です。

つながるナガサキ、長崎出身者、ＳＮＳ上で

長崎出身者がつながり、郷土に愛着を持つよう

な取組で、これは非常にいいことなんですけれ

ども、これを一部県立高校のほうで、生徒たち

に周知をし、そこでフォローしたかどうかのチ

ェックをつけさせて学校に提出をするというこ

とで、これが一部強制、思いとしては強制では

ないんだけれども、受け手側としては、こうい

う自由なものに対して強制的なものを感じると

いうことで、今、ネット上でも少しざわついて

いるんですけれども、この経過を少しお知らせ

いただきたいと思います。

【林田高校教育課長】この件に関しては、特に

高校を卒業した後の子どもたちをどのように長

崎に関心を向けていただくかということと、も

う一つは、せっかく長崎の地に育ったというこ

との関係性をどのようにして、県として維持・

発展させていくかと、そういう考えのもとに、

産業労働部若者定着課のほうで発案をされて、

高校教育課としても、趣旨を理解して一緒に取

り組んでいるものでございます。

このＳＮＳの登録に関しましては、実は、こ

の前の政策というのがございまして、かつては、

平成29年から、ＳＮＳではなくて、メールアド
レスの登録をお願いして、そして、登録された

メールアドレスに県からの情報を提供するとい

う形で進んでまいりました。

ところが、このメーリングリストへの登録と

いうのがなかなか進まないわけです。理由は、
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至って簡単なんですけれども、高校生の子ども

たちの携帯・スマホの所持率は、平成30年時点
で98％です。ところが、アドレスは持っていて
も、アドレスを実際に使用しているというのは、

3割ぐらいしかおりません。何を使っているの
かというと、LINEというアプリを通じてのコ
ミュニケーションだと思います。ほかのＳＮＳ

についてもあまり利用は進んでないのかなとい

う状況にありました。

そんな中で、大学生になりますと、ＳＮＳ、

特にツイッターとかインスタ、よく利用してま

いります。そういうところに目をつけて、メー

ルのアドレスではなくて、このＳＮＳで子ども

たちにできるだけつながってもらいたいという

ことで進めたわけでございます。

【深堀委員】そのことを聞いているんじゃない

んですよ。必要性はわかっている。わかってい

るけれども、生徒に対して、こういったものが

できた、これを登録しなさいというチェックを

つけさせるペーパーを配っていますよね。なん

でそこまでしたんですかということの経過を聞

いているんです。

【林田高校教育課長】趣旨はご理解されている

と思うんですけれども、できるだけ多くの子ど

もたちに、卒業後も長崎につながってもらいた

いという趣旨で、我々としてこれを進めていく

ためにどうあるべきか、いろいろ考えました。

学校の中では、当然、携帯あるいはスマホの持

ち込みを禁止しております。学校によっては、

所持も禁止というか、やめてくれというような

ことで、職員が迫っているところもあります。

そういった環境の中で、どのようにしてフォ

ロワーになってもらえるか、登録をしてもらえ

るかということを若者定着課と考えながら、具

体的な手順書をつくって、学校のほうにどのよ

うに話を持っていって、子どもたちにどう伝え

てもらえるのかということを明らかにした上で、

最終的には、どれぐらいの子どもたちがそこに

フォロワーとして登録をしてくれたのかという

のを、我々としても、責任ある立場ですから、

確認をするためにチェックをつけてもらって、

それを回収するというような作業をお願いして、

3月15日までに報告をするようになっておりま
す。

【深堀委員】どれくらいがフォロワーになった

かというのを調査したいという目的があったと

いう話ですけれども、一般論で言えば、ニュー

スでも取り上げられたわけですけれども、そう

いった周知をする、中身は非常にすばらしい内

容なので、つながるためにフォローしてねとい

うお勧めをすることはいいんだけれど、それを

チェックをつけさせて回収するという行為自体

がどうなのかと。これは世間でも、「ちょっと

やり過ぎじゃないの」という声があるわけです

よ。

それに対して、3月15日までということは、
今でも回収中だとは思うんだけれども、ニュー

スで見ると、8,700人の県立高校の卒業予定者の
数のうち、登録しているのは、これは2月の中
旬の話ですけれども、195人ぐらいしかいない
というのが、これはニュースで出ているわけで

すけれど、そういったやり方が、逆に、つなが

ろうとしないことにもつながっているんじゃな

いかと、私は思ったんですよ。もう少しやり方

を、もう少し若者目線で考えるべきじゃなかっ

たのかなと、そういう反省はないですか。

【林田高校教育課長】ツイッターとかインスタ

グラムというＳＮＳに関しては、例えば芸能人

が開かれているところにフォロワーとして入っ

たりとか、あるいは、世間の中でいろんな情報
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通のところにつながっていくというようなとこ

ろがありまして、そういうところには何万人と

か何十万人というフォロワーがついているんで

すね。

現在、県が考えているつながるナガサキに関

して申し上げますと、まだ、実はこの中のコン

テンツというのは十分ではございません。一部

の写真が載っているだけで、そこにつながって

くださいというのが非常に難しいのかなと思っ

ているんですけれども、4月以降、この本格運
用を進めてまいります。

そういう中にあって、どういうふうにしてこ

の世界の中につながっていただくかと考えた時

に、我々として、本当に苦肉の策だったと思う

んですけれども、先ほど、本当にぎりぎりのと

ころで、強要と言われると、我々は心外なんで

すけれども、できるだけ協力をしてくれないか

という呼びかけをしたことは事実でございます。

ただ、このやり方について、個人の内面世界

にかかわる問題だと私も思っているんですね。

そういう意味では、もっとやり方については工

夫をしなければいけないところはあるんだろう

というふうな認識でおります。

【深堀委員】 今既にやっていることですから、

そのあたりは細心の注意を払って、中身はいい

とわかっているんですよ。ただ、そのやり方と

いうか、周知の仕方という問題なので、もう少

し考えていただきたいということを申し上げて

おきたいと思います。

次に、小学校、中学校の学用品といいますか、

かばんの重さの件でお尋ねをしたいと思います。

これもちょっと社会問題になっているという

ふうに私は認識をしているんですが、小学生の

ランドセルの重さが、これはニュースの内容で

言えば、全国の平均で7.7キロ、中学生において

は10キロを軽く超えると。重い生徒なんかは18
キロとか、そういったのがニュースであるんで

すけれども、これは勉強の部分ですから、それ

はいろいろあるんでしょうけれども、私は、成

長期にある小学生とか中学生が、どういった形

態、ランドセルなのか、肩掛けのかばんなのか、

手提げかばんなのか、いろいろあるとは思うん

ですけれど、そういった重い荷物を、例えば学

校から近い人ならいいですよ。学校から近いと

ころだったらいいけれども、1時間近く歩いて
通学をする児童生徒もいるはずですから、そう

いったことを考えた時に、こんな重たい荷物を

持たせるということは、成長過程にある児童生

徒の健康障害といったものも懸念されるという

ことを記事で見て、私はこの問題を非常に懸念

をしているんです。

今、長崎県において、そういった児童生徒の

学用品の荷物の重さについての把握状況を教え

ていただきたいと思います。

【木村義務教育課長】把握状況でありますけれ

ども、まず、重さというのは、内容の重さとラ

ンドセルの重さを含めた重さなんですが、それ

を具体的に把握した数字はありません。

一方で、今、委員から報道の話があったんで

すけれども、私どもも一般的な報道を聞いたと

ころ、民間の調査によりますと、約1カ月の調
査の中で、最も内容が重かったのが4.7キロぐら
いあったということでした。そして、ランドセ

ルを含むと6キロ。
さらに、過去と比べた時に、どうなのかとい

うことなんですけれども、過去の重さが、数値

として残っていませんので、比べることはでき

ないのですが、明らかに教科書は3割程度ペー
ジ数が増えています。

一方で、業者等に確認したところ、紙質は薄
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くなっている、ランドセルの重さも軽くなって

いるということで、具体的には、総量について、

これといった数字を見出せずにおります。

しかしながら、今ご指摘のとおりでありまし

て、一定の重さがあるということは、これまで

も安全面で、課題ではないかということで、配

慮、検討してまいりましたし、今回、健康被害

というのも一部聞かれておりますので、昨年9
月でありますけれども、文部科学省の通知を各

市町教育委員会にも出しました。各市町教育委

員会におきましては、具体的に各学校でどのよ

うな取組ができるのかというのを検討し、実施

していただきたいということで話をしていると

ころであります。

なお、委員が冒頭質問された、実際の重量に

ついての調査は、私どもがしておりませんで、

文部科学省のほうにも確認いたしました。文部

科学省のほうも具体的な数字は持たないという

ことでありましたので、数字ということよりも、

今は、とにかくどれだけ軽量にできるかという

ことを保護者と共通理解しながら進めてほしい

という視点でお願いを重ねているところであり

ます。

【深堀委員】問題意識を持たれているというこ

となので、少し安心をしたんですけれども、も

ともとの教科書が重くなっているということも

あるんでしょうね。ただ、いろんなニュースを

見ると、問題は「置き勉」、結局、学校に教材

とかを置いて帰れない。全部持って帰りなさい

と、ほとんど使わないものもね。そういったこ

とで、荷物がものすごく重くなる。

だから、学校も管理上、すべての学用品を持

って帰らせるのが、それはいいのかもしれない。

学校側はですよ。しかし、実際にそれを持って

帰る児童生徒の立場に立てば、一定のもの、そ

んな頻繁に使うようなものじゃないものは置い

ていけるような環境をつくるのが、今言った、

重さを軽減する、まず、一番最初にできること

じゃないのかなと私は考えたんです。そういう

観点から、各市町の教育委員会に対してどうい

った「置き勉」、どういう表現が適正なのかわ

からないけれども、学用品を全部持って帰らせ

ているのかどうか、置いていいものはちゃんと

選別しているのかどうか、そういったことをま

ず調査したらどうなのかというふうに思うわけ

ですよ。どうですかね。

【木村義務教育課長】委員のご指摘のとおりで

す。

私は子どものころ、全部持って帰っていまし

たし、全部持ってきていました。学校から指導

がありました。教科書とかノートに対する、何

て言うんでしょうかね、神聖化と言うんでしょ

うか、きちんと持って帰って勉強して、きちん

と持っておいでということでありました。

このことにつきましては、先ほども話をしま

したが、今回の話題になる前から、まずは安全

面、特に小学校低学年の安全面とか、例えば中

学生に対しても部活動の道具の量の多さから、

何とかしようということで、具体的に聞き取り

調査をしているんですが、これはすべての学校

でやっています。

どんなことをやっているかというと、宿題で

使用する教材等を明示することにより、家庭学

習で使用する予定のない教材等については、児

童生徒の机などに置いて帰ることを認めるとか、

あと、特に危ないのは、小学生の夏休み前にた

くさんの道具を持って帰る。こういうものにつ

いては、学期末に持ち帰る学習用具の中で大き

いものについては、1日一つになるように計画
的に持ち帰るとか、当然のことながら、保護者
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の協力も得ます。

一方で、持ち物を置くと、学校での管理とい

うものが必要になりますので、児童生徒の持ち

物について、盗難防止等の観点から、放課後は

施錠するようにするなど、いろんな視点から話

をしているところなんですが、そういう具体的

なことをすべての学校でやっているという聞き

取りは、各市町教育委員会を通して行っていま

す。

【深堀委員】いろいろやられていることがわか

ってきたんですけれども、問題意識は持たれて

いるという認識を持ちましたので、引き続き、

児童生徒の安全、健康障害等が絶対ないような

形を目指してやっていただきたいということを

要望しておきたいと思います。

最後に、もう一点だけ。懸念していることが

少しありまして、新規高校卒業者の就職状況と

いうことで、これは教育長の報告の中にもあっ

たわけですけれども、新規卒業者の県内就職に

関してなんですけれど、県内定着率が低い。長

崎県の最大の課題は人口減少、その中でも若者

の県外流出だという位置づけで、ここに注目を

しているのは、それは皆さん、私も一緒なんで

す。

一緒なんですが、ここでは、県内就職希望者

への支援の充実が必要というふうに記載がされ

てあって、それは全然いいんですけど、私が懸

念しているのは、こういった数字にこだわるあ

まり、現場の先生方が、夢と希望を持って、例

えば東京で、大都市圏で就職したいと思うとこ

ろの生徒たちまで引き戻すようなことがあって

はいけない。あまりにもこの数字にこだわるこ

とによって、現場の先生サイドが、どうにかし

て県内就職させないといかんと、実際に目指す

ものと少しずれがあっては絶対いかんと思うん

ですよ。そのことをぜひお願いしたいなと、ち

ょっと懸念を持っていて、それに対する見解を

お伺いします。

【林田高校教育課長】 我々も政策を立案して、

その遂行を目指すわけですから、目標の実現に

向けては努力をしなければいけない。そういう

意味では、数字にこだわるというのは、当然大

事な姿勢だと思っています。

ただ、学校の現場においては、それ以前に、

教育とは何なのかというのをしっかり突き詰め

て指導をなされているものと思います。

そういう意味では、最初から大都会に出たい

と思っている者を無理やりということはまずあ

りません。その志望をしっかり支えながら、た

だ、これでいいのかどうかというのは、当然揺

さぶりもかけなきゃいけないところもあると思

うんですね。そういった刺激を与えつつも、や

はり個人の志望を固めて、その志望に向けて努

力をさせていく、それを支えていくといったこ

とが、今の県内のほとんどの学校で行われてい

る指導なのかなと思っています。

懸念されることはわかるんですけれども、そ

ういうことはないというふうに私としては思っ

ておるところです。

【中山委員】 2、3お伺いしたいと思いますが、
まず、運動部活動指導員配置事業、新規ですね。

これは、部活動の顧問として技術指導、生徒指

導、そして郊外引率、保護者への連絡業務を行

うということでありますので、これをうまく活

用することによって、教師の負担軽減にもなり

ましょうし、部活動の活性化にもつながってい

くものと考えておりますので、そういう観点で、

2、3点質問したいと思います。
このたび、県立高校、市町立中学校に33名を
非常勤職員として採用したということでありま
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すので、この辺の選定基準と、そしてこの人た

ちの略歴とか年齢とか、この辺の人となりにつ

いて、人間等について少しお尋ねしたいと思い

ます。

【山本体育保健課長】市町立の中学校について

は、市町の事業として行われることから、聞い

ているところでは、退職された教職員の方、な

いしは、今現在、外部指導者として指導に当た

っていただている方の中から選定をしたいとい

うふうにお聞きしております。

あと、県立高校につきましては、今、高校の

ほうに調査といいますか、どういった方を採用

したい、こういった取組をしたい、基本的に選

定基準といたしましては、県が定めた運動部活

動のガイドラインを遵守すること、あるいは、

運動部活動指導員を配置して、どのような効果

が得られるか。具体は、一人配置すれば、その

部活動の顧問の先生は、当然負担の軽減になる

というのは想定できるんですが、一人配置した

ことによって、学校全体にどのような効果がも

たらされるのか、そういったところも踏まえて

申請をしてくださいということで、今、高校の

ほうにお願いをしている段階でございます。

【中山委員】そうか、まだ採用してないわけだ

ね。

それでは、基本的には教員ＯＢとか社会人だ

から、人間力というか、この辺を生かして部活

動をどう進めていくかという問題として、その

辺をやはり重視しないといけないと思います。

あわせて、今、教育を取り巻く環境が非常に

厳しいので、そういう中で一定の研修というか、

また、あわせて、この人たちの交流会というか、

この辺の必要性があると思いますので、計画は

していると思いますので、どういう計画をして

いるのか、その辺をお尋ねしたいと思います。

【山本体育保健課長】 委員おっしゃるとおり、

顧問もできる、引率もできるということで、相

当人間力というのは問われるかと思っておりま

す。当然、生徒指導も関わってまいりますので、

採用に当たっては、配置の前に、県立学校のケ

ースでございますけれども、校長のほうから、

体罰であるとか、適切な運動部活動の指導、そ

ういったところの研修をまず行います。あと、

年度の途中、2回ほど県の教育委員会のほうが
主催をする研修会のほうに召致をして、技術的

な指導も含めたところでの資質向上に関する研

修を予定しているところでございます。

【中山委員】ぜひ、これが第1期生になるので、
これが先につながるような話の人選をして、後

は同期生同士のチーム力も要りましょうし、そ

れを含めた研修なり、交流会等に積極的に取り

組んでほしいと、当然市町も含めてね。

それともう一つは、運動部のガイドラインを

県がつくりましたよね。これを市町がつくって

いくというふうに考えておりますが、それを含

めて、新年度から、現場の先生、特に保護者に

どう周知して徹底していくかということが一つ

の課題だと思うんですけれども、これについて

考え方があれば、お聞きしたいと思います。

【山本体育保健課長】保護者への周知につきま

しては、保護者向けの啓発資料、パンフレット

をつくりまして、各学校、市町教育委員会を通

して配布をしております。

また、今年度、県内各地で行っておりますＰ

ＴＡの研修会、そちらのほうにも本課の職員が

出向きまして、周知を図っているところでござ

います。

広報資料等についても、例えば保護者向けの

広報資料、年間3回出しておりますものがござ
いますが、2月号にも掲載したところでござい



平成３１年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月６日）

- 81 -

ますので、引き続き、保護者向けの周知を図っ

ていきたいと考えております。

【中山委員】ガイドラインをどう活用するかに

よっては、保護者ね、特に熱心なあまりに成績

を重視するというか、自分の子どもに固執する

とか、こういう部分があると聞いているので、

そういう細かい部分についても、そういうのが

出た時にどう対応するかについても、ひとつ十

分に協議をして対策を練ってほしいなと思いま

す。その辺を含めて、保護者の協力がないと、

これはやれませんので、ぜひ保護者へ周知徹底

をしていただくようにお願いをしておきたいと

思います。

次に、運動部教員指導者の適正配置について

お尋ねしたいと思います。

平成30年福井国体の結果を踏まえて、競技力
対策についていろいろ協議しているようでござ

いますが、その課題の中に少年種別、特に団体

競技の成績低迷とか、優秀な中学生の高校進学

時の県外流出とか、優秀な指導者の減少、そし

て、教職員指導者の適正配置というのがあるん

ですね。現在もそれなりに工夫して、適正配置

に努めていることについては、前回の委員会で

も承知しているわけでありますが、ここがやさ

しそうで、非常に難しいわけであって、これは

事業費というか、お金が絡むわけでありますか

ら、ここをうまいことやると、さらにクラブ活

動の柱になって競技力向上につながっていくと

いう形になってくると思いますし、当該の先生

たちのやりがいも出てくるということでありま

すので、ここが一つのポイントになると考えて

おります。

そこで、昨年から私はこれを盛んに申し上げ

ているんですけれども、昨年度から今年度にか

けて、義務教育課人事監、高校教育課人事監の

これへの取組と適正配置についての今後の取組

について、とりあえずお二人からまずお聞きし

たいと思います。

【高鍋義務教育課人事管理監】運動部指導者の

適切な配置についてでございますが、まず、ご

指摘にありましたように、それぞれの教員がど

のような特技、部活指導の専門性があるかとい

うことについて調査といいますか、これまで持

っていたデータを洗い出して、数を確認しまし

た。

現在、平成31年度の人事に向けてでございま
すけれども、まだ詳細は固まっておりませんの

で、具体は申し上げることはできませんが、体

育保健課からいただいた資料とか、それぞれの

先生方の専門性を見ながら、例えば陸上が専門

の先生であれば、陸上競技クラブがある中学校

への配置とか、配慮をして作業を進めていると

ころでございます。

【鶴田高校教育課人事管理監】高校の状況でご

ざいますけれども、前回の議会でも答弁いたし

ましたが、体育保健課と十分に情報の連携をと

りながら、本人の意向など配慮すべき事項など

を総合的に考え、人事作業を現在進めていると

ころでございます。

中長期的にもこうした連携をとって、強化に

結びつけたいと認識しておりますので、今後と

も努力をしていきたいと考えております。

【中山委員】お二方の今の答弁はよくわかるし、

そうなのかなというような気がするわけであり

ますが、体育保健課と情報交換してやることに

ついては、今までもやってきたというふうに考

えています。

私の指摘の一つが、体育保健課が把握してい

ない、例えば社会科の先生とか、一般の先生の

中に専門の特技がある先生がいるので、その辺
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とのミスマッチがないようによくやってほしい

というのが、一つの主眼でありました。

それで、前回から聞いた中では、本人の意向

をどういうような形で人事に反映するかという

ことが一つのポイントになろうかと考えており

ます。そうなると、学校現場でいくと、校長先

生とＡという教師がうまいこといっている間は

意思疎通がうまいこといくんだろうと思うんで

すけれども、校長先生の考え方とその教師との

考え方にそごがあった場合に、どうしても校長

先生の意向が優先される可能性が非常に強いと

いうふうに考えておりまして、そうなると、人

事担当者にお願いしたいのは、やはり本人の意

向をどの程度校長先生が把握しているのか、こ

の辺について、何らかの形で客観的に見て、本

人の意向を重視するというか、意向に沿うとい

うか、その辺を何か把握するというか、その辺

が必要になってくるのではないかという気がし

ているんですけれども、その辺について、何か

知恵は出てきませんか。

【高鍋義務教育課人事管理監】知恵は出ないか

というお尋ねでしたけれども、いろいろ検討す

るべきことはたくさんあろうかと思うんですが、

やはり中学校の場合は、どうしても各学校で必

要な教科をきっちりと配置するということがま

ず第一になってまいりますので、その点におい

て、運動部指導で優秀な教員であっても、教科

の関係で、どうしてもこの学校には配置できな

いとか、あるいは校長先生のお考えで、うちは

こっちを強化したいので、その分についてはう

まく配置できないということは出てこようかと

思います。

どうしても、学校運営全般を考えた人事配置

になってまいりますので、運動部だけを中心に

配置するということは難しいところがございま

すが、今ご指摘があったとおり、本人の意向に

ついても、校長先生を通じて聞き取りながら、

こういう能力がある先生ですから、こういう活

用をされてはどうですかというようなことを、

ヒアリングという場がありますので、そこでき

ちんと押さえていく必要があろうかなと考えて

いるところでございます。

【中山委員】 ぜひそのヒアリングをやる時に、

校長先生の考え方も聞かないとだめですし、何

よりも指導者の教員の意向も十分に酌み取った

中で人事を行って、さらにやっていただきたい

ということを要望しておきたいと思います。

そこで、具体的にもう一つだけお尋ねしたい

と思いますが、今、中学校の運動部の専門顧問

の配置率というのが、文化部も含めてどういう

ふうな状況になっているのかという問題と、こ

こ4～5年の推移はわかりますか。
【高鍋義務教育課人事管理監】申しわけござい

ません。中学校の文化部を含めての配置率とい

うのは、今ここに数字は持ち合わせませんので、

また、お時間をいただければと思います。

【中山委員】 やはり両人事監も知恵を使って、

いろいろ情報をとって、公平・公正にやること

は、それは信頼していますけれども、やはり一

つの形として、専門顧問の配置率ということが、

知恵の中の知恵の結果として出てくるわけで、

それを見て評価していくというか、努力を見て

いくということも一つの見方としてはあるわけ

ですね。ぜひその辺について、高校も含めて、

毎年きちんと把握して、そして、質問があった

時にはいつでも出せるという状況に、ぜひそう

いう形で取組をお願いしておきたいと思います。

あわせて、中学、高校における専門顧問のレ

ベルが、非常に高い人もおるようですし、経験

しただけで、まだ未熟という感じの人もおるわ
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けでありますので、これを相対的に引き上げて

いくということが求められるんじゃないかと思

いますので、専門顧問の今後の研修のあり方と

いうか、指導力というか、教員力も、特に指導

力の中でも教員力を少し多く含んだ、人間力を

含んだ、この辺をどう膨らませていくかという

ことが一つの指導のポイントになると思います

けれども、そういった面で、専門顧問の今後の

指導力向上というか、教師力向上のために、今

後何かに取り組むような考え方はありますか。

【小柳体育保健課指導監】体育の教員の研修で

すけれども、本課が担っております体育指導

者・部活動指導者研修講座とか、年に何回か、

それから体育主任会、あるいは研修講座も含め

まして、年間たくさんの研修を受けていただく

ようにしております。その中で、もちろん体罰

の件とか、運動部活動のガイドラインの件とか、

そういったことの部活動の適正化を含めまして、

人間的なことも含めて研修させてもらっている

ところでございます。

先ほど委員からご指摘があった質問の回答で

すけれども、体育の指導者の中学校の割合です

けれども、5年前ではないですけれども、3年前
から、一応パーセントを出しておりますので、

ご報告させていただきます。

中学校の保健体育の教員を専門競技があって

いる学校に配置している割合は、平成28年度が
75％、平成29年度が77％になっております。た
だし、この中には、校長先生が34名、副校長が
3名、教頭の23名は除いております。それから
平成30年度は79.3％と上がっているところで
す。

高等学校につきましては、平成30年度は、部
活動で数も少ないですし、部活動で異動のほう

が基本になっておりますので、92.3％で配置を

しているところでございます。

それから、先ほどありました国体の41位を受
けて、今後に向けて、教員指導者の適正配置に

ついては、本課としましても、競技力の向上と

いう点では、競技の旗印ということで、競技団

体のほうからも、この先生をという要望があり

ましたので、平成26年長崎国体が終わり、一定
期間が過ぎましたので、先ほどありましたよう

に、関係課と相談させていただきながら、お願

いしているところでございます。

【中山委員】今、体育保健課体育指導監のお話

がありましたので、配置率が高まっているとい

うことでありましたので、それは大変ありがた

いなと思いますし、一定の努力を評価したいと

思います。

ただ、先ほど義務教育課人事監あたりが、そ

の辺を的確に把握してなかったわけであります

ので、その辺のより一層の緊密な連携をとりな

がらやっていただければ、さらにいいものにな

っていくと思います。

そういう中で、先ほど福井国体の結果の反省

を踏まえてということでありましたけれども、

優秀な指導者の減少とあるんですよね。そうな

ると、今までしっかり取り組んできて高めてき

たけれども、優秀な指導者が減少しているとい

うことで、体育保健課がそういうふうに自ら反

省しているんだけれども、この辺についてはど

ういうふうに考えたらいいですか。

【小柳体育保健課指導監】研修等はずっと続け

ているわけですけれども、全国的な指導者の先

生方が年々退職された。それから、平成15年に
長崎インターハイ、平成26年に国体がございま
した。そのときも、我々体育保健課としまして

は、学校の先生で、例えば競技団体の中で国体、

あるいは引退をする時でも、現場の指導者の先
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生、ベテランの先生、それから中堅の先生、若

手の先生を、指導者を交えて、競技団体に指導

してほしいということをやってきたところです

けれども、競技団体の中で移行がうまくいって

ないところもあったものですから、今後も含め

て、ぜひ継続して、指導者の指導については続

けていきたいと考えているところです。

【中山委員】教職員の指導者の適正配置につい

ては、両人事監も非常に前向きに知恵を使って

取り組んでいく姿勢が見えましたので、一応了

としたいと思います。

あわせて、適正な配置を含めて、さらなる指

導力向上のために、今までの研修の中で、やは

り研修の中身を少し考え直す必要もあろうかと

思いますけれども、それを含めた一層の指導力

向上に取り組んでいただくことを要望して、質

問を終わります。

【麻生委員】今回、図書館関係で第四次の図書

館活動推進計画が出されまして、これについて

何点かお尋ねしたいんです。

学校図書館司書が相当伸びてきているという

実態が書いてありますけれども、学校図書館司

書を持っている先生たちももちろんおられます

し、専任の図書室配置もあると思うんですけれ

ども、現実、お尋ねする中では、専任の図書室

への配置がなかなか少なくて、学校図書館が昼

休みしかあかないという状況があって、活用し

たいという状況でもできない。これは、前、一

回対馬高校にお邪魔した時も、もちろん閉まっ

ていましたし、短時間の中でやっているという

状況はあるかもしれませんけれども、この配置

の状況とあわせて、研修状況を今確認しますと、

若干初年度は高かったんですけど、昨年度は少

し落ちてきているという状況になっていますけ

れども、ここら辺のことについて、全体として、

図書館司書の配置と学校図書館の活用について

お尋ねしたいと思います。

【山口生涯学習課長】市町における学校図書館

の職員の配置でございますが、現在、234名配
置されておりまして、一つの学校に配置されて

いたり、一つの学校から複数ですので、小・中

では、420校に配置されていると承知しており
ます。

それから、研修についてですが、先ほど松本

委員の質問に回答しましたものは、ボランティ

アの研修でございまして、学校に配置されてお

ります学校司書、司書教諭に対する研修会は、

県教委のほうで年2回やっております。
一つは、初めてそういうふうな職につかれた

方向けのものを教育センターで行っております。

それから、その後、希望者に対しても行ってお

りまして、それぞれ毎回、100名近くずつ、大
体年間で200名近くの者を研修させているとこ
ろでございます。

【麻生委員】 長崎市も、ここ6年間ぐらい、相
当、学校司書が増えたという状況ですけれども、

一人で3校、中学校1校、小学校2校を持つとか、
そういうように複数校を持って、一人で担当す

る時間が、大体1校につき週に2日間とか、そう
いう状況になってきているのは事実なんです。

それで、言われたように、私は図書館司書が

きちんとおるところについては、子どもたちが

図書館に魅力を感じてやっているという状況が

あると思うんですよ。やっぱり図書館に行きた

いなとか、本を読みたいなという雰囲気をつく

ってやらないと、なかなか読めないですね。私

たちも図書館づくりをずっと一緒になってやっ

てきました。4年前は、図書館の木質化という
ことについて提案させていただいて、今でもず

っと継続してやってらっしゃるんですよね。こ
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の中にも、「魅力ある学校図書館づくり」とい

うことがあって、司書さんが率先して子どもた

ちが来たいような図書館の雰囲気をつくっても

らうとか、デコレするとか、そういったものが

大事かなと。

それとあと、中の図書が古くなっているもの

は廃棄して、新しいものに取り替えていかない

と、多くの書籍がありますけれども、実は、簡

単に申し上げますと、世界地図の中にロシアが

あるんだけれど、まだソ連連邦と載っている本

がまだいっぱい置いてあるわけですよ。全然現

在とマッチングしてないとか、そういったもの

も平然と並べてあるという実態があるんです。

そういったことについて、もちろん義務教育

関係についての小・中学校、そして高校につい

ても管理を、今後どのように進めていこうとさ

れているのか、お尋ねしたい。ここにも書いて

ある「学校の魅力ある図書館づくり」というこ

とで。どういう考えを持ってらっしゃるのか、

お尋ねしたいと思います。

【山口生涯学習課長】本当に委員がおっしゃる

とおりで、全く同じ気持ちでございます。

私どもも、平成30年度は7つの市町に参りま
して、市町の担当者とも話をしましたし、今年

度だけで学校を、小・中、私立もありますけれ

ども、14校回りました。
そういったことをずっと続けながら、今おっ

しゃったように、子どもたちが来やすい図書館

にしていただくこと、それから、本の更新を着

実に行っていただくこと、学校司書も置いてい

ただくことをずっとお願いして回っているとこ

ろでございます。これは、これからもしっかり

と続けてまいりたいと考えているところでござ

います。

【麻生委員】各市町によっては、予算がないか

らということで、優先順位が低い状況もありま

すけれども、ぜひ、子どもたちに投資するんだ

という思いで、取組を進めていただきたいと思

います。この点はよろしくお願いしたいと思い

ます。

あとは、今、教育機会確保というのがありま

すけれども、前回はフリースクールの話をさせ

ていただきました。しかし、小学校でひきこも

り、中学校でひきこもり、また、高校でもひき

こもり、一貫してつながってないんですね。中

学校でひきこもったら、高校には全然行きませ

んで、義務教育の間については一生懸命追いか

けますけれども、一旦離れると、子どもたちの

ところになかなか目がいかない。少ない子ども

たちの状況の中で、県内に残ってほしいとか、

いろいろな施策が言われておりますけれども、

片一方では、子どもたちが家にひきこもったり

とかして、なかなか社会生活ができないという

状況もある。それから、一人の人についてずっ

と追いかけるシステムが全然できていません。

だから、ある意味では、そういう漏れた人た

ちが学び直しできるということで、今、五島南

高校の話があったんでしょうけれども、夜間中

学校を検討する都道府県も出てきました。長崎

県として、そういうことについて考えがないの

かどうか、お尋ねしたいと思います。

【木村義務教育課長】夜間中学校がそういう子

どもたちを対象としたことを目的にしていると

いうのは、十分認識しております。また、国が

そのような動きをしていることも十分承知して

おります。

その上でありますけれども、昨年度、庁内に、

まず、担当者会議というのをつくりました。こ

れは義務、高校等の関係各課でつくり上げまし

た。さらに、本年度になりまして、協議会とい
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うものを、県と市町の学校教育課長等が構成メ

ンバーとなった課長会があるんですけれども、

それを協議会という形で位置づけまして、夜間

中学校であるべき姿はどんなものがあるかとい

うのを協議しているところであります。

本県の実態をそのまま申し上げますと、今の

ところ、各市町において、特段、夜間中学校の

ニーズについての話題は上がっていないという

ことで、協議の準備はしているわけですけれど

も、その設置に向けた具体的な姿はありません。

ただ、先進地域に視察に行くなど学ばせてい

ただいておりますので、今後、そういうニーズ

というんでしょうか、勉強しながらニーズをし

っかり認識しながら、さらに検討を進めていき

たいという状況にあります。

【麻生委員】 今、少子化ですよね。ひきこもり

が1人か2人あっても、前は、多くの子どもたち
がおったから、あまり目立たなかったんですけ

れども、今は少ない子どもたちの中で、1人、2
人ひきこもりになると、社会全体に与える影響

というのは大きいんじゃないかと。

そういうことで、ぜひ、ひきこもった子ども

たちに目を当ててもらいながら、教育委員会だ

けでやってほしいということではなかなかでき

ませんし、これは社会全体で取り組まなくちゃ

いけないと思うんですけれども、そういった意

味での取組をぜひ検討していただきたいという

ことと、今、フリースクールが頑張っておられ

ますので、そういう子どもたちが行ける場所を

しっかり確保していただきたいと思っておりま

すので、この点については要望にしておきたい

と思います。

あと一点、県の教職員住宅の件についてお尋

ねしたいと思います。

改修状況で、毎年3億円近い、今年も1億円以

上の予算を立てています。学校の教職員の異動

が今から始まりますけれども、住宅事情が悪か

った世代から比べると、民間住宅が相当よくな

ってきておりますね。ある意味では、職員住宅

をあえて使っていない状況もあるということで、

財産として保管されているものが相当あるんで

すけれども、こういうことについて、一括して

見直しが必要じゃないかと思っているところが

あるんです。もちろん離島関係で、短期間で異

動されなくちゃいけないので、整備をしなくち

ゃいけないんですけれども、この前五島にお邪

魔した時に、教職員住宅が大変荒れているなと、

整備されていないなという実態を感じました。

かといって、また、生徒も少なくなっているの

で、学校の先生たちの住宅の状況もいろいろあ

るのかなと思っております。

片一方では、民間住宅もよく整備されている

ところもありますので、そういったことについ

ての県の考え方、方針をお尋ねしたいと思いま

す。

【野口教育環境整備課長】教職員住宅について

の県の方針ということでございます。

県立学校に勤務する職員についての教職員住

宅については、当然、私ども設置者で設置し管

理をしているところなんですが、現在、入居率

といいますのが、75～76％ぐらいであります。
そういった中で、私どもとしては、住宅の状況

に応じて整理をしているところで、民間に売る

ほか、その他の活用などを見込める住宅もござ

います。

そういった中で、使えるものについて、例え

ば市町からの要望があるようなものについては、

現在でも行っておりますけれども、市町にお貸

ししたり、あるいは福祉の団体等から、使いた

いという申し出があったものについて、要件を
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満たすものについては、活用していただいてい

るところであります。

そういった中で、荒れている住宅もあるとい

うことでございましたけれども、これも年次的

な計画によって、毎年整理をしながら、更地に

して、その跡の土地についても有効に活用がで

きるように売り払ったりとか、そういったこと

をしておりますので、今後、計画を有効的に進

めていきたいと思っているところでございます。

【麻生委員】ぜひ、有効活用ができるところは

していただきたいなと思っているんです。今、

廃校される学校、長崎市でも野母崎高等学校も

なくなりましたし、式見も、もちろん南商も廃

校になって、いろいろ変わりましたけれども、

いかにしたらこの資産を利用できるのか、そし

て、投資効果の高いような状況で、先ほど70
何％とありました。本当に短期間で異動しなけ

ればいけないので、住宅を確保しなければいけ

ないんだという状況はわかるんですけれども、

あまりにも職員住宅が狭かったりとか、今の時

代にマッチングしてない。片一方では、民間住

宅が整備されてきた、そういうギャップが今は

あるんじゃないかと思っているんです。

だから、一旦ここで、ぜひ整理をしてもらい

ながら、地域別に、いかにしたら低コストで皆

さんが住環境に満足して、そして、この住環境

自体が子どもたちに与える影響というのは大き

いと思うんですよね。やっぱり日々の生活をす

る場ですから、安心して住居の中で、それでモ

チベーションを上げて子どもたちに当たっても

らうという形で、ぜひ一回見直しをする、棚卸

しをするということをご検討いただきたいと思

うんですけれども、そういうお考えはないのか

どうか、もう一回お尋ねしたいと思います。

【野口教育環境整備課長】教職員にとっての住

環境の整備というのは大変重要なことというふ

うに考えております。

そういった中で、今老朽化しているもので整

備をして、リフォームが必要なものについては、

これも計画的に毎年取り組んでいるところであ

ります。

ただ、先ほど申し上げましたように、居住率

が75～76％のところであれば、当然ながら整理
した上で有効活用をしていくというようなとこ

ろもございますので、そういったところを見極

めていきながら、できる限りの有効的な活用に

努めていきたいと思っております。

【麻生委員】最後に、子どもたちの絵画展とい

いますか、県展が開催されまして、多くの子ど

もたちが、今回参加してもらったということで、

私も孫が描いていましたので、見に行きました。

本当に多くの方が来られて、こういう展示会は、

皆さんを巻き込んでいいなと。県展ということ

で、どっちかといったら、専門家が一生懸命描

いて自分たちを見てもらうという展示会が多か

ったんですけれども、今回の企画というのは、

子どもたちみんなをそれぞれ巻き込みながら、

親御さんも楽しみ、また、私みたいなおじいち

ゃん、おばあちゃんもいっぱい来られているわ

けですね。

こういう企画をもっと、年次企画として取り

組みながら広げてもらいたいなと。今後の取組

の状況を、ずっと続くのかどうか、その点を1
点だけお尋ねしたいんですけれども。

【草野学芸文化課長】子ども県展は、県の美術

館ができた、平成17年度から県の支援を始めて
おりまして、当初は2万点ぐらいの作品だった
のが、平成22年度から50％を超えて、今回の平
成30年度の応募では78.3％、全体で8万5,114点
という、過去一番大きい点数を応募いただいて
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おります。

そういった意味では、どんどん浸透してきて、

子どもたちがたくさん応募いただいていると思

っておりますので、引き続きこの事業は続けて

まいりたいと考えております。

【麻生委員】その中で、先生たちの指導力です

よね。いい絵画もあれば、どうなのかなという

感じの絵画もあったと思っていますので、やっ

ぱり交流しながら、技術のレベルを上げながら、

また、発達障害ということの話も、今、予算も

拡充されていますけれども、いろんな能力があ

る人たちが多いと思いますので、絵画を通して、

また先生たちの交流もしっかりしてもらって、

こういう美術展がもっと盛んになって、多くの

子どもたちからいい作品が出るように取組を進

めていただきたいと思っておりますので、よろ

しくお願いしたいと思います。

【中島(浩)委員】 小規模高校の普通教室の空調
の設置状況ということで、先立って資料をいた

だきまして、質問させていただくんですけれど

も、今年度、平成31年度に島原農業高校が普通
教室に設置されるということをお聞きしました。

それ以外で言うと、11校あって、特に生徒数が
100人を切る高校、小規模なんですけれども、
主に離島がほとんどということなんですけれど

も、できれば、授業の環境づくりのないところ

とあるところでは大きな違いが出てくるし、離

島の先生方に聞いても、やはり結構大変なんで

すよという声も聞いたわけなんですけれども、

今現在、例えば特別教室を使って対応されてい

るとかお聞きはしているんですけど、どういっ

た対応をされているんでしょうか。

【野口教育環境整備課長】昨年の夏、異常とも

言えるような猛暑がございまして、社会現象と

も言えるような状況ではあったんじゃないかと

思っておりますが、私どもとしても、小規模校

の実態がどのようなものであるか、学校に直接

の聞き取りなどもしております。委員おっしゃ

ったとおり、必要に応じて特別教室を使ったと

いうところもございましたし、学校によっては、

なかなかそこまでの決断もできずに、普通教室

を使っておりましたというところもございまし

た。

状況としてはそのようなことでございました

ので、私どもとしては、小規模校については、

一定柔軟な対応が必要ではないかと思っており

ます。また、学級数にしましても、1学年1クラ
スのところも4校ほどございますし、先ほど委
員おっしゃった離島においては、小規模校は1
学年2学級以下の5～6学級というところも多う
ございますので、そういったところは、今現に

エアコンがついております特別教室を夏の期間

は使うようなことについても、一定柔軟な対応

はしていきたいと思っているところであります。

【中島(浩)委員】特に奈留、五島南というのは、
離島留学の推進事業をやられているところでご

ざいますので、せっかく島外から来ていただい

て大変な思いをされるというのも、結構大変じ

ゃないのかなという思いがございます。

ＰＴＡのほうで、エアコンを設置しましょう

という話に、本来ならばそういう動きがあって、

学校側が受けるという形なんでしょうけれども、

できれば学校のほうからＰＴＡの方々に、こう

いう条件でこういう設置ができますけれども、

どうでしょうかという紹介をしていただいて、

学校側から話をしてはどうかなという思いがあ

るんですけど、その辺はどうでしょうか。

【野口教育環境整備課長】現に、ＰＴＡによる

設置の学校についての状況といいますと、学級

数6学級ぐらいのところについても、生徒数が
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120～130名のところでも、実際つけているとこ
ろはございます。

そういったところでの検討状況でありますと

か、実際の運用の状況などを学校にご紹介する

ということは十分可能でございますので、そう

いった意味で、学校を通してＰＴＡにどういっ

た説明ができるかということについて、今後、

学校と話をしていくことはできますので、その

ように考えております。

【中島(浩)委員】 ぜひそういう形で進めていた
だきたいと思っております。

それともう一点、これの冊子なんですけれど

も、これは十八銀行グループのながさき経済研

究所の冊子で取り上げている内容なんですけれ

ども、「しま留学の拡大推進事業について」と

いうコメントが上がっております。「この事業

の中の課題として」ということで記事が載って

いるんですけれども、1点、「学校には、県が
五島市に配置した離島留学支援員が週2回来校
しているが、生徒の受け入れ家庭には、専門家

などの訪問が少なく、問題を抱えた生徒の受け

入れや、受け入れ生徒がその家庭になじめない

など、受け入れ家庭が抱えるさまざまな問題に

対応できる仕組みが十分でない。生徒の親と受

け入れる家庭との意見の相違などさまざまな課

題に対応、アドバイスできる専門家がいない。

今年度も、入学者9名中3名が既にリタイアして
いる。生徒を受け入れてもらえる家庭がまだま

だ少ない」ということで記事が載っていますけ

れども、ここに書かれているんですけれども、

現状はどうなんでしょうか。

【林田高校教育課長】多分、今の記事の内容は

「しま留学」ですから、義務教育段階の子ども

たちのことではないかと思っているんですけれ

ども、高校で行っております離島留学制度に関

して申し上げますと、現在のところ、対馬、五

島には専任の職員を置いておりまして、里親宅

と生徒、学校を結ぶようなネットワークは講じ

ております。

残念ながら、壱岐のほうにはまだ設置をして

おりません。しかし、ここの地域についても、

何とか里親さんといろんな情報交換ができて、

連携して取り組めるような組織づくりはしてま

いりたいと考えておるところです。

【中島(浩)委員】 高校では、一定専門員を置か
れているということでございますけれども、「し

ま留学」は短期ですかね。

【木村義務教育課長】 推測ですが、多分、今取

り上げられているのは、五島市で行っている「し

ま留学」に関するデータではないかと思ってい

ます。久賀小・中学校が行っているんですが、

昨年10月現在の在籍が9でありますので、そう
いうことかなと思っております。

【中島(浩)委員】 この記事に、中学校と高校が
長崎県のため、五島市奈留支所と高校の連携が

十分にとれていないということもうたわれてい

ますので、その辺もしっかり連携をとっていた

だいてやっていただきたいと思いますが、いか

がでしょうか。

【林田高校教育課長】奈留に関しては、昨年度

から始めまして、里親の開拓から学校、それと

教育委員会、市と連携をとりましてしっかりや

っているところでございます。

確かに、里親さんのいろんな要望に応えてい

くというのは難しいところであるんですけれど

も、五島市に置いております専任の職員は、奈

留にも定期的に訪問して意見を聞いております

ので、そこの記事のほうがやや一方的なのかな

という気がしております。

【浅田委員】 1点だけ確認をさせていただきた



平成３１年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月６日）

- 90 -

いと思います。

県立図書館「ミライon図書館」ができまして、
これからすばらしい図書館ができるということ

は非常にありがたいことだなと思っております。

そんな中で、私としては県都になくなったこ

とは、それでもまだまだ残念なところなんです

が、郷土資料館が2021年にできるまで、今、閲
覧はできるような状況になっているかと思うん

ですが、これの期間が一体いつまで、前、新聞

で出た時には、まだその時期も不確定な状況だ

ったということと、ここの郷土資料というのは、

割と長年、研究者の方たちも足を運ぶところで

あり、それは県内外の方からもたくさん来てい

ただいていた。そして、「長崎学」という学問

としても確立をされているようなところもある

んですけれども、今、複写ができなかったり、

見ることはできるけれど、前できていたものが

できなくなっているものが、多分幾つかあるか

と思うんですが、そのあたりのことをどのよう

に状況を把握なされていて、今後どういうふう

になっていくのかというのだけ教えていただけ

ますか。

【吉田新県立図書館整備室長】 現在、昨年12
月から、長崎の立山の県立図書館は休館してお

ります。ただ、1月から、郷土資料の閲覧に限
ってはサービスを継続しているところでござい

ます。

このサービスの継続につきましては、今後、

ミライon図書館への移転作業の関係、移転作業
が終わるのを見計らって解体工事に入ってまい

りますが、そのあたりの時期を一定詰めながら、

いつまで続けられるかというのは、県民の皆さ

んにお知らせしていきたいと思っております。

また、ミライon図書館が10月5日に開館しま
すが、それにあわせて、今、長崎にある郷土資

料につきましては、一定のサービスを再開した

いと思っておりまして、閲覧だけではなくて、

そういった複写サービスもできるように検討し

てまいりたいと考えております。

【浅田委員】前々からだったんですけど、一旦

郷土資料は、郷土資料館ができるまではミライ

on図書館に移すんですか。歴史文化博物館のほ
うとの連携とかもあったと思うんですけど、そ

れと、前は複写はできていたと思うんですね。

それが、なぜ今できなくなっているのか。かな

りそれで不便だという方々のお声を聞くもので

すから、ミライon図書館ができたら対応するの
ではなくて、今対応をしてほしい方たちがいる

ということと、研究とかをしている人たちにと

っては、ほんと、いきなり「ミライon図書館に
移ります」と言われると、やっぱり困る部分が

多々、多々あるんですね。計画しながら本とか

著書を書いたりする方たちも、あそこを使う

方々の中には、単純なる県民、市民の利用だけ

ではなくてあるものですから、その辺も踏まえ

て、少し考えていただければと思っているんで

すが、いかがでしょうか。

【吉田新県立図書館整備室長】先ほどお話しし

たのは、ミライon図書館で再開するという意味
ではございません。長崎の今の立山に新書庫が

残りますので、そこに一定郷土資料については

残します。新書庫の資料につきましては、再度

閲覧と複写のサービスは継続していきたいと思

っております。

【浅田委員】一定期間、そこが使えなくなって

しまうということですね、やはり。書籍が見ら

れなくなるということですよね。今、だからこ

そ複写したりとか、いろんなことをやっていき

たいという人たちがいるんですよね。前はでき

ていて、それがなかなか間に合わなかった状況
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の中で、コピー機を置くこともそんなに難しい

のかなということが、私の中にはあるんですけ

れども、活用していた人たちが、県立図書館が

移るからといって、市民で不便になっている方

たちのところのフォローアップは、やっぱりき

ちんとする必要性があるかと思うんですけれど

も、いかがですか。

【吉田新県立図書館整備室長】そのような声が

あるということを踏まえまして、図書館のほう

と検討してまいりたいと思います。

【浅田委員】それに関しましては、期間がいろ

いろあることだと思うんですけれども、できる

限り早めに対応いただきますよう、要望にかえ

させていただきます。

【近藤委員長】 ほか、いいですか。

では、最後、私が委員長として、2つぐらい
要望を教育委員会にさせていただきたいと思い

ます。

長崎県というのは、東京、大阪、または福岡

とかと、地理的な条件が全然違うわけですね。

だから、しま留学とか、そういうのを全国に誇

れるような教育を長崎県はやっているんですけ

れども、やっぱり長崎県独自の教育というのを

しっかり長崎県の教育委員会は考えてほしいな

と。

だから、文部科学省はどこを基準としていろ

んな決まり事をつくっているのかわかりません

けれども、やっぱり長崎県と東京は絶対違う。

長崎県には長崎県独自のやり方というのを、も

う一回、文部科学省から下がってきた時に、長

崎県の教育委員会はよくかみ砕いた中に、そう

いうふうな施策とか教育に結びつけていただけ

ればと思います。

そして、自分が元教員で、常に2つだけ疑問
に思っていたことを述べさせてもらいます。

1つは学校給食です。これは市町の考えるこ
とであるんですけれども、いつも教育委員会は、

給食費を集めることにいろんな形で苦労されて

いるのはわかるんです。そのときに、これは親

の問題ではあるんですけれども、給食をみんな

楽しく食べている中で、本当に自分の親が給食

費を払ってない子どもたちがどういう気持ちで

食べているのか。

教育委員会、学校もわからないような、そう

いう伝達はしていると思うんですけれども、子

どもとしては、わかるんです。例えば、そうい

う子どもと一緒に食事をしている時に、変なこ

とを一言でも言われたら、その子たちがどうい

う気持ちで食事をとっているのかというのはい

つも気になっていたんです。

私が現職の時に、学校は弁当だったんですけ

れども、昼休みになるといつも一人でどこかに

行く子どもがいたんです。現場は、今そういう

状況になっているんです。学校給食の重要性と

いうのは、絶対大事だと思います。三好委員も

その関係で、県の給食というのは一生懸命考え

ながら、若い時にはやってきて、私もそれを後

ろから見ていて勉強させてもらった経験もあり

ます。

そのときに、学校給食が無償化できないもの

か。保護者、保護者と言っても、保護者も二極

化してしまっています。格差というのもありま

すけれども、考え方の二極化というのがありま

す。だから、これは市町の考えることであるん

ですけれども、やっぱりここら辺は県のほうで

いろんな指導の中で、学校給食が無償化できる

ような施策を何か打っていただく。そういうふ

うな流れの中で、これは極端な言い方をしてい

るんだろうと思うんですけれども、私は現場の

人間として、そういうふうな考え方を持ちまし
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たので、それは一つ、要望にかえさせていただ

きます。

もう一つ、献血です。このごろ高校生の献血、

少し意識が薄れているんじゃないのかな。一部

の団体の考え方の中に、自分が現役の時に、そ

っちのほうからちょっと目をそらそうとした経

過があると思います。やっぱり献血というのは、

自分の存在で人が助かる、自分が現実この世の

中にいる時に、自分の存在の教育をしっかりで

きる一つの教材だと思っています。我々は、献

血するということは人のためになる。自分の血

液で人の命を助けられる。そういうふうな使命

感を学校の時に教育を受けた記憶があります。

だから、献血というのを否定してしまったら、

医学を否定することと一緒ですよ。強制はでき

ませんけれども、そういうふうな教育は少しや

っていただきたいなと思います。これも要望に

とどめます。

1年間、私も委員長として、こういう形で委
員会を開かせていただきました。教育委員会の

先生方には前向きな答弁をしていただき、1年
間、どうもありがとうございました。

ほかに質問がないようですので、教育委員会

の審査結果について整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 ０分 休憩 ―

― 午後 零時 ０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、教育委員会関係の審査を

終了いたします。

午前中の審査はこれにてとどめ、午後は1時
30分から、こども政策局を含む福祉保健部関係
の審査を行います。

― 午後 零時 １分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【近藤委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

これより、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査を行います。

【近藤分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

福祉保健部長より、予算議案説明をお願いい

たします。

【沢水福祉保健部長】福祉保健部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。

予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明

資料の福祉保健部の1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

1号議案「平成31年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第14号議案「平成31年度長崎県
国民健康保険特別会計予算」、第57号議案「平
成30年度長崎県一般会計補正予算（第5号）」
のうち関係部分、第69号議案「平成30年度長崎
県国民健康保険特別会計補正予算（第2号）」
の4件であります。
はじめに、第1号議案「平成31年度長崎県一

般会計予算」のうち関係部分についてご説明い

たします。

平成31年度は、「長崎県総合計画チャレンジ
2020」における保健・医療・介護・福祉分野の
基本的な考え方や方向性を示すものとして策定

した「長崎県福祉保健総合計画（第4期）」の
基本理念である「県民一人ひとりの尊厳が保た

れ、ともに支え合い、誰もが安心して健やかで

生きがいのある生活を送ることができる地域」

の実現を目指し、施策の充実・強化と新たな事
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業展開を図ってまいります。

特に、人生100年時代を迎え、本県の高齢化
が全国よりも10年早く進んでいる状況を踏ま
え、県民一人ひとりが、生きがいを持っていき

きと元気に活躍できる生涯現役の社会を構築す

るため、健康長寿日本一を目指した健康づくり

対策と元気高齢者の活躍促進・社会参加支援を

進めてまいります。

また、医療・介護・予防・住まい・生活支援

が一体的に提供される地域包括ケアシステムの

早期構築や、誰もが住み慣れた地域で安心して

医療を受けられるための医療提供体制の整備、

そのために必要な医療・介護人材の確保対策を

推進するとともに、障害者（児）や生活困窮者、

認知症の方など、社会的配慮が必要な方々が安

心して暮らせるための支援の充実に取り組んで

まいります。

2ページをお開きください。
歳入予算は、福祉保健部合計で172億971万

6,000円、歳出予算は、福祉保健部合計で1,029
億10万円となっております。
なお、各科目につきましては、2ページに記

載のとおりであります。

2ページの下段をご覧ください。
当初予算の主な内容につきましては、健康の

保持増進と生活習慣病の予防について、健康長

寿日本一の実現に向け、生活習慣病予防の基本

である食事や運動等の生活習慣の改善や特定健

診受診率向上などを図るため、高齢者に向けた

フレイル予防対策のほか、企業等の健康づくり

に対する表彰制度創設による優良事例の幅広い

普及や携帯端末等を利用した運動等による生活

習慣病発症リスク低減効果の見える化など、働

きざかり世代を中心とした県民自らの主体的な

健康づくりの取組を促す経費として、919万

8,000円などを計上しております。
3ページの中ほどをご覧ください。
高齢者の社会参加と活躍促進について、高齢

者の「活躍の場」を創出し、元気で生きがいの

ある暮らしの実現に向けて、老人クラブ活動の

一層の活性化、県ねんりんピックの開催、全国

健康福祉祭への選手団派遣等により、高齢者の

生きがいづくりや健康づくりを推進する経費と

して、1億1,344万5,000円などを計上しており
ます。

4ページをお開きいただき、上段をご覧くだ
さい。

地域包括ケアシステムの構築について、高齢

者がいくつになっても住み慣れた地域で安心し

て暮らし続けることができるよう、医療・介護・

予防・住まい・生活支援が一体的に提供される

地域包括ケアシステムの早期構築を図るため、

全市町で策定したロードマップに基づく取組を

促進するとともに、県内3地区のモデル事業で
構築した手法や先進事例等を市町や地域包括支

援センターと共有する経費として、413万6,000
円などを計上しております。

このほか、5ページから14ページにかけまし
て、5ページに掲載の医療提供体制の整備・充
実について、6ページに掲載の医療人材の育
成・確保について、介護・福祉人材の育成・確

保について、7ページに掲載の障害者支援等の
充実について、8ページに掲載の生活困窮者等
の支援について、認知症支援体制の整備につい

て、9ページに掲載の佐世保こども・女性・障
害者支援センターの建て替えについて、被災者

の生活再建支援について、社会福祉施設等の指

導監査について、10ページに掲載の病院企業団
への助成について、薬務行政について、11ペー
ジに掲載の国民健康保険について、後期高齢者
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医療費について、12ページに掲載の指定難病対
策費について、介護保険対策について、つくも

苑跡地活用について、13ページに掲載の原爆被
爆者の援護について、原爆医療施設及び原爆養

護施設への助成について、債務負担行為につい

てで、その内容につきましては、記載のとおり

であります。

続いて、14ページの中ほどをご覧ください。
次に、第14号議案「平成31年度長崎県国民健

康保険特別会計予算」についてご説明いたしま

す。

歳入予算、歳出予算ともに、合計で1,578億
8,235万1,000円となっております。
なお、各科目につきましては、14ページに記

載のとおりであります。

15ページの上段をご覧ください。
国民健康保険法の改正により、平成30年度か

ら県も国民健康保険の保険者となり、国保運営

の中心的な役割を担っております。

県全体で必要となる保険給付費等の支出の額

を見込み、その財源の一部を市町から納付金と

して徴収し、市町には保険給付費等に必要な額

を交付金として支払うものであります。

また、債務負担行為について、総務管理費に

つきましては、平成32年4月1日から実施が必要
な国民健康保険運営に係るシステム保守業務等

について契約準備期間を確保するための債務負

担行為として、130万7,000円を計上いたしてお
ります。

次に、第57号議案「平成30年度長崎県一般会
計補正予算（第5号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

歳入予算は、福祉保健部合計で8億7,227万
8,000円の減、歳出予算は、福祉保健部合計で
18億8,884万円の減となっております。

なお、各科目につきましては、15ページから
16ページに記載のとおりであります。
補正予算の主な内容については、年間所要見

込みに基づくもので、このほか17ページから18
ページにかけまして、繰越明許費について、債

務負担行為についてで、その内容につきまして

は、記載のとおりであります。

18ページの下段をご覧ください。
次に、第69号議案「平成30年度長崎県国民健
康保険特別会計補正予算（第2号）」について
ご説明いたします。

歳入予算、歳出予算ともに、合計で7億1,201
万4,000円の増となっております。
これは、国民健康保険保険給付費等交付金の

増など、年間所要見込みに基づくものでありま

す。

このほか、19ページに掲載の債務負担行為に
ついてで、その内容については、記載のとおり

であります。

最後に、歳入・歳出予算の確定に伴う整理等

を行うため、3月末をもって、平成30年度予算
の補正を知事専決処分により措置させていただ

きたいと考えておりますので、ご了承を賜りま

すようお願いいたします。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤分科会長】 次に、こども政策局長より、

予算議案説明をお願いいたします。

【園田こども政策局長】こども政策局関係の議

案について、ご説明いたします。

予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明

資料のこども政策局をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、
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第1号議案「平成31年度長崎県一般会計予算」
のうち関係部分、第2号議案「平成31年度長崎
県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算」、第57
号議案「平成30年度長崎県一般会計補正予算
（第5号）」のうち関係部分の3件であります。
はじめに、第1号議案「平成31年度長崎県一

般会計予算」のうち関係部分について、ご説明

いたします。

平成31年度は、「長崎県総合計画チャレンジ
2020」に掲げる「地域のみんなが支えあう長崎
県」、「次代を担う『人財』豊かな長崎県」の

実現に向け、「長崎県子育て条例」に基づき、

安心して子どもを生み育てることができ、子ど

もが生まれてきてよかったと感じる社会となる

よう、県民総ぐるみの子育て支援、結婚・妊娠・

出産から育児までの一貫した切れ目ない支援、

きめ細やかな対応が必要な子どもや家庭に対す

る支援など、各種施策の充実・強化と新たな事

業展開を図ってまいります。

歳入予算は、こども政策局合計で36億2,705
万2,000円、歳出予算は、こども政策局合計で
239億5,638万9,000円となっております。
なお、各科目につきましては、1ページから2

ページに記載のとおりであります。

2ページの中段をご覧ください。
当初予算の主な内容につきましては、結婚・

妊娠・出産・子育て支援の強化について、婚姻

率の低下及び晩婚化、晩産化の進行による夫婦

の出生力の低下などによる少子化に歯止めをか

けるため、市町、企業・団体との連携を更に深

めながら、結婚・妊娠・出産・育児の切れ目な

い支援を強化してまいります。

1、長崎県婚活サポートセンターによる相談
業務やお見合いデータマッチングシステムの運

営のほか、婚活サポーターによる縁結び活動の

推進を図るとともに、企業や団体等に属する独

身グループ同士の交流を促進する新たなシステ

ムを構築し、官民が一体となった企業間交流の

推進に要する経費として、3,330万1,000円。
2、体外受精等の不妊治療を行う夫婦の経済

的負担を軽減するため、特定不妊治療費に対す

る助成及び医療や行政の関係機関が連携し、支

援を必要とする妊産婦を早期に把握し、適切な

支援へとつなげるネットワークの構築に要する

経費として、1億74万9,000円。
3、子育ての負担を軽減する「子育て応援の

店」のサービス充実や、女性に偏りがちな育児

負担の軽減に向けた男性と子どもの家事参画な

どに関する普及啓発・情報発信に要する経費と

して、641万4,000円。
4、県民が希望どおりに結婚、妊娠・出産し、
安心して子育てができる社会の実現に向け、企

業・団体による応援宣言の実施、ボランティア

活動への参加促進、マスメディアと連携した情

報発信など、行政、企業・団体及び県民が一体

となった取組に要する経費として、1,689万
4,000円。

5、「合計特殊出生率」の分析によって明ら
かとなった少子化要因の改善を図るため、市町

が新たに取り組む少子化対策の支援に要する経

費として、7,145万7,000円。
6、保育士・保育所支援センターのマッチン

グ機能拡充、保育の仕事合同面談会への参加者

増加に向けた取組、子育て支援員研修の充実等

に要する経費として、2億2,274万9,000円を計
上いたしております。

このほか、3ページから7ページにかけまして、
3ページの子ども・子育て支援新制度への対応
について、4ページの保育所等における待機児
童対策について、私立幼稚園の振興について、
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幼稚園、保育所等の耐震化の推進について、県

民総ぐるみの子育て支援や子どもを取り巻く有

害環境対策の推進について、5ページの社会生
活を営む上で困難を有する子ども・若者等への

支援について、子育て家庭の経済的負担軽減に

ついて、母子保健の充実について、6ページの
障害のある子ども等への支援について、総合的

な児童虐待防止対策の推進について、社会的養

護体制の充実について、7ページの婦人保護対
策について、ひとり親家庭等の支援について、

債務負担行為についてで、その内容につきまし

ては、記載のとおりであります。

8ページの中段をご覧ください。
次に、第2号議案「平成31年度長崎県母子父

子寡婦福祉資金特別会計予算」について、ご説

明いたします。

歳入予算、歳出予算ともに、合計で2億5,063
万3,000円となっており、各科目につきましては、
記載のとおりであります。

これは、母子及び父子家庭並びに寡婦の経済

的自立等を図り、併せてその扶養している児童

の福祉を推進するために、修学資金、就学支度

資金等を貸し付けるものであります。

9ページをご覧ください。
次に、第57号議案「平成30年度長崎県一般会

計補正予算（第5号）」のうち関係部分につい
て、ご説明いたします。

歳入予算は、こども政策局合計で5億7,483万
4,000円の減、歳出予算は、こども政策局合計で
13億4,960万7,000円の減となっております。
なお、各科目につきましては、記載のとおり

であります。

補正予算の主な内容につきましては、年間所

要見込みに基づくもので、その内容につきまし

ては、9ページから10ページに記載のとおりで

あります。

最後に、平成30年度補正予算の専決処分につ
いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

平成30年度予算につきましては、今議会にお
いて補正をお願いいたしておりますが、歳入に

おきまして国庫補助金等に未確定のものがあり、

また、歳出におきましても、年間の執行額の確

定に伴い整理を要するものがあります。

従いまして、これらの調整、整理を行うため、

3月末をもって、平成30年度予算の補正を知事
専決処分により措置させていただきたいと考え

ておりますので、ご了承を賜りますようお願い

いたします。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤分科会長】 次に、提出がありました「政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料（政策的新規事業の計上状況）」について、

説明をお願いいたします。

【渡辺福祉保健課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本分科会に提

出いたしました福祉保健部関係の資料について、

ご説明いたします。

今回ご報告いたしますのは、政策的新規事業

の計上状況についてでございます。

資料の1ページをお開き願います。
ご報告しますのは、1ページの最初の佐世保

こども・女性・障害者支援センター建替費から、

2ページの上から4つ目、障害者芸術文化活動普
及支援事業費までの14事業で、事業内容、要求
額、計上額等につきましては、記載のとおりで

ございます。
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以上でございます。

【濱野こども未来課長】次に、こども政策局の

政策的新規事業の計上状況について、ご説明い

たします。

同じ資料の2ページをお開きください。
上から5つ目の結婚、妊娠・出産、子育て応

援プロジェクト推進費と、その下、企業間交流

事業費の2事業でございます。
内容につきましては、記載のとおりでござい

ます。

以上で説明を終わります。

【近藤分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 当初予算の横長資料35ページ、
生活福祉資金貸付事業費について質問いたしま

す。

これは、低所得者・障害者・高齢者世帯の自

立更生のための資金貸付事業、4,773万円ですが、
取り扱い窓口はどこになりますか。

【渡辺福祉保健課長】生活福祉資金貸付事業に

ついてのお尋ねでございますけれども、この制

度は低所得者等の自立更生を目的として設けら

れた制度でございまして、貸し付け事業の事業

主体につきましては、県の社会福祉協議会で実

施しております。

【堀江委員】県の社協が取り扱い窓口になると

いうことですね。

これは、国の要綱があります。「都道府県社

協等関係機関は、この要綱の趣旨を逸脱しない

範囲において、地域の実情に即した効率的かつ

効果的な運営を行って差し支えないものとす

る」ということで、国の要綱では、教育支援資

金、大学とか、専門学校とか、そこに進学した

いという人たちの入学金でありますとか学費、

これの貸し付けにつきまして、償還期限は20年
以内というふうに国の要綱では定めている。し

かし、県社協の事務要綱では、教育支援費の償

還期間が10年以内というふうに定めておりま
すが、これは、国は20年でいいと言っているの
に、県の社協が10年で返しなさいというこの理
由は何ですか。

【渡辺福祉保健課長】生活福祉資金貸付事業に

つきましては、委員ご指摘のとおり、国から、

標準的な取り扱いとして、そういった要綱の案

等も示されておりますけれども、事業実施主体

でその取り扱いについては、それぞれ各都道府

県において定められているというふうにお聞き

しております。

貸付金の償還期限につきましては、国のほう

は20年以内というような示しをしております
けれども、県社協では、当初から、償還期限は

10年ということで、原則取り扱っているところ
でございます。

理由については、まずは、返済期間が長期間

にわたるということで、その後の生活再建、自

立更生への影響、また、限られた資金で運用し

ておりますので、できるだけ多くの方々にご利

用いただけるようにといった視点でありますと

か、あと、長期間になることで債権管理の困難

性、もしくは債権管理事務が増加するというよ

うなところもございまして、そういったところ

を総合的に判断して、償還期限を10年以内とい
うふうに取り扱っているところでございます。

【堀江委員】 同じく長崎県には生活福祉資金、

県社協が貸し出す教育支援資金と同じように、

長崎県こども家庭課が担当します母子父子寡婦

福祉資金貸付金がありますね。これは何年の償

還ですか。

【今冨こども家庭課長】貸し付けを受けた期間
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の2倍の期間で返還を行うこととなっておりま
す。

【堀江委員】そうなりますと、例えば大学に入

りますね。その分の教育費を借りたとなれば、

これは何年で返還ですか。

【今冨こども家庭課長】 8年での返還となりま
す。

【堀江委員】私の事前の調査と違うんですけど、

これは20年の返還にはなってないんですか。
【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 １時５２分 休憩 ―

― 午後 １時５２分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【今冨こども家庭課長】失礼しました。資金で

少し違いがございまして、修学資金につきまし

ては、貸付期間の4倍、20年が限度となってお
ります。

【堀江委員】それは、国の要綱に基づいてやっ

ていますか。長崎県が単独でやっているんです

か。国の要綱があるでしょう。国の要綱ではど

ういうふうになっていますか。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 １時５３分 休憩 ―

― 午後 １時５３分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【今冨こども家庭課長】国の要綱と同一となっ

ております。

【堀江委員】国の要綱が、県の社協の教育資金

も20年、それから、母子父子寡婦福祉資金貸付
も国の要綱は20年、同じ長崎県でありながら、
こども家庭課が窓口となっている貸付金、教育

費のための教育資金は20年なのに、県の社協が
貸し付ける教育資金は10年ですよね。返済が10

年となることでどういうことが生じるかという

と、単純に考えて、毎月の返済が高くなります

ね。毎月の返済が高くなったらどうなるか、借

りられませんよね。返済期間が長いということ

で貸さないんでしょう、県の社協は。

どういう問題が起きるかといいますと、これ

は県内の自治体の市の社協が県の社協に貸し付

けをお願いするわけですけど、こういうやりと

りがあるわけですよ。市の社協がこう言いまし

た、「本人は入学試験に合格し、将来に希望を

持っている。経済的に苦しい家庭の子どもが、

その環境から脱却し、安定した生活を手に入れ

るためにこの貸付制度があるのではないか。県

社協はそこに目を向けず、返済が可能かどうか

にだけ注目するのか」、そして、「県社協から

の借入金を減額しても、他の機関からの借り入

れを含め、総額で計算するということなのか」

と市の社協が問うたことに対して、県社協は、

「すべての資金計画の借入額で判断する」、市

の社協が、「保証人がついているので、仮に本

人の償還が滞っても、回収ができるのではない

か。保証人の意味はそこにあるのではないか」

と言ったことに対して、県の社協は、「保証人

の有無にかかわらず、償還額で考える」、市の

社協が、「保証人の資力が問題があると考えて

いるのか」ということに対して、県の社協が、

「保証人の保証能力に問題はない」、つまり市

の社協が、「それでは生活困窮世帯の子どもは

どんなに能力があっても医科歯科系、薬学部、

獣医師といった学費がかさむ進路には進めない

ということか」、県の社協はこう答えています。

「そのとおりである。浪人してでも費用のかさ

まない国公立へ進めばいいことだ」、どういう

ことですか、この事業は。趣旨が違うでしょう。

経済的に大変な子どもたちが第2ステージを
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目指したい。そうしたら、大学4年間だけじゃ
なく、獣医学部でしょう。この子は獣医学部に

合格した。6年間学ばなければいけないという
時に、県社協からの教育資金だけじゃなくて、

ほかからも借りて、県社協から借りる分は少な

くした。それでも、県社協の額は見ないで、全

体の額を見て、しかも合格している。合格通知

もコピーして出しているのに、ほかに行けと、

どういう貸与の事業をやっているんですか。

この実務は変更できないんですか、実務要綱

は。

【渡辺福祉保健課長】委員ご指摘のとおり、生

活福祉資金の貸付制度につきましては、低所得

者あるいは障害者・高齢者に対して資金の貸し

付けと、それと含めて必要な援助指導、そうい

ったところを行うことによって、経済的自立や

生活意欲の助長・促進、それから在宅福祉や社

会参加の促進を図り安定した生活を営んでいた

だくことを目的として実施をしているものでご

ざいます。

確かに、その貸し付けに当たっては、生活福

祉資金の運営要領というのがございまして、そ

の中に留意点として、「本人の償還能力を超え

た貸し付けを行わないように留意すること」が

定められているところでございます。

また、生活福祉資金の場合は、その他の公的

資金の貸し付けを受けている場合でも貸し付け

を認めておりますけれども、そういった際には、

そういったところも含めた償還能力を十分検討

するということが求められているところでござ

います。

ただ、ご指摘のように、償還期間が長いほど、

そういった貸し付けを希望される方の選択を広

げるということもございますし、教育資金でご

ざいますので、長期間にわたる返済が一定可能

であるというようなところもございますので、

そういった検討すべき点もあると思いますので、

県社協とは、そういったことの取り扱いについ

ては話をしてみたいと考えております。

【堀江委員】私が言っているのは、県の社協の

事務要領を変えればいいことでしょう。変えら

れないのかという質問に対して、今の答弁は何

ですか。県の社協と検討するということですか。

指導するべきじゃないの、これは。

市の社協は言っていますよ。「県の社協の運

営が逸脱してないか、貸付金そのものの運用を」、

そういう指摘もあっているんですよ。それを指

導ではなくて、県の社協と話すんですか。県の

社協に私が聞いた、「この根拠は何か」、「慣

例です」と。国の要綱に基づいてやるべきじゃ

ないんですか。

部長は県社協の役員ですよね。把握しておら

れましたか、このことは。

【沢水福祉保健部長】担当課のほうからお聞き

をして、こういう状態があったというのは聞い

ております。

ただ、市の社協と県の社協のやりとりがどう

だったかというのは、初めて今、委員のお話で

わかったところでございます。

【堀江委員】 それで、部長、今、課長は、県の

社協と協議をすると言った。でも、市の社協か

らは、これは運用を逸脱していると指摘をされ

てもおかしくないんじゃないかと、そういう声

まで私には届いているわけですよ。だって、国

の要綱は20年でいいと言っているんだもん。も
ちろん、それぞれの状況に応じてという運用は

しているけれども、10年で返しなさいという要
綱は何もないでしょう。

そうであれば、私は、学びたいと思って、薬

学部でも、医学部でも、薬剤師でも、それこそ
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獣医師になりたいと思う子どもたちの夢をかな

えてあげるべきですよ。なんで10年で区切るん
ですか。そういう意味では、県の社協と協議す

るだけでは、私は納得できない、これは。部長

として、きちんと指導するという立場に立てな

いんですか。

【沢水福祉保健部長】県の社協と市の社協のや

りとりも含めて、本当に私自身そこを聞いてお

りませんので、そこの内容も含めてお聞きをし

て、指導になるのか、また、改善に向けた協議

になるかわかりませんけれども、県社協とは一

度話をしたいと思っております。

【堀江委員】県の社協は電話通知だけです。「償

還に不安がある」、これだけですよ、返答は。

本来だったら、「不承認」という返答をするの

に、不承認の理由を書いてくるでしょう。そう

ではない。電話で一言、「償還に不安がある」

というだけで不承認になっているわけですよ。

少なくとも長崎県内の子どもたちが第2ステ
ージで学ぼうという時に、本当に苦労して10年
間で払っている。それぞれの市の社協は、「お

かしい、県のやり方は」と常々思っていた。で

も、不承認になるケースがなかった。でも今回、

獣医学部で学びたいという生徒が不承認になっ

て、せっかく合格したのに、何とか入学金は確

保したけど、じゃ、6年間はどうするんだとい
うことで悩んで、県社協に承認を求めたけれど

も、電話通知だけだった。市の社協は、おかし

いじゃないかといって面談に行って、私が読ん

だ、ああいうやりとりをしているわけですね。

そういう意味では、私はぜひ、課長も部長も

県社協と話すということでしたけれども、こう

いう運用を新年度もやるということであれば、

この予算は認められませんよ。何のための貸付

金ですか。しかも、本当に大変な子どもたちが、

貧困の連鎖を断ち切るために第2ステージ、勉
学、学びたいと言っているんですから、その本

来の趣旨の貸付金の運用をしていただきたいと

いうことを非常に思います。

もう一度答弁を求めます。

【沢水福祉保健部長】今、状況につきましては、

いろいろ委員からもご指摘がございました。趣

旨としては、私としても理解いたしますので、

そこについては、県社協としっかり話をさせて

いただきたいと思います。

【堀江委員】この生活福祉資金貸付事業は、本

当に学びたいという子どもたちが学べる環境を

つくっていただきたいというふうに思います。

奨学金そのものは、今は給付型になろうという

時代ですので、そういう中で、貸付金ですから、

もちろん返済をしたことを受けて、さらに別の

方に貸し付けるというのは、私も理解をしてい

ます。しかし、大変な中できちんと保証人もい

るわけですから、20年でということであれば、
20年の、やはり法に準じた、要綱に基づいた運
用をしていただきたいということを強く申し上

げておきたいと思います。

一旦、とりあえず終わります。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】 体外受精等の不妊治療を行う
夫婦の経済的負担の軽減のための特定不妊治療

費と、助成及び医療や行政の関係機関で連携し

て、支援を必要とする妊産婦を早期に把握し、

適切な支援へとつなげるネットワークの構築に

要する経費として、1億74万9,000円計上されて
おりますが、この1億円分ぐらいは、通常の不
妊治療の助成費用だというふうに理解をしてお

りますが、新たにネットワークの構築と書いて

ありますが、中身のほうをご説明いただきたい

と思います。
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【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時 ４分 休憩 ―

― 午後 ２時 ４分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【今冨こども家庭課長】妊産婦におきましては、

産後うつの問題とかがございまして、出産後の

うつの対応というものがすごく求められている

ところでございます。

県のこれまでの対応としましては、児童虐待

ゼロプロジェクトでありますとか、そういうも

ので産科と行政におけるネットワークというも

のはつくってきたところなんですけれども、先

ほど申し上げたような課題がございまして、そ

こへの対応としまして、精神科も含めたところ

でのネットワークのほうに取り組んでいくとい

うことで、この経費を上げさせてもらっており

ます。

【山田(朋)委員】 産婦人科の方には、数年前か
らご協力をいただいておりました。今回、少し

そういうリスクが高いと思われる妊婦さんに関

しては、本人の同意を得て精神科につなぐとい

うことで理解をしてよろしいですね。

大きな問題として、子どもが生まれた後に、

3カ月健診とか、6カ月健診とか、1.5歳児健診と
かずっと続くんですけれども、産後は、産婦健

診というのが、多分長崎市だけしか実施してな

いと思いますけれども、産後の母親というのは

産後うつの問題、その世代の自殺者の方で非常

に産後の方が多いというデータも、ショッキン

グなニュースもあったかと思いますけれども、

私も非常に心配をしているところであって、一

般質問でもさせていただきましたが、産後の産

婦健診というものをもっと県下に広げていただ

きたいと思っておりますが、担当課としてはど

のように考えているのか、その辺を伺いたいと

思います。

【今冨こども家庭課長】妊産婦への対応につき

ましては、児童虐待の対応等も含めまして、妊

婦の段階から子育て支援まで、一貫した対応と

いうものが必要だと思っております。

委員ご指摘の産婦健診につきましても、非常

に重要な事業として考えておりますので、子育

て世代の包括支援センターでありますとか、産

後ケア、こういうものをセットで市町に実施い

ただくよう、県のほうからも働きかけてまいり

たいと考えております。

【山田(朋)委員】 産婦健診は県費が入ってなか
った、国と市町の予算だけだと思うんですけれ

ども、予算的な財政支援が必要なのか。そもそ

も産科の先生方の不足の問題とか、マンパワー

での問題があるのか、さまざまあると思います

が、今課長が答弁されたように、その必要性を

しっかりと訴えていただいて、21市町で産婦健
診が実現するように取組をお願いしたいと思い

ます。

もう一点、福祉保健部にお聞きをしたいと思

います。

今回、買い物支援等で有償ボランティアの活

動等にかかる地域勉強会の開催やアドバイザー

の派遣を行うということでありますが、440万
円の予算ということでありますので、モデル的

な事業なのかと思いますが、内容のほうを教え

ていただきたいと思います。

【小村長寿社会課長】国の地域支援事業におき

ましても、生活支援体制整備ということで、地

域の中で買い物支援であるとか、あるいは移送、

ごみ捨て、そういったものの助け合いの仕組み

づくりが求められているところでございます。

これに対しまして、これまでは各圏域に生活
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コーディネーターを配置したり、あるいはその

方を中心に関係者に集まっていただいて、地域

の状況を議論していただいたりということで体

制整備を進めてまいりましたけれども、今後は、

さらに、直接そういった助け合いをする具体的

な仕組みづくりの次のステージに向かっていき

たいと考えておりまして、各地域のそういった

仕組みづくりを行う町内会でありますとか、あ

るいはＮＰＯをつくりたいという方々がいれば、

そういった方たちに対して勉強会を開催する、

あるいは先進的なモデル地域も全国にはござい

ますので、そういった地域からアドバイザーを

派遣いただいて具体的な助言をいただくと、そ

ういったことを来年度やりたいと考えておりま

して、440万円という限られた金額でございま
すので、全体的に県内のそういった取組を考え

ておられる地域に公募をかけまして、そういっ

た中で、より緊急性が高いといいますか、優先

度が高いところから支援を行ってまいりたいと

考えております。

【山田(朋)委員】 生活コーディネーターを配置
いただいていたということでありますが、公募

をかけるという話、私が勉強不足ですみません。

21市町それぞれにしっかりと生活コーディネ
ーターの人たちが配置をされて、さまざまな取

組を今までされてきたというふうに理解をして

いいんでしょうか。

事前の準備じゃないけれども、いろいろして

もらった上で、今回から直接的な支援をやりた

いということだというふうに今聞きましたけれ

ど、それが1点と、公募をかけるというのは、
各21市町に対して、こういったことをやる人は
いませんかみたいな感じで公募をかけていくと

いうふうに、市町を通しての公募というふうに

理解をしていいですか。

【小村長寿社会課長】先ほど申し上げましたよ

うに、生活支援コーディネーターにつきまして

は、平成27年度から設置に向けた取り組みをや
っておりまして、今年度末までには、全市町に

おきまして設置をするというふうなことで義務

づけられております。

来年度4月1日からは本格的にそういった生
活支援コーディネーターの活動が始まりますの

で、それにあわせて、具体的な仕組みづくりも

行っていきたいと考えております。

公募につきましては、各市町、あるいは地域

包括支援センターから推薦を受けまして、その

推薦をいただいた団体に対しまして支援を行っ

てまいりたいと考えております。

【山田(朋)委員】 わかりました。この生活支援
コーディネーターですけど、今年度末までには

全市町に配置をいただくということであります

が、21市町あれば、必要な人員というのもそれ
ぞれ違うのかなと。離島・半島とか過疎地域が

多いところとかは手が要る部分もあるのかなと

思いますけれど、それは対象に応じた人員配置

になっているのか、各一人ずつなのか、その辺

も教えてください。

【小村長寿社会課長】地域包括ケアシステムの

構築単位が、県内では、今、123圏域ございま
す。基本的には、この圏域が一つの目安になろ

うかと思いますけれども、地域によっては、通

常は地域包括ケアシステムの単位が中学校区を

モデルとしておりますけれども、地域によって

は、それを少し広げたところもございますし、

また、もう少しきめ細かにやるというふうな市

町もございますので、そこら辺は市町の考え方、

あるいは地域資源、ボランティア活動をやろう

とする人たちの層の厚さ、そういったものによ

って決まってきますけれども、県としては、少
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なくとも地域包括ケアシステムの123圏域がし
っかりとシステムが構築できるような形で生活

支援体制の整備を行ってまいりたいと考えてお

ります。

【山田(朋)委員】 わかりました。すみません。

私が大変勉強不足で申しわけなかったですけれ

ども、123の地域包括支援センターの圏域の分
それぞれ、最低でも中学校区に一人ぐらいの配

置を考えているというふうに理解をしてよかっ

たんですかね。そういうことでよかったんです

かね。

わかりました。ぜひそちらのほうを進めてい

ただいて、今、本当に移送の問題、買い物の問

題をはじめ、地域ではさまざま課題となってお

りますので、今回から、また、直接的な仕組み

ということですので、非常に期待を申し上げた

いと思います。

【麻生委員】今回、虐待関係で大変大きな世論

になっておりますけれども、そういった中で、

長崎市にも大橋にこどもセンターがありますけ

れども、改めて長崎市で、今、マリア園が新し

く移設をされておりまして、その状況の中で、

ぜひマリア園に児童家庭支援センターをお願い

したいと現場から上がってきておりまして、予

算の中に児童虐待総合対策事業費は入っており

ますけれども、こういった中で運営費の状況、

要は、中身としては、相談ができるソーシャル

ワーカー等の勤務が義務づけられております。

臨床心理士1名、常勤なんですけど、こういっ
た予算枠を考えることはないんでしょうか、そ

の点をお尋ねしたいと思います。

【今冨こども家庭課長】委員からご指摘がござ

いました、マリア園におけます児童家庭支援セ

ンターの運営費にかかる件でございます。

この件につきましては、今、児童養護施設で

あるマリア園が施設の建て替えを行っておりま

して、年度内に竣工予定でございます。

昨年度、児童家庭支援センターの建て替えの

相談があった時に、併設して運営したいとのお

話がございまして、今年度建て替えの補助を行

うとともに、来年度からの児童家庭支援センタ

ーへの運営費について助成をすることを今回の

予算に計上させていただいております。

内容としましては、人件費3名分の事務費で
ございますとか、指導委託の促進費としまして、

児童相談所からの在宅支援への委託、こちらの

ほうを見込んでおります。金額としましては、

1,631万7,000円を計上いたしております。
【麻生委員】 ありがとうございました。

児童養護施設は南部地域には2つありますけ
れども、マリア園は大きな、中核的な状況だと

思いますし、新しく建て替えておられますので、

南部地域の皆さんは、いろいろあった時に、す

ぐその場で対応できるということですので、ぜ

ひ運用をバックアップしていただいて、きめ細

かな取り組みができるようにお願いしたいと思

います。よろしくお願いします。

あと一点、福祉保健部の対応についてお尋ね

したいと思います。

35ページに、地域再犯防止推進費が掲載され
ておりまして、啓成会が田上にありまして、総

務省の関係で、建て替えの第一候補に入ってい

るという話でありまして、県と市も応分の負担

でとあっておりました。この啓成会については、

刑が終わられて社会復帰される中で、半年程度

の社会訓練といいますか、そういった状況であ

りますけれども、啓成会の皆さんともお話をし

ながら、現場に戻る時に、地域の皆さんが開か

れた会であること、そして、地域貢献の中に、

よく連携しながら、皆さんが、この地域が一体



平成３１年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月６日）

- 104 -

となって支援するという条件がつけられており

ましたけれども、この予算が、まさにこの件で

はないかと思いましたので、改めて確認と、県

として、今後、啓成会の取組についてどのよう

な支援をされようしているのか、お尋ねしたい

と思います。

【渡辺福祉保健課長】再犯防止の取組、更生保

護施設への補助についてのお尋ねでございます。

委員ご指摘の更生保護施設の建て替えについ

ての補助につきましては、35ページの再犯防止
推進事業費の2つ下の福祉団体育成費のほうに、
こちらも地域福祉、更生保護の推進を目的とし

た社会福祉団体の助成ということで、こちらの

ほうに、今回、1,000万円の補助という形で予算
計上をさせていただいております。

それから、今後の支援ということですけれど

も、今回、更生保護施設の建て替えということ

で、県内に3カ所、更生保護施設がございまし
て、今回の補助させていただく施設につきまし

ては、築48年ということで、非常に老朽化が進
んでいるということで、国の補助を受けて建て

替えを計画されているということで、今回は、

県としても必要な補助をさせていただきたいと

考えているところでございます。

再犯防止の取組につきましては、平成30年度
から法務省のモデル事業にも採択をいただきま

して、これまで地域生活定着支援ということで、

主に刑務所等を出所された方のそういった福祉

的支援のマッチング等を行っておりましたけれ

ども、それをさらに広げて、刑務所等に入らな

かったけれども、そういう罪を犯した方、起訴

猶予といった方の支援も、こちらは「入り口支

援」と呼んでおりますけれども、そういった支

援もするということで、モデル事業にも手を挙

げさせていただいて、3カ年の事業ということ

で、再犯防止推進事業費のほうに計上させてい

ただいております。

そういったことも含めて、地域の再犯防止の

取組を県としてもしっかり支援してまいりたい

と考えております。

【麻生委員】この啓成会の建物、先ほど話があ

りましたように、田上に設置されて、歴史も長

いということで、100年事業の記念碑も置いて
ありました。まさに長崎の歴史を感じるところ

でございましたけれども、社会復帰を目指して、

地域は温かく見守りながらやっていただくとい

うことで、ぜひ支援をお願いしたいなと。

地域は、まさに住宅街なんですね。入り口の

ところも新しく造成されながら、住宅地も建て

ようとしておりますので、ぜひ県のほうもしっ

かりと支援してもらって、累犯者の状況が、社

会復帰にしっかりつながるような形で後押しを

していただきたいと思います。よろしくお願い

します。

あと一点、お尋ねしたいと思います。予算の

中の障害福祉課の担当で、32ページですけれど
も、ちょうど午前中、教育委員会でひきこもり

対策推進事業というのがありますし、また、自

殺総合対策費が計上されております。先ほど教

育委員会の中でも話をしたんですけれども、ひ

きこもりでなかなか、小学校の時は先生たちが

見える。中学校の時は、義務教育ですので、中

学校の先生たちが見えると。しかし、高校に行

った時のギャップがあって、追いかけた状況と

いいますか、個人に焦点を当てて、ひきこもり

の人たちを救済するということがなかなかでき

ないということをお伝えしたんですよ。

ここの中でひきこもり対策推進事業費が計上

されておりますけれども、この中身はどういう

ことを目指そうとされているのか、お尋ねした
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いと思います。

【桑宮障害福祉課長】 横長資料の68ページに、
ひきこもり対策推進事業費として220万円を計
上いたしております。

この事業は、ひきこもり本人及びその家族を

対象に相談支援体制を整備しまして、ご家族の

心の安定、それと本人の自立を促進するという

目的でございます。

具体的な事業内容が幾つかございまして、1
点目は、長崎県ひきこもり地域支援センターの

設置ということで、長崎こども・女性・障害者

支援センターをひきこもり地域支援センターと

して設置しまして、これを県内の拠点、そして

県立保健所を各圏域の地域拠点として位置づけ

まして、ひきこもりご本人、あるいはご家族の

相談及び支援の拠点といたしております。

それから、長崎こども・女性・障害者支援セ

ンター、あるいは保健所で設置する事業としま

して、家族教室ですとか家族会、当事者の支援、

それと、ひきこもり支援に関係する地域の関係

者が会しまして、連携体制と今後の支援につい

て検討を行いますひきこもり地域支援連絡協議

会の開催、こういった経費を計上しているとこ

ろでございます。

【麻生委員】ひきこもりをして学校に行かなく

なって、それで学業が追いつかなくて、そうい

う意味では、社会復帰はなかなか難しいと。ひ

いては、そういう人たちが、親が亡くなれば、

要は負のスパイラルで生活困窮者になるわけで

すので、教育委員会と連携して、そういう横の

ネットワークを横断的につくっていただきたい。

どうしても縦割りなので、学校の先生も忙しく

て、かといって、3年とか4年でかわるわけです
から、なかなか継続といいますか、追いかけた

状況はできませんけれども、個人の状況、心配

な人たちは連携しながらやってあげるというこ

とも、ぜひ体系づけたシステムに取り組んでい

ただきたいと思います。

自殺総合対策については、今日、午前中いろ

いろ話もありましたし、教育委員会でも、今回

の高校生の自殺について、本当にざんきにたえ

ないという話もありましたし、一生懸命やって

いるのに子どもたちの心に寄り添えなかったと

いう話もあっておりましたので、改めてしっか

りと対策をとっていただきたいということをお

願いして、私の質問はこれで終わりたいと思い

ます。

【松本委員】 予算についてです。増減や、また

その根拠等を、詳しい話は、また議案外でした

いと思います。

まず、横長資料の55ページ、歯科保健対策費
についてお尋ねをいたします。

予算額が3,330万円ということで、昨年度
4,460万円より1,130万円減額となっておりま
す。健康長寿日本一を目指す中で、口腔に対し

てのケアというのは非常に重要ということも伺

っております。歯科保健への影響がないのかと

いうことも非常に不安に感じるんですが、それ

とまた、現場の歯科医師会からの意見等もなか

ったのかというところ。また、来年度に向けて

新たな取組等ができなくなるのではないかとい

うことも心配するんですが、そちらに対してお

尋ねをいたします。

【小田口国保・健康増進課長】委員ご指摘の歯

科保健対策費の減は、主にフッ化物洗口推進事

業が保育園、幼稚園、小学校の分が平成30年度
で終了したことに伴いまして、その分が減額と

なっております。

歯・口腔の健康づくりは大事なものでありま

すので、県の歯科医師会からも、県の補助金終
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了に関して、来年度、市町において、今のとこ

ろ事業を終了するというところはないんですけ

れども、今後とも事業を推進していくためにも、

フッ化物洗口の効果について、より丁寧に、わ

かりやすく説明する必要があるという意見を聞

いております。

県としましても、その効果等について、引き

続き関係者と調査を進め、それをお示しするこ

とにより、フッ化物洗口推進事業を今後とも推

進していきたいと考えております。

【松本委員】フッ化物洗口推進事業が一段落つ

いて、成果も上がっているというデータを伺っ

ております。ただ、今おっしゃったように、こ

れで終わりではないので、やはり維持・継続し

ていくために、今後、さまざまな問題が出た時

に対応できるような体制づくりもとっていただ

きたいと思うし、やはり現場で働いている歯科

医師の先生方もそれぞれ、フッ化物洗口は一つ

の課題をクリアしたと思いますが、今後、例え

ば児童虐待に対しての口腔の検査とか、そうい

ったのも含めて、さまざまな要望も上がってお

りますので、しっかりとした、やっぱり健康長

寿日本一を目指すのであれば、そういったとこ

ろは現場の声を聞いて、今後、取り組んでいた

だきたいと思います。

引き続き、議案外でもうちょっと掘り下げて

するんですが、56ページの健康長寿日本一の長
崎県づくり事業費についてでございます。

919万円ということで、本年度補正予算でも
計上しております。来年度も日本一を目指して

取り組むということですが、まず、本年度の補

正で組まれた効果に対してどのように考えてい

るのかと、また、新年度に向けて、文章にも、

「県民自ら主体的な健康づくりの取り組みを促

す」とありますが、実際にこの事業に対して成

果を、何位を目標に立てて予算を立てているの

か、主体的な取り組みに対しての予算だと思い

ますが、そちらについて具体的にお尋ねをいた

します。

【小田口国保・健康増進課長】健康長寿日本一

の長崎県づくりに向けての取り組みでございま

すが、まず、今年度におきましては、年度当初

から専門家によるプロジェクトチームをつくり

まして、課題等を分析いたしました。それに基

づきまして県民会議等、今後、県民運動として

展開していくための基盤となる仕組みをつくる

とともに、団体の応援を得ながら進むために登

録制度や県民自ら健康長寿の実践に取り組んで

いただくための健康長寿メイト等の仕組みをつ

くったところでございます。

今年度はこういう形で、今後展開する上でよ

り多くの方に実践していただくための仕組み、

基盤というものをつくったところでありまして、

来年度におきましては、ここにありますとおり、

より多くの方々に、実際に健康づくりを実践に

移していただくということが大事だと考えてお

ります。そのために、優良事例の横展開を促進

するための表彰制度の創設や、自分の健康状態

や生活習慣状況等における将来の疾病発症リス

ク等が簡単にわかるような携帯端末等、いわゆ

るシステム等を導入しまして、より多くの方に

実践していただきたいと考えております。

目標につきましては、当初のとおり、平成33
年度に健康寿命の全国トップ水準を目指すとい

うことで取り組みを進めております。

【松本委員】本年度で課題分析や仕組み、制度

をつくられたということで、いよいよ来年度で

具体的な、主体的な取り組みということでござ

いますが、予算も限られておりますけれども、

しかし、県民が主体的に取り組む中で、表彰し
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たから主体的に取り組むのか、直接的な要因に

なるかどうかというのは、制度はつくっても、

やはり発信の仕方だと思うんですね。限られた

予算の中で、しかし、発信をしやすくするため

の体制づくりをされていますよね。何度も会議

をされて、さまざまなかかわる団体とも連携を

していらっしゃるわけですから、そこは効果的

に、やはり周知、広報をしていただいて、本当

に自分から、自ら県民の方が主体的に取り組め

ば結果は出ると思います。

もう一つ、平成33年度のトップクラスという
のが一体何位なのか、どれくらい数字を上げる

のか。医師会の方からも説明を受けてデータを

見ましたけれども、よくよく見ると、そんなに

むちゃくちゃ難しい数字ではなくて、どの県も

僅差になっているんですよね。ちょっと上がれ

ば、ものすごく順位が上がるというぐらい、今

は38位台だと思いますけれども、その辺で具体
的な数値目標は決めてないのですか。

【小田口国保・健康増進課長】 現在、健康寿命

は、直近の分で平成28年度の分でありまして、
女性が28位、男性が30位でありますけれども、
直近の調査時点におきまして1位の県の健康寿
命の水準を目指しているところでございます。

【松本委員】 1位を目指すということですね。
わかりました。ぜひ頑張っていただきたいと思

います。

続きまして、こども政策局のほうに移ります。

予算総括質疑で里脇議員からも質問がありま

したけれども、15ページの保育士人材確保等事
業費でございます。

確かに、予算総括の質疑を聞いていても同じ

ように思ったんですけれども、こういう財政が

厳しい中で増額をしていただいています。668
万円増額して、5,584万円ということで、これは

評価するところでございますが、これだけ長崎

市と大村市で、特に待機児童が多い中で、人材

不足がうたわれる中で、増額をするに至っては、

増額しただけの成果も上げなきゃいけないと思

います。

そうすると、これまでの保育士確保対策事業

と新年度は何が違うのか、これを増額したこと

によってどういった成果が上がるのか、お尋ね

をいたします。

【濱野こども未来課長】保育士人材確保につい

てのご質問ですけれども、まず、保育士・保育

所支援センターというところで、今、潜在保育

士の掘り起こしを行い、求人と求職のマッチン

グをやっておりますけれども、これは非常にア

ナログ的にやっている部分ですので、これのシ

ステムを構築して、効率的な就職あっせんにつ

なげていくということです。

その前提となるのが、保育人材のバンクに登

録をしていただくようにするんですけれども、

今回、県の保育協会あたりのご協力が得られま

して、各施設で保育士さんが離職をした時に、

必ず登録をしていただく。そして、今度、求人

側としても、普通の正規であるとか非常勤だけ

ではなくて、子育て支援員とか、多様な働き方

に対応するような求人をしていくということで、

求職側としても非常に働きやすいといいますか、

保育士としてまた再就職をしていくような、そ

ういうシステムをつくっていこうかと考えてお

ります。

具体的に、その数の話ですけれども、保育士

人材の数に関しましては、平成29年実績で860
名ほど確保されておりますけれども、それに

260名上乗せをして、1,120名確保していきたい
と考えております。

【松本委員】看護師もそうなんですけど、潜在
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になられている方は、一回やめてらっしゃるわ

けで、ブランクがある中で再び就職しようとす

るところには、かなり壁があると思います。そ

れは、現場復帰するに至って、その中で負担軽

減であったり、やっぱり入りやすい職場をつく

るという意味で、現場の保育士会のご意見を聞

いて、そこの部分で何が課題になっているのか。

予算が増えた中でも、やはり処遇とかも負担軽

減、要は、保育士の方の仕事の負担軽減をする

ような人の配置の制度とかも整ってきています

ので、そういったところで、やはり今までとは

違うんですよというところを、一回やめた方に

も周知していただいて、そして、そこがきっか

けになればいいと思います。

年齢を問わず、やはり経験された方はたくさ

んいらっしゃるわけですが、なかなか実際の雇

用までつながっていないというところを保育士

会としっかり連携を、受け持つところも、保育

士会がありますので、そちらの話を聞きながら

進めて、ぜひ結果を出していただきたいと思い

ます。よろしくお願いします。

最後に、20ページのところですが、先ほどか
らも質問がありましたが、児童相談所です。国

も非常に深刻な問題ということで、ここの予算

も大幅に増えておりまして、4,899万円増えてお
ります。よく見ると、国庫支出金がかなり入っ

ておりますので、これは国の早期発見に対する

虐待総合対策の一部だと思っておりますが、増

額になったことによって、今までの児童虐待に

対して何が変わってくるのか、具体的に来年度

新たな取組、また早期対応をすることでどうい

った解決ができるのか、お尋ねをいたします。

【今冨こども家庭課長】今、委員からお話があ

りました、児童相談所の事業費についてでござ

います。

予算としましては、4,899万6,000円増額して
計上しております。ただ、ここは、児童虐待対

策事業の部分につきましては、国庫支出金が増

えてはいるんですけれども、これは、実は、児

童相談所の一時保護所でやっております非常勤

の宿直業務、8名分を県単の事業から国庫補助
を使えることになったということで、内容は変

えてはないんですけれども、予算のとり方を見

直しまして、組み替えを行ったところでござい

ます。そこの部分が約2,000万円増えたという状
況です。

どういった部分が増えているかということで

いきますと、内容としましては、先ほど麻生委

員のほうからお話がございました、児童家庭支

援センターのほうの運営費、ここの部分が約

1,700万円の増額となっておりまして、予算の編
成上は、ここの部分が一番強化されたというこ

とになっております。

県としましては、児童虐待の対応として、こ

れからやっていかなければならないという部分

が、地域における虐待への対応、要は、市町を

中心として拠点を設けて、そこで一体的にやっ

ていくと。その中で、児童家庭センターの役割

というものが非常に重要だと思っておりまして、

それぞれの市町が、専門性を高めていく中で、

児童家庭センターが、地域の中で児童相談所の

補完的なものとして補助していくと、そういう

役割として、この児童家庭センターが大変重要

だと思っており、今回、補助を実施するととも

に、今後も社会的養育推進計画を来年度策定す

る中で、県内の設置について計画的に進めてま

いりたいと考えております。

【松本委員】建物に対して予算が増えたという

ことはいいとは思うんですけれども、やっぱり

児童相談所の職員の対応というのが、これから



平成３１年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月６日）

- 109 -

もチェック体制が厳しくなっていく中で、負担

も増えていく中で、やっぱりマンパワーという

のもどんどん増やしていく必要はあると思うん

です。

潜在化されていたものがおかげで顕在化され

るようになって、認知件数が増えている一方で、

そこの部分で、県だけではもう限界があるとこ

ろがありまして、やはり市町や、また地域の協

力をいただかないと解決していかない重要な問

題になっていく中で、ネットワーク体制づくり

といったところにも、やはり予算を増やしてい

くべきだと思うんですが、そういったところは、

国も、今予算を増額して対応しようという中で、

やはり国、県、市、地域一体となった取組を担

当としてはどのようにお考えなのか、お尋ねい

たします。

【今冨こども家庭課長】委員ご指摘の地域にお

けます対応というものは、我々からしましても、

非常に重要だと思っております。その部分につ

きましては、市町が子ども家庭の総合支援拠点

を2022年度までに設置し、そこを中心として、
いろんな機関がネットワークをつくって一体的

にやっていくということで、県としましても重

点的に力を入れてまいりたいと考えております。

【松本委員】本当にこのことは大変、何かあっ

てから動くのではなくて、やはり全国的に注目

されている中で、長崎県で絶対そういったこと

が起きないように体制づくりをすることが、ま

た抑止にもつながっていきますし、周囲の意識

も変えていくきっかけになると思います。

ぜひとも国、県、市、一体となった取組、地

域と一体となって、しっかり取り組んでいただ

きたいと思います。

【中島(浩)委員】 私のほうから1点、ながさき
少子化対策強化費事業ですけれども、平成30年

度の補正で随分減額になっておりまして、市町

への補助金の実績見込みに伴う減等ということ

でございますけれども、要因は何だったのか。

今年も、7,145万7,000円ということで事業費
をつけてらっしゃいます。資料によると、合計

特殊出生率の分析によって明らかとなった少子

化の要因の改善を図るためということで、この

少子化の要因というのはどういったことか、そ

れに対して、市町に対してどういった取り組み

を行われるのか、お聞きいたします。

【濱野こども未来課長】まず、ながさき少子化

克服戦略推進事業費の減額につきましてですけ

れども、これは国の少子化交付金を活用して、

市町で少子化対策に取り組んでいただくための

補助金なんですけれども、昨年もそうなんです

けど、7,000万円程度予算をとっておりまして、
それが市町の実績が1,200万円程度ということ
で、減額補正するということでございます。

今年度の予算の計上としましても、同じよう

に1市町当たり500万円ということで、14市町を
予定して7,000万円ということです。
昨年は1,200万円程度でしたけど、今現在、来

年度事業の計画を聞きますと、2,700万円程度と
いうことで、若干増えているんですけれども、

年度途中でまたいろんな要望等もあるために、

枠として捉えておるところです。

そして、少子化の分析をした結果、市町がど

ういう取り組みをしたのかということですが、

地域によって原因というのが、出産なのか、あ

るいは結婚なのか、この2つの要因を分析した
ところですけれども、市町によっていろいろ状

況も違いがございますけれども、基本的には結

婚というのが非常に重要であるということを、

市町と協議をする中でご理解をいただきまして、

今回この少子化交付金につきましては、昨年度
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よりも多くの市町が結婚支援、あるいは子育て

支援の取り組みが増えたということになってお

ります。

【中島(浩)委員】 昨年、せっかくこういった交
付金事業があるにもかかわらず、市町が取り組

んでいないというのが現状だったということで、

一定そういった分析もされて、今回は増えまし

たという状況なんですけれども、できれば予算

を全部使い切るぐらいのしっかりとした市町へ

の取り組みの支援をやっていただきたいと思う

んですけれど、できれば今年度はそういう形ま

で持っていっていただければ、来年後もつなが

っていくんじゃないかと思うんですけど、その

辺はどうでしょうか。

【濱野こども未来課長】先ほど申しましたけれ

ども、今回全市町を複数回ずっと回る中で、一

定結婚支援というのが重要であると。それと、

少子化対策は結婚だけではなくて、子育て支援

というのも重要であるということでずっと議論

してきまして、今の段階で、先ほど言いました

2,700～2,800万円程度の少子化交付金を使っ
てそれぞれ、取り組んでくれるということにな

っております。今後、私どもの窓口であるとか、

新たに、企業間交流事業を、すべての市町と一

緒に協力してやりますが、それに関連して、幾

つかの市町でいろんな取り組みを予定しており

ます。

それで、優良事業というんでしょうか、そう

いった取り組みを広くいろんな市町に声かけを

して、横展開を含めて、できるだけこの少子化

交付金を有効に活用してもらうように、市町と

協議したいと思っております。

【中島(浩)委員】 ぜひそういう形で頑張ってい
ただきたいと思います。

よろしくお願いします。

【深堀委員】 1点だけ教えていただきたいんで
すけど、薬事監視指導取締費なんですけど、横

長資料の49ページなんですが、この項目は、前
年度と比べると1億1,800万円ほど増加をされ
ているんですが、備考欄を見ると、事業概要を

見ると、薬務行政費というものが増えているよ

うに見えるんですが、これは新たな取組なのか

どうか。

薬務行政費が、二次離島等におけるかかりつ

け薬局・薬剤師機能強化事業、抗インフルエン

ザウイルス薬の備蓄とか、そういったことが記

載されているんですけれども、どういう内容な

のか。

【本多薬務行政室長】委員お尋ねの薬務行政室

費ということですけれども、1億3,762万9,000
円ということでなっております。

この主なものは、抗インフルエンザ薬を20万
人分、県で備蓄しておりますけれども、今回そ

のうち6万人分が更新となります。その更新に
充てる費用として、1億1,700万円ほど予定をし
ております。

記載しております二次離島におけるかかりつ

け薬局・薬剤師機能強化事業について、約500
万円ほど計上しておりまして、現在、離島地区

で一生懸命頑張っていらっしゃる薬剤師の先生

方が、二次離島についてかかりつけ機能が十分

でないと、年に一度ほどしか二次離島のほうに

は訪問できない。それで、なかなかかかりつけ

薬局の普及ができないということで、よりかか

つけ機能が強化できるように、例えばスマート

フォンでありますとか、あと、あじさいネット

のシステムを使いますとか、そういった国の事

業の活用を計画している段階でございます。

【深堀委員】 わかりました。ということは、1
億3,700万円増えている分のほとんどが、抗イン
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フルエンザウイルス薬の備蓄の更新費、約6万
人分の更新費にかかっていたということなんで

すね。

じゃ、昨年はそういった更新がなかったとい

うことなんですかね。20万人分のうち、今回、
6万人分更新するということは、何年もつもの
なんですか。

【本多薬務行政室長】抗インフルエンザ薬につ

きましては、何種類か、いろいろ種類を変えて

備蓄しておりますけれども、一番長いもので、

最も有名なのがタミフルというものがあります

けれども、タミフルが約10年の有効期間になっ
ております。

【深堀委員】そこで、ちょっとお尋ねしますけ

れど、こういった備蓄された薬の活用方法とい

うか、どこにどう使われるのか。その費用とい

いますか、使ったところの対価とか、そういっ

たものは発生するのかどうかを教えてください。

【本多薬務行政室長】使い方ですけれども、備

蓄している医薬品につきましては、パンデミッ

クが起きた時に使うことということで、国が全

国の備蓄計画を立て、県に一部を割り当ててい

るということになりますけれども、当然、今流

通している分から最初は出していく。それでも

足りない時に、この備蓄の分を出していくとい

うことになります。ですから、通常は、これが

使われないことが前提として備蓄をしておりま

す。

それと、この備蓄している医薬品につきまし

ては、タミフルというものについてお話をしま

すと、備蓄専用薬ということで、通常のお薬代

よりもかなり安価な値段で納入をされておりま

す。ですから、緊急時以外には使えないという

ことになっておりますので、期限が近くなった

からといって、世の中に流通するということは

ございません。

【深堀委員】 説明はわかりました。じゃ、国の

計画に基づいて長崎県の割り当て分の薬を備蓄

していると。それは、当然、ほとんど一般財源

ですよね、この財源でいくと。使われた実績は

ほとんどないということで理解をしていいです

か。

【本多薬務行政室長】使われた実績はございま

せん。ただ、一般財源になっておりますけれど

も、これは国から交付税措置がありまして、全

額国が負担することになっております。

【深堀委員】今、財源については一般財源だけ

れども、国の交付税措置があるということで、

全額国庫によるものだということで理解をしま

すが、過去に使われたことがないということも、

ちょっと驚きではあるんですけど、何か活用で

きないんですかね。結局、期限がくれば破棄す

るということになるんでしょう。タミフルだっ

たら10年と言われましたけど、億単位のお金の
薬が、ずっと使われもせず廃棄されていく。こ

れは、危機的な状況のための保険みたいなもの

だから、それは仕方ないのかなという思いもあ

る一方で、何かしらもったいないというか、何

か別に活用できる、例えばこういったものを持

てない貧困国とか、薬が手に入らない国に渡す

とか、そういった使い道というのはできないん

ですかね。

【本多薬務行政室長】委員ご指摘のとおり、そ

ういう話も、全国の薬務担当者担当課長会議の

中でございます。国のほうにもそういうふうに

要望しておりますけれども、タミフル、中外製

薬の薬になりますけれども、そこの契約の関係

でなかなか難しいという話があっております。

再利用については、貴重な資源を有効活用する

という意味では必要なことだと思います。
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引き続き、どういうことができるのか、また

要望していきたいと考えております。

【深堀委員】最後にします。ぜひもったいない

精神で、何かできないかのかどうか。

話を聞きながら、また一つ考えたんですけれ

ども、これは大量に破棄するわけでしょう。破

棄する費用もかかるんじゃないですか。その費

用は、この費用から出るんですか。

【本多薬務行政室長】廃棄費用もこの中から出

すようにしております。約40万円です。
【中山委員】 先ほどの中島(浩)委員の質問に関
連してさせていただきたいと思います。

合計特殊出生率の分析結果はどうなるんだと

いうことで、分析した結果、特に結婚、出産に

分けて市町とのやりとりをやったというような

話を、そういうふうに聞いたような話がありま

したが、この分析の結果、長崎市の合計特殊出

生率というのは幾らになっておるのかという問

題を、まず教えてくれませんか。

それと、明らかになった分析結果について、

もう少し詳しくお話ししていただきたいと思い

ます。

【濱野こども未来課長】分析の結果についての

お尋ねですが、まず、長崎市の分ですけれども、

私どもが知ったのは、合計特殊出生率を有配偶

出生率、いわゆる結婚した女性の方が生む子ど

もの分、出生の部分と、あとは有配偶率という

ことで結婚という部分とに、2つに分解をして、
それがどういうふうに合計特殊出生率に影響を

与えているのかというのを、地域別、市町別に

出していきまして、それぞれの市町で、どうい

うふうに変化をしていったかと。経年変化の中

で、結婚がやっぱり減っていっていることが合

計特殊出生率に影響を与えているんじゃないか

とかというような分析が、それぞれ市町別に出

ています。

お尋ねがありました長崎市につきましては、

一般的には、当然公表されております合計特殊

出生率、これは分母になります女性の有配偶率

の部分というのが、国勢調査の時にしか出ませ

んので、国勢調査ベースで出ている数字でいき

ますと、1.38が公表されている数字です。我々
は、これはベイズ推定といいまして、地域によ

って人口の規模が違うものですから、いろんな

統計的な操作をして、そういう数字を出してい

るんですけど、私どもは、国のほうにデータを

もらいながら生の数字で、分母と分子の部分を

はじき出していったものですから、その違いが

ありまして、私どもが分析した結果でいきます

と、1.32と。各市町の数字を出していないとい
うのは、こういったことで、公表されている数

字とどうしても差があるものですから、先進県

である岡山とかの話を聞きますと、分析した結

果を公表したことによって、市の議会であると

か、町の議会でいろいろ議論があったというよ

うなことで、非常に誤解を招きやすいので、あ

くまでも私どもが市町と打ち合わせをする時の

たたき台というんでしょうか、そのベースとい

うことで、いろんな統計的な、本来加味をする

べきものを削除したところの生の数字を出して

いますので、一定そこで、先ほど言いました出

生の要因、あるいは結婚の要因の傾向を見たと

いうところで、それをたたき台にして、各市町

ごとにどこが弱い、どこが強いというのを分析

して、じゃ、今後こういうことをやっていこう

という基礎資料という位置づけで捉えておりま

す。

【中山委員】 数字にはこだわりませんので、

1.32というふうに割り出したこの数字は、ここ5
年間ぐらいのうちに、この数字というのは止ま
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ってきているのか、下がってきているのか、場

合によっては上がってきているのか、この辺の

傾向がわかれば、教えてくれますか。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時 ０分 休憩 ―

― 午後 ３時 ０分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【濱野こども未来課長】長崎市の経年変化につ

きましては、2006年から2010年の平均値と、
2011年から2015年の平均値を比較しました時
に、合計特殊出生率は0.127増えております。
【中山委員】それでは、県も合計特殊出生率を

上げようということですから、傾向としては、

長崎市としてもそういう傾向にあるということ

が確認できたわけでありますけれども、そうす

ると、長崎市の場合、結婚しない理由について

はどのように分析されておりますか。結婚しに

くい理由かな。

【濱野こども未来課長】来年度事業で、いわゆ

る職場、あるいは仕事での出会いの機会が減っ

たということで、企業間交流事業をやりますけ

れども、その事業を行おうとした背景としまし

ては、国立社会保障・人口問題研究所が1970年
から2000年までの間の結婚のきっかけが減少
したところを分析しているんですけれども、そ

れでいきますと、4割が職場での結婚が減った
ということです。

それと同じ調査といいますか、社人研のほう

の調査で、今委員がおっしゃった、どうして結

婚しないかというところで基本調査をやってい

るんですけれども、その中では、男女とも一番

多いのが、「出会うきっかけがなかった」とい

うことでした。いずれ結婚をしたいという方も

含めたら、約9割の方が、男性も女性も含めて

ですけれども、結婚をしたいと言うんですけど、

その人たちに結婚しない理由を聞くと、男女と

もそれぞれ「出会うきっかけがなかった。めぐ

り会いがなかった」ということが一番多かった

ということです。

【中山委員】 男女で9割が結婚したい中で、出
会いがなかなかないというような現実が、そう

いう厳しい状況があるということはわかりまし

た。

そうすると、これを受けて、昨年度、長崎市

は何か取組をしたのかどうかという問題が一つ

と、今年度、長崎市はどのような事業に取り組

もうとしているのか、この2点をお尋ねしたい
と思います。

【濱野こども未来課長】長崎市の結婚支援に対

する取組ですけれども、まず、私どもが来年し

ます企業間交流ですけれども、これにつきまし

ては、長崎市と長与町と時津町で、非常に小規

模なんですけれども、やっていたんですね。そ

れを参考に、私どもはずっとその3市町と話し
合いながら、事業を拡大していこうということ

になったので、とりあえず、事業規模は小さい

ですけれども、企業同士の交流というのをやっ

ております。

来年度ですけれども、拡大をしていく企業間

交流事業についても、協力をして一緒にやって

いくということで、今予定をしております。

【中山委員】 前年度、中島(浩)委員の質問に対
して5,400万円か幾らか、これはお戻しになった
ということでありますから、そういう問題点が

あって、共通認識ができておれば、この事業を

もう少し拡大していって、7,400万円、長崎市ば
かりじゃないけれども、使い切るというのが最

低限の義務じゃないけど、最低限の努力はすべ

きじゃないかという気がしているんです。
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それについて、この事業に対する、当然、長

崎県版じゃなくて、市町が主体になって取り組

まなければいかんし、長崎市は、特に、人口減

少については不名誉な報道をされているわけで

ありますので、ぜひ、こども未来課長はじめ皆

さん方の長崎市に対しての激励というか、それ

を含めて、ひとつ強力に取り組んでほしいと思

いますけれども、この辺の今後の取組の決意に

ついて、少しお話しいただきたいと思います。

【濱野こども未来課長】今、委員のご指摘があ

りましたとおり、まずは長崎市にしっかり婚活

支援に取り組んでもらうというのが、私どもも

急務と感じておりますので、積極的に、また協

議を深めながら、先ほどの7,000万円の少子化交
付金事業というのは国からの補助金ですので、

枠として捉えておりまして、その中で最大それ

に近い額でやっていただけるように、一緒にや

っていきたいと思っております。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時 ５分 休憩 ―

― 午後 ３時１９分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

ほかにありませんか。

【堀江委員】 福祉保健部の横長資料の61ペー
ジ、地域包括ケアシステム構築加速化支援事業

ですが、これは主な事業の概要版の29ページに
も、多重的見守りネットワーク構築推進事業と

一緒に掲載されておりますが、これまでの質疑

の中で、123圏域といいますか、それの地域で
システムを構築しているというふうなお話があ

っておりました。今回、413万円の予算なんで
すが、これは前年に比べると485万円減ってい
ますよね。つまり、前年に比べて46％の予算し
か、今回計上されていないというのは、これま

でのやりとりの中で123できているということ
で、一定進んだので、これは前年度に比べて半

分以下の予算という認識でいいんですか、教え

てください。

【峰松長寿社会課企画監】地域包括ケアシステ

ム加速化事業についてのお尋ねですが、前年と

比較いたしまして485万4,000円減っていると
いうことで、その内容につきましてですが、大

きな理由といたしまして、昨年まで地域包括ケ

アシステムの自己評価シートをつくって、各市

町でロードマップを作成するというような作業

をやってきまして、今年度、それを活用いたし

まして、評価の構築状況等々を市町のほうに確

認をしている事業がございます。

その中で、平成30年度におきましては、評価
をする中で、評価基準というのが、各市町で評

価するものですので、どうしても評価にばらつ

きがあるところがございますので、そこを一定

評価をする判断基準というのをつくらせていた

だこうということで、それを委託する経費がご

ざいまして、それが300万円ほどございます。
それを平成30年度事業としてやりましたので、
その分の委託事業のほうが、もう必要ございま

せんでしたので、その分を平成31年度は要求し
ておりません。

あと、モデル事業ということで、離島地区、

過疎地区、本土地区の3地域にアドバイザー
等々の派遣経費を、平成30年度は実施しており
まして、その経費につきましても、平成30年度
までの事業ということですので、そういった経

費を100万円ほど要求しておりませんので、基
本的な事業の部分の構築事業につきまして、ま

だ必要でございますので、平成31年度は400万
円の計上をさせていただいております。

【堀江委員】つまりは、高齢者が住み慣れた地
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域で安心して暮らし続けられるような地域での

ネットワークをつくりましょうというのが、一

口に言えば、このシステムだと思うんですけれ

ども、今年度はそれぞれの基礎ベース的なこと

をつくって、統一的な基準といいますか、評価

をつくったので、次年度は、それをもとにまた

進めるということで、要は、実務の内容として

はわかりましたけど、これは123という数が、
先ほど報告されたんですが、そういう地域がつ

くられているというふうに認識していいのかど

うかという点ではどうですか、教えてください。

【峰松長寿社会課企画監】地域包括ケアの構築

状況ということでご説明させていただきますと、

地域包括ケアの構築状況の評価というのは、毎

年、例えば平成30年度ですと、平成29年度の構
築状況を評価させていただくというような形を

とっておりまして、今、構築状況につきまして

は、123圏域中、構築できているところの評価
につきましては、平成28年度の評価をいたしま
すと、まだ佐々町の1町だけができているとい
う評価でございます。

今回、平成29年の評価をさせていただいた結
果を議案外のほうでご説明をさせていただく予

定としているんですが、大村地区と島原地区と

松浦地区、その中の、例えば大村地区は1市の
中に、先ほどお話の中で、日常生活圏域がおお

むね中学校圏域で想定をされておりますので、

6地域ございまして、大村と島原と松浦で合計
18圏域につきましては、平成29年度の評価の中
で構築できているという評価をさせていただい

ておりますので、今、123圏域中、合計19圏域
を平成29年度の評価で、おおむね構築できてい
るという評価をさせていただいているところで

す。

【堀江委員】高齢者等が住み慣れた地域で安心

して暮らし続けられるような地域をつくってい

こうと、システムをつくろうということで、今

の企画監の答弁だと、徐々に進んでいるという

ふうに理解をいたしました。要は、数字がどう

して減ったかということを聞きたかったんです。

まずは予算の中で。そういうふうに理解をいた

します。

もう一つは、横長の56ページ、国保・健康増
進課の2つ目、健康づくり対策費の中で受動喫
煙対策促進事業890万円なんですが、これが、
説明がありました政策的新規事業の計上状況の

中の1ページ、額は3,442万円要求したのに計上
額は890万円、どうしてこういう差があり、も
ともと健康づくりのために3,000万円のこうい
う事業を要求したんだけれども、結果としては、

890万円のこういう状況になったという事業の
内容を簡潔に示してください。

【小田口国保・健康増進課長】この受動喫煙対

策促進事業でございますが、健康増進法の改正

に伴いまして、受動喫煙防止対策の普及啓発や

各種届出の受理、違反者等への指導など、県の

役割とされたことから、必要な経費を要求して

いるものでございます。

要求時点では3,442万2,000円あったんです
けれども、これが減額になりましたのは、要求

時点では、制度の詳細が明らかになっておらず、

届出等の対象となる施設が不明でした。そのた

めに、各県立保健所に1名ずつの非常勤嘱託職
員の配置を考えておりましたが、その後、制度

の詳細が明らかになる中で、県の役割が示され、

届出については、第2種施設のうち例外的に屋
内禁煙の適用が除外される、既存の小規模飲食

店からの喫煙可能室設置等の届出に限られると

いうことになりましたので、業務的に本庁で業

務を集約することが可能と判断し、各保健所へ
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の非常勤嘱託職員配置にかえて、本庁に1名配
置するということで要求しているところでござ

います。

【堀江委員】この事業費は、これまでなかった

事業ですよね。昨年度はなかった事業なので、

私としては、この受動喫煙の対策はより進めて

ほしいというふうに思っている立場で、新規の

事業の計上状況を見ますと、逆に後退したので

はないかという思いを持ちまして説明を求めた

んですけれども、そうではなくて、内容そのも

のが明らかになる中で、事業の精査を進めてき

たというふうに理解をいたしました。

次に、横長の58ページ、長寿社会課の老人福
祉援護費の中の長寿者慶祝費について、質問し

たいと思います。

この予算は、長寿者の方へお祝い品等に要す

る経費なんですが、中村知事が当選をされた後、

そのときの骨格予算の時には、前知事の時には、

これはもう削られていて、新知事の判断という

ことで、これはその後の補正予算から計上され

てきたと。それまでも計上されていたんですが、

一旦は打ち切られて、その後、中村知事になっ

て、再度、これはその後続いているという予算

で、私はなくしてほしくないと思っている予算

なんです。

今期は、前年度に比べますと163万円増えて
います。これまでは、平成29年度から平成30年
度は14万円減りましたし、平成28年度から平成
29年度は55万円減るということで、ずっと減っ
てきた。高齢者が増えるんだけれども減ってき

た予算なんですけれども、今回、163万円増え
ているということは、これは対象者が増えたと

理解をしていいんですか。

【小村長寿社会課長】委員ご指摘のとおり、今

回、来年度の100歳到達者の見込みの増がござ

いまして、平成30年度600人から平成31年度
650人ということで、50人増加する見込みでご
ざいます。その分が、この予算に反映されたも

のでございます。

【堀江委員】 さらに、これは100歳の方にどう
いうお祝いの品を贈呈されるんでしょうか。

【小村長寿社会課長】 100歳に到達された長寿
の方に県内産品をお祝品として贈呈をしたいと

考えておりまして、県の物産振興協会に委託を

いたしまして、県内各地域の、例えば焼き物で

ありますとか、あるいはその地域の特産品であ

る、五島うどんであるとか、県内各地域から特

産品をピックアップしてもらいまして、それを

カタログの形にして長寿者の方たちにお届けを

し、長寿者の方たちがその中から、ご自分の好

みに合ったものを選んでいただいて発注をして

いただくというふうなことで、今やっていると

ころでございます。

【堀江委員】 過去こういった制度については、

福祉のばらまきだという批判もあって、長崎各

自治体の中では、こうしたものが削られている

という状況にあります。そういう中では、100
歳まで本県で頑張って生きておられて、本県を

支えてこられた皆様に、こうした制度はなくし

てほしくないという思いを込めて要望したいと

思っております。

もう一つ、横長資料の37ページで教えてほし
いんですけれども、災害対策費、今回、前年度

と比較をしますと、5億円増えているんですね。
事業概要で見てみますと、一般災害対策費が、

間違いなければ5億591万円増えているんです
けれども、これは具体的に前年度とどのように

違うのか、教えてください。

【渡辺福祉保健課長】お尋ねのありました一般

災害対策費の増についての内容でございます。
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今回、平成31年度の予算として、被災者生活
再建支援制度に基づく基金、これは全国の都道

府県でそういった基金を設けておりますけれど

も、そちらに拠出する約5億円という拠出金を
計上させていただいているところでございます。

この再建支援制度は、各都道府県が拠出した

基金、それから国からの補助を財源としまして、

大規模な災害があった時の生活再建のための支

援金を支給する制度でございます。

基金の規模として、全体で600億円程度が必
要とされておりますけれども、昨年から大規模

災害も続いておりまして、追加拠出が必要にな

るということで、知事会のほうで協議をしまし

て、平成31年度に、全体で400億円程度の拠出
をするということで、その分の本県の負担が5
億円の拠出ということでございます。

【堀江委員】勉強不足で申しわけないんですが、

そうすると、全体で都道府県から集めて基金を

立てると、その中の5億円を長崎県が今回出し
ますよということなんですが、これは単年度に

なるのか、それとも毎年5億円、長崎県が今後
出していくというふうになるのか。そして、実

際に災害が起こった時には、どういう利用がで

きるのかということもついでに教えていただけ

ますか。

【渡辺福祉保健課長】 これまで制度創設時に4
億円とか、平成16年度に4億円、これまで随時、
必要な時点で支出をしてきておりまして、今回

また、そういった基金の規模を維持するという

ことで、今回の支出ということになっておりま

す。これはすべて一般財源でございますけれど

も、80％交付税措置がございます。
それから、被災者生活再建支援制度の概要で

ございますけれども、制度が適用となる自然災

害が、10世帯以上の住宅が全壊する被害が発生

した市町村でありますとか、100世帯以上の住
宅の全壊の都道府県とか、そういった区域にお

いて、住宅が全壊、もしくは大規模な半壊とな

った世帯に対して支援金を支給すると、これが

最大300万円ということでございます。
【堀江委員】制度の概要としては、これまであ

った制度をさらに補充するという内容であると

いうことで理解をいたしました。

もう一つ、教えてください。横長の33ページ
の補正予算でも協議をいたしました、総務運営

費の中のプレミアム付商品券に係る県事務費で

す。

今回、124万円を、国の10分の10であっても、
消費税を10％に引き上げる増に伴っての緩和
策ということで、準備期間であるということは

理解をしています。

そこで、今実際に、このプレミアム付商品券

を行っているのは、私の認識が間違いなければ、

長崎県で言うと、平戸市だけではないかと思っ

ているんですけれども、これを全21自治体に広
げるということでは、各自治体としては、これ

は受けるというか、広げる立場にいるんですか。

これは、それを説得するための経費ですか。

【渡辺福祉保健課長】今回のプレミアム付商品

券事業につきましては、消費税率の引き上げの

影響の緩和を目的として、市町が実施するよう

な形で、国から全額、必要な経費は補助される

ということで、市町に対して説明会を実施した

中では、21市町で実施を予定しているというふ
うにお伺いしております。

【堀江委員】実際にこういったプレミアム付商

品券を行っているのは、年度末、今3月ですけ
ど、2月の時点では、全国の自治体で72自治体
しかないということが、総務省の判断というか、

調査の中でも明らかになっていて、本当に全国
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の自治体でこういうプレミアム付商品券が行わ

れるかどうかということについても、すごく不

安があるということも伺っております。しかし、

内容としては、説明をいただきました。

終わります。

【山田(朋)委員】 佐世保こども・女性・障害者
支援センターの建て替えで予算が計上されてお

ります。私が議会のほうで何度も質問してまい

りましたし、直近の11月定例会でも質問した際
には、全然いい答弁はなかったかと思いますが、

2月の当初予算で予算がついたことを非常にあ
りがたく評価をするところであります。

この件で、今から設計や地盤調査ということ

でありますが、建設に向けてのタイムスケジュ

ールと、その間の代替施設等どういうふうにす

るのか、そのあたりを教えていただきたいと思

います。

【渡辺福祉保健課長】 佐世保こども・女性・障

害者支援センターの建て替えについてのお尋ね

でございます。

今回、平成31年度当初予算に設計・地盤調査
に要する経費ということで計上させていただい

ておりまして、平成32年度から、現地に隣接す
る駐車場敷地等に建て替え工事を行いまして、

平成33年度に新センターへ移転をし、平成34年
度までには解体工事やグラウンドの整備まで完

了したいと考えているところでございます。

【山田(朋)委員】 隣接する駐車場に建て替えを
平成32年度から行うということで、新センター
の建て替えが終わった平成33年度から引っ越
しを始めて平成34年度からそこでスタートを
して、今度はグラウンドも整備をするというこ

とでよろしかったですかね。

駐車場は、多分、県北振興局の職員とか、そ

ういった方々が止めている駐車場だと思うんで

すけれども、今、県北振興局の職員の駐車場が

ないことが結構問題になっているんですけど、

その辺はきちんと代替措置がとれるようになっ

ているのか、そのあたりをまず聞きたいと思い

ます。

【渡辺福祉保健課長】委員ご指摘のとおり、駐

車場は振興局の職員も利用している駐車場がご

ざいまして、そちらの代替についても確保しま

して、振興局とも協議して、その方向で進めて

いるところでございます。

【山田(朋)委員】 この一時保護施設なんですけ
れども、前も指摘をしてまいりましたが、長崎

と佐世保では、子どもたちの一時保護の部屋の

数が少なくて、非常に問題があったと私は認識

をしています。今度は、今の実情に応じて、男

女別で個室対応等もしっかりとできて、部屋が、

前は、幼稚園児から小学生、中学生、高校生ぐ

らいまでの男子が一緒の部屋で過ごすというこ

とも一時期あったというふうに聞いています。

そのようなことがないように、本当にお願いし

たいと思っています。

ＤＶ被害者の子どもさんとかは、やはりちょ

っと大きな中学生、高校生とかの男子と同じと

ころにいることによって、また恐怖心を思い出

したりすることもあるので、きちんと今の実情

に応じた、せっかく建て替えます。今から何十

年も使う施設でありますので、そのあたりを十

分に配慮したつくり方をしていただきたいと思

っております。

あと、やっと箱物がしっかりとしたものがで

きるということなんですが、今度から児童相談

所の職員の配置基準が変わります。人口4万人
に対してが、3万人に対して1人という配置基準
になるかと思いますが、全国的に専門職員の不

足というのが問題になっている中、県としては、
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きちんと人員を確保できるのか、いつから新体

制のもとでやる予定なのか、そのあたりを教え

てください。

【渡辺福祉保健課長】今度の佐世保センターの

建て替えの中で、児童保護の施設のところでの

お尋ねですけれども、確かに、現センターが部

屋数が4つしかないということで、そのうち4人
部屋が2つもあるというようなことでございま
す。

新センターでは、今のところ検討段階として

は、部屋数を増やして6つにして、個室を2つ、
2人室を4つというような形での拡充を検討し
ているところでございます。そのほかにも相談

室を増やしたりとか、食堂と学習室が共用だっ

たものをそれぞれ個別に配置するなど、そうい

った環境の充実を図ってまいりたいと考えてお

ります。

それから、職員の配置でございますけれども、

平成31年度から、人口5万人に1人が4万人に1
人になるということで、それに見合った人員配

置を、平成31年度からしっかり体制の確保をし
てまいりたいと考えているところでございます。

また、今後、さらなるそういった充実のお話

も出ておりますので、そこのあたりも含めて準

備を進めてまいりたいと考えております。

【山田(朋)委員】 人員確保は問題なくできる、

今の県の職員で十分対応ができるということで

理解をしてよろしいですね。（「はい」と呼ぶ

者あり）わかりました。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【中島(浩)委員】 子育て支援新制度関係対策費
が、昨年から比べて1,000万円弱減額になってい
るわけなんですけれども、保育体制強化事業を

平成29年度に実施されておりまして、当時は、
初年度が諫早市のみということで、平成30年度

が諫早市、大村市、五島市、東彼杵町と4つの
市町しか手を挙げてないわけなんですけれども、

経営者からすると、非常にこれは運営上助かる

事業だと認識しているんですけれども、平成31
年度についてはどの程度の市町が要求をされて

いるんでしょうか。

【濱野こども未来課長】子育て支援新制度関係

対策費のお尋ねですけれども、この事業につき

ましては、保育体制強化事業と保育補助者雇上

強化事業、こういった事業で構成をされており

ますけれども、今委員がおっしゃった保育体制

強化事業、いわゆる保育士さんの周辺のお手伝

いをする場合の補助の関係ですけど、平成31年
度は新たに4市町、西海市、南島原市、波佐見
町、佐々町が実施をすることになっております。

【中島(浩)委員】 やっと増えてきたという感じ
がするんですけれども、どうなんですかね、恐

らく各市町の保育園の方たちからすると、これ

はぜひやりたいという事業じゃないかと思うん

ですけど、なぜここまでなかなか増えないんで

すか、手を挙げる市町がですね。

【濱野こども未来課長】 先ほどどうして額が

1,000万円減ったかということについてのお答
えをしてなかったと思っておりますけど、実は、

昨年度大村市のほうが予定をしておった分が、

対象外の認可外あたりも入れておったものです

から、当初予定をしていた分よりも大幅に落ち

たということで、結果的に1,000万円程度、今回、
昨年度比、少ない額になっております。

それと、どうして市町のほうが増えていかな

いのかということで、基本的には国2分の1、県
4分の1、市4分の1ということで、市町のほうに
負担が生じるという中で、一定それぞれの市町

の予算の事情の中で、なかなか実施できない部

分もあろうかと思いますけれども、今委員がお
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っしゃったように、これは保育士人材の確保と

いう点からも非常に有効な事業でございますの

で、我々も積極的に利用していただくように、

また市町のほうには話をしていきたいと考えて

おります。

【中島(浩)委員】 南島原市も、保育協会の会長
が旗揚げされて、これはいい事業だからという

ことで、保育園の皆さんと協議して、市のほう

にもお願いされて、平成31年度から事業化され
たということなので、ほかの市町も同じような

形になっていくんじゃないかと思いますので、

その辺の連携も、ぜひこちらのほうでしていた

だければと思いますので、これは要望とさせて

いただきます。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第1号議案「平成31年度長崎県一
般会計予算」のうち関係部分ですが、これは子

どもの医療費であったりとか、周産期医療であ

ったりとか、福祉や医療や子どもの施策ですの

で、反対するという立場には立ちたくないんで

すけれども、これは、今回、消費税増税に伴う

予算が含まれている。このことについては、ど

うしても賛成するわけにはまいりません。プレ

ミアム付商品券もそうですが、これからの委員

会で審議をします、消費税改定に伴う手数料の

値上げに伴う関連予算も含まれているというこ

とで、反対をさせていただきます。

特に、私が冒頭で触れました、県社協が窓口

になっています生活福祉資金の教育支援資金、

これは国の要綱に基づいた対応をしていただき

たい。県社協自らが県民に対して返済ハードル

を高くするような、こんな冷たい対応はぜひ見

直していただきたいということを強く求めてい

きたいと思います。

それから、第14号議案「平成31年度長崎県国
民健康保険特別会計予算」ですが、今回質疑は、

触れることはできませんでしたが、国保都道府

県化につきましては、県内保険料の統一、各自

治体の一般会計繰り入れをなくすことを将来の

目的にしているということが、これまで過去の

委員会審議で明らかにされています。各自治体

は納付金を100％県に納めなければならず、結
局は県民への徴収強化、さらには、医療費抑制

策へ向かわざるを得ない仕組みがつくられてい

くことであり、県民にとっては必要な医療が受

けられないことにつながりかねないと認識をし

ております。

国保都道府県化反対の立場から、予算にも反

対の態度をとらせていただきたいと思います。

【近藤分科会長】 ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】ほかに討論がないようですの

で、これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

まず、第1号議案のうち関係部分について、
採決いたします。

第1号議案のうち関係部分について、原案の
とおり可決することに賛成の委員の起立をお願

いします。

〔賛成委員・起立〕

【近藤分科会長】 起立多数。

よって、第1号議案のうち関係部分は、原案
のとおり可決することに決定されました。

次に、第14号議案について、採決いたします。
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第14号議案について、原案のとおり可決する
ことに賛成の委員の起立をお願いします。

〔賛成委員・起立〕

【近藤分科会長】 起立多数。

よって、第14号議案は、原案のとおり可決す
ることに決定されました。

次に、第2号議案、第57号議案のうち関係部
分、第69号議案について、原案のとおり可決す
ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第2号議案、第57号議案のうち関係
部分、第69号議案については、原案のとおり可
決するものと決定されました。

【近藤委員長】 委員会による審査を行います。

議案を議題といたします。

それでは、福祉保健部長より、総括説明をお

願いいたします。

【沢水福祉保健部長】予算決算委員会・分科会

でご説明いたしました予算議案の部分を除く福

祉保健部関係の議案についてご説明いたします。

まず、資料といたしましては、文教厚生委員

会関係議案説明資料福祉保健部とその追加1と
追加2の3つがございます。お手元にご用意いた
だきたいと思います。

福祉保健部の文教厚生委員会関係議案説明資

料の1ページをお開きください。
今回ご審議をお願いしておりますのは、第17

号議案「長崎県手数料条例の一部を改正する条

例」のうち関係部分から、第28号議案「長崎県
児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条

例の一部を改正する条例」のうち関係部分まで

の8件であります。
議案の内容につきましてご説明いたします。

1ページの下から6行目をご覧ください。

第17号議案「長崎県手数料条例の一部を改正
する条例」のうち関係部分につきましては、調

理師法の規定に基づき、調理師試験の実施に関

する事務を厚生労働大臣が指定する指定試験機

関へ委託すること、介護保険法に基づく介護支

援専門員証交付手続きに係る人件費等の見直し

により、また、同法に基づく介護支援専門員実

務研修受講試験の試験問題作成事務に係る受託

単価が改定されたことに伴い、所要の改正をし

ようとするものであります。

続きまして、2ページをご覧ください。
第22号議案「長崎県こども・女性・障害者支
援センター設置条例の一部を改正する条例」に

つきましては、消費税率の改定に伴い、こども・

女性・障害者支援センターにおける使用料及び

手数料について、所要の改正をしようとするも

のであります。

第23号議案「長崎県地域医療再生臨時特例基
金条例を廃止する条例」につきましては、平成

21年度から国の地域医療再生臨時特例交付金
の交付を受けて実施した地域医療再生臨時特例

基金事業が終了し、平成30年度に基金残高の国
への返還が完了したことに伴い、長崎県地域医

療再生臨時特例基金を廃止しようとするもので

あります。

第24号議案「長崎県看護職員修学資金貸与条
例の一部を改正する条例」につきましては、「地

域包括ケアシステムの強化のための介護保険法

等の一部を改正する法律」の施行に伴い、「医

療法」及び「介護保険法」が改正され、医学的

管理の下に介護を提供する機関として介護医療

院が創設されたことから、所要の改正をしよう

とするものであります。

第25号議案「長崎県の事務処理の特例に関す
る条例の一部を改正する条例」のうち関係部分
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につきましては、知事の権限に属する事務の一

部を市町において処理することに関して、調理

師法の規定に基づき、調理師試験の実施に関す

る事務を厚生労働大臣が指定する指定試験機関

へ委託するため、委譲する事務の削除に伴い、

所要の改正をしようとするものであります。

第26号議案「長崎県国民健康保険財政安定化
基金条例の一部を改正する条例」につきまして

は、国民健康保険法附則第25条の規定に基づき、
平成36年3月31日にまでの間、基金の処分につ
いて特例を設けることに伴い、所要の改正をし

ようとするものであります。

第27号議案「長崎県立児童福祉施設条例の一
部を改正する条例」につきましては、消費税率

の改定に伴い、障害児入所施設において発行す

る診断書及び証明書の発行手数料につい、所要

の改正をしようとするものであります。

続きまして、3ページをご覧ください。
第28号議案「長崎県児童福祉施設の設備及び

運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例」のうち関係部分につきましては、児童福祉

施設の設備及び運営に関する基準の一部を改正

する省令の施行に伴い、福祉型障害児入所施設

において心理指導を行う場合に配置する心理指

導担当職員の資格要件に短期大学卒業者が含ま

れないことを明確化するため、所要の改正をし

ようとするものであります。

次に、議案外の報告事項についてご説明いた

します。

文教厚生委員会関係議案説明資料の追加2を
お開きください。

（和解及び損害賠償の額の決定について）

平成30年に発生した損害賠償事案の和解及
び損害賠償の額の決定を、地方自治法第180条
の規定に基づく軽易な事項として専決処分させ

ていただいたものであります。

内容は、長崎こども・女性・障害者支援セン

ター児童一時保護所の入所児童が、体育の時間

にサッカーボールを蹴ったところ、公園フェン

スの高さを越えて、走行中の軽自動車前部へ接

触し、当該車両に損害を与えた事案であり、相

手方へ支払った損害賠償金は4万6,858円であ
ります。

次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。

福祉保健部関係の文教厚生委員会関係議案説

明資料、また元に戻っていただきまして、3ペ
ージをお開きください。

（佐世保こども・女性・障害者支援センターの

建て替えについて）

佐世保こども・女性・障害者支援センターに

ついては、築45年が経過し、老朽化・狭隘化が
進んでいることから、立地や建物の規模、財源

の確保や中核市による設置の可能性などについ

て、具体的な検討を進めてまいりました。この

結果、現地に隣接する県有地等に県が建て替え

を行う方向で、平成31年度から設計・地盤調査
に着手し、平成34年度の完成を目指してまいり
たいと考えております。当センターの建て替え

により、相談環境の改善や利用者の利便性の向

上及び関係機関との連携強化を図るなど、県北

地域のこどもや女性、障害者への一体的な支援

の充実に努めてまいります。

（長崎県障害者基本計画及び長崎県アルコール

健康障害対策推進計画の策定について）

「長崎県障害者基本計画」及び「長崎県アル

コール健康障害対策推進計画」の策定について

は、11月定例県議会文教厚生委員会において、
素案に対するご意見をいただいた後、パブリッ

クコメントや関係団体等からの意見聴取を行い
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ました。

「長崎県障害者基本計画」については、ご意

見等を踏まえ修正等を行い、去る2月6日に長崎
県障害者施策推進協議会に諮り計画案としてと

りまとめました。

また、「長崎県アルコール健康障害対策推進

計画」についても、長崎県依存症ネットワーク

協議会の専門部会のご意見も伺いながら計画案

としてとりまとめました。

今後、県議会のご意見も踏まえ、本年度中に

計画を策定するとともに、その実現に向け各種

施策の充実に努めてまいります。

続きまして、長崎県高齢者いきいきフォーラ

ム県民大会についてであります。

文教厚生委員会関係議案説明資料の追加1を
お開きください。

（長崎県高齢者いきいきフォーラム県民大会に

ついて）

高齢者の皆様が、自らの知識、技能や経験を

活かして、いきいきと活躍できる社会の実現を

目指し、広く社会参加に向けた機運の醸成を図

ることを目的として、去る2月16日、「長崎県
高齢者いきいきフォーラム県民大会」を長崎市

において開催いたしました。

大会では、地域で活躍する高齢者の表彰のほ

か、基調講演や地域貢献活動団体による活動報

告、郷土芸能などのステージ発表や作品展示な

どが行われ、地域の助け合い活動などを実践さ

れている方々、老人クラブや退職者団体の方々、

介護予防・健康づくりに従事している方々など

をはじめとして、500人を超える県民の皆様方
にご参加をいただきました。

県といたしましては、今後とも、高齢者の活

躍促進に向けて様々な施策を積極的に展開して

まいります。

（地域包括ケアシステムの構築状況について）

本県は、全国を上回るスピードで高齢化が進

んでいることから、高齢者がいくつになっても

住みなれた地域で人生の最後まで安心して暮ら

していくことができるよう、地域包括ケアシス

テムの早期構築を目指しております。

県では、各市町のシステム構築の進捗や課題

等を明らかにし、今後の取組につなげるため、

昨年度策定した地域包括ケアシステム構築評価

基準により、平成29年度の構築状況について有
識者にも参画していただき、評価を実施いたし

ました。

その結果、平成29年度末においては、新たに
島原市、大村市、松浦市の計18圏域で概ねシス
テムが構築できていると評価されております。

県においては、評価結果に基づき市町が策定

した地域包括ケアシステム構築に至るロードマ

ップの着実な進捗に向けて支援を行うとともに、

先進的な取組を横展開するため、市町職員や地

域包括支援センター職員による情報交換等を開

催してまいります。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤委員長】次に、こども政策局長より総括

説明をお願いいたします。

【園田こども政策局長】こども政策局関係の議

案についてご説明いたします。

文教厚生委員会関係議案説明資料のこども政

策局をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第28号議案「長崎県児童福祉施設の設備及び運
営の基準に関する条例の一部を改正する条例」

のうち関係部分、第29号議案「長崎県少年保護
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育成条例の一部を改正する条例」の2件であり
ます。

議案の内容についてご説明いたします。

第28号議案「長崎県児童福祉施設の設備及び
運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例」のうち関係部分につきましては、学校教育

法の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働

省関係省令の整理等に関する省令の公布等に伴

い、所要の改正をしようとするものであります。

第29号議案「長崎県少年保護育成条例の一部
を改正する条例」につきましては、児童ポルノ

等の提供を求める行為を規制し、少年の健全な

育成を図るたる、所要の改正をしようとするも

のであります。

2ページをご覧ください。
議案外の主な所管事項についてご説明いたし

ます。

（結婚支援事業の推進について）

婚活サポートセンターを核に実施している結

婚支援につきましては、今年度は80組の成婚報
告を目指し、市町・団体と連携して取り組んで

いるところであり、1月末時点で58組の報告を
いただいております。

主な取組である「お見合いデータマッチング

システム」につきましては、現在、県が設置し

ている本所・支所に加え、12の市町窓口で会員
登録やお相手探しができますが、今年4月以降
は、佐世保市をはじめ、新たに4つの市町が窓
口を設置する予定となっており、市町と一緒に

なって、会員の皆様の利便性向上に努めており

ます。

今後とも、独身の方が望む出会いを提供でき

る環境づくりに努め、1人でも多くの方が結婚
を迎えられるようサポートしてまいります。

（長崎県妊産婦等相談支援ネットワーク事業の

推進について）

県では、妊娠中から支援を要する妊婦を早期

に把握し、フォローアップする体制を構築する

とともに、児童虐待の予防及び早期発見・早期

支援につなげるため、昨年度、産婦人科・精神

科・小児科の各医療機関や行政等の代表者から

なる長崎県妊産婦等相談支援ネットワーク推進

協議会を立ち上げ、地域における関係機関のネ

ットワークづくりを進めているところでありま

す。

本協議会では、母親がメンタルヘルスに課題

を抱えた症例の検討会等を実施し、関係機関の

連携上の課題やその解決のための検討などを行

っており、去る2月11日には、関係機関の連携
をさらに推進するため、医療関係者や自治体担

当者等を対象とした、「長崎県妊産婦メンタル

ヘルスケア研修会」を開催し、妊産婦のメンタ

ルヘルスの現状や多職種連携の重要性等につい

て、理解を深めていただきました。

今後とも、妊産婦に対する地域医療機関や行

政等の連携による切れ目のない支援体制づくり

に努めてまいります。

その他の所管事項につきましては、2ページ
の下段以降に記載の児童福祉施設等から就職・

進学する児童の集いについてで、内容は、記載

のとおりであります。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】福祉保健部の文教厚生委員会説明

資料横長1ページの第17号議案で、長寿社会課
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に質問します。

介護支援専門員証の交付手数料が改定される

ということなんですが、ケアマネジャーの交付

手数料は1,500円だったと認識しているんです
が、これは申請区分ごとに変わるんですか。据

え置くんですか、上がるんですか、教えてくだ

さい。

【小村長寿社会課長】ケアマネの交付手数料で

ございますけれども、これまでは交付の内容い

かんにかかわらず、一つの単価を設けておりま

して、それが1,500円でございました。
今回は、それぞれの手続によりまして、要す

る事務処理の時間が違うことがありますので、

その内容をもう一度精査をさせていただきまし

て、事務処理が多い交付手数料と更新手数料、

それから、他県からの移転交付手数料について

は500円の値上げをして、2,000円にさせていた
だきたいと考えております。

事務処理料が、更新手数料あるいは交付手数

料よりも少ない、書き換え、あるいは再交付に

ついては、これまでどおり1,500円の単価でお願
いをしたいと考えております。

【堀江委員】 もう一つ、2番目の実務研修の時
の試験問題作成手数料が倍以上になるんですが、

そうしますと、交付手数料と、700円から1,800
円に変わるものとあわせて、今回の手数料の改

正に伴う、いわゆる増収見込みというのはわか

りますか。わかっておれば、教えてください。

【小村長寿社会課長】交付手数料にかかわる分

が58万5,000円、試験問題作成手数料にかかわ
るものが132万円、合計190万5,000円になりま
す。

【近藤委員長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもちまして質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第17号議案につきましては、今
審議をしましたケアマネの交付手数料ほかの、

いわゆる値上げになります。190万円の増とい
うことで、県民には負担を押しつけるというこ

とになりますので、賛成することはできません。

それから、第22号議案と第27号議案につきま
しては、消費税10％の改定に伴うそれぞれの手
数料改正ですので、反対の立場でお願いをした

いと思います。

【近藤委員長】 ほかに討論はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

まず、第17号議案のうち関係部分について、
採決いたします。

第17号議案のうち関係部分について、原案の
とおり可決することに賛成の委員の起立をお願

いします。

〔賛成委員・起立〕

【近藤委員長】 起立多数。

よって、第17号議案のうち関係部分について
は、原案のとおり可決することに決定されまし

た。

次に、第22号議案について、採決いたします。
第22号議案について、原案のとおり可決する
ことに賛成の委員の起立をお願いします。

〔賛成委員・起立〕

【近藤委員長】 起立多数。

よって、第22号議案については、原案のとお
り可決することに決定されました。
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次に、第27号議案について、採決いたします。
第27号議案について、原案のとおり可決する

ことに賛成の委員の起立をお願いします。

〔賛成委員・起立〕

【近藤委員長】 起立多数。

よって、第27号議案については、原案のとお
り可決することに決定されました。

次に、第23号議案及び第24号議案、第25号議
案のうち関係部分、第26号議案、第28号議案及
び第29号議案について、原案のとおり可決する
ことにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第23号議案及び第24号議案、第25
号議案のうち関係部分、第26号議案、第28号議
案及び第29号議案については、原案のとおり可
決するものと決定されました。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ４時 ９分 休憩 ―

― 午後 ４時１０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

審査の途中ですが、本日の審査はこれにてと

どめ、明日は、午前10時より、引き続きこども
政策局を含む福祉保健部関係の審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時１１分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  平成３１年 ３月 ７日

自  午前１０時 ０分

至  午後 １時５５分

於  委 員 会 室2

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 近藤 智昭 君

副委員長(副会長) 浅田眞澄美 君

委 員 三好 德明 君

〃 野本 三雄 君

〃 中山  功君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 深堀  浩君

〃 中島 浩介 君

〃 ごうまなみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 麻生  隆君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

福祉 保健部 長 沢水 清明 君

福祉保健部次長 上田 彰二 君

福祉 保健課 長 渡辺 大祐 君

福祉保健課企画監
（福祉保健総合計画
・企画予算担当）

岩崎 次人 君

監査 指導課 長 磯本 憲壮 君

医療 政策課 長 伊藤 幸繁 君

医療人材対策室長 石田 智久 君

薬務 行政室 長 本多 雅幸 君

国保・健康増進課長 小田口裕之 君

長寿 社会課 長 小村 利之 君

長寿社会課企画監
(地域包括ケア担当)

峰松 茂泰 君

障害 福祉課 長 桑宮 直彦 君

原爆被爆者援護課長 橋口 俊哉 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

こども未来課長 濱野  靖君

こども家庭課長 今冨 洋祐 君

教育委員会教育長 池松 誠二 君

総 務 部 長 古川 敬三 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【近藤委員長】 おはようございます。

文教厚生委員会及び予算決算委員会文教厚生

分科会を再開いたします。

野本委員から、所用により本委員会への出席

が遅れる旨、連絡があっております。ご了承を

お願いします。

昨日に引き続き、こども政策局を含む福祉保

健部関係の審査を行います。

それでは、提出がありました政策等決定過程

の透明性等の確保などに関する資料について、

説明をお願いします。

【渡辺福祉保健課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本委員会に提

出いたしました福祉保健部関係の資料について、
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ご説明をいたします。

文教厚生委員会提出資料、福祉保健部の1ペ
ージをご覧願います。

1、補助金内示一覧表でございますが、県が
箇所付けを行って実施する個別事業に関し、市

町並びに直接・間接の補助事業者に対して内示

を行った補助金について、昨年11月から本年1
月分の実績を記載することになっております。

大変申し訳ございませんが、11月定例県議会
で報告すべき10月分の内示5件について、前回
の報告の際に記載が漏れておりましたので、こ

の分も併せて今回記載をさせていただいており

ます。大変申し訳ございませんでした。

報告が漏れていた5件を含めまして、直接補
助金については、資料1ページから4ページに記
載とのとおり計20件、間接補助金については今
回、該当はございませんでした。

次に、5ページをお開き願います。
1,000万円以上の契約案件について昨年11月

から本年1月分の実績を記載しており、資料5ペ
ージから8ページに記載のとおり計3件、内容は
記載のとおりでございます。

次に、9ページをお開き願います。
附属機関等会議結果につきましては、昨年11

月から本年1月分の実績は、長崎県福祉保健審
議会など計11件となっており、その内容につい
ては資料10ページから20ページまでに記載の
とおりでございます。

私からの報告は以上でございます。

【濱野こども未来課長】福祉保健部こども政策

局関係について、引き続きご説明をいたします。

1ページをお開きください。
補助金内示一覧表でございますが、県が箇所

付けを行って実施する個別事業に関し、内示を

行った補助金について記載をしております。

昨年11月から本年1月分の実績は、間接補助
金の1件であり、内容は1ページに記載のとおり
でございます。

次に、2ページをお開きください。
知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

についての県の対応状況を記載しております。

長崎県保育協会、長崎県私立中学高等学校協

会ほか5名、長崎県学童保育連絡協議会からの
要望書の3件となっており、それに対する県の
対応状況は2ページから9ページまでに記載の
とおりであります。

次に10ページをお開きください。
附属機関等会議結果について、実績は1件で

あり、その内容については11ページに記載のと
おりでございます。

以上で報告を終わります。

【近藤委員長】次に、障害福祉課長より補足説

明をお願いします。

【桑宮障害福祉課長】「長崎県障害者基本計画

（第4次）（案）」及び「長崎県アルコール健
康障害対策推進計画（案）」の概要につきまし

て、お手元にお配りしました青色のファイルの

赤いインデックスを付けた概要補足説明資料に

基づいて、それぞれ説明いたします。

赤いインデックスに「障害者基本計画」と書

かれておりますページをお開きください。まず、

障害者基本計画についてご説明いたします。

1の計画の性格でございますが、この計画は、
本県が今後進める障害者施策の基本的な計画と

なります。そして、障害者基本法第11条第2項
に規定する都道府県障害者計画、また、長崎県

総合計画チャレンジ2020及び長崎県福祉保健
総合計画を補完する計画として策定することと

しております。
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2、計画の目的については、共生社会の実現
は普遍的な理念であるため、基本理念は前計画

を継承し、「障害の有無にかかわらず、誰もが

住み慣れた地域で、自立した生活を送り、互い

に優しく接し合うことができる社会環境の中で、

社会を構成する一員として、共に地域を支え合

い、あらゆる社会活動に参加することができる

平和な共生社会の実現を目指すこと」としてお

ります。

3の計画期間については、平成31年度から平
成35年度までの5年間としております。

4、計画策定の体制については、計画全体の
検討を障害者基本法に基づき設置しております

長崎県障害者施策推進協議会において議論して

いただいております。

5の計画の特徴及び6の計画の体系について
は、計画素案と同様に5つの基本的視点と9つの
分野別施策として取りまとめており、修正はご

ざいません。

7の計画素案からの主な修正点につきまして
は、11月の文教厚生委員会、12月に実施しまし
た関係団体との意見交換会、2月に実施した障
害者施策推進協議会においていただいた意見等

による修正点について、主なものをご説明いた

します。

計画の19ページをお開きください。
2の（3）の②リハビリテーション専門職の人

材育成・確保につきまして、障害者施策推進協

議会において、人材の育成・確保に関して医師

と看護師だけの記載であることに対してご意見

がありましたので、リハビリテーション専門職

について追加をしております。

20ページをお開きください。
文教厚生委員会において意見のありました乳

幼児健診等への対応について、2の（5）の②に

おいて、素案の「5歳児健診等実施の普及」を
「乳幼児健診実施体制の充実」へ項目を改める

とともに、内容についても追加しております。

22ページをお開きください。
3の（1）の⑥「一貫した相談支援体制の整備」
について、文教厚生委員会において、この項目

は重要とのご意見がありましたので、教育庁と

協議をした上で改めて追加をしております。

26ページをお開きください。
4の（1）の①「県における障害者雇用の一層
の促進」について、関係団体との意見交換にお

いてご意見がありましたので、内容を具体的に

記載しております。

29ページをお開きください。
5の（1）の①「県営住宅のバリアフリー化や
優先入居の推進」について、文教厚生委員会に

おいて、新設の県営住宅のみが対象となってい

るとのご指摘がありましたので、既設の住宅に

ついても対象となるよう記載内容を改めており

ます。

34ページをお開きください。
7の（1）の①「避難行動要支援者の安全対策
の推進」についてでございます。

文教厚生委員会において、県が支援する内容

等が見えてこない等のご意見がありましたので、

具体的な取組内容等について追加で記載をして

おります。

次に、パブリックコメントの意見による主な

修正点についてご説明いたします。

20ページをお開きください。
2の（5）の③「医療的ケアが必要な在宅小児
等の支援」について、在宅医療を必要としてい

る小児は、周産期母子医療センターに入院した

子どもだけではないというご意見がありました

ので、医療的ケアを必要とする小児に対して支
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援を行っていくということがわかるよう、記載

内容を修正いたしました。

その他、記載内容の一部修正等を行い、今回

の案として取りまとめております。

次に、「長崎県アルコール健康障害対策推進

計画（案）」について説明いたします。赤いイ

ンデックスを付けた計画の概要の資料をご覧く

ださい。

1の計画の性格でございますが、この計画は、
アルコールによる健康障害の予防等を総合的に

推進する計画となっております。そして、アル

コール健康障害対策基本法第14条第1項に規定
する都道府県アルコール健康障害対策推進計画

として、また、健康ながさき21及び長崎県医療
計画との整合性を持つ計画として策定すること

としております。

2の計画の目的については、アルコール健康
障害の発生から進行、再発の各段階に応じた防

止対策を実施するとともに、アルコール健康障

害を有している者、また、有していた者とその

家族を支援し、さらにアルコール健康障害によ

る飲酒運転等の社会的問題に関する施策との有

機的な連携を図ることとしております。

3の計画期間につきましては、平成31年度か
ら平成34年度までの4年間としております。

4の計画策定の体制につきましては、長崎県
依存症ネットワーク協議会設置要綱に基づき設

置しているアルコール健康障害対策推進計画策

定専門部会において、計画全体の検討をしてま

いりました。

5の計画の特徴及び6の計画の体系について
は、計画素案と同様に、4つの基本的方向性と3
つの段階的施策として取りまとめており、修正

はございません。

7の計画素案からの主な修正点については、

この資料に記載のとおりであります。

なお、パブリックコメントによる意見の提出

はありませんでした。

その他、記載内容の一部修正等を行い、案と

して取りまとめております。

説明は以上でございます。

【近藤委員長】次に、原爆被爆者援護課長より

補足説明をお願いします。

【橋口原爆被爆者援護課長】 それでは、広島・

長崎原爆被爆者援護対策促進協議会、いわゆる

八者協の原子爆弾被爆者援護対策に関する要望

長崎県素案につきまして、現時点での検討状況

を説明させていただきます。

Ａ４縦の1枚と横で4枚と合わせて5枚の資料
をお付けいたしております。お開き願います。

まず、要望書素案の説明の前に、八者協の概

要等についてご説明をいたします。

八者協は、原爆被爆者の援護対策の強化促進

を図ることを目的に、昭和42年11月に設立され
た組織でありまして、被爆地であります広島県、

長崎県、広島市、長崎市の4県市の知事、市長
並びに4県市の議会議長の8者で構成されてお
ります。

例年、7月の上旬ぐらいまでに要望書を取り
まとめまして、国の概算要求に間に合うよう、

7月20日前後に政府並びに国会等に対して要望
を行っているところでございます。したがいま

して、今回は平成32年度政府予算に対する要望
の本県の素案といたしまして、行政側で作成い

たしました要望文の素案をお示ししております。

委員会でのご意見を踏まえまして、今後の八者

協の協議の場へ提案してまいりたいと考えてお

ります。

続きまして2ページ、要望文の素案について
ご説明をさせていただきます。
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昨年と比べまして変更した箇所を朱書きにて

お示ししておりますが、その変更部分を中心に

説明をさせていただきます。

まず、1ページ、要望文の前文でございます
が、時点修正を行っております。なお、元号に

つきましては5月以降に修正をさせていただく
こととしております。

続いて4ページの「第2 保健医療福祉事業の
充実」の「2 介護施策の拡充強化」につきまし
ては、介護保険利用助成事業におきまして、現

在、福祉系サービスで助成対象外となっている

サービスがございます。全ての被爆者の皆様が

公平に利用できる制度となるように、全ての福

祉系サービスを助成対象とするように変更をい

たしております。

次に7ページ、「第5 被爆二世の健康診断内
容等の充実」でございます。これまでの調査・

研究におきましては、親の被爆に伴って子のが

ん発症リスクが上昇するという科学的なデータ

は得られておりませんが、被爆二世の方々はが

んに対する不安を抱く年齢になられていること

から、がん検診の項目の追加など健康診断内容

のより一層の充実と、被爆二世の数や健康状態

を把握するための実態調査を国において実施す

るよう求めるという要望内容に変更しておりま

す。

以上が要望内容の変更点でございますけれど

も、この要望書素案はあくまでも長崎県として

の案、いわゆるたたき台というものでございま

す。今後、八者協の場に提案してまいりますが、

4県市がそれぞれ案を持ち合い、協議を経た上
で合意をなされたものが要望文として決定され

る運びとなっております。このため、本県の提

案が反映されない場合もございますので、その

点につきましては、どうぞご了承を賜りますよ

うよろしくお願いをいたします。

なお、決定された要望文につきましては、要

望実施の前に、改めて委員の皆様方に説明をさ

せていただきます。

以上で、原子爆弾被爆者援護対策に関する要

望書素案についてのご説明を終わらせていただ

きます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤委員長】以上で説明が終わりましたので、

所管事務一般に対する質問を行うことといたし

ます。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事項に対する質問を行うことといた

します。

質問はありませんか。

【松本委員】 では、質問させていただきます。

まず、健康寿命日本一についてです。6月、9月、
12月と、4回目になります。
この健康寿命日本一というのがいかに大事か

と。先日、医師会との勉強会で医療費の問題を

伺った時に、人工透析の患者数が県内でも4,000
人いらっしゃって、一人当たり500万円の医療
費がかかる、すると単純計算で長崎県だけでも

200億円かかる、国では1.5兆円の金額がかかっ
ているということで、やはりこういった状態に

陥る前に健康寿命を延ばしていくことが大事な

んだと。健康寿命日本一というのは、日本一が

目標ではなくて、県民の方々にそういう意識を

持ってもらうことが最も大事なんだなと思った

だけに、またかと思われるかもしれないですけ

れども、その手法はすごく重要であると思いま
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す。

端的に幾つか伺いますが、何度も聞いていま

すが、クラウドファンディングで資金を集める

ということで、これが幾ら集まって、その集ま

った資金を何に使って、その効果はどのように

健康寿命につながっているのか、お尋ねします。

【小田口国保・健康増進課長】クラウドファン

ディングにおきましては、平成30年9月から60
日間募集を行いまして、56名の方から101万円
のご支援をいただいております。

また、何に使ったのかということであります

が、ご支援をいただいた101万円を活用して、
主に健康長寿メイトの活動資材としてアームバ

ンド、ランチョンマットを合計1万個作成いた
しました。

この効果としましては、まず、活動資材の配

布という効果が発生しておりますし、ホームペ

ージや新聞報道、テレビ番組等で、クラウドフ

ァンディングの実施を通じて県費をかけずに事

業実施を周知することができたこと、また、56
名の強力な応援団員を得たという効果が発生し

ていると考えております。

【松本委員】当初の目標からは大幅に減っては

おりますが、県費を使わずに、県民の方が寄付

をされる行為自体が主体的に取り組むことでも

ありますし、アームバンドとランチョンマット

も、趣旨を聞けば、アームバンドを付けて歩い

てくださいと、ランチョンマットには健康に関

する内容が書かれていますよという発信の意図

だと思います。

ただ、これがどこまで周知できているか。140
万人近い中の56名ですから、この部分でこれだ
けしか周知できなかったということは、今後の

活動に対しても、やはりもっと積極的に取り組

む必要があるんじゃないかと思いますので、ぜ

ひ、このアームバンドとランチョンマットのこ

とも含めて積極的に取り組んでいただきたいん

ですが。

じゃあ、健康メイト1万人をつくるという中
で、今回こういう状況でありましたから、この

1万人がどうやったら集まるのか、また、その1
万人に何をしていただくのか、お尋ねします。

【小田口国保・健康増進課長】 まず、健康長寿

メイトに何をしていただくのかということです

が、年に1回、健診を受けることに加えまして、
食または運動、あるいはその両方を実践してい

ただく、そして健康づくりの楽しさや効果等に

ついて周りの人々にお伝えいただく、活動実績

を県に提出をしていただくということを考えて

おります。

また、周知の方法でございますが、まずは県

民会議の構成団体を通じて、参加の企業や団体

等の皆様に呼びかけていくこととしております。

また、県では、全世帯広報誌を通じて制度の

説明や取組事例の紹介などを実施していきます。

市町にも広報や各種イベント時の参加者への呼

びかけなどをお願いしていくことや、民生委員

や婦人会など地域に根差した活動をしている団

体の協力をいただくなど、さまざまな手法で呼

びかけをしていきたいと考えております。

また、健康長寿メイトご自身も効果や取組の

必要性を周囲の方々にお伝えいただくことで、

拡大に協力いただきたいとも考えております。

【松本委員】いろんな団体が関わっていますか

ら、その団体の方々に協力を求めれば、さほど

難しい数字ではないと思いますが、ココロねっ

こ運動の時も思ったんですけど、登録して終わ

りのような、ただ名簿を集めるようなものにな

っては意味がないと思いますので、今おっしゃ

ったとおり、1万人の方々に具体的にこういう



平成３１年２月定例会文教厚生委員会・予算決算委員会文教厚生分科会（３月７日）

- 133 -

ことをしていただきたいと。こういうことをし

て健康になったとそれぞれの地域で広めていた

だくことまでお願いをしていただく。そこは県

民の方々のお力添えがないと、行政だけではで

きませんので、そこが本当に伝わっているかど

うかがポイントになってくると思いますので、

しっかり働きかけていただきたいと思います。

最後に、パンフレットを見せていただきまし

た。健康寿命のロゴをつくられたと。「ながさ

き3ＭＹチャレンジ」ということで、「毎年一
回、健診受けて 毎日ニコニコ9000歩 毎日三

回、野菜を食べて よーしみんなで健康長寿！」

と、「Ｎ１」というロゴです。すごくわかりや

すくて、よくできているなと思います。

しかし、このパンフレットは非常に文字ばか

りで専門的で、小学生が見てもわかるようなイ

ンパクトのあるチラシではない。発信という意

味では、取って読んでみたくなるようなもので

はないのかなと思います。

せっかくいいロゴもキャッチフレーズもでき

ているので、その周知に関してはどのようにお

考えですか。

【小田口国保・健康増進課長】 3ＭＹチャレン
ジにつきましては、もう既に全世帯広報誌で全

ての世帯に周知をしているところであります。

また、委員からお話がありましたリーフレッ

トにつきましては、2月に作成をして、県民会
議の構成団体等に配布をスタートしております。

リーフレットにつきましては、プロジェクトチ

ームや専門家の意見も盛り込みながら作成をし、

県民の皆様からは、わかりやすいという評価の

声もいただいておりますが、一方で、委員ご指

摘のように、よりわかりやすく伝えてほしいと

いう声も聞いております。

私たちとしても、よりわかりやすくする工夫

が必要な部分があると考えておりますので、こ

れで確定というわけではなくて、今後とも内容

等についての見直しを行い、第2・第3弾と情報
発信を行っていきたいと考えております。

【松本委員】私たちも、選挙でリーフレットを

つくって配って、見ていただかないと、関心を

持っていただかないと興味を引き付けられない。

そういった中で、何を伝えれば見ていただける

かというのを考えて、なるべく手に持ちやすい

サイズにして、文字も少なくして、見出しをま

ずつけて写真を入れるとか、メッセージを入れ

るとか、みんなさまざまな工夫をしているんで

す。

これも確かに詳しくよくできているんですけ

れども、誰もが見やすいような形、簡単にぱっ

と持てるような名刺サイズのものでもいいし、

概要版みたいなもので、また、イメージキャラ

クターとか、そういったものも使いながら、子

どもにも身近に感じてもらえるような、タレン

トとかでもいいですし、そういった広報も大事

だと思います。

まずは機運醸成をしていかなければいけない

わけでありまして、県民に少しでも多く参加し

ていただくためには、イベント等で関わってい

ただくことは大事だと思うんですが、その辺は

どうですか。

【小田口国保・健康増進課長】健康づくりに向

けたイベントについては、従来から各市町が住

民向けのイベント等を実施しております。

県単位では、今年度から民間主導で「県民健

康まつり」がスタートし、これは県の健康長寿

日本一に向けた取組の関連イベントとして実施

されたところもあります。県も後援を行い、1
万人程度の来場があっております。

イベントにつきましては、県が直接イベント
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を実施するよりも、ノウハウのある民間主導の

イベントとタイアップすることが効果が高いと

考えておりまして、引き続き、民間主導のイベ

ントについて、できる限りの支援をしていきた

いと考えております。

【松本委員】新規でイベントを起こすというの

はなかなか大変でございますし、既に民間企業

や市町で関連のイベントを実施していらっしゃ

るわけでございまして、そこにのっかるという

か連携していけば、既存のイベントに対しての

相乗効果も出てきますので、そこはしっかりと

連携してやっていただきたいと思います。

最終的には県民が主体的に取り組むかどうか

が重要になってまいりますので、どうしたら県

民の方が主体的になるかというのを、事業を実

施しながら、常に考えながら進めていただきた

いと思います。

次に、婚活サポートについてお尋ねをいたし

ます。

私も議員になって、陳情とか、さまざまなご

相談をいただくことがあって、これまで大体の

ことは解決できたんですけれども、1つだけ解
決できないのが実は結婚の相談でありまして、

個人的なことではありますけれども、もう5件
ぐらい抱えていて、なかなかやはり難しいとい

うこと、周囲でもやっぱりこれだけ深刻なんだ

ということを認識しているんです。

答弁の中でも、9割が出会いがないというこ
とで、既に実施をしている婚活事業ではありま

すけど、今回、企業間交流事業というのを計画

されました。それぞれの企業で交流のシステム

をつくって、出会いの場をまずつくっていくと

いうことでございますが、こちらに対しての数

値目標は、どれぐらいの件数を、どれぐらいの

企業をと、事業を計画する時に具体的な目標等

はあったのか、お尋ねします。

【濱野こども未来課長】ご質問にお答えする前

に、今、松本委員から9割に出会いがないとい
うお話があったんですが、それは国立社会保

障・人口問題研究所の調査で、将来結婚したい

という希望をもっている方が88％、約9割いら
っしゃって、その方たちが結婚できない理由は

何なのかというと、男性の35％、女性の50％で、
結婚できない一番大きな理由が「適当な相手に

恵まれない」ということで、割合として9割め
ぐり会えないということではないということで

ございます。

来年新たに始めます企業間交流の目標はどの

くらいかということです。この事業自体は、市

町と連携をしながら進めていくわけで、企業数、

団対数の具体的な数はないんですけれども、グ

ループ数としては、男女150組ずつの合計300
組を一つの目標としております。

【松本委員】 3人から4人のグループを300組つ
くると。だから、企業対企業というわけじゃな

くて、企業の中に動きやすい3人から4人のグル
ープをつくって、登録企業に推進員の方がいら

っしゃって、そこでお互いに連絡をホームペー

ジを通じてとり、どういうところで交流をする

かと決めるということですね。

交流のシステムの内容も大事になってくると

思うんです。ただの飲み会だったら、全く一般

のものと変わらないと思うんですけれども、ど

ういったシステムで、どのように交流をしてい

くのか、お尋ねいたします。

【濱野こども未来課長】システムでどういった

内容のものをしていくかということですが、お

っしゃるとおり、単なる飲み会といいますか食

事会だけではなくて、市町と協働していろんな

プログラムを、イベントのメニューを考えてい
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くんですけれども、例えば各市町における隠れ

た非常に魅力のある場所の散策であるとか、あ

るいは農業の収穫体験をするとか、あるいは趣

味の魚釣り、山登りといったいろんなメニュー

を用意して、できるだけ皆さんが交流しやすい

ようなものを考えていきたいというふうに考え

ております。

【松本委員】 これは、ホームページを見て、そ

の中のそれぞれのグループで興味のある、趣味

が一致するところでお会いをして、その中で体

験や活動をしながら交流をしていくということ

ですね。

それは非常にいいことであるし、また地域に

とっても、地域の資源を活かせるし産業振興に

もつながると思うんですが、そうなると受入先

の理解と協力も必要でありますので、そこはし

っかりとつないで出会いの場をつくっていただ

きたいと思います。

実は最近、自衛隊婚という婚活イベントのス

タッフで参加をしました。これは防衛協会青年

部の30周年事業で、自衛隊の方から相談をされ
て防衛協会青年部で企画をしたんです。そうし

たら、大体50対50を想定して、ホームページで
出しただけなのに、2日でもう定員オーバーに
なってしまって、67対67で、自衛隊員の独身の
方が大村で婚活をして、10組のカップルができ
たという話を聞いております。

見ていて、（発言する者あり）行きたいとい

う方がいらっしゃるようですけど、1日2日でい
っぱいになるというのは、やっぱり公務員とい

うのは非常に安定しているし、自衛隊の隊員も

すごく屈強でたくましいし、そういったところ

で人気があるのかなと思ったんですけど、結局、

隊員自身も出会いの場がないそうです。上司の

方から相談を受けて、今回、青年部で企画され

ているのをお手伝いしたんです。

県職員、市職員の方々も公務員で独身の方が

いらっしゃる。公務員の方も人気があるのに、

役所の中だけでは出会いの場もないので、まず

は県の職員の方も、強制ではないですけれども、

これも異業種の交流と思って、登録を自ら推進

していくことも大事だと思うんですが、職員に

対してはどのようにお考えですか。

【濱野こども未来課長】先ほど言いました目標

の数の300組は、市町から積み上げといいます
か目標が200組上がってきまして、残り100組は
私どもというふうに考えております。

今、婚活支援の協力をいただいている企業が

約60社いらっしゃいますけど、こういったとこ
ろに話しかけるということと、あとは今おっし

ゃったように県の職員、これは振興局、地方機

関を含めまして、たくさんの独身の男性、女性

がいますので、希望する方々に対しては、ぜひ

参画いただくように周知をしてまいりたいと考

えております。

【松本委員】少子化対策の中でも一番入り口の

ところでもあるわけでございまして、そこのと

ころが遅れれば、また影響してきますし、もち

ろん個人の生き方は自由でございますが、きっ

かけをつくるお手伝いをすることはやはり重要

だと思いますので、ぜひしっかり取り組んでい

ただきたいと思います。

次に、ゆめおすについてご質問いたします。

長崎県子ども・若者総合相談センターは、引き

こもりの方、また、働かないニートの方の対応

についての相談窓口と伺っております。不登校

の場合は学校等でも支援のシステムがあります

が、学校を卒業して18歳以上から20代になった
場合ですね。

何件か私も相談を受けました。引きこもって
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出てこないとか、働こうとしないと、これは人

口流出より大きな問題だと思います。結果的に、

働かなければ納税もできませんし、そういった

働けるのに働かない若者が、何かきっかけがあ

れば社会に出ていこうと、そこの恐らく「ゆめ

おす」という意味だと思うんですが。

こちらの開所以来の相談件数の推移について、

まずお尋ねをいたします。

【濱野こども未来課長】ゆめおすの開所以来の

相談件数の推移でございますが、ゆめおすは平

成23年度に開所をしておりまして、平成23年度
当時の数字はございませんが、平成24年度で相
談件数は2,828件、平成25年が2,986件、平成26
年が3,920件、平成27年が4,043件、平成28年が
3,523件、昨年度が4,391件というふうに増加の
傾向にあると考えております。

【松本委員】 当初は2,828件だったものが、昨
年は4,391件と1,500件も増加をしているとい
うことは、やはりいかにニーズがあるかという

ことのあらわれだと思っております。

相談者を伺えば、やはり10代から20代が多く、
本人または家族、親族の方が相談に来られると

いうことで、これは、まずは相談をしないこと

には親も本人もどうしていいかがわからないと。

もちろん生活保護があるかもしれませんけれど

も、その前に、まずは働いていただくにはどう

したらいいかというところの行き先をお手伝い

するのが大事だと思うんですが、実際に相談を

した後のつないだ実績はどういうふうに把握し

ていらっしゃるのか、お尋ねします。

【濱野こども未来課長】つないだ件数は、昨年

度で、新規の相談者、あるいは継続した相談者

を含めまして合計で521件を関係機関につない
でおります。その主なものとしましては、保健

所であるとか、引きこもりを専門で取扱いをし

ております引きこもり地域センターに213件、
あるいは若者サポートステーション、ハローワ

ーク等の就労支援の関係が85件、こういった状
況になっております。

【松本委員】もう時間がないので、質問ができ

ませんので要望にとどめておきますが、この施

設が長崎市にしかないんです。前に質疑をしま

したけれども、長崎市に県内全域から集まると

なればですね。しかも駐車場はありませんので、

公共交通機関または近くの有料駐車場を利用し

てくださいということで、なかなか利便性につ

いてもですね。これだけ相談件数が増えている

のに、もったいないなと。

もちろん電話、ファクス、メールでも対応し

ますとなっていますけれども、こういう窓口は

市町にはないわけですよね。そういった意味で

も、やはり市町や関連機関と連携して、どうし

ても直接相談したいんだけれども伺うことがで

きないという離島とか半島のところには、出張

して相談を受けるというような対応策も今後必

要になってくると私は思いますし、そういうの

がないから引きこもっている方がまだ潜在的に

いるのではないかと思いますので、市町と相談

していただいて、一人でも多くの若者が社会に

復帰できるようにお力添えをいただくことを要

望して質問を終わります。

【近藤委員長】 ほかに質問はありませんか。

【深堀委員】 2点ほどお尋ねをしたいと思いま
す。

まず、福祉事務所の組織関係についてのお尋

ねですが、県内に17の実施機関があるわけで、
いわゆるケースワーカー、現業を行う職員の数

についてです。

組織に関しては、もちろん配置の数について

法令で定められているわけですけれども、県内
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17地区にある実施機関で、配置の数は法令を満
たしているのかどうかについて確認をしたいと

思います。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午前１０時３９分 休憩 ―

― 午前１０時３９分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【渡辺福祉保健課長】手元に数値がございませ

んので、後でご報告させていただきたいと思い

ますけれども、配置基準については市町ごとに

決まっておりまして、配置については、たしか

長崎市が配置基準を下回っているということは

お伺いしております。

【深堀委員】私は以前、資料をもらっていたの

で手元にあるんですけど、現業を担うケースワ

ーカーの方々の配置数は、標準数として定めら

れていますね。

それによると、県の設置事務所は、非保護世

帯が390以下であるときは6名、世帯数が65を増
すごとに1名を加えると。市設置事務所につい
ては、非保護世帯が240以下である時は3名、世
帯数が80を増すごとに1名を加えるというよう
な基準があって。

今、課長が報告されたとおり、私が持ってい

る資料は平成30年4月時点ですけれども、県内
にある17カ所の施設の配置数としては概ね満
たしていると。しかしながら、長崎市において

は標準数119名に対して89名と30名不足をして
いるわけです。

もちろんそれは設置をしている長崎市の役割

の話なので、県がどこまで関与できるかという

問題は当然あるとは思うんですけれども、この

実態をどういうふうに見ているのか、指導がで

きるものなのか、どうしてこういう状況になっ

ているのか、過去からも含めて、見解を求めた

いと思います。

【渡辺福祉保健課長】今、深堀委員からご指摘

がありましたとおり、長崎市については、いわ

ゆる配置基準を下回った形で現業員が配置され

ている状況でございまして、この傾向について

は過去からそういう経過がありまして、我々と

しても、福祉事務所の監査において、そういっ

た基準に沿って配置をしていただくように指導

をしているところでございます。

県内で長崎市は、かなり生活保護の世帯数も

多うございますので、こういった事態が生じて

いるものと考えますけれども、厚生労働省の指

導もございますので、そういった点は長崎市に

対して指導してまいりたいと考えております。

【深堀委員】不足している要因は財源の話だと

思うんですけれども、財源は当然のことながら

全国の制度なわけで、財源措置はされています

よね。交付税措置がされているはずですよね。

そういった現状を踏まえた時に、もう少し突っ

込んで確認ができないのかなというふうに常日

頃感じているんですけれども、その点について

はどうですか。

【渡辺福祉保健課長】長崎市は中核市でござい

ますので、基本的に長崎市と国との財政的なや

りとりについては、そういった形になっている

ということでございます。県は、指導監査とい

う点で県内の福祉事務所の監査をしておりまし

て、通常の国とのやり取りといったところは、

長崎市は直接やっているという状況でございま

す。

【深堀委員】中核市だからといったこともわか

りはするんですけど、不足をしているというこ

とは、当然ながら1人のケースワーカーが見る
保護世帯の数に影響があるわけですね、当たり
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前ですけど。ですから、本来いろんなサポート

をしなければならない業務が手薄になってしま

うということが当然考えられるわけです。いろ

んなサポートをする、非保護世帯から通常にと、

例えば仕事に関するサポートについて非常に重

要な役割をするケースワーカーであるわけで、

できることとできないことがあるのかもしれま

せんが、今の長崎県全体の状況を鑑みた時に、

あまりにもいびつな状況になっていると言わざ

るを得ないので、どうにかそれを改善に向けた

サポートを、県としてできることをしっかりや

ってほしいというふうに思うんですけれども、

どうでしょうか。

【渡辺福祉保健課長】県としましては、毎年度、

県内各市の福祉事務所の監査を実施しておりま

すけれども、長崎市の場合につきましては、か

なり規模が大きいということで、日数等も、ほ

かの市よりも時間をかけて指導等をやっている

ところでございます。

ご指摘の点も踏まえまして、同じ中核市であ

っても佐世保市は基準を守った上で配置をされ

ておりますので、そういったことも含めて、長

崎市としっかり話をしていきたいと思っており

ます。

【深堀委員】 よろしくお願いいたします。

次に、乳幼児の医療費助成制度に関して質問

をさせてもらいたいと思うんです。これも当然

各自治体が取り組んでいる事業で、県内21市町
それぞれ、そういった制度はつくってあるわけ

です。

実際の中身を、例えば現物給付なのか償還払

いなのかということで見ると、拡大部分まで現

物給付をやっているのは長崎市、平戸市、対馬

市、佐々町のたった4つ。対象年齢についても、
21市町のほとんどが中学生までになっている

んだけれども、松浦市と佐々町は18歳までとい
うように、同じような子どもの医療費を助成す

る制度が、県内でいろんな違いが起こってきて

いる。

これは、県議会の中でも知事に対して、どう

にかこれを統一すべきじゃないかという議論は

過去にありました。その中で知事は、この制度

は全国共通の分だから、国にしてもらわなけれ

ばいけない事業なんだという答弁を今までされ

てきました。その理屈もよくわかります。

政府施策要望にも、もちろんこの中身は提言

をしているわけですが、いまだに長崎県内の子

どもを養育している家庭で医療費の助成につい

て違いがあるのは事実なわけで、これをどうに

かできないものなのかと、県の努力で何かしら

統一的なものができないだろうかと思っている

わけです。

現物給付にするのか償還払いにするのかに関

して、国のペナルティといったものもあって自

治体が二の足を踏んでいる現実があるのは理解

をしていますが、そういったものを全部ひっく

るめて、今後、県として、どういうふうにこの

制度を県下で統一的にもっていこうと考えてい

るのか、その見解をお尋ねしたいと思います。

【今冨こども家庭課長】乳幼児医療費につきま

しては、委員ご指摘のとおり、県内の市町にお

きまして、その取扱いがいろいろ異なっている

状況にございます。

この状況につきまして、県といたしましては、

福祉医療制度検討協議会の乳幼児等専門分科会

において市町と協議しながら、どういった形に

するのかというのは、いろいろご意見をいただ

きながら検討しているところでございます。た

だ、市町においてやはりいろいろの考えがあっ

て、そこの部分を統一するところまでは至って
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いない状況でございます。

県といたしましては、そういう状況も踏まえ

まして、やはりここは全国統一の制度にすべき

だという考えから、先ほど委員がおっしゃいま

したとおり、国の方に要望をしっかりとしてま

いりたいと考えております。

【深堀委員】各市町それぞれ考え方があるとい

うのはわかるんです。わかるけれども、利用す

る側からしてみれば、より条件のいいものを望

むのは皆さん一緒だと、どこに住んでいても一

緒だと思うんですよ。

具体的に言うならば、利用する側はやっぱり

現物給付がいいわけですよね、当たり前ですけ

ど。領収書を付けて申請書を送って後から給付

を受けるよりも、窓口で800円しか納めなくて
いいというやり方の方が、利用する側は当然利

便性がいいわけですよね。

さっき紹介しましたけど、21市町の中で4つ
の自治体しか現物給付は取り入れていない。現

物給付を入れることによる行政のデメリットは

いろいろあるのでしょう。財源的な国のペナル

ティもあるのでしょう。そのあたりをね。

利用者側の目線に立った時に、年齢の違いは

財源の問題もあるので難しいにしろ、現物給付

に統一することは、私は可能なんじゃないのか

なと思ったりするんですけど、その点について

の見解はいかがですか。

【今冨こども家庭課長】現物給付を拡大します

と医療費の増加につながりやすく、また、多額

の財政負担が伴うと考えております。

具体的に申し上げますと、本県の場合、平成

22年に一律的に乳幼児に対して現物給付を導
入したわけですけれども、平成21年度と導入後
の平成23年度で県の負担額を比較しますと2億
6,200万円の増、率にして59％の負担増があっ

ておりますので、拡大をしますと市町にもそう

いった負担増が出てくるものであり、なかなか

難しいものと考えております。

【深堀委員】現物給付にして病院にかかりやす

くなって医療費が増加をする、財政負担になる

という理屈もわからないわけではありませんが、

この趣旨は、子育てに負担ができるだけかから

ないようにする。もともとは乳幼児というスタ

ートだったわけですけれども、病院にかかりた

くてもかかれない、そういう若い世帯への助成

という意味合いもあって制度がスタートしたわ

けですから、その趣旨を鑑みた時に、病院にか

かりやすくなって医療費が増えるというのは、

本来ちょっと視点が違うんじゃないのか。

制度そのものは、病気になった時に病院にか

かりやすくするための助成制度であって、その

結果、それを導入したことによって医療費が増

えるのはある意味当たり前のことであって、そ

れを否定するならば、そもそもこの制度すら要

らなかったんじゃないかというふうに思えてし

まうわけですよ。

この場でいくら議論しても多分一緒だと思う

ので、後でいいので、どういったシミュレーシ

ョンをした時にどれだけ医療費が増えるとか、

今後の課題に向けて検討したいと思いますので、

そういった資料をいただければと思います。こ

れからも、このことに関しては言い続けたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。

【近藤委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】質問がないようですので、審査

の途中ですが、午前中の審査はこれにとどめ、

午後は1時30分から請願審査を行います。
しばらく休憩いたします。
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― 午前１０時５４分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

これより、請願審査を行います。

第2号請願「放課後児童クラブの質の確保を
求める意見書提出についての請願書」を議題と

いたします。

なお、理事者については、お手元の配席表の

とおり、こども政策局の関係理事者のみに出席

を求めておりますので、ご了承をお願いします。

それでは、紹介議員から説明を伺います。

【前田紹介議員】このような時間をとっていた

だきまして、ありがとうございます。紹介議員

を務めますのは前田哲也と西川議員の2人です
が、私が代表して説明をさせていただきます。

お手元に請願書についてお配りしていると思

いますので、お目を通していただきたいと思い

ます。

ここに書かれていますとおり、2015年4月か
ら子ども・子育て支援新制度が始まりました。

そうした中で、放課後児童クラブを必要とする

ニーズの高まりによって、待機児童が全国各地

で発生している状況であります。

そういうことを受けまして、経緯としまして

はご承知のとおり、全国知事会等を通して今般

の規制の緩和のようなことを要望したという経

緯があります。

ただ、私たちとしましては、また学童保育連

絡協議会としても、地方の全てのところでそう

いった待機児童がいる状況でもない中で、人手

不足の解消だけのためにこういった一種の規制

緩和については、やはり学童保育の従うべき基

準の堅持と、質をしっかり確保してほしいとい

うことが大前提としてあります。

そうした中で、全国の各地方議会から、県議

会、市町村議会、市町村を含めて、国に対して

意見書を提出するところがありまして、先般、

11月議会でも陳情書を出させていただきまし
たが、内容を改めまして、今般こういう形での

請願をさせていただいております。

この後、請願人の方から、現場の状況、そし

てまた保護者も含めて求めるものについて、少

しお時間をいただいて皆様方にご説明をさせて

いただきますので、何とぞ請願についてご賛同

いただきますことをお願いいたします。よろし

くお願いいたします。

【近藤委員長】 この際、お諮りいたします。

請願人から、趣旨説明を行いたい旨の申し出

があっておりますが、これを許可することにご

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 異議なしと認めます。

よって、請願人の趣旨説明を許可いたします。

なお、請願人に申し上げますが、趣旨説明は

5分以内で簡明にお願いいたします。
しばらく休憩いたします。

― 午後 １時３２分 休憩 ―

― 午後 １時３５分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

これより、請願についての質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】請願の紹介議員にお尋ねいたしま

す。請願人の発言は休憩中となり議事録に残り

ませんので、請願人と同じ立場だとお察しして、

請願紹介議員にお尋ねしたいと思います。

全国学童保育連絡協議会は、学童保育の従う

べき基準の参酌化に断固反対をするということ

で、従うべき基準の堅持を強く求める運動をし
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てきたと理解をしています。署名を集め国会要

請、各県議会、市議会への要請なども行ってき

たと理解をしています。

昨年11月議会が終わった段階では、私が把握
しているだけでも、北海道、岩手、栃木、埼玉、

滋賀、福岡など都道府県レベルで6議会、市町
村レベルで14議会が参酌化に反対をするとい
う立場で、予算の確保を求めての内容だったと

思います。その趣旨で昨年11月にも陳情されて
いると理解をします。

今回は、実施主体の市町村に対して、基準の

意義が損なわれないよう、そうしたことを含め

て働きかけをしてほしいと、質の確保を担保し

てほしいということで、具体的な予算の措置と

かということはないんですけど、これはいわゆ

る参酌化という閣議決定を受けての請願という

ことで、このような文面になるのかということ

の確認をさせてください。

【前田紹介議員】全国学童保育連絡協議会の定

期総会における決議というのは、堀江委員がお

っしゃったとおりです。

そのことの中で、全国各地で県議会や市議会

等に働きかけ、それに賛同する県議会、市議会

では、堀江委員が言ったような趣旨を中心とす

る内容で意見書を出していると認識をいたしま

す。

しかし、それは昨年の秋の話でありまして、

その後の状況を見ると、閣議決定もされ、事態

が進んでいますので、閣議決定を踏まえて参酌

化することを前提にして、長崎県の学童連絡協

議会においては、内容を「質を堅持する」と変

えてきたと理解をしています。

そうした中で皆様方にお願いしたいのは、国

に対する意見書もですが、今、県当局が来てお

りますけれども、県に対してもですね。そのこ

とは最終的には各自治体の条例で定めることで

ありますので、質が担保されることを県もきち

んと働きかけていただいて、各市の条例を見直

す中でそこを堅持するというふうな形で、今後、

学童連絡協議会は多分、運動を展開していくも

のというふうに理解をいたしております。

【堀江委員】担当課にお尋ねしたいと思います。

昨年11月定例会で、陳情について私が質疑を
した際に、課長はこのように答弁しました。

実施主体は市町村なんだけれども、県の役割

がどこにあるかという時に、仮に、参酌すべき

というところをそのまま条例改正に引用したと

しても、安全・安心が確保できないような体制

であるようなことは認めないといいますか、そ

ういうことがないように指導していきたいと、

助言をしていきたいというふうに答弁をしまし

た。

つまり県の役割としては、実施主体は市町な

んだけれども、安全・安心の体制を維持するよ

うに、県としても指導、助言をする立場である

と、これはそのまま理解していいですか。大事

なことだと思うので、再度、見解を求めます。

【濱野こども未来課長】今、委員からご指摘あ

りましたように、基本的には市町の方で、条例

を改正する場合は慎重に審議をされていくこと

になろうかと思います。

今のところ、把握している中では市町にそう

いう条例改正の動きはないんですけれども、仮

にいろいろご相談がある中では、当然安全・安

心というのは第一義ですから、そこについては

損なわれることがないように助言は行ってまい

りたいと考えております。

【近藤委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】これをもって、質疑を終了いた
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します。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了します。

第2号請願に対する質疑・討論が終了しまし
たので、採決を行います。

第2号請願「放課後児童クラブの質の確保を
求める意見書提出についての請願書」を採択す

ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第2号請願は採択するものと決定さ
れました。

ただいまの請願の採択に伴い、その趣旨に沿

って、本委員会から意見書提出方の動議を提出

することにいたします。

事務局より文案の配付をお願いします。

（意見書文案配付）

【近藤委員長】各委員におかれましては、文案

の確認をお願いいたします。

これについて、何かご意見はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】意見がないようですので、お諮

りいたします。

本提案のとおり、意見書を提出することにご

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、ただいまの趣旨に沿って、本委員会

より意見書を提出することにいたします。

なお、意見書文案の作成については、いかが

いたしましょうか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】それでは、正副委員長に一任を

お願いします。

以上で請願の審査を終了します。

暫時休憩します。

― 午後 １時４３分 休憩 ―

― 午後 １時４３分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

福祉保健部、こども政策局関係の審査が終了

いたしましたので、審査結果について整理した

いと思います。

しばらく休憩します。

― 午後 １時４４分 休憩 ―

― 午後 １時４４分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、こども政策局を含む福祉

保健部関係の審査を終了いたします。

この後、分科会長報告及び委員長報告の取り

まとめなどの委員間討議を行います。

理事者退出のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 １時４５分 休憩 ―

― 午後 １時４５分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

今定例会で審査いたしました内容について、

3月13日水曜日の予算決算委員会における文教
厚生分科会長報告、3月15日金曜日の本会議場
における文教厚生委員長報告の内容について、

協議を行います。

それでは、審査の方法についてお諮りします。

協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うことといたしたいと存じますが、

ご異議はございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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【近藤委員長】ご異議がないようですので、そ

のように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 １時４６分 休憩 ―

― 午後 １時４６分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

文教厚生分科会長報告及び文教厚生委員長報

告については、協議会における委員の皆様の意

見を踏まえ報告させていただきます。

次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思います。

しばらく休憩します。

― 午後 １時４７分 休憩 ―

― 午後 １時４７分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

最後に、閉会に当たり、各部局長に出席を求

めておりますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 １時４８分 休憩 ―

― 午後 １時４９分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本任期中の委員会は本日が最後と

なりますので、私から閉会のご挨拶を申し上げ

ます。

昨年3月に文教厚生委員会の委員長を仰せつ
かりまして、これまで1年間にわたり、委員会

審査をはじめ県内外での現地調査などを実施し

てまいりました。

この間、浅田副委員長をはじめ各委員の皆様

にはご助言、ご協力を賜り、また、理事者の皆

様方には誠意あるご対応をいただきました。

おかげをもちまして、委員長として重責を果

たすことができたことと深く感謝申し上げる次

第であります。

さて、本委員会では、教育、福祉、保健、医

療、子育てと幅広い分野を所管しておりますが、

この1年間を振り返ってみますと、教育分野で
は、本県教育の基本的方向性を定めた教育大綱

「豊かに育てながさきの子どもたち」並びに第

3期長崎県教育振興基本計画の策定について、
新図書館の整備について、福祉・保健・医療分

野では医療計画、障害者基本計画など各種計画

の策定について、県民の健康寿命の延伸に向け

た健康長寿日本一の長崎県づくり推進事業につ

いて、子育て分野では児童虐待防止対策におけ

る児童相談所と警察との連携強化についてなど、

各分野で活発な論議を重ねてまいりました。

人口減少、少子・高齢化が急速に進行し、人

と人とのつながりが希薄になるなど、本県を取

り巻く環境が大きく変化する中、理事者の皆様

におかれましては、次代を担う人材豊かな長崎

県、地域のみんなが支え合う長崎県の実現に向

けて、なお一層のご尽力をお願いしたいと存じ

ます。

終わりに、県勢の今後ますますのご発展と、

委員並びに理事者の皆様のご健勝とご活躍をご

祈念しまして、ご挨拶とさせていただきます。

まことにありがとうございました。

次に、理事者を代表して、福祉保健部長から

ご挨拶を受けることといたします。

【沢水福祉保健部長】理事者を代表いたしまし
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て、閉会のご挨拶を申し上げます。

近藤委員長、浅田副委員長をはじめ文教厚生

委員の皆様方におかれましては、委員ご就任以

来、文教厚生全般にわたり終始熱心にご審議を

いただき、貴重なご意見、ご提言を賜りました

ことに対しまして、心より御礼を申し上げます。

総務部関係では、県立大学や私立高校の卒業

生に係る県内就職の促進の取組や、長崎県教育

大綱「豊かに育てながさきの子どもたち」の策

定などについて熱心にご議論いただきました。

今後とも、県立大学の教育・研究の充実及び

私立学校の振興に向け、教育環境の改善を図っ

てまいります。

次に、教育委員会関係では、教員の働き方改

革推進等の取組や、安全で快適な学校施設の整

備、新県立図書館整備など教育行政に係る諸課

題につきまして、終始熱心にご議論いただきま

した。

今年度策定した第三期長崎県教育振興基本計

画に掲げる「長崎の明日を拓く人・学校・地域

づくり」を目指し、教育県長崎の確立に向け、

引き続き努めてまいります。

また、こども政策局関係では、児童虐待防止

対策における児童相談所と警察との連携強化を

はじめ、保育士の確保など各種施策につきまし

て熱心にご議論をいただきました。

今後も、安心して子どもを産み育てることが

でき、子どもが生まれてきてよかったと感じる

社会となるよう、県民総ぐるみの子育て支援、

結婚、妊娠、出産から育児までの一貫した切れ

目ない支援、きめ細やかな対応が必要な子ども

や家庭に対する支援などの充実を図ってまいり

ます。

最後に、福祉保健部関係では、長崎県医療計

画等各種計画の見直し、健康長寿日本一の長崎

県づくり、医療・介護人材の育成・確保など、

福祉保健行政の諸課題につきまして熱心にご議

論をいただきました。

今後も県民一人ひとりの尊厳が保たれ、とも

に支え合い、誰もが安心して健やかで生きがい

のある生活を送ることができる地域をつくるた

め、県民一人ひとりを支える医療・介護・福祉

施策の充実を図ってまいります。

以上、委員の皆様方より賜りました貴重なご

意見、ご提言を踏まえながら、今後とも、本県

教育、子育て、福祉保健の発展のため全力を尽

くしてまいりたいと考えておりますので、引き

続きのご指導、ご鞭撻をお願い申し上げます。

最後になりますが、委員の皆様がご健勝にて、

本県発展のために今後なお一層のご活躍をされ

ますことを祈念申し上げまして、簡単ではござ

いますが、御礼のご挨拶とさせていただきます。

本当にありがとうございました。

【近藤委員長】 ありがとうございました。

これをもちまして、文教厚生委員会及び予算

決算委員会文教厚生分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 １時５５分 閉会 ―



文教厚生委員会委員長　　近藤　智昭

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

長崎県手数料条例の一部を改正する条例（関係分） 原案可決

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県こども・女性・障害者支援センター設置条例の一部を改正
する条例

原案可決

長崎県地域医療再生臨時特例基金条例を廃止する条例 原案可決

長崎県看護職員修学資金貸与条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（関
係分）

原案可決

長崎県国民健康保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県立児童福祉施設条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を
改正する条例

原案可決

長崎県少年保護育成条例の一部を改正する条例 原案可決

県立高等学校等条例の一部を改正する条例 原案可決

市町村立学校県費負担教職員定数条例及び県立学校職員定数条例
の一部を改正する条例

原案可決

学校職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 原案可決

第 25 号 議 案

第 26 号 議 案

第 27 号 議 案

第 28 号 議 案

番　　号 

第 17 号 議 案

記

文 教 厚 生 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

平成３１年３月７日

　　　　議長　　溝口　芙美雄　　様

第 18 号 議 案

第 32 号 議 案

第 30 号 議 案

第 31 号 議 案

第 22 号 議 案

第 23 号 議 案

第 24 号 議 案

第 29 号 議 案

－145－



件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果番　　号 

長崎県立長崎図書館の講堂の使用に関する条例を廃止する条例 原案可決

長崎県立上五島海洋青少年の家条例を廃止する条例 原案可決

計　１５件（原案可決　１５件）

２　請　　願

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

第 2 号 放課後児童クラブの質の確保を求める意見書提出に関する請願書 採 択

計　　１ 件（採択　　 １ 件）

番　　　号 

第 33 号 議 案

第 34 号 議 案

－146－
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委員長（分科会長）      近 藤 智 昭

副委員長（副会長）      浅 田 眞 澄 美

署 名 委 員      野 本 三 雄

署 名 委 員         麻 生 隆

書  記   松 村 賢 太 郎

書  記   永 井 美 佐 子

速  記   (有)長崎速記センター



配 付 資 料
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総務部関係の議案についてご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第 １号議案 平成３１年度長崎県一般会計予算のうち関係部分 

第５７号議案 平成３０年度長崎県一般会計補正予算（第５号）のうち関係部分 

であります。 

 

 議案の説明に先立ちまして、平成３１年度の主要事業をご説明いたします。 

 

１．魅力ある長崎県立大学づくり 

長崎県立大学を設置・管理する長崎県公立大学法人は、教育や研究、地域貢献等に

関して県が定めた中期目標を達成するための中期計画を定め、目標達成に向けた取組

を進めているところであります。 

長崎県立大学では、平成２８年４月に３学部７学科から５学部９学科への学部学科

再編を実施し、来年度は、再編後に入学した第１期生が卒業を迎えることとなります。   

現在、課題発見力などの社会人基礎力を有する人材、グローバル化や情報化に対応

した人材の育成を目指し、長期インターンシップ、海外ビジネス研修、しまのフィー

ルドワークなどの実践的な教育を実施するとともに、一人でも多くの卒業生に地域社

会で活躍してもらえるよう、県内就職率の向上に向けた取組を進めております。 

また、佐世保校については、主要な建物１０棟のうち５棟が築後約５０年を経過し、

老朽化が進んでいることから、新たな機能を有する校舎への建替えを進めております。

本年度から建設工事に着手したところであり、地域に開かれた魅力あるキャンパスの

実現に向けて、引き続き計画的に事業を進めてまいります。 

このように、実践的な教育の推進、県内就職率の向上、教育研究施設の整備など中

期計画に定める取組について、大学と県が一体となって推進し、魅力ある、選ばれる
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大学への歩みを着実に進めてまいります。 

 

２．私立学校助成事業 

県内の高校生の約３割が私立高等学校で学んでおり、建学の精神や、独自性・自主

性に基づいた特色ある教育を通じて、本県教育の振興に大きく寄与しておりますが、

少子化の進展に伴う児童・生徒の減少により私立学校を取り巻く環境は一段と厳しさ

を増しております。 

 県としては、教育条件の維持・向上等を図るため、学校法人の経常的経費に対し助

成するとともに、魅力ある私立学校づくりのための特色ある取組を支援するなど、私

立学校の振興を図ってまいります。 

また、県内就職推進員の配置に要する経費に対して助成するなど、私立高校生の県

内就職率の向上を図るとともに、耐震補強及び耐震改築工事に要する経費に対して助

成を行い、耐震化の促進を図ってまいります。 

さらに、高等学校等就学支援金や授業料軽減補助金に加えて、授業料以外の教育費

を対象とした高等学校等奨学給付金を支給することにより、保護者の所得に応じた教

育費負担の軽減を図ってまいります。 

 今後とも、私立学校の振興及び保護者負担の軽減に向けた支援を行ってまいります。 

 

 次に、第１号議案 平成３１年度長崎県一般会計予算のうち関係部分についてご説

明いたします。 

 

 総務部所管の歳入予算総額は、       

  国  庫  支  出  金      ２９億 ３，５６１万 ８千円 

であります。 

歳出予算総額は、           １１２億 ９，９１９万 ２千円 
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で、内訳としては、 

  大     学     費      ３０億 ５，５２１万 ５千円 

  私 立 学 校 振 興 費      ８２億 ４，３９７万 ７千円 

であります。 

 

 歳出予算の主な事業についてご説明いたします。 

地方独立行政法人法第４２条の規定に基づく長崎県公立大学法人に対する運営費交

付金、地域を支える人材育成や地元定着促進を図るための実践的教育に対する県立大

学実践的教育推進事業費補助金、県立大学佐世保校の建替えのための施設整備事業費

補助金並びに長崎県公立大学法人評価委員会の運営等に要する経費として、 

  大  学  法  人  費      ３０億 ２，８６３万 ９千円 

  私立学校の教育条件の維持向上、施設の安全性の確保及び保護者負担の軽減を図る

経費として、 

  私 立 学 校 助 成 費      ８１億 ７，９８２万 ３千円 

を計上いたしております。 

 

次に、第５７号議案 平成３０年度長崎県一般会計補正予算（第５号）のうち関係

部分についてご説明いたします。 

今回の補正予算額は、 

歳入予算は、 

 国  庫  支  出  金       １億 ６，３５７万 ２千円の減 

であります。 

歳出予算は、                

 大     学     費          ９，５８４万 ９千円の減 

 私 立 学 校 振 興 費       ３億 １，６６２万 ４千円の減 
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 合           計       ４億 １，２４７万 ３千円の減 

であります。 

 

 この歳出予算の内容について、ご説明いたします。 

 

 大学費の主なものは、 

県立大学佐世保校建設整備事業費        ８，４７９万   円の減 

であります。 

 

 私立学校振興費の主なものは、 

  高等学校私立学校助成費         ２億 ４，２６５万 ５千円の減 

  中学校私立学校助成費             ３，９３５万   円の減 

  小学校私立学校助成費               ９２８万 ２千円の減 

であります。 

 

 最後に、平成３０年度補正予算の専決処分について、あらかじめご了承を賜りたい

と存じます。 

 平成３０年度の予算については、今議会に補正をお願いいたしておりますが、今後、

年間の執行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生じることから、３月末をもっ

て平成３０年度の予算の補正について専決処分により措置させていただきたいと考え

ておりますので、ご了承を賜りますようお願いいたします。 

 

 以上をもちまして、総務部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 
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総務部関係の議案外の主な所管事項についてご説明いたします。 

 

（私立高等学校新規卒業者の就職状況について）   

私立高等学校においては、県内就職推進員の配置の支援に加え、産業労働部や長崎

労働局とも連携して、県内企業面談会や進路指導担当者と県内企業の名刺交換会への

参加等を各学校に促すとともに、学校毎の県内企業説明会や県内企業見学会を推進す

るなど、私立高校生の県内就職率の向上を図ってまいりました。 

さらに、今年度は、高校と商工会議所商業部会との意見交換会や進路指導担当教員

の意見交換会を初めて開催するなど、関係機関の連携強化にも取り組んでおります。 

１月末現在における私立高等学校の就職希望者の就職内定率については、

８８．２％と前年同期比１．６ポイントの低下となっており、このうち県内就職内定

者の割合は、６７．６％と前年同期比０．６ポイントの低下となっております。 

１月末現在の未内定者は１０２名であり、未内定者の多い学校を中心に、就職担当

者による生徒の状況把握と継続的な支援に取り組むよう指導をしております。 

今後とも、長崎の暮らしやすさ等を周知する「なっとく！ながさき」の配布や、県

幹部職員による県内定着に関する講演の開催など、県内就職に向けた意識の醸成を図

るとともに、１～２年生向けの企業説明会の開催や保護者の企業説明会等への参加な

どにより県内企業との交流の拡大を推進するなど、私立高校生の県内就職の促進に引

き続き取り組み、若者の地元定着を図ってまいります。 

 

（県立大学の一般入試志願倍率及び卒業予定者の就職内定状況について） 

長崎県立大学においては、平成２８年４月に大幅な学部学科の再編を行い、課題発

見力などの社会人基礎力、社会のグローバル化や情報化に対応する能力を有する人材

の育成を目指して、海外での語学研修、地元の企業人から経営の理念や戦略を学ぶ授

業、企業や官公庁での長期インターンシップなどの実践的な教育を推進しております。 
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また、県教育委員会と連携し、離島の県立高校においてオープンキャンパスを開催

しているほか、高校生向けの出前講座、大学教員と事務職員による高校訪問、様々な

媒体を活用した大学のＰＲなどを実施し、魅力ある、選ばれる大学となるための取組

を進めております。 

その結果、平成３１年度一般入試における最終志願倍率は、大学全体では前年比

０．7 ポイント増の６．２倍となり、学部別では、経営学部が６．１倍、地域創造学

部が６．４倍、国際社会学部が５．７倍、情報システム学部が７．２倍、看護栄養学

部が５．６倍となったところであります。 

 また、平成３１年３月卒業予定者の１月末現在における就職内定率については、 

９３．３％で前年同期比０．１ポイントの減となっており、学部別では、経済学部が 

９２．９％で０．８ポイントの増、国際情報学部が９０．５％で４．４ポイントの減、

看護栄養学部が１００％で３．３ポイントの増となっております。 

このうち県内就職の割合は３４．９％で、前年同期比２．４ポイントの増となって

おります。 

県立大学においては、引き続き地域に根ざした実践的な教育によって学生の地元志

向を育むとともに、県内就職応援サイト「N なび」を活用した県内企業情報の提供、

県内企業を訪問する企業見学会、県内のＩＴ企業と交流するＩＴ業界研究会など「学

生に県内企業を知ってもらう」、「学生と県内企業を繋げる」取組を積極的に実施し、

学生の県内就職促進を図ってまいります。 

 

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 




























































































































































